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刊行にあたって

農林水産祭は平成19年度で、第46由自を迎えました。

この事業の中心の一つをなす農林水産祭式典は、昨年11月 23日に明治神宮会館

で開催され、当日、天皇杯、内閣総理大臣賞及び日本農林漁業振興会会長賞が、

各賞とも 7部門、併せて22の個人・団体に授与されました。

これらの受賞者は、全国で開催された306の農林水産祭参加表彰行事において

見事に農林水産大臣賞を受賞した511人(含む団体)の中から、農林水産祭中央

審査委員会の厳正な審査を経て選定されたものであり、あらためて祝意を表する

次第であります。

なお、今回の表彰では、夫婦連名受賞者が l 点にとどまりましたが、農林水産

業の現場の実態をより反映するものとして今後増加していくことを期待していま

す。

ここに刊行する「農林水産祭受賞者の業績j は、天皇杯等三賞の選賞審査に関

わった各位のご尽力によりとりまとめられたものであり、中央審査委員会の八木

会長の「選賞審査報告J、各受賞者の「受賞者のことばJ、それに各分野の専門家

による「受賞者(出品財)の技術的経営的評価に関する部分j で構成されており

ます。この lゃから、今日の我が回の農林水産業を担う最先端の経営者像をお読み

取りいただきたいと存じます。

この冊子が今後の我が国の農林水産業並びに農山漁村の発展の道しるべとして

広く活用されることを期待するとともに、受賞者をはじめ、関係者各位の益々の

ご健勝とご活躍を祈念し、農林水産祭に対するさらなるご支援とご協力をお願い

して刊行のことばといたします。

平成20年 3 月

財団法人 日本農林漁業振興会

理事長宮町 勇
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選賞審査報告

平成19年11 月 23自に開催された農林水産祭式典において、天

皇杯等三賞の授与に先立ち、八木宏典農林水産祭中央審査委員会

会長から、選賞審査報告が行われました。

以下は、間報告全文です。

審査報告を申しょげます。本年度の農林水産祭に参加さ

れた306行事において、農林水産大臣賞を受賞された51 1，点

を対象に、農林水産祭中央審査委員会では、書類審査およ

び現地調査を通じて、慎重な審査を重ねてまいりました。

その結果、農産、閤芸、畜産、蚕糸・地域特産、林産、水産、むらづくりの 7 部門

において、それぞれ天皇杯、内閣総理大臣賞、日本農林漁業振興会会長賞の 3 賞に

ついて22点の受賞者を決定いたしました。

受賞者の方々のそれぞ、れの業棋につきましては、お手元にあります資料に概要が

記載されておりますので、それをお読みいただくことといたしまして、今回の農林

水産祭の受賞者全体を通じた特徴的な幾つかの点、について申し上げ、審査報告とさ

せていただきます。

まず第 l の点は、多くの受賞者が地域のおかれた立地条件や気象条件を巧みに利

用するとともに、地域資源の有効活用などを通じて、卓越したすばらしい事業を展

開しているという点であります。 50haの放牧地や採草地を使って、実に飼料自給

率75% という、これからの持続可能な酪農のモデルともなる放牧断農を展開してい

る藷産部門で天皇杯を受賞された北海道の小栗隆殿、地の利を活かして、マグロの

天然穂高の採捕技術や養殖技術、チルド帯温度管理など流通技術の工夫によって、

首都闇市場に生マグロを出荷している水産部門で、天皇杯を受賞除された鹿兇烏県の南

さつま漁業協同組合野間地マグロ養殖協業体、地域の未利用資源であるワイン粕を

有効に活用して飼~-.q.とし、1fI 1十|ワインビーフのブランド化を図るとともに、生産情

報公表]ASにも取り組んでいる畜産部門で内閣総理大臣賞を受賞された山梨県の(有)
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小林牧場、などの取り組みが評価されます。

第 2 の点は、多くの受賞者が時代の動きをよく読み、消費者の晴好をしっかりと

把握して、きわめて高品質な農林水産物の生産ならびに販売事業に取り組んでいる

という点であります。煎茶、かぶせ茶、玉露、てん茶の 4茶種の生産に取り組み、

作業の分散化と適期の摘採によって、それぞれにきわめて優れた品質の茶生産に取

り組んでいる蚕糸・地域特産部門で天皇杯を受賞された京都府の下関久五郎殿、伝

統的畳表である「中継表j の機械化を圏るとともに、 f備後表j のい草生産と畳表

の製織にきわめて高い技術力を有する蚕糸・地域特産部門で内閣総理大臣賞を受賞

された広島県の居者JII宏志殿、畑作に収益性の高いごぼうや緑肥エン麦を取り入れた

輪作体系を確立し、高収量・高品質な安定した小麦生産に取り組む農産部門で内閣

総理大臣賞を受賞された北海道の三上博由殿、加工製造技術の鋭意工夫による安全

な「鮎の昆布巻」の製造・販売を通じて、天然素材を使ったこだわりのモノづくり

と伝統的な食文化継承の重要性を提起している水産部門で、内閣総理大詰賞を受賞さ

れた三重県の側うおすけ、などの取り組みが評価されます。

第 3 の点は、海外の産地情報をも把握したグローパルな視点から生産・販売戦略

を構築し、海タト産地の動向をもふまえた国内の産地づくりに取り組む動きが広がっ

ているという点であります。長いもを 5年輪作の畑作に導入し、地域ぐるみでの土

作りなど基本技術の励行と無病種芋の自給、環境負荷軽減の取り組みなどを通じて

競争力のある産地を形成し、台湾など海外へも積極的に輸出している園芸部門で天

皇杯を受賞された北海道の帯広市川西長いも生産組合、インドやアフリカなど海外

産地の動向を見ながら、パラの新品種育成、ロックウール栽培とアーチング方式、

ウォーターパケットと独自の鮮度維持技術などに工夫をこらし、輪入パラに負けな

い高品質なパラを生産している園芸部門で内閣総理大臣賞を受賞された愛知県のひ

まわり農業協同組合パラ部会、などの取り組みが評{面されます。

第 4 の点は、多くの受賞者が先駆的な技術開発やその実用化を通じた自らの事業

を展開するだけでなく、地域振興のためにも大いに努力しているという点でありま

す。品質の高い水稲・小麦・大立の 2 年 3作の大型機械化技術を確立し、地域の種

子生産を担うとともに、近隣地域の遊休農地の発生を未然に防ぎながら、経営面積

が実に320haという大規模な地域密着型の水田営農を展開している農産部門で天皇

つ
中



杯を受賞した岐阜県の(有)福江営農、日本現森林認証のSGECを取得し、地域の森林

所有者に合理的な森林施業プランを提示して低コスト搬出間伐システムの確立に成

功している林産部門で、天皇杯を受賞された京都府の日吉町森林組合、「しいたけづ

くりをしないと山が荒れる」との信念のもとに、高品質な乾しいたけを中心に畜産、

水稲の資源循環利用の複合経営を確立し、良好な車山維持を通じて山村振興にも

献している林産部門で内問総理大臣賞を受賞された大分県の小野九洲男殿、などの

取り組みが評価されます。

さらに、学校の統礎合問題を契機に、集落の存亡に危機感を持った住民たちが知

恵を出し合い、制意工夫しながら漁村体験交流や定住型の漁村留学、地区外の応、援

団の組織化と交流などに取り組み、心温まる油、村牟づくりを通じて人日増加にも成功

しているむらづくり部門で天皇杯を受賞した徳島県の伊臨利の未来を考える推進協

議会、ユズの生産・加工・販売を一元化させた農業の 6 次産業化を通じて、女性の

経営参画、若者のU ターンと定住化の促進、体験交流の推進など多彩むらづくりに

取り組んで、いる和歌山県の古座川ゆず平井の思などの取り組みも、これからの条件

不利地域における活性化モデルとしても大いに注自されるものであります。

なお、今回の農林水産祭で、は、日本農林j魚、業振興会会長賞を受賞された秋田県の

グリーンレディースにかほなど、全国の女性グループによる商品開発や起業化の動

きなどが組問されるところでありますが、その一方で、昨年などに比べますと、夫

婦連名で、の受賞件数が少なかったように思います。多くの農業女性が地域の農業や

農業経営を実質的に支えているわけでありますから、その実態に合わせて、夫婦連

名での受賞が将来はさらに増えるよう、農林水産祭参加行事の関係各位にこの場を

お借りしてお願い申し上げます。

最後になりましたが、今回の農林水産祭の受賞者の方々に心からお祝いを申し上

げるとともに、受賞者の方々の先進的な技術、経営、地域振興への取り組みが、我

が自の21世紀農業のモデルとなり、日本農業の大きな力となることを期待いたしま

して、審査報告を終わらせていただきます。
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(有精江営農代表後藤昌宏

この度は、前社長からの基本理念であります「地域密着型農業」への取り

組みを評価いただき、農林水産祭において「天皇杯J という大変名誉ある賞

を賜り、構成員一同身に余る光栄と、心より感謝申し上げます。

私ども、有限会社福江営農は、昭和58年に設立された福江営農組合を前身

とし、規模拡大による経営の安定化と、 オペレー ターの就労条件の安定化を

図るため、平成 4年に法人化するに至りました。

当地域は、肥沃な土壌ながら、海抜Om と低湿地帯であることから、昭和

50年イtに排水対策が講じられるとともに、 l 区画 1-2haの大区画ほ場が整

備され、大型機械を利用した、水稲、小麦、大豆の 2 年 3作体系が確立された、

県内随一の穀倉地帯であります。

法人設立以来、地域内で耕作放棄地を発生させない強い信念から、担い手

が育っていない地区の農地については]Aと連携しながら、作業受託、利用

権の設定等を進め、品種の組み合わせによる作期分散や大型機械による省力

技術、新たな栽培技術の導入等、基本技術を確実に励行しつつ推進すること

で、生産性向上と品質の向上を図って参りました。

また、前社長の強い遺志でもあります、化学合成農薬、化学肥料を 3 割以

上削減する、 「ぎふクリ ー ン農業J 推進に よる環境負荷軽減、 さ らに畜産農
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受賞者のことば

家から供給される堆肥の有効利用など耕畜連携体制の強化による地域内循

環型農業への取組拡大を責務と認識し、今後共より一層、地域農業への貢献

に努めて参りたい考えております。

最後に、今閣の受賞に当たり、関係機関の皆様方の絶大なるご支援に対し

心よりお礼申し上げ、受賞に当たって

地域の概要と受費者の略歴

1 .地域の概要

とさせていただきます。

岐阜県海津市は岐阜県南部に位置する海津町、平田町、南濃町の3町が平成17

年 3 丹に合併し誕生した新市であり(人口 4万 2千人、総面積立2.31krrl) 、西部・

南部を三重県に、東部を木曽・長良川によって愛知県に隣接している。冬季には

「伊吹おろしj と呼ばれる北西からの季節風が吹くものの、長い日照時聞があ

り、年平均気温16.6'C、年間降水量2，377mm (平成16年)となっている。当該地域は

揖斐・長良・木曽の三大河川が合流する海抜Omから 4mの低湿地で、これら河

川が氾濫し連ばれてきた土砂が沖積する独特の地形であり、水害を防ぐため作ら

れた堤防「高須輪中」において、古来から f堀田J と呼ばれる回で田加を利用し

た米づくりが行われていたO 昭和20年代から40年代にかけて排水施設の整備が進

められ、国営長良川農業水利事業や各種土地改良事業により「堀田J を埋め立て

て水田の整備が行われたO その後、昭和55:4三ごろから開始された「高須輪中総合

整備事業」により、 1 ~2haの大区画ほ場や農道、暗きょ等が整備され、高能率

な機械化営農が可能となった。

2. 地域農業の概要

海津市は総耕地面積3，645ha、農家戸数2，∞3戸のうち専業農家219戸、兼業農家

1，784戸であり、非常に兼業化が進んで、いる。海津市内では39の集落営農組織や

141経営体の認定農業者(法人、個人)が活躍しており、これら営農組織等の地
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域農業の担い手によって「海津市営農協議会」が組織されている。整備された大

区画ほ場等の生産基盤の能力を最大限発揮するため、大型機械の導入・利用を

促進することを呂指して組織化・農地の集積を進めている。約すの集落に営農

組織を立ち上げ、さらに組織化が進んで、いない集落についても近隣の大規模法人

に対して農地を集積するため、海津市、 ]A、普及センターが大規模法人と協力

しながら取組を進めている。平成19年度からの品目横断的経営安定対策の実施に

伴い、一層の低コスト・省力生産に向け、大規模経営体の育成が必要となってく

ることから、営農組織等へは全体の 8 割の農地(言十2，379ha) を集積する計画を

進めている。そのためさらなる取組の強化を行い、集積を進め、集落のみならず

地域全体に経営耕地が広がる、地域営農の担い手として大規模法人(経営面積

3∞ha~5∞ha) の育成を図ることとしている。

農地の集積、水田利用の高度化を進めるとともに、近年特に高まっている食の

安全・安心に対する消費者ニーズに的確に対応するため、慣行栽培よりも化学合

成農薬、化学肥料の使用量を減らした栽培への取組、近隣の畜産農家との連携を

進め、堆肥等の有機箕資材の投入も進めている。

また農地の大部分を田が占めており(約90%)、水稲・小麦・大豆の土地利用

型農業を中心にとまと・きゅうり等の施設園芸も盛んに行われているO 売れる農

産物づくりを推進することを目的とし、産地ブランドづくりを目指している。農

業産出額は85.5億円、農家1戸あたりの生産農業所得は3.120千円、lOa当たりの農

業所得は83千円となっている。

第 1 表海津市農家戸数 第3表海津市の小麦・大豆栽培面積の推移

-7 



受賞者の経営概要

1 .経営の概況

福江営農は昭和58年に機械利用組合として設立され、主に水田における転作麦

の栽培管理作業を全面的に受託する地域営農組合のーっとして、活動していた。翌

年から集落内の水田作業についても部分的に受託するという形で活動の範聞を拡

大し、徐々に地権者との間で信頼関係を構築して順調に規模拡大を進め、この間

に組織経営体としての体制が撃ってきた。これはちょうど地域のほ場整備事業が

実施され、 1 ~2ha区画の大規模水田が整備されるとともに、暗きょが施工され、

水田の汎用化が進展していった時期と重なり、基盤整備をきっかけに機械化、作

業の組織化、そして経営の組織化へ発展していった好例と言える。

平成 4年には、社会的信用の向上による経営力の強化と、オベレーターの就労

条件の安定化を図るため、有限会社指江営農を設立し、現在で、は地域のモデル経

営として成長している大規模経営の基礎が築かれた。その後、椙江地区以外でも

営農札織等の担い手が育っていなしミ集落において、小麦や大豆等の集団転作の受

託を推進したり、営農の拠点となる集落営農や大規模経営体を育成していくとい

う方針を持つ]Aとの密接な連携のもと、農地保有合理化事業等を活用した農地

利用権の設定及び、水稲の作業受託等を進めることでさらに経営規模を拡大してき

た。平成19年には経営面積323.6ha (その他水稲の部分作業受託45ha) に達し、

l 惰)福江営農 写真 2 経営地図
(写真中央代表の後藤さん)
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地権者約230戸の大規模経営を実現している。

作付面積の内訳は水稲167.8ha、小麦141.6ha、大豆155.8ha (同年)となっており、

さらに水稲の部分作業受託:45haを請け負っている。

1∞馬力以上の大型トラクター 7 台、大型プラウハロー、レーザーレベラー、

無人ヘリコプタ一、色彩選別機なとマ最新の大型機械を装備して、効率的かつ精度

の高い農作業体系の確立を国っている。都府県においては上記のような大型機械

を活用した栽培体系を経営に取り入れている事例はそれほど多くなく、福江営農

は自ら機械メーカ一等を巻き込んで栽培技術、機械の調整等を行っており、現在

までのところ水街、小麦、大豆の 2年 3作体系において十分安定的な収量を実現

している。

9 



第 5 表農業用機械類の所有・利用状況

機械名 台数 能力 年間利用時間

トフクター 16 l卯pば 1)、 l印IpS(2)、 2.565 
125ps(l)、 120ps(2)、

l∞ps(l)、 9句s他(9)

サブソイフー 2 2連式 170 
ブロードキャスター 2 1 ，8∞以1)、 1，2∞L(l) 60 
フ。フウ 2 6連式 200 
レベラ 3 中高4m、 ぽ 2) 285 
トレンチャー 2 230 
播種機 2 12条播き3m，l9条播き 3m 820 
無人へリ AYH-3 170 
がL用コンパイン 4 メリ隠3.3m、 2.6m、 2.3m(2) 445 
自脱型コンパイン 4 6条 575 
トフック 9 7t、 5t、 3百3)、 1 1;(4) 426 
側条施肥田植機 3 8条 575 

また、地域を大切にするという考えから地域とのつながりを重視した営農活動

に力を入れている。具体的には、農地の利用権設定や作業受委託の地域での話し

合いが持たれた場合には、法人からも参加し、効率的な農地利用に向けて、円滑

に調整が図られるよう協力している。こうした地道な話し合いや丁寧な作業とい

った営農活動を通じて築いた信頼関係の結果として集積された323.6haという広

大な経営耕地が集積され地域の耕作放棄地発生を未然に防いでいる。実際、海津

市海津町では耕作放棄地は発生しておらず(海津市調べ)、基盤整備をきっかけ

にした大規模経営体の育成の代表的な成功事例といえよう。

2. 大規模経営を支える技術

(1) 複数品種の組合せによる作期分散

水稲については、岐阜県内で、最も早く消費者に届く早生品種の「あきたこまち」

と、岐阜県のブランド品種であり、人気の高い晩生品種の「ハツシモj の 2 品種

を中心に作付けている。「あきたこまちJ は海津市周辺では通常、 4 月 20~ 28 日

ごろ田植え、 7 丹 15日ごろ出穂、 8 月 13日ごろ収穫期を迎える。一方、「ハツシモJ

は通常、 5 月1O ~20日ごろ田植え、 8 月初日ごろ出穂、 9 月 28日ごろ収穫期を

迎え、この 2 品種の間では約 1 カ月積度の生育ステージのずれがある。これを利

10 



用して、作業の分散を図り、規模拡大を図る等の機械や施設の効率利用を実現し

ている。この地j或では、さらに「あきたこまち」と「ハツシモJ の中間、おおむ

ね 8 月上旬に出穂、 9 丹上旬に収穫期を迎える「コシヒカリ J も栽培されており、

さらなる作期分散・規模拡大を志向する場合は「コシヒカ 1) J を導入している。

実際、この 3 品種を組み合わせて栽壊している経営体もあるが、福江営農では乾

燥調製を自らの施設で行っているため、多様な品種の栽培は品種切り替えに伴う

清掃の必要から作業効率が低下すること、混入のリスクが高まること等から適当

ではないと考えており、あえて 2 品種の構成としている。今後の規模拡大におい

て作期分散の必要が生じてくる局面では、さらに品種構成を増やすという手法で

はなく、移植栽培に比べて生育が7~ 10日程度遅れるとされている醍播栽培の

導入を検討しており、次年度作では試験的に取り組む考えである。

小麦では晩生品種の「農林61号」を中心に、早生品種「イワイノダイチj を、

大立では「フクユタカ」に中生品撞「つやほまれ」を組み合わせている。小麦に

ついては作期分散の効果はそれほど大きくなく、ほほ一斉に収穫期を迎えてしま

うが、大豆については単一品種では播種適期が非常に短くなり、大面積での作業

は大変難しい。そのため、生育ステージの異なる 2 品種を組み合わせることで水

稲と向様に作期を分散し適期作業の実施と機f樹新動面積の拡大を実現している。

第 6表年間の作付体系

作目 品種 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 
水稲 あきたこまち ムふ⑮ 塁審

ハツシモ ムぬ⑮ 題

小麦 イワイノダイチ 関 010/下
農林61号 園 011/上中

大尽 つやほまれ 6/T~7/上O 闘

フクユタカ 7/1ニ~7/下O 魁

ム:耕起、 A: 代かき、 0: 播種、⑮悶組、国収穫

(2) 作物別肥培管理

ア. 71<.稲

品種ごとの団地化に努めるとともに、大型トラクタ一、プラウ、レーザーレベ

ラー、除草剤問時散布の側条施肥田植機、乗用型管理機、無人ヘリを活用した、

τ
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省力的でありながら精度の高い作業を行い、海津市の平均を上回る収量を確保し

ている。特に、大豆跡の水稲栽培で、は均平作業に注意し、丁寧にレーザーレベラ

ーをかけることとしている。また、「あきたこまち」の全面積と「ハツシモ」の

6 割に相当する面積について、肥効調節型の肥料を利用して肥料の流亡を防止す

るとともに、穂肥の散布作業を省略し、同時期に行われる大豆の播種作業との競

合を避け、適切な時期に大豆播種ができるよう工夫している。

上記のような大臣画ほ場での水稲、小麦、大立の大規模機械化体系については、

現在までのところ研究成果が十分とはいえず、呂本では先駆的に取り組んで、いる

福江営農自ら農機具メーカ一、試験研究機関、普及センターと連携して新しい技

術確立に取り組んで、いる。

また、複数集落にほ場が分布することから、きめ細かい栽培管理を行うため、

集落ごとに担当者を決め、この担当者にその集落内のほ場を責任を持って管理さ

せるというシステムを採用している。この結果、各人が主体的、意欲的に農業生

産に取り組むようになり、規模拡大に伴って栽培管理がおろそかになることから

じる収量や品質の低下を防止している。

さらに、平成18年には、海津市営農協議会として、「ぎふクリーン農業勺に登

録し、地域で統ーした栽培暦に沿った施肥・防除体系による栽培を開始している。

また、農薬散布においては、海津市全体でポジテイブリスト制度に対応した防除

体系を組んでおり、隣接ほ場に他の作物が栽培されている場合は飛散が少ない粒

剤による散布とし、農薬の飛散防止に努めている。

※ぎふクリーン農業とは・・・…化学合成農薬・化学肥料の使用量を慣行栽培に比べ

て30%以上削減した栽培方法を確立・普及することを目標としており、生産拡大

と農業者の取組を推進するため、独自の表示制度を設けている。

イ.小麦

実需者から求められる品質と安定した量を確保するため、小麦栽培の基本であ

る排水対策の徹底と、穂肥の適期適量施用、自社で保有する無人ヘリコプターに

より赤かぴ病の適期防除を実施する他、自脱型コンパイン(1台)、汎用型コン

つ
山
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パイン (4台)と保有するコンパインを最大眼に用い、全面積 (140ha) を約 l

週間で収穫できる体制を整えることで適期収穫を行うことにより、 i岐阜県平均を

大きく仁田る省力化を実現しながらも地域の平均を上回る収量を確保し、実需者

の期待に応えている。排水対一策で、は、サブソイラーによる心土破砕、 j者揖機によ

る額縁、畦溝等の明きょを確実に設置するとともに、栽培期間中も降雨後の見回

り、補修等を実施し、迅速な排水ができるようにしている。また新奨励品種であ

る「イワイノダイチJ の導入と、基肥に肥効調節型の肥料を利用することにより、

タンパク小麦の生産と省力的生産を実現している。海津市平均と比較しでも

い水準の高タンパク小麦となっており、近年は安定した品質を維持している。現

在、地域の畜産農家との連携を進めつつあり、平成19年産の小麦では約 5haで、堆

把施用を行っている。これは、化学肥料に依存した多投入で環境への負荷が大き

い従来型の農法を見寵し、有機費資材を採用することで環境保全に配慮した営農

活動を実践するという考え方から始められたものであり、今後の発展が期待され

る(詳細は後述)。また、高タンパク小麦生産のために導入した肥効調節型肥料

を基肥とする栽培体系は、肥料成分の土壌からの流亡を減少させ、地下水及び河

川水の富栄養化や酪酸態窒素による汚染を軽減する作用ももたらすことが期待さ

れる。環境保全に対する意識をさらに高めるきっかけとなり、こういった環境保

全に配属した栽培方法は消費者ニーズに応えるのみならず、生産者自身にも持続

的な営農方式として重要性が認識されており、一層の取組が予定されている。

ウ

小麦跡の全面積に作付けし、特に重要である排水対策については小麦と同様に

徹底している。耕起、施肥、播種、除草剤散布を一行程作業で行うとともに、ほ

場の条件や捕植時期等に応じて f耕うん同時畝立て播種」又は「狭畦無中耕紙培

二i二栽培」を導入し、安定した生育、収量の確保を閣っている。例えば、他の作業

等の影響で播種期が遅れた場合でも、狭1I庄無中耕1:無培土栽培を行い、畝の開隔を

狭めて播種することにより、出芽・苗立ち数を確保し、収量の低下を抑制し安定

収量を確保している。耕うん同時畝立て播積は、播積時期に雨天が継続し、ほ場

作業が連れた場合で、あっても、耕うんと l可時に畝立てを行いながら播種できるた

円
J

可
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め、その遅れを取り戻すことができ、適期播種を行うことができる。同時に、播

種速度の高速化にも努め、通常時速4km程度で、行う作業を時速 9kmという高速で

行い、作業効率の大指向上を可能とした。また、平成18年から大豆作付の全面積

で「ぎふクリーン農業j に取り紐み、有機配合肥料の活用による化学肥料の施用

最低減、ハスモンヨトウのフェロモントラップの活用により的確な発生予察を行

い、これに基づいた適期防除を無人ヘリコプターで実施し、最大隈の効果をあげ

るなど防除回数・散布量の削減に努め、安全・安心に対する消費者ニーズに応え

た大豆の安定生産に努めている。

また、小麦・大豆については、出来るだけ団地化して作付けするよう心がけて

いる。これにより、排水対策、無人ヘリコプターによる防除等の作業が一度に実

施でき、作業効率が向上する。特に排水対策においては、小麦・大豆の畑部分が

大きな塊となることで周辺の水田からの水の漆出の影響を少なくすることがで

き、収量・品質の安定化につながっている。

(3) 耕畜連携への取組

上述したとおり、平成19年産小麦の作付の一部において、堆肥の施用を開始し

ている。これは大規模経営において環境保全、土作りへの配慮が大切で、あるとの

考えによる。その上で、耕畜連携体制を作ることを目的としてキ射哉された「海津

市有機資源循環型農業推進協議会」の体制整備に積極的に協力している。この耕

畜連携は耕種農家と数戸の近隣肥育農家(合計肥育頭数約1，200頭)との閉で稲

わらと堆肥を交換する形で行われている。稲わらの収集や堆肥の運搬は肥育農家

の保有する大型機械や作業機械を活用しているため、耕種農家にとっては新たな

機械装備が不要で、あるため、参加しやすい。なお、肥育農家の稲わらに対する需

要はまだまだ十分には満たされていないので、今後もこの取組を拡大させるべく

取り組んで、いる。福江営農にとっても、耕畜連携は自らの経営理念とも合致して

おり、特に小麦の播種前の堆肥散布面積を拡大していく方針である。
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第 7表作物vu単収・労働時間

作目 lOa当たり収量 (kg) lOa~当たり

H15 Hl6 日 17 労働時間 (hr)

水稲 岐阜県 458 487 必6 32.3 
海i卒市 必0 印4 497 
福江営農 部7 539 516 8.75 

小麦 岐阜県 273 241 306 6 
海津市 333 お0 405 
裕江営農 3臼 お6 460 2.5 

大豆 岐阜県 121 135 146 ※ 11.3 

海津市 141 167 195 
福江営農 l邸 135 242 

※大豆の労働時間は公表舗がないため都府県平均値。
(4) 種子生産

小麦、大豆ともに大面積を栽培している上に基本技術が徹底されており、収

品賞とも優れていることから、県米麦改良協会からJAを通じて委託を受け、

小麦(農林61号)と大豆(フクユタカ)の種子生産を行っている。小麦は他の採

種組合も生産しているが大豆は(有)福江営農のみで生産しており、県の主力

種子生産者となっている。その占める割合も県の種子計画面積のうち小麦で40%

(36ha) 、大豆では85% (55ha) であり、種子としての品賞も高く毎年確実に審

査に合格するなど、県の小麦・大豆の安定生産に大きな役割を果たしている。種

子生産を行うことは、販売先の安定確保や販売単価の高位安定等により経営に対

してもプラスに働いている。

種子の栽培については生産の安定が重要であるため、乾きの良い地IRで行い、

また異品種の混入を防ぐために、種子生産を行う地毘では、基本的には i司じ品種

を栽培するなど工夫している。

3. 大規模機械化体系による低コスト生産の実現

大型機械を導入した機械化体系を確立し、複数品種の導入等作期を分散してい

ることから、稼働面積を確保しており、装備している機械の割りには、機械費を

低く抑えている。また、丁寧ながらも効率的な作業を実施し、労働費の削減を行

っている。今後はさらなる省力化を図るため、水稲直播栽培を導入することを検

討している。
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受賞財の特色

「地域密着型j を理念とした大規模経営

平成 4年に、信用力強化による経営の安定化と、オベレーターの就労条件の安

定化を図るため、経営形態を有限会社とし、現在のような経営へと発展する基と

なった。その後、当法人の所在地である福江地区以外の集落においても小麦や大

豆等の集団転作の積極的な受託を推進、地域とのかかわりを強めつつ、 ]Aとの

強力な連携のもと農地保有合理化事業等を活用した農地利用権の設定及び水稲の

作業受託を進めることでさらに経営規模を拡大してきた。

排水の徹底や刈り取りロスの低減といった丁寧な作業、湿地条件や傾斜地等の

生産性の低いほ場であっても、敬遠することなく作業受託を進めてきた結果とし

て農地集積が進み、 2∞戸を超える地権者から農地を任されるほどの信頼を得る

こととなった。現在では、大規模法人経営モデルとして海津地域の土地利用型農

業において先導的な役割を果たし、「海津市営農協議会」の構成員として牽引役

を担っている。現在の経営面積は323.6haで、あるが、その他にも水稲の部分作業

委託を45haを請け負っており、地域の耕作放棄地の発生を未然に防止している。

また、労働力として役職員のほかに、パート 2 名とシルバー人材を適宜数名雇

用しており、この中には女性が4名(平成19年度)含まれている。大型の農業機

械の操作は男性が行うが、 トラックや車車両の運転、その他の作業には女性も積極

的に加わっている。具体的な作業は、水稲で、は育苗管理、田植え・収穫作業補助、

乾燥・調製等、小麦・大豆では播種・収穫作業補助である。また、女性は経理と

いった経営管理でも中心的な役割を果たしており、経営内での女性の活躍の場面

は非常に多い。

生産した米を地権者を始めとする地域住民へと還元するとともに、地域の共同

乾燥調製施設では乾燥効率を低下させるため受け入れ不可能である小口の乾燥調

製等を自らが保有する乾燥需製施設で受け入れており、地権者のニーズを反映し

た経営を展開している。その他、地域の資料館や小学校が主催する、幼稚園児や

小学生向けの農業体験についても支援を行っており、閏の中央部を盛り上げた部

分を利用して稲を栽培する伝統的な f堀田(ほりた)J 等、伝統的な田船を償っ
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た稲作体験を通じて、地域の子どもたちに海津地域の農業の歴史を伝えている。

普及性と今後の方向

農地の利用権設定の拡大と、他の担い手等との農地利用の諦整を進めて一層の

農地集積に取り組むこととしている。平成19年度には、3∞加を超える土地集積(部

分委託を含めれば400ha~こ及ぶ)を達成しており、地域の自標 (4∞ ~5∞ha規模

の法人)を実現しつつある。今後も大規模経営による安定した営農を実現し、遊

休農地発生を未然にi坊ぎ、農地を有効に活用して消費者が求める安心・安全な米・

小麦・大立の生産に遇進するとともに、農作業オベレータ一等地域の雇用の場を

提供することにより地域への貢献を進めていくこととしている。

(執筆者農林水産省生産局農産振興課稲班稲係長井上俊樹)
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受賞者のことば 三三上 ?尋由

小麦は我が農場のみならず、清里町畑作農業の基幹作物であり、輪作体系

に大変重要な役割を果たしております。したがって、農業者誰もが高品質・

高収量を呂標として所得の向上を目指し、日々研鑓を積んでおります。

しかしながら、生産技術の難しさは様々とあり、特に著しい品質低下の原

因として挙げられるのが倒伏です。高収量を望んで、欲張ると倒伏し品質が低

F します。一方、品質にこだわりすぎて消極的管理をすると倒伏は免れても

収量が乏しい結果となります。

生産現場ではこう言う悩みを日々抱えながら、農家個々が良品賞小麦生産

を呂指し、生産活動を行っているのが現状であります。

受賞にった成果は、「一粒でも多くの良品質な小麦を作る為には、地域

の気候特性を活かし、どのように生産技術を磨けば、より多く地域で生産で

きるのか。J と言う目的意識を持ち、仲間を集い、各農業関係機関の協力を

仰ぎ研究した結果であります。小麦生産はどんなに苦心して育ったとして

も、収穫が短期に集中し、更に適期に実施しなければならず、その時の天候

で結果の明暗が分かれます。まだ天候に対応する技術は研究不足であります

が、今後さらに努力を重ね、より多くの地域の仲間に広め、良品質小麦を生

産し供給する事を使命感として持ち続けたいと思います。
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受3費者のことば

農林水産業は、人の命の源である食を預かる職業です。この道に生きる者

なら、誰でもそのことを自負し誇りに思うところです。しかし、安全・安心

な食糧供給を第一に考え努力する責任があります。

農業者であれば「農に懸ける」この一念の基に日々の農業経営があると百つ

でも過言ではありません。

これからも、小麦生産のみならず、他の作物の生産においても、この栄誉

を励みとして、!弱ることなく精進してまいります。

オホーツクの大地で「農に懸けるj 情熱の世界が、日本中に広がることを信

じ、受賞を賜りましたお札を申し上げ、感謝の言葉とさせて頂きます。

地域の概要と受賞者の路撞

1.地域の立地長件

清里町は、世界自然遺産北海道知床半島のつけ根に位置し、気候は、夏と冬の

寒暖の差が大きく、春の融雪期は 4 月上

~中旬、春耕を迎えるのは 4 月下旬にな

る。夏から秋にかけては晴天が続き安定

した気象条件となるが、冬は流氷の到来

と共に諜さが厳しくなる。

農耕期間の 4 月下旬~ll月中旬におけ

る積算平均気温は2，850
0

C 、降水量は532

m郎、日照時間は1，014待問で、土質は火山

性土壌である。

第 1 IZ! 清里町の位置

2. 農林水産業の概要

清里町‘の農耕:l1h面積は8，295haで、小麦、てん菜、ばれいしょを基幹とした土

地利用型の畑作農業を展開している。
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農家l戸当り経営耕地面積は33.lhaで、専業を中心とした大規模畑作経営が主

体となっている。

農業算出額は90.8億円で上記 3作物の粗生産額が全体の84% を占める。農家 l

戸当たり生産農業所得は16，103千円(平成16年農林水産統計)となっている。

第 I 表清里町専兼業及び規模別農家戸数

受賞者の経営概要

三上氏の経営面積は、清里町の平均 (33.lha) よりやや少ない29.35ha、借地比

率が26% となっている。

栽培作物は秋まき小麦、てん菜、でん粉原料展ばれいしょで面積の 9 割を占め、

その他にごぼう・ながいもを取り入れた構成となっている。

家族構成は両親、本人夫婦、子ども 4 人の計8 人で、主たる労働は本人と妻で、

両親が手伝うかたちとなっている。麦作は、ほほ本人 1 人の労働で、行っており、

年間延べ31 日の従事日数である。

第 3表経営作物作付構成 第 4表家族構成と労働力

主要作物名 作付面積
農業粗収益に
占める割合

続柄 年齢 年間従事日数 うち麦作従事百数

本人 44 270 日 27 日

秋まき小麦 732a 23.5% 凌 39 270E:l 2 日

ばれいしょ 972 28.2 父 76 130 日 2 日

てん菜 939 24.2 母 74 1∞日
ごぼう 202 20.1 長男 (16) 、長女 (14)、次女 (10)、次男 (7)
ながいも 90 4.0 
合計 2.935a 100% 
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受賞財の特也

1.技術

(1) 緑把を取り入れた望ましい輪作体系と良質堆肥の投入による土づくり

ア 清里町ーは、北海道の東北端に位誼し、秋になると早い時期から気温が低下し、

降雪が始まることから、秋まき小麦の播種は 9 月中旬~下旬に実施しなければ

ならない。一方、当地域の主要作物となっているてん莱の収穫適期は10月下旬、

ばれいしょは10月上旬が好ましいことから、秋まき小麦の前作作物の選定が輪

作体系を確立する上で大きな課題となっている。

イ 三上氏は、上記のような地域の気候的i/JlJ r浪要悶の下、秋まき小麦の前作作物

の約半分を 8 月には収穫が終わる小麦とするが、半分はばれいしょ及びごぼう

の早掘とすることにより、 6年で 1 サイクルの輪作体系を確立している。

第 2 思i 秋播き小麦を中心とした輪作体系

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 
月月月月月月月月FlFl月月月月月月月月月月月月月月月月月島月月月月月月月月島月月月月

①連作障害を ITII避し、地力の向上を閣る観点から 2年目の小麦が収穫された

後 (8 月下旬)、緑肥として野生穂エン麦(ヘイオーツ)を播種し、これを

11月に堆肥の投入と併せてほ場に鋤き込むなど、土づくりに積極的に取り組

んでいる。

堆肥については、さとうきびを原料とした高品質なものを投入 (2，却O円

21 



/トン、投入量は 6 トン/lOa/6年)することにより、ばれいしょ、てん菜

についても、毎年、清里町の平均収量を上田るなど、小麦以外の作物に対

しでも収最増加、品質向ヒを実現している。

② でん粉原料用ばれいしょは、通常、早掘では適期収穫のものより収量が低

下するが、高いレベルの技術によって他の生産者と比較して高い水準を維

持している。

③ ごぼうについては、府県産が出回り時期より早く市場出荷することから、

有利販売に繋がっている。

(2) サーモレコーダ等のデータに基づく生育ステージ表の作成

小麦生産は、地域内のほ場毎のわずかな立地条件の違いによっても気候や土壌

条件が異なり、生産された小麦の品質や収量に差が生じている。生産された麦は、

JAのサイロに集約し、保管されるが、近年、実需者からは品質の均一化が強く

求められていることから、千差万別である地域内の条件下においても、均一な生

産ができるよう、三上氏は地域の麦作農家とともに、「おんどとり」というネ

ミングでグループをっくり、ほ場にサーモレコーダを設置し、普及センターとも

連携しながら積算気温と生育ステージの関係や茎数・節間の長さ等を計測し、栽

培管理の参考とする清里町独自の小麦生育ステージ表「清里町スタンダードJ (第

3 図)を作成している。
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第 31羽 小麦生予言ステージ表 li~f11~ IIlJスタンダードJ

秋まき小麦生育ステージ浴室ス?zンダード
四喜男花始~開花終 No81-85

I 総経~出芽期まで Nol1.....14
E 出芽~分げつ期約まで (1-3l程期) No21-23 
盟分げつJ\Il-越冬高官まで (4-5.5l軍撤) No31-33 
w 総各矧 N041-43
V 査室生期~主31;幼総務成期まで (5.5-幼穂形成繊)No51-56
vl 幼務協成期~節限伸長期・止薬拾lli No61-68 
四止薬矧-1期花iIî前 No71-73
VII 開花始~限花終 No81-85
lX防花終了~成熟期 No91-96
X 収穣織 Nol0l-l02

吋
ト1
h
A

0" 主茎幼抱-83mm -

(3) 播種量や ní当たり穂数を低めにコント口…ルした効率的栽培

近年、秋の気温が高く小麦が過繁茂になる{頃向があることを考慮し、lOa当た

り播種量を地域平均のlOkgよりもかなり少ない 6kgとし、越冬前茎数を500本1m

(地域平均 10∞本/ぱ)桂度に抑えることとした。

また、茎数については、地域平均は715本/ぱで、あるが、これを目標6∞ ~7'∞

本/ぱと低く設定し、前述の生育ステージ表「清里町スタンダード」等をもとに

生育ステージに応じたムダのない適切な分追肥等により、生育をコントロール

し、最終的に地域平均より少ない650本/ばとした。

小麦作はできるだけ多くの収量を得ょうとするため、播種量や施肥量が多めに

なりがちで、その結果、茎数が過剰となり、f;;ú伏等によって品質低下を招きやす

いが、三上氏は、播種量や肥料投入量を抑え、茎数を少なめにコントロールする

ことによって充実した穂を作る栽培技術を確立し、その結果、単収は、 IIIT平均(部4

kg/lOa) を大きく上田る799kg/lOa、
角041羽 小麦のlOa当たり収量

日1費も 1 .A ランク l∞%を実現し、 kg 
ロー上氏問lIlT平均1000 

資材費を抑えた効率的な栽培方法とな 839 
799 

751 
出0

680 っている。 円557 n568 I 1~9 1 1584 
また、前年産(平成17年産)におい

600 

ても 839kg/lOaの実績となっているな 400 

ど、前述の土づくりの効果もあり、毎 200 

年、高収最かつ高品質な安定した小麦
H15 H16 H17 H18 

作を実現している。
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(4) 低コスト生産・労働時間縮減に向けた取組

ア 播種量の低減(地域平均の60%) や生育ステージに応じたムダのない分追肥

等により資材費を大幅に低減している。

イ グレンドリル(播種機)、ブロードキャスター(分追肥)を 4戸で、融雪剤

散布機、ストローチョッパー(麦梓処理)を17戸で共同利用するなど、農業機

械の個人所有をできるだけ少なくしている。

また、収穫時のコンパインは、 JA清里町所有で50戸の地域の麦作集団に 5

台が配置され、共同作業を行っており、乾燥調製もJA清里町で実施するなど、

生産コストの低減と併せて作業の効率化を園っている。

ウ 三上氏は、本人夫婦、両親の 4名による家族経営であるが、以上の取組によ

り、麦の経営面積7泊aは、ほほ本人一人の労働(年間延べ31 日)でカバーし

ており、lOa当たり所要労働時間は約2.3

侍悶(平成1出8年産北j海毎道畑平均3

と省力化が図られている。

(5) 低コスト生産・労働時間縮減に向

けた取組

日陰となって生育が遅れる紡原L林際の
写真2 集団単位での大型コンパイン

幅 5mには、小麦を播かないで、緑肥の作付 による一斉収穫

けを行っている。これは、生育が遅れた麦が通常のものと混じって全体の品質を

下げることを避けるとともに、後作のてん菜等の地力増進の効果もあるJA清里

町独自の取組である。

2. 経営

(1) 高い所得・資本収益性・労働生産性等

ア小麦以外も含めた経営作物全体で高い所得(率)となっており、特に、ごぼ

う等、高い栽培技術が要求される分、収益性の高い作物を積極的に取り入れた

経営となっている(第5表、第 6 表)。
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第 5 表作付構成とlOa当たり粗収益第 6表経営収支

主要作物名 作付師干11
lOa当たり粗収主主

(推計)
秋まき小変 732a 112千円

ばれいしょ 972 110 
てん菜 939 100 
ごぼう 202 380 
ながいも 90 170 
合計 2.935a 千円

農業経営全体

項目 うち小麦に係る lOa当り換算
部分

粉収益 38.177千円 8.182，078円 11 1.777円

経営資 26，582千円 4，269，042円 58，320円

月[1与 11 ，595千丹
3，913，036円 53，457円

所得率 47.8% 

イ 前述のとおり、平成18年産の小麦の単収は、地域の平均を大きく上回り、品

質においても全量Aランクの l 等となっているが、ばれいしょ、てん菜等麦以

外の作物についても毎年地域の平均を上回っており、経営作物全椴で極めて安

定した生産を実現している。

ウ 当地域は、これまで、小麦、てん菜、ばれいしよといった畑作物が主体であ

ったが、国際情勢も視野に入れ、経済・社会情勢の変化にも対応可能な経営を

目指している。

そのーっとして、ごぼう等高い栽培技術が要求される収議性の高い新しい作

物を経営に取り入れ、栽培技術の向上に努めるとともに、これを積極的に大都

市市場に売り込んで、行くなど、マーケテイングに関しでも、高い先進性、革新

性を有している。このように、 3作物を基幹としつつも新たな作物を取り入れ

るなど、経営発展に向け、積極的に取り組んでいる。

(2) 労働面からみたゆとり、男女共同参酷社会に向けた取組

ア三ヒ氏は、本人夫婦、阿親の 4名による家族経営を行っているが、大型機械

化一貫体系の導入や共同作業の実施などにより、麦の経営面積7.3haは、ほほ

本人 1 人の労働(年間延べ31 日)でカバーしており、lOa当たり所嬰労働時間

は約2.3時間(平成 1 8 年産北海道知l平均 3.0時間)を実現し、時期的 (9 月頃)

な繁忙はあるものの、年間でみるとゆとりのある労働となっている。

イ また、 20代の時に 4H クラブ(農業青年学習組織)活動の中で農業簿記・経

営分析手法を習得しており、現在、パソコンを用いた合理的な経営管理を実践

に
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している。

ウ さらに、三上氏の夫人も経営方針や計画の策定に積極的に参加するなど男女

共同参画を実践している。

普及性と今後の方向

1 .普及性

(1) 全国のモデルケースとなる経営

清里町は北海道の東北端のオホーツク海に屈する地域にあることから、その気

候の特殊性に合った農業生産を行っており、技術の全てが全国的に波及可能で、は

ないにしても、

① 科学的データを積極的に活用した麦作経営

②播種量や肥料投入量を抑え、茎数を少なめにコントロールすることによって

充実した穂をつくり、結果として極めて高い単収を実現する栽培技術

③ これまでの慣行的な作付体系を見夜し、より収益性の高い他の作物を積極的

に取り入れるとともに、高い評価が得られるよう技術の向上を目指す経営面で

の高い革新性

等の経営手法については、大いに範となるものである。

(2) 地域内での波及効果

三上氏の取組は、常に地域の麦作農家や普及指導センタ一等と連携しており、

自らも JAの理事として指導に活躍するなど、地域において積麓的に技術や経営

の向上・波及に取り組んで、いる。

2. 今後の方向

現在の高生産性を保ちつつ、さらなるコスト低減に向けた技術や機械化利用体

系の見直しを国り、所得の安定確保に取り組む。

現在の安定した収量のポイントは、①緑肥や良質堆肥の導入等による土作り、

②播種量や穂、数を低めに抑えた生育コントロール、③サーモレコーダを導入した
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地域独自の生育ステージ表の作成等であり、引き続き、地域の麦作農家とともに

グループをつくり、普及指導センターとも連携しつつ、部意・工夫による技術の

向上を関る。

また、収穫時期の雨害の回避による品質向上や乾燥調製施設の効率的利用に向

けて、地域気象情報や受主財主度の把握による計画的な収穫の実施を全町的に取り

組んで、いくこととしており、これに対応した収殺の共同作業体系の拡充にも取り

組んでいくこととしている。

(執筆者農林水産省生産局農産振興課麦班麦第 2係長末口忠義)
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遺日本農林漁業振興会会長賞受賞 金
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受賞者のことば 大橋隆

今回、本年度の農林水産祭において日本農林漁業振興会会長賞を受賞する

ことができ、大変光栄に思います。

私は昭和38年に就農し、「基本技術を徹底し、丁寧に管理することで地域

の土地を大切に守っていかなければならないJ との考えに基づいて土地利用

型農業を展開してきました。

大豆の連作は 2 年までとし、大豆作付後はほ場の条件に合わせておよそ 3

割の面積に水稲を 3年程度作付けしています。畑条件を続けなければならな

いほ場は麦を 4~5年作付けし、連作障害が発生しないよう努めています。

種子はl∞%吏新し、弾丸暗きょや明きょにより排水対策を施し、除草・病

害虫防除等の基本技術をしっかりと行うことで、平成18年産はlOaあたり 3∞

kgを超える高収量を実現しました。

現在、集落全体の生産調整面積の約半分を受託しておりますが、今後はさ

らに地域の担い手として、地域の農業を守ることを主眼に安全・安心な大立

生産に努めたいと考えております。

最後に、今回の受賞にあたり JA及び下都賀農業振興事務所の皆様にご支

援、ご指導をいただき、誠にありがとうございました。

28 



地域の概要と受賞者の路鹿

1 .地域の概要

(1) 地域の立地条件

藤間arJは栃木県の最南端に位置し、都心

からは60km閣という恵まれた立地条件にあ

る。

第 l 間藤!南町の{立簡;

埼玉県・栃木県・群馬県の 3 県に接し 1I汀

の総面積60.45kmで、ある。総世帯数は5.645

(総人口 18.083人)で、このうち農家戸

数は1.311戸で、農家率は23.3%である。

町内の北西端には県南大規模公菌がある

「三義山J を望み、南東には3.3∞haに及

ぶ広大なヨシ原「渡良瀬遊水池j がある。

土性は、大部分は関東ローム麗に覆われて

いるが、一部は渡良瀬JIIの沖積土地帯もある。

気象条件は、年間平均気温13.7
0

C 、年間降水量1.245.lmm程度、日照時間は1.735

時間である。冬季開は北西の季節風が強く吹き、真夏にはI者東の季節風の影響に

より蒸し暑く、年聞を通じて表日本気候であるものの、真冬は内陸的気候となる。

(2) 農林水産業の概要

平成17年度の経営耕地面積は1.613haで、うち水田面積が1.367ha (84.7%) を占

める。一戸当たり平均耕地出積は1.2haとなっており、基盤整備率は937ha(58.l%) 

である。また、総農家戸数は1.311戸で、うち専業農家123戸 (9.4%) 、第 l 種兼

業農家153戸 (11.7%) 、第 2種兼業農家715戸 (54.5%) 、自給的農家320戸 (24.4%)

であり、専業農家及び第 1 種兼業農家数は全体の 2 割である。

平成16年の主要農作物の作付面積は、水稲川30ha、麦類600ha、大豆70ha、野

菜65ha、飼料作物24ha、果樹13haで、全体の約 6割が水稲である。

平成17年度の農業産出額は、合計23.5億円で、その内訳は、米10億 (43%) 、野

ハ
叶μ

ワ
ム



菜5.4í意円 (23%) 、麦類2.7億円 (11%)、畜産2.7億 (11 %)、果樹1.4億円 (6%) 雑穀・

豆類。

2. 受賞者の略歴

昭和38年に高校卒業と同時に就農し、土地利用型農業経営に取り組んでおり、

就農当時の作付面積は、自作地1.百laのみで、あったが、昭和50年頃から自らが経

営の中心に携わり、近隣の生産者の農地を借り受け経営の規模拡大を図った。さ

らに、昭和62年に経営を移譲されるとともに、藤岡町の大規模農家で才猷載する農

作業受委託経営協議会に参加し、地域の担い手と連携しながら経営発展に努め、

平成 3年の長男の就農を契機に意欲的に規模拡大に取り組むようになった。

受賞者の経営概要

1.経営の概要

高齢化に伴い農地の管理が困難となっている生産者が増加し、農地の耕作委託

が年々増加傾向にある中で、平成18年度の経営耕地面積は、 29.8haで、うち自作

地2.4ha、借地27.4ha となっでいる。

平成18年産の農作物の作付け状況は、

水稲7.4ha、麦類8.5ha、大豆15haで、水稲

の部分作業受託が7haとなっている(第 3

表)。

大豆生産については、平成13年に藤岡町

第一大立営農集団が設立されたことを機

に開始し、間集団の大型機械を共同利用す

ることにより、省力的で低コストな大豆生

産を行っている。農業従事者は、本人、妻、
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長男、長男の妻、常時雇用 (2A)、臨時雇用(年間延べ50人)となっている。本

人、長男、常時躍用の2名が中心となって従事しており、本人及び長男の妻、臨

時雇用は補助作業に従事している。

また、家族経営協定的な申し合わせにより、家族の役割分担を明確化し、労働

の効率化を闇っている。

第 2表労働力の状況

氏名 統干i時 年齢 農業従事割合 f枚 考

大橋 隆 本人 61 l人 全体の作業調整 (;1犬況に応じて各作物の作業を実

施)
大橋幸子 安 59 0.5人 補助的作業

本格安之 長男 33 1人 大'SL を担当、隆氏の指示により機械作業を中心に

作業

大橋すい ;長男姿 28 0.5人 補助的作業

常時雇用 2人(家族と同等に作業) 9ヶ月間、平均月9日程度

臨時漆府 年間延べ50人程度(主に草取り作業)

第 3 表 j良ー作物の作付状況 (単位: ha) 

区分
大豆 7J<.f� 変類

16:f!三 17年 18:f!三 16年 17年 18年 16{ド 17年 18iF 
自作地 。 。 0.4 1.4 1.6 1.6 0.8 0.8 0.8 
借地 10 15 14.6 5.6 5.4 5.8 7.8 7.8 7.7 
合計 10 15 15 7 7 7.4 8.6 8.6 8.5 

|水隔間存カウント 10 15 15 7 7 7.4 8.3 8.3 8.2 10 15 15 8.3 8.3 8.2 
部分作業受託 。 。 。 7.5 7.5 7 。 。 。

2. 経営の成果

大橋氏は、経営の規模拡大を凶った結果、平成18年度の農業所得は1，035万円(転

作奨励金を除く)で、所得率で見ても、農業粗収益に対する農業所得の割合は約

4割に達している。特に、大立は、農業所得が718万円(転作奨励金を除く)と

農業収入全体の約 7割を占めており、収益面において大立の位置づけは非常に

くなっている(第 4 表)。

また、大型農業機械による機械化一貫作業体系の構築により、大尽の10アール

当たり労働時間は 81時間(全国10.随時開)で、全国平均を下IHI っている。
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第 4表農業収入の状況

区分 農業粗収益

大豆 11,473 
水稲 8.593 
麦類 4,479 
作業受託料 1.727 
合計 26.272 
うち大豆(%) 43.7 

受賞財の特色

1 . 技相官

農業経営費 農業所得

4.296 7.176 
5.962 2.630 
3.939 540 

14.197 10.347 
30.3 69.4 

(1) 大型農業機械による効率的作業体系の構築

(単位:千円)

転作奨励金 所得率

457 62.6 

30.6 
1.762 12 

2.219 39.4 
20.6 

(単位-千円)

平成10年代になると藤岡町でも、農業就労者の高齢化に伴い、農地管理が困難

な生産者から受託作業の増加が顕著で、あった。その中で、平成13年に、中耕培土

用の乗用管理機、汎用コンパイン、大豆専用選別機を所有する大豆営農集団が設

立されたことを契機に大規模大豆栽培を開始した。大型農業を推進するために、

個人でもトラクターやブームスプレーヤーなども積極的に導入し、大型農業機械

による機械化一貫作業体系を構築している

(第 6 表、写真 2 、 3) 。

さらに、規模拡大に対応した効率的な作

業を実施するために、麦と汎用利用可能な

施肥・播積・覆土・鎮圧の複合作業機も

入している。また、病害虫の妨除について

は、藤間町農業公社が所有する無人ヘリコ

プター (2台)を利用するなど、作業の効

率化も図っている。
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いる。

収穫した大立は、フレコンパックに入

れて、フォークリフトで運搬することに

より大量の大立が処理できることから大

Illlîiに作業の省力化が図られている。

この結果、大豆の10アール当たり労働時

間は 8 時間(うち機械作業 8 時間)で全

国平均 (10.随時間)の 8 割程度となって

第 6表大橋氏の農業機械・施設の所有状況

農業機械・施設の種類 型式 台数 所有形態

大R専用コンパイン 2条 1 共有(大R営農集問)

大51選別選粒機 2 共有 (大王正常農集団)

トフクター 38~75馬力 3 個人

回続機 10条 l 倒人

ブームスプレヤー 個人

乾燥機 50石他 3 倒人

フォークリフト 1 倒人
I!!!!耗性問~ 22坪{也 3 他人

(2) 基本技術の徹底による多収の実現

大橋氏は、適期は種、連作の囲避と地力維持、排水対策、中耕培土及び適切な

病害虫防除等の基本技術の励行を徹底しており、丁寧にほ場を管理することで高

単収を確保している。(写真 4)

連作障害が生じないようにするため、ブロックローテーションを厳守し連作は

2年.までとしており、地力維持に努めているが、大立は地力収奪作物であること

から連作すると収量が極端に減少する。

このため、地力維持のできる輪作体系として、大立を作付けした後は、経営面

積の約 3割のほ場は水稲を 3年桂度作付けし、その他のほ場は水利の使等を考慮

して 4~5年間麦を栽培している。この結果、多最の有機物の蓄積が図られ、地

力がi函養されることにより多収大豆生産を実現している。

排水対策は、排水性が悪い場合は大豆の播種前に弾丸暗きょを実施するが、基
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本的には大豆の前作の麦の播種前に弾丸

暗きょやほ場内明きょを実施し、排水性を

高めている。

中耕培土は、 1~2 囲桂度が通常である

が、生育や雑草の発生状況に応じ、開花 1

週間前までに 3~4 由実施することで大

豆の株間へ土寄せを行い根の発達を促進

し収量の向上を圏っている。

写真4 大豆のほ場

第 7表排水対策の実施状況(平成時年単位: ha) 

本経きょ | 排水溶 |ほ場内明きょ|弾丸暗きょ I 18年作付面積
実施面積 15 12 15 

また、病害虫防除については、 8 月上旬に殺虫剤、 8 丹下旬に殺菌剤、 9 月に

殺虫剤の散布を基本としているが、適期防除が重要であることから、 2 日に一度

は全ほ場を巡回(ほ場が分散しているため 1 ヶ月で、約1，∞Okmを巡屈)し、大豆

の生育状況を観察するとともに、病害虫の発生状況にも注意を払い、特に害虫の

発生は見逃さずに発生初期に薬剤散布を行うように心がけている。

この結果、 10アール当たり収量は地域の平均を上闘っており，平成18年産は

327kgと藤岡町平均 (263kg) に比べ約 2 割、栃木県平均 (185kg) に比べ約 8 割、

全国平均(l61kg) の 2 倍という高単収となっており、また、 16年~ 18年の 3 カ

年平均は295kgと高位安定した単~3lJJ(準を確保している。

第 8表大豆のlOa当たり収量 (単位: kg) 
16年.産 17年産 18年産 3 ヵ年平均

大僑l径 300 259 327 295 
藤岡町 175 223 263 220 
栃木県 167 188 185 180 
全国 119 168 161 149 

藤 iitdl1庁対比 1.7 1.2 1.2 1.3 
栃木県対比 1.8 1.4 1.8 1.6 
全国対比 2.5 1.5 2.0 2.0 
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(3) 高品質大豆の生産

大橋氏は、高品質大立を生産するために穂子吏新、適切な病虫害防除、コンパ

イン収殺の適切な水分での実施などを心掛けている。

種子更新については、地域農協の指導により、 1∞%の種子更新を実施する

により、紫斑病やウイルス病の発生を抑制し、良質大豆を生産している。

病虫害防除については、 8 月下旬の殺蔚剤散布により紫斑病やウイルスの防i訟

を行っており、紫斑粒や褐斑粒などの品鷺低下要因の減少に務めている。

さらに、汚損粒の発生を防止するため、子実水分18%以下を目標に適期収穫に

努めているほか、収磁前に臨時雇用者とともに手作業により、ほ場内の青立ち株

を除去するとともに、コンパインが土をかまないようにするため、刈り残しが発

生しない程度に高刈り収穫を行っている。

この結果、平成18年産の農産物検査における上位等級(1， 2等)比率は、 90.5

%で藤田町平均 (66.8%)、県平均 (65.6%) 、全国平均 (54.9%) を大i掘に上回っ

ており、高品質化が図られている。なお、 1 等比率がゼロとなっているが、農家

手取りを高めるため、農協の販売戦略上、 2等を中心とした調製を実施している

ためである。

(単位: %) 

2. 経営

ブ作は後継者の長男の担当部門として位置づけ、意欲的に大豆作に取り組んで、

おり、省力化や低コスト化を閣っている中で、大橋氏は「規模拡大しでも、決して

ほ場を荒らしてはいけない。基本技術を徹底し、丁寧に管理することで、地域の土地

を大切に守らなければならない」と考えており、連作の閤避、除幕、病害虫防除等

の基本技術を結Uましている。また、後継者は農協や他の生産者と情報交換を葉ねよ

り良い大豆づくりに努めている。この結果、平成18年度の農業収入(水稲、麦類、

ブd壬)は、農業組収益が2，627万円と非常に高い水準にあり、農業所得は1，035万円(転
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作奨励金を除く)で、所得率で見ても、農業粗収益に対する農業所得の割合は約 4

割に達している。なお、大立については、農業所得が718万円(転作奨励金を除く)

と農業収入全体の約 7割を市めるとともに、農業粗収授の中での割合も約4割と、

水稲(約 3 割)、麦(約 2 害U) を上田っており、収益面において大豆の位置づけは

非常に高くなっている(第4 表)。

大豆作の収益性を見ると、 10アール当たりでは、粗収益は76，479円と全国 (40，695

円)の1.s材育、また、所得は47，842円と全国(1，595円)を大幅に上囲っている(第 5 表)。

普及性と今後の方向

1.普及性

大橋氏は、水田受託、水稲の作業受託を行い、地域農業の先導役として、これ

まで地域の中核的な担い手としての役割を果たしている。

また、経営規模の拡大、生産方式の合理化、農業従事の態様の改善などについ

て、優れた経営が行われており、今後、水田・畑作経営所得安定対策の導入によ

り、担い手に施策を集中化・重点化し、構造改革を加速化していく中で、担い手

のモデルとして他地域に波及することが期待される。

2. 今後の方向性

地域の担い手として、将来的には50haを目標として農地の集積を図りながら経

営の規模拡大を行う予定であるが、現在の家族労働力には限界があるため、法人

化も視野に入れ、常時雇用に加え、簡易な作業をシルバー人材等の短期労働力を

活用し、家族への過度な負担を避けながら、規模拡大を図っていきたいと考えている。

また、大橋氏は、高齢化の進展や大規模農家の増加により、管理が行き届かな

いほ場が増えていると感じている。地域全体の農地を守っていくためには、農地

をただ借り受けるのではなく行き届いたほ場管理を行う必要があることから、若

い農業者が適切にほ場管理が行える技術を伝えていくことが重要と考えており、

後継者への技術指導に積極的に協力したいと考えている。

(執筆者農林水産省生産局農産振興課豆類班大豆企画係長市橋康弘)
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舎も 附…一 審
芝末j 皇 杯受注賞 金

薬
事 出品財 経営(長いも)

",t?, 
守~ ~ 

案 受賞者 帯広市川西長いも生産組合 議
~~ 

譲 住所 北海道帯広市 s} 
場在来場農場活量殺場索場骨量*来場春場来場金**舗を場**場春場来場農場券常務常常

帯広市川西長いも生産組合 代表伊勢 章敏

この度、農林水産関係の賞では最高峰とされる農林水産祭天皇杯受賞の栄

に浴しました。 これも偏に、 農協や長いも広域グループ、 行政並びに関係諸

機関の皆様のご指導、ご支援のお陰であり、生産者一向喜びと感謝の気持ち

で一杯でございます。

私たちが農業を営んで、いる北海道十勝地方は、小麦、 ばれいしょ 、 てん菜、

豆類を中心とした大規模な畑作地帯です。 昭和40年頃は食糧の輸入が増え、

農家経営を圧迫、市街地の宅地化の影響による農地価格の上昇等から規模拡

大が進まない状況にありました。

このような中、農業経営の収支改善を目指して高収益作物の導入を検討、

試作を繰り返し、たどりついたのが長いもです。

長いもは、当地域の気象、風土に適合し良品質なものが出来ました。 その

後、ウ イルス病対策や種芋体系の確立、 大型機械の導入や貯蔵施設の充実を

図って栽培面積を拡大、実需者の要望であった通年供給の実現に向け、昭和

60年に「卜勝川西長いも運営協議会」を発足、 7農協にて広域体制を確立し今

日に至っています。

平成11年からは台湾を中心に海外輸出を開始しました。 平成18年には「地

域図体高標jの認定を受け、平成19年には日本農業賞大賞を受賞致 し ました。
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受賞者のことば

今回の天皇杯の受賞を機に、大きな喜びゃ感激とともに責任の重さを再認識

し、消費者が求める安全で、信頼できる長いもづくりに努力を継続していく所存

でございます。今後とも皆様のご指導、ご支援をよろしくお願い申し上げます。

地域の概要と受賞者の略麗

1.地域の概要

(1) 地域の立地条件

帯広市は北海道の東部、十勝平野の中央部に位置する市街地から、南西域に広

がる広大な農業地帯を経て日高山脈へと続き、東西46km南北43kmに及ぶ総面積は

618knl、南西部に山岳林があり森林面積は42% を占める。

土壌は黒ボク土、多混性黒ボク土など火

山性土が中心で、一部各河川の流域に沖積

土が分布する。

第 l 国北海道における帯広市の

位量

気象は大陸型気候の特徴を有し、春と秋 く

は短く夏は比較的高温ながら爽やか、冬は

寒さが厳しい反面降水量(降雪)が少ないこ

とから晴天日数が植めて多くなっている。

また、四季を通じて昼夜の温度差が大き

しこの温度差は作物にとって糖度の上昇

や実のしまり等に貢献しており、短い生育

期間に美味しく味の濃い作物が生産される

一国となっている。
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第 1 表近年の主要気象データ

(年平号成) 平均 it民1....同~ 最低 平均 降水量 l閥i記J、米'"竺 日 n百 日照準 平均 最多!llil~ïJ
気温 たメさ1. 1ごm日l メYi:i巳皿悶 湿度 mm H守的j % 風速
℃ ℃ ℃ 96 cm hr rrU s 

13:fj三 6.0 32.7 ー24.3 70 部5 94 2,084 47 2.4 南南関
14年 7.0 32.8 -20.0 71 948 75 2J02 47 2.3 間北間

15:fj:: 6.4 30.8 22.5 73 831 87 2;∞l 45 2.2 南南西
16年 7.5 35.2 間20.8 71 827 III 2J43 48 2.3 |将南部

17年 6.9 35.4 21.5 71 734 82 2.114 43 2.3 南南西

(2) 農林水産業の概要

生産組合のある帝広市川西農協区域の農耕地は12，564haで、正組合員戸数は617

、組合員一戸平均の耕地面積は20ha、営農戸数平均で、は24.4haで、ある。専業農

家で、は30haを超える経営規模となっており、大規模機械化農業の先進地域であ

る。

作付作物は、小麦が4，087haと最も多く、次いでてん菜の1，963ha、ばれいしょ

1，842ha、豆類1，592ha、野菜類1，038haとなっており、畑作物を基幹に、長いも、

スイートコーン、グリーンアスパラガス、ごほう、長ねぎなどの青果物も着実に

作付が増えてきている。

また、陥農も盛んで、一戸当たりの平均乳牛餌養頭数は89頭、生乳生産量は

29，050tをあげている。

平成17年のJII西地区農業総産出額は、 152億円で農産物が66%、畜産物が30%

を占めている。

l 長いものほ場 2 国内販売用長いも
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2. 受賞者の略歴

(1) 品目模索期

当地域の畑作の中心作物であるばれいしょ、てん菜、豆類、麦類などは、昭

和30年代後半から輸入食糧の増大によって価格が低迷し、生産者の離農が増加し

た。

離農した農家の農地を取得することで、規模拡大による経営改善を進めたが、

当地域は市街地近郊地帯であったため、地価の上昇により規模拡大は容易に進ま

なかった。

そこで、収益性の高い野菜の導入を自指し、 30戸前後の農家でグループを形成

して、にんじん・玉ねぎ・かぼちゃ・アスパラガ、ス・長いも等の試作を行った。

この中で長いもについては、気象・風土によく適合し品質の良い物を継続して

収穫することができた。

当時、長いもの作業は、全てが手作業で行われていたため、一戸当りの耕作可

能面積も 10 ~ 15 a が限界で、あった。

また、生産量も少なく交通の便も悪かったため、出荷は帯広卸売市場が中心で、

一部を大阪方面への食用ばれいしょと一緒に出荷していた。その後、川西長いも

の品質が認められ、関西の市場から増産の要請を受けたり、収穫作業にトレンチ

ヤーを導入することで栽培面積も徐々に拡大し、産地づくりが実現していった。

昭和46年に現組合の前身である「疏莱生産出荷組合j が設立されるが、これが

現在の帯広市川西長いも生産組合の起源となっている。

(2) 銘柄産地確立期

ほ場造成から収穫までの機械化体系の

整備により、他作物との労働力競合が解決

され、長いもの栽培面積の拡大が可能とな

り、長いも栽培が完全に定着した。

また、生産者も高齢者から若い後継者に変

わり、 20ha以上の中規模以上の経営層まで

長いも栽培が拡大した。
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さらに、機械化体系の確立による生産量の拡大、種芋生産体系の整備と栽培技

術の向上による品質向上、ミニコンテナから専用スチールコンテナによる集荷体

制の整備、共選体制の統ーなどにより市場の評価が高まっていった。

(3) 産地体制拡充期

特産地銘柄を得ると消費地から周年安定供給が求められる様になり、作付面積

の拡大をさらに推進することが必要となったため、新規作付農家の確保を推進し

作付面積の拡大を図った。

また、その後の販売環境の好転や需要の伸びとともに作付面積は拡大し、 111西

農協管内だけでなく周辺農協管内にも広がっていった。そこで、昭和60年に周辺

3 農協で「十勝川西長いも運営協議会」を発足させ、現在ではJAめむろ、 JA中

札内村、 JAあしよろ、 JA浦幌町、 JA新得阿、 JA十勝清水町の生産者が長いも生

産に参甑し、当組合がその中心となってJA、市阿村地域の枠を超えた広域な地

域ブランドを形成している。

現在の生産組合は、生産基盤と貯厳選別施設、販売体制が整った後の平成 5年

に前身組織を解散し、改めて f帝広Jl I西長いも生産組合」として設立し、平成15

年に「帯広市J 11西長いも生産組合j と名称を変更している。

受賞者の経営概喪

1 .経営の概要

(1) 集団構成員の概況

加入農家数 123戸(うち法人 7 、認定農業者1お戸全戸)

平均年齢 経営主 50.5歳(名義人で、組織活動者平均では47.1歳)

主要作物 長いも、小麦、ばれいしょ、てん菜、豆類、その他

長いも生産農家の経営主年齢構成は、 20~30代10戸 (8.1 %)、 40代32戸 (26.0

%)、 50代54戸 (43.9%) 、 60代以上27戸 (22.0%) である。そのうち50代以上の58

%に後継者がおり、順次後継者への世代交代も進んで、いる。

可
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(2) 組織機構国と役員構成

帯広市川西長いも生産組合の機構と広域生産者との関係は次の通りである。

第 2 関 帯広市J 11酋長いも生産組合組織機構図

長いも原採磁絞絞者会議

全8地訳文部千f り

生産組合長 l 名

副組合長2名(l名は種芋事業担当、 1 名は会計予算担当)

幹事 8名(支部 1 名で支部長を兼る)

2名(会計収支の監査担当)

(3) 組織運営

総会は、全組合員を招集し、基本方針の樹立、年度組織活動の計画、会計予算

の編成、会則の改廃等を議決する。

役員会は、各支部代表の幹事8名と正副組合長 3名の計11名で構成し、総会の

議決に基づく各種活動の詳細について協議を行う。検討事項は、長いも取扱要領

や生産に関する事項、技術対策や研修内容、精算に関する事項など多岐にわたる

ため、年間20囲程度の役員会を開催している。

幹事は、地元支部において役員会の決定事項の周知、各種寵査の取りまとめや

支部内意見の集約と役員会への具申なとマを担っている。

円
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(4) 会計

組織予算額 5，371千円(平成17年度)

予算収納 戸数割負担金、面積割り負担金、 JA活動助成金、他

支出項自 生産対策活動費、会議費、研修費、役員日

平成17年度長いも生産組合収支決算書

収入の部(円)

科隠 小科沼 予算 決算 摘要

負担金 戸数割 1.240.000 1,240,000 124Jコ x 10，∞OPJ 

i反核剣 2,805,000 2,881,800 28，818日 x@l∞円

小言1- 4.045.000 4.121.800 
農協助成金 900.000 900.000 
繰越金 426,572 426.572 
研修積立金 。 。

事長収入 。 17 貯金利息
J仁E1N 到r1lー 5.371.572 5.448.389 

支出の部(円)

科目 小科目 予算 iJとtì: 摘要

総会資 100.000 203.788 
生産対策費 地援活動'f'( 496,000 496.000 124)S x4αlO円

調資活動"t1f 500,000 11 419227,,05605 0 
共励会費 140,000 
綾子検査費 50,000 32.000 
小計 1.186.000 1.147.565 

会議~1( 400.000 311.571 
íiJf修~!( 府県研修 2,010,000 1.932.425 

役員研修 700,000 311,620 
小計 2.710.000 2,244045 

役員手当て 750.000 750.000 役員十監事

奈佐 ~，l( 225.572 95.297 
よ仁〉I 苦H手トi 5,371,572 4,752,266 

U主主 696.123 次年度繰越

生産組合の会計は、負担金と助成金が主な収入で、その他の販売益等は無く、

支出面では組織活動の実費として執行し、残金は次年度会計への繰越としてい

る。
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2. 経営の成果

(1) 面積・出荷量の推移

長いもの作付面積は、全国的には横ばいであるが、川西地医では順調に伸びて

いる。生産量も豊凶の変動があるものの伸び率は大きく、生産組合活動の充実や

生産体系の確立、販売戦略に至る一貫した取組による成果であり、長いも生産農

家の再生産意欲を喚起している。

第 2 表長いも作付面積及び出荷量

作付面積 (ha)

JII西地区 北海道産 青森産
13年 218 1.850 2.680 
14年 221 1.890 2.680 
15年 220 1.960 2.690 
16年 229 2.060 2.710 
17年 236 2.130 2.770 

(2) 校入の変化と資金の岳転

(10a 当たり収入の変牝)

出荷量 (t)

全国 川西地区 北海道産 青森康 全国

8.770 7.174 44.100 53.000 142.000 
8.810 8.412 45.800 52.900 143.700 
8.870 7.203 46.800 48.100 137.200 
8.640 9.909 56.500 62.400 159.200 
8.750 9.610 58.900 64.600 163.700 

長いもの収益性は他の普通畑作物と比べ非常に高く、lOa当たりの販売収入

は他作物の 5~6告となっており、ここト数年は比較的安定した生産量と順調

な消費拡大により収入面で大きな柱となっている。

第 3 図 lO a 当たりの収入の変化

円 1 むa当たりi収入の変化

i'{l(ì，O剖

帥M帥

500,000 

400.0帥
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100.000 

平成11年乎..12年乎威13年平成14"芋平成15年平成16年
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(3) 生産物の価格水準

札幌中央市場の長いも平均価格に対して、十勝JII西長いもの販売価格は、常に

上回っており、全国への通年販売の中で一定の評価を得ている。

第 4 関長いも市場価格の披移

450 く毘
市場価格の推移

一一一句一一一一司--，一一一一一-r-- 一( -n-下1
!腕

4∞ 
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1234567 日 9 1011 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1011 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 月

平成15年 平成16年 王子成17年

受賞財の特色

1 ，技術

的基本技術の勤行

ア輪作の徹底

}よい耕作面積を有効に活用し、小麦、ばれいしょ、てん菜、豆類などの他の

作物との 5年輪作を基本とし、土壌病害の発生、蔓延iりJll二に努め品質維持を実

現している。

イ 土づくりの徹底

良質の長いもの生産ために、堆肥等の有機物の施用による土づくりに取り組

むとともに、商品価値を落とすキタネグサレセンチュウ害対策では、作付前年

にへイオーツ等センチュウ対抗縁肥を積極的に取り入れている。

に
U4
 



ウ 施肥基準と農協配合専用問料の導入

化学肥料よる環境負荷と長いも品質への影響に配慮して、土壌分析に取り組

むとともに、生産組合として独自の施肥量上限 (N23.5kg/ 10 a )を設定して

いる。

また、長いもの生理生態や土壌条件に適応した肥料の確保を呂指し、既存の

長いも専用農協配合肥料2銘柄に加え、生産組合で、現地試験を行った「減 1) ン

酸」の農協配合肥料を新たに追加している。

(2) 独自技術の構築

ア種芋の系統自主選抜と完全更新

長いもの安定的な生産を行っていくためには、均一で形質の良い無病種芋を

確保することが絶対条件であるが、長いもの種芋増殖は、他作物のように公

的な原々種農場がないため、昭和46年から生産組織自らが種芋生産に乗り出し

た。

5 年の歳月をかけ優良な個体選抜に成功し、昭和55年には l 系統の優良で均

一な種芋が各生産者に行きわたるようになり、現在の「川西 1 号j の青果販

売用を含めた種芋完全吏新の体系が完成した。基本種芋、原々種芋・原穣芋・

採種芋は、種芋専門農家が管理・生産し、採種芋を青果生産農家に販売する。

青果用の種芋は青果生産者自身が採種芋を基に切片種芋として l 年増殖栽培

し翌年の青果用としている。種芋の供給体系は「ト勝川田長いも j のブランド

そのものであり、種芋の外部流出や外部

からの種芋購入は認めていなしミ。

生産組合の役員と種芋生産者は定期的

にウイルス擢病株の巡回抜き取りと独

自検定を実施するとともに、一般青果生

産者の切片増殖圃についても種芋として

管理を組合で規定し一斉検定を行ってい

る。検定合格基準は擢病率が種芋で0.3

%以内、青果が0.5%以内とし、不合格
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の場合は種芋の全面更新を義務付けており、現在ではウイルス病は殆ど見られ

なくなっている。

第 3 表 「十勝川関長いも J 種芋栽培体系
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イ 密植栽培と通年出荷体制の確立

大手量販店等への野菜販売が主流になると、自頭では一般家庭向けに中型サイ

ズ 1 本売りの形態が普及してきた。

このため、lOa当たり栽植密度を従前の3.8∞株から4.6∞株まで増加させ、 l /.js:

売りしやすい 2 L . L サイズ中心の生産体系に移行してきた。現在では5.5∞株

以上のほ場も多く見られ、生産:設のアップにもつながっている。

また、大手量販脂からは通年安定供給も求められたため、ほ場の一部(約 4 割)

を越冬させ春に収穫することで貯蔵による品質維持を図りながら通年安定供給を

可能とした。

(3) 環境負荷軽減の取組

ア減農薬・減化学肥料による生産

クリーン農業の実施を重要な課題として位置づけ、最小限の農薬散布回数にす

るため、ウイルス病筈を伝播拡散するアブラムシに忌避効果のあるシルバーテー

プを導入し、種芋ほ場から青果ほ場までほ

ぼ全閣積で利用している。

また、いち早く減農薬栽培の試験栽培

と限定ユーザ一向け販売用の減農薬長い

も生産に着手し、十勝管内で第 l 号の「エ

コファーマー」となった。

限定ユーザー向け(イオン・グリーンア

イ)の生産については、近隣に長いもほ場 写真 5 シルバーテープの設置

門i4
 



が無く、種芋ほ場を隅離できる等の条件を満たした生産者のみで対応し、現在、

約18 t を生産している。

イ ネットの適正処理の取組

長いも栽培は、ポリ系ネットにつるを這わせており、当初は枯れた茎葉と一緒

にほ場で焼却していた。

しかし、環境汚染が問題視され始めてからは、数年間堆積し茎葉を自然に腐食させた

後、ネットだけを分別処分しているが、非常に時間と手間を要する作業となっているO

このため、生分解性繊維の栽培用ポリ系ネットの製造に向けて帯広市やメーカ

ーと協力し、生分解性ネットの試作、強度試験、回収堆肥化処理試験に取り組ん

だ。長いもの茎葉部とネットを一緒に巻取回収し、堆肥化試験を数年間続け、技

術的には一定の可能性と方向性を見出した。

しかし、生分解性ネットは、非常に高価(ポリ系の 3倍)であり導入は容易で

ないことが判明したため、現在、広域連携

等バイオマス利活用推進事業で補助を受

け一般ほ場への導入を推進している。現

在、約26%のほ場で導入されており、今後

もさらなる普及推進を目指していく。

ウ 鹿プラスチックの適正処理

初期生育の促進や収量に影響を与える

マルチフィルムは、種芋ほ場や条件不利地

域での普及が進み、生産組合の40%以ヒの

面積で使用されている。使用後のマルチフ

ィルムの処理は、 JAと青年部が連携して

回収を行っており、生産組合では、全戸完

全回収の徹底を図っている。

また、肥料の空袋や農薬の空容器なども

向様に適正処理が定着している。
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6 茎葉回収簡易巻取機の試験風景

写真7 廃プラの回収作業



(4) 安全・安Jむへの対応、

ア生産履麗記様運動

生産組合では、長年にわたり毎年の生産実態(ほ場の位置、栽植密度、施肥料、

の調査を独自に行ってきている。

また、平成14年に農協内に設置された「食の安全・安心確保対策協議会」が推進

している生産履歴記帳運動においても、生産履歴記!践をl∞%実践している。

また、個人出来高制を導入しており、出

荷用ダンボールに製造番号を付与(市場流

通で生産者が特定できる)するシステム

は、既に20年近い歴史がある。

)夜歴記 l陵i!E動と出荷管理のシステム

は、食の安全に対ーする意識と製品に対す

る生産者の責任感の高揚につながってい

る。

イ ポジティブリスト制への対応

写真 8 全ての製品に製造No.を付与

生産履腔記1I民運動と連動し、農薬残習への意識・配慮は高く、使用量・希釈倍

率・使用時期などの遵守の徹底と再f確認を進めるとともに、収拡物の農薬残留自

主検査も進めている。

2. 経営

(付金量出荷と通年販売の実施

販売可能なものは全量集荷することで共販率1∞%となっている。規格外品の

加工向けから、 L、 2Lの国内向け、特大サイズ、の輸出用まで、需要に応じた柔

軟な販売戦略を展開している。

また、通年販売のため、新!日長いもの端境期には、熟度を判定する平掘りを行

ったり一般の~又桧では、業の黄変程度を測定してつるの切除日を決定し、品質の

均一化を闘っている。
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(2) 堀取区分精算による安定収入

長いもの販売代金は、出荷時に概算金を

支払い販売完了時に本精算する共同計算

方式をとっている。秋-春と分けて共同計

算をしており、入庫時に概算払い(秋・春

の 2 回)、販売完了時に本精算(秋・春の 2

回)、合計 4 回精算金が入るため、年聞を

通じて安定的に収入が入る仕組となって

いる。
9 葉の黄変測定

また、経営の体質強化を図るため、精算時に精算金の一部 (8%) を価格低迷

時に備えた営農貯金として積み立てることを生産組合の決定事項として実践して

おり、経営内容は極めて健全な状態となっている。

(3) ブランドの確立

販売の優位性や名称の保護を目的とするだけではなく、生産者や生産組合が地

域ブランドに対する誇りや費任を再認識し、さらなる向上を図る原動力とするた

め、 ]Aと連携して「地域団体商標j の登録を行っている。

(4) 組合活動の理解と強化研鎖活動

ア 女性の生産管理への参画による支部活動の充実

長いも栽培は、種芋の準備、植付け、ネット張り、つる揚げ、掘取など手開の

かかる作業が多く、その作業を担う女性達

の生産管理や経営管理の参画に対する

識は極めて高い。家族経営協定の締結状況

は、全道カ~'8.l%、帯広市は25.6%であるが、

長いも生産農家は44.7% に達している。

組織活動では、支部単位の各種調査集

計、意見集約、坪掘り、ウイルス株巡回抜

取なと舎を行っている。特に共同巡間抜取で 写真10 女性による掘取作業
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は、女性の参加が多く、女性同士の中で、抜取基準が平準化されウイルス株の判定

眼は非常に高し、。

イ 担い手、リーダーの育成

後継者や若い担い手が、支部の中で活動することで組織に対する認識や理解を

深められている。また、年齢に関係なく支部長や役員として活躍できる環境がつ

くられており、活力ある若い農業者が組織を牽引していくこと可能となってい

る。

ウ 全{材刑事会の開催

冬季開には技術講習会を実施し、家族ぐるみ・地域ぐるみの長いも作りを進め

ている。関係機関から講師を招き、新技術や調査分析情報の閥知のほか、共励会

の上位の生産者が講師となり事例発表を行っている。

(5) 視察研修活動

視察研修活動では、長いもの主産県である J青森県やみかん産地の有国、黒立産

地の丹オ皮篠ÚJなとと視察研修を行っている。参加者は世帯主に眼定せず、配偶者や

後継者夫婦も対象とし、他産地の栽培技術なと'111高広い情報交換を行っている。

(6) 広域 JA 生産者との交流活動

「十勝) 11西長いも j の産地ブランドの強化・拡大図るため、近隣町村 6JAの生

産者も加わって構成する「十勝JII西長いも運営協議会J をJN常広かわにし内に

置き、 JII関長いも生産組合が幹事組合としてリーダーシップを発揮し、生産者同

士の交流や生産技術の普及を進めている。

安定多収生産に向けた現地試験の結果は、技術講習会等の機会を通じて町内の

みならず広域グループ全体に還元し、グループ全体の生産性向上に取り組んで、い

る。特に役員は、互いの生産組合の総会に出席し、種芋のウィルス検定の合同実

施や他JA生産組合の交流懇親会への参加、消費拡大キャンベーンの合同開催な

ど、幅広い生産者交流を行っている。
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(7) 長いもの輸出

平成立年の国内相場の下落時に新たな販路の開拓を検討し、当時、健康志向ブ

ームが高まっていた台湾に産地を前回に出した独自ルートでの輸出を始めた。長

いもの輸出は、 JAの動きが起点となったが、その後順調に推移し、台湾だけで

も 1.2∞ t を超すまでになった。生産組合では重要な販売先のーっとして位置づ

け、平成12年には、流通事情、台湾到着後の品質確認、消費の実態、晴好などの

視察調査を行っている。

第 4表輸出数量及び金額

台湾輸出 数量( t ) 金額(千円)
11年産 685 210,234 
12年産 588 180,491 
13年産 409 218.767 
14年産 560 314.234 
15年産 583 248.950 
16年産 966 203.020 
17年産 1.255 279.942 

写真11 台湾の販売状況調査

普及性と今後の方向

1 .普及性

(1) 攻めの農業の実践

海外からの輪入農産物に苦戦を強いられることが多い国内の産地において、逆

に輪出に日を向け、それを実践している当生産組合の取組は、地域や北海道のみ

ならず、全国の産地に対して国産農産物の輸出の可能性を示すモデルケースとし

て波及が期待される。

(2) 地域経済への貢献

当生産組合は、 JAと一体となった活動を積極的に行っており生産体系の構築

から販売戦略に到るまで、、産地簡競争ーに打ち勝つ優位性を発揮し、その結果と

して、生産者の所得向上が図られ、経営規模の拡大や再生産意欲が高まっている。

これが、地域内の後継者の就農率や地域内の農作業等の雇用創出、農業機械の
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開発・販売、全国への輸送、加工食品の開発・製造など幅広い業種に大きな影響を

与えており、地域経済活性化のモデルケースとして他産地への波及が期待され

る。

2. 今後の方向

(1) 新品種の開発に向けて

全国の生産量の10%以上の生産量を誇る「十勝) 11西長いも J の産地としての地

位を雌立しているが、現状の品質や評価に甘んずることなく、さらなる品設の向

ヒを目指して、 2 年ほと前ーから、試験場・十勝農協連. 1忠良協との 4 者で、新品種

育種の共同研究を始めている。

食味や内部品質、形状、収量性の優れた品種の開発育成や現在のブランド品費

を最低限維持したウイルス抵抗性品種の導入についても検討を進め、「十勝JII 四

長いも j のブランドの進化を目指している。

(2) HACCP 導入へのチャレンジ

-出荷する長いもに対してより一層の安全・安心を付加するため、選来

施設のHACCP認定に向けて生産者、 JAそして地域が一体となって取り組んで、い

る。

現在、当地域においても生産者の世代交代が進行しており、長いも導入当初の

苦労や幾多の試練などを次の世代に確実に引き継ぎ、これからも立ち止まらず進

化し続ける長いものブランド産地として活動を展開している。

(執筆者独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構

野菜茶業研究所長吉岡宏)
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霊場締常務純岩場料輪場常務勢来場来常務純納付納帥撃

を内閣総理大臣賛受賞 ま
くフb
!0,\7_ 6tι 

事 出品財経営(バラ) 率
格録

事 受賞者ひまわり農業協同組合バラ部会 主
会民 9;:h 

ベ7(5;

会長住所愛知県豊川市 勢
幸喜

志位
マb マ'1)-

母春場来場悲鳴常常務骨量殺常務常務常常務常常務常務省を骨量場最常務場最場惨殺場

受賞者のことば ひまわり農業協同組合パラ部会代表内藤嘉昭

このたび、名誉ある平成19年度農林水産祭内閣総理大臣賞を受賞すること

ができ、喜びと感謝の念に堪えません。これもひとえに愛知県をはじめ豊川

市、御津町‘、小坂井町、音羽町、ならびにひまわり農業組合などの各関係指

導機関からの御指導、御支援の賜物と心より感謝申し上げます。

私たちの京国哉で、パラの共同選別、共同販売に取り組みを開始したのは昭和

田年の事になります、以来27年にわたり共同選別、共同販売を通じ部会活動

を行い組織を創ってまいりました。発足当時は切りパラの共同選別、共同販

売に取り組んで、いる組織は珍しく、先進事例も無く試行錯誤の連続でした。

生産面においてはビニールハウスが主体の土耕栽培による夏期休眠型の栽

培から、昭和63年に現在の生産方式の主体であるロックウール栽培への取組

を開始した事で生産基盤が安定し、部会全体の品質の高位平準化につなげる

事ができました、さらに平成 2年にはひまわり農業協同組合の発足とともに

新規生産者の加入も促進されました。

販売・流通面においては花き市場の中央市場化・大型化に対応すべく、平

成 3年より全国に先駆けて水入り輸送方式の『ウォーターパケット流通j に

取組始めました。消費の現場まで、鮮度を保った状態で、パラを届ける事を可能

にした事で、私達のパラの品賞評価を高めることができたのではないかと考
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受賞者のことば

えております。

組織としては創成期の部会員13名から現在で、は471ろとなり、女性組織のロ

ーズメイト、後継者組織の青年部も含めると 1∞名近くの大きな組織となり

ました。

今回の受賞により、部会員全員がこれまでの部会組織の歩みをふりかえる

事ができたことは貴重な経験となりました。今後はさらに風通しの良い組織

づくりに努めていきたいと思っております。

地域の概要と受欝者の路盤

1.地域の概要

(1) 地域の立地条件

ア気象

ひまわり農業協同組合パラ部会(以後、部会と言う)が所在する宝飯・豊)11 

地域は愛知県の東部に位霊する(第 1 図、第 2 盟)。北部に標高789mの本宮山、

東部に豊川、南部に三河湾を有し、気候は温暖で、、年間の平均気温16
0

C 、持水

量1.7∞側、日照時間2.2∞時間と施設パラ栽培に適した気象である。

イ土壌

地質は、 l万年以上前に堆積した洪積

層が多く、三河湾に面する東南部には

豊) 11 の堆積物よりなる沖積層がある。

耕地の土性は、ほとんどが壌土である

が、沿海部及び豊) 11河岸は砂壌土とな

っている。

なお、パラ栽培の大半はロックウー

ル培地による隔離栽培であり、土壌条

件には左右されない。
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ウ水利 第 2 国ひまわり農協パラ部会の主なほ場と関連施設

昭和43年に豊川用水が全

面通水され、地域の水田

面積の75.9%、畑地面積の

4l.9%がその受益地となっ

ており、主要な耕地はほぼ

カバーされている。

(2) 農林水産業の概要

ひまわり農業協同組合(以後、ひまわり農協と言う)管内は、自然・地理的な

好条件を活かし、全域で施設関芸、来樹、露地野菜、畜産等、多種多様な農業が

営まれている。年間農業産出額は222億円に達し、先進的農業地帯となっている。

総販売農家戸数は2万6戸で、そのうち主業農家が946戸あり、 34% を占める(第

I 表)。特に花き、トマト、いちごを主体とした施設園芸農家が多く、その産出

額は、花き 40億円、 トマト 15億円、いちご15信円といずれも全国でも有数の産地

であり、地域農業の中心的な位置を形成している。

第 1 表 ひまわり農協管内の販売農家戸数と耕地問積

最)11市 音羽密7 小坂井町 篠山事前] 合計

人口(人) 137.062 8.627 21 ,765 13.543 180.997 
販売農家戸数(戸) 1.846 181 293 436 2,756 

主業j芝公 683 10 89 164 946 
準主業農家 399 42 66 102 609 
副業的農家 764 129 138 170 1,201 

耕地面積(ha) 2.213 259 322 551 3.345 
回 916 180 115 281 1.492 
普通畑 1.070 62 177 17l 1,480 
樹監1 :1也 226 17 30 99 372 

資料平成18年愛知農林水産統計年報より
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2. 受賞者の略麿

受賞者:ひまわり農業協同組合パラ部会(部会長 内藤嘉昭)

昭和56年 全国に先駆け豊川市農協花き部会パラ支部として共選共販を開始

品積は中輪系が主流

昭和63i!ミ ロックウール栽培の導入

大輪系品種の栽培が増加

平成 2年 ひまわり農業協同組合誕生

日本初のウォーターパケット方式による輸送の開始

平成 3年 アーチンク、方式の導入

ウォーターパケット輪送の改良 (1∞本/箱→50本/箱)

平成 4年女性活動組織「ローズメイト」設立

自走式防除機による省力化技術の導入

作自転換により部会員が増加

平成 5 年 ひまわり農業協同組合パラ部会設立、 会制導入

スプレーバラ本格出荷開始

平成 7q三 部会未加入生産者の加入により、管内生産者の部会一本化

王子成10年 オリジナル品種育成のための生産第二委員会(現生産委員会)設立

平成11年 部会員 4名による農事kft合法人「バルーンJ 設立

平成13年 「脱バクテリア宣言j を実施

平成14 ti世間時対策事業府開業(リース事業)による大規模化

~ 17年

平成17:f!三 若手後継者組織「青年部J 設立

平成四年 日本農業賞(集団組織の部)で、農林水産大臣賞を受賞

ウiR
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第 3 図 部会員数と栽培面積の推移

昭和 5 6 60 平成元 5 9 1 3 

受賞者の経営概要

1 .経営の概要

(1) 組織の構成

2500 

2000 

1500 
a 

1000 

500 

。

1 7 年

ひまわり農協パラ部会は47名のパラ生産者によって構成されている。部会の運

営は、執行部(部会長、副部会長及び役員監事)の役員 6名と、総務・資材委員

会や販売委員会を始めとした各委員会委員長 5 名を加えた計11名で構成される運

営委員会を中心に行われている。役員会・運営委員会を年開計羽田開催し、部会

活動を計画的に推進している。また、毎月 1 回の定例会(部会員全員出席)での部

会員への報告、連絡、意見集約により部会の総意をまとめている。

第 4 園組織の構成悶

| 役員邸 2名 ←一仁

||  
| 品質向上委員会7名 11 生産委員会8名
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(2) 組織運営

ひまわり農協パラ部会は全国に先駆けてパラの共同選花、共同販売を確立した

組織で、栽培面積20haと販売額13.8億円は、日本一の規模である。「高品質なパ

ラを消費者に届けるJ を合い言葉に、ブランドの確立、生産技術の向上等に紘織

力を発揮することで発展してきた。部会員は農協管内の l 市 3 町に加え、豊橋市

から 6 名、新城市から 1 名が参加している。

ひまわり農協パラ部会で、は、部会としての総合力を発揮させ、常に活力を持っ

た運営を行うため、委員会活動を特に重視している。委員会制は、 f全員で部会

を発展させてゆく」との理念から、平成 5年の部会設立と同時に導入されたもの

である。全部会員は 5つの委員会のいずれかに所属し、その中で部会員の個性を

発揮するとともに、情報を共有しながら組織の発展に努め、生産から販売まで全

が部会の展開方向の決定に関与し、意欲的な改善を行っている。

各委員会の役割は第 2表のとおりである。

第 2表委員会活動

委員会名 主な活動
総務・資材委員会 部会内行事の金問i実施、 CD カタログ作成、

出荷にかかる資材の取りまとめ

検査委員会 共ì!J!f出荷物の検宏、規格の検討、出荷物の日揃い

販売委員会 市場視察による販売情勢、 Uj初物動向の調査

品質向上委員会 栽培技術の検討、義i夜分析、管内ほ場視察の実施、

(1日生産第一委員会) 先進地視察の実施

(1日生生産産第委二員委会員会) 新品穣の試作栽培、オリジナル品稜の開発

2. 経営の成果

(1) 栽培面積ならびに生産量・販売額で全国トップレベルの産地

パラの栽培面積は、全国平均及び県平均では停滞傾向を示しているのに対し、

部会の栽培聞積は)11変調に増加している。特に経営講造対策事業特認事業(リース

を利用してさらなる規模拡大を行い、平成14 ~ 17年度で12，∞0ぱ1\目加し、

現在は約20haになる(写真1)。また、平成18年度は暖冬と病害虫被害による製

品のロス率減少により生産量が約80万本増加したこと、さらに市場の集約化や

日
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前情報の発信を強化したことにより単価が好調で、あったことから、販売額は13億

8千万円に達する日本一の大産地となっている。

第 3表過去4年間の部会の栽培面積ならびに生産量・販売額

作目名 年度 栽培面積 (ha)
生産量 lOa当たり 販売額

(千本) 生産量(千本) (千円)
平成15年度 18.5 14.767 加。 1.271.343 

施設パラ
平成16年度 19.1 15.304 別3 1.266.112 
平成17年度 加O 15臼6 78.2 1.2日469

平成18年度 19.8 16必4 出3 lおO日O

写真 l リース事業を利用した高軒高パラ施設(施設間接30a)

(2) 部会員の生産指標と県内・全国の生産指標との比較

平成17年度の部会員 1 戸当たりの経営面積は4.258ばであり、県平均に比べ約

919ぱ、全開平均からは1.412ぱも規模が大きい(第 4表)。ひまわり農協パラ部会

では品質を第一に考えており、共選出荷基準を非常に厳しくして、良品のみを販

売するよう心がけていることから、lOa当たりの生産最は全国平均よりも高いが

県平均を下回る。しかし、パラ栽培にとって革新技術といわれたロックウール栽

培・アーチング方式をいち早く導入し、栽培技術の確立に部会員自らが取り組ん

だことから、パラの品質は非常に高く生産も安定している。

そのため、パラ産地の中でも先駆的な産地として評価され、ブランドカも強い。

単価を比べると、 83.6円/本であり、全国平均より約44%、県平均より約24%

い価格で販売している。その結果、lOa当たり販売額は県平均に比べると約50万

円、全国平均からは約250万円も多い(第 5 表)。
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第 4表 農家の王子均経営規模の推移 (単位:ぱ)

ひまわり渓協
愛知県平均 全国王子均

パラ部会

3.929 3.5印 2.755 
4.054 3.547 2,827 
4.258 3.339 2.846 

第 5 表 ひまわり農協パラ部会の生産指標と県及び全国の生産指標との比較

日1""- で7J・一一一一一一一一~日11 r'j ひまわり農協
愛知県平均 会開平均

パラ部会

1 )5当たり経営而積(ぱ) 4,258 3.339 2,846 
lOa当たり生産量(千本) 83.3 95.4 76.0 
lOa当たり販売額(千円) 6.987 6.431 4.411 

1判凶 (円/二本) 83.6 67.4 58.1 

平成17年度産愛知県花き生産災級より
ただし、ひまわり農協パラ部会は18年度産

(3) 農家の経営収支推移

年間20kl/ lOa以上の重油を使用する当地のパラ栽培は、近年の原油価格高騰

等による生産費が急増し、経営を圧迫している。特に、初冬から春にかけて出荷

する産地であるため、原油価格高騰の影響は非常に大きい。しかし、このような

状況にあっても、部会員の農業所得は、平成17年度は8∞万円台を確保しており、

平成18年度においては960万円を超える見込みである。

第 6表経常収支の推移 (単位:千円)

:fF三~度~音~li~Fう 販売額 1=.政資 農業所得

平成15年度 27.0印 17.416 9.634 
王子成16年度 26.939 18.212 8.727 
平成17年度 26.691 18β19 8.072 
平成18年度 29.373 19.753 (※) 9,620 (※) 

※過去 3年間のデータを恭に算出
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受賞財の特色

1 .技締

(1) 口ックウール栽培・アーチング方式の先駆的な導入

パラ栽培は、以前は全て土耕栽培で行われていた。しかし、改植のための投下

労働力が非常に過大で、いや地現象と言われる連作障害や、根こぶ病・立ち枯れ

性の病害が蔓延するなど、生産や品質の安定を妨げ、経営上大きな問題になって

いた。また、夏期には採花を休止し、株を休ませる必要もあったため、労働力利

用の平準化や所得向上の面からも新技術が求められていた。そのような中で、部

会員の岩瀬氏らが昭和63年に、まだ日本で紹介されたばかりのロックウール培地

による踊離ベッドの養液栽培方式を愛知県で先駆的に導入した。

しかし、ロックウール栽培は周年栽培が可能であったものの、技術的に未確立

な面が多く、特に品質面で葉が大きくなりすぎる、花色が黒ずむといった問題が

あった。そこでひまわり農協パラ部会(前身の豊J 11市農協花き部会パラ支部)は

メーカー数社とともに、培養液の処方や給水方法についての研究に取り組んだ。

マニュアルがあるはずもなく手探りの状態であったが、事例研究などを基に熱心

な研究活動を行いながら試行錯誤を繰り返して技術改良を進め、品質改善と問時

に省力化や生産の安定を実現した。

さらに部会は、平成 3年に開発されて問もない「ア

ーチング方式J (折り曲げた枝を光合成専用校に用い、 第 5 図 アーチング方式

茎長の長い花を採花する方式、第 5 図)という新し

い枝の仕立て方法を導入することを決め、この方式

のもつ、茎が太く長いパラが収穫できるという特性

に注目し、いち早く花数の多いスプレー品種への応

用に取り組んだ。当時スプレー品種は何品麓か紹介

されていたが、茎が短くて使いにくいため臨品性が

低く、パラ全体に占めるシェアは 5%椋度だ、った。

しかし、アーチング方式の導入によって、茎が太く

長く、より花数の多いスフ。レーパラを栽培できるよ

つ
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うになり、商品性は一気に向上した。

こうして部会内でロックウール栽培・ア

ーチング方式が急速に広まった結果、周年

出帯が可能となり、高品質なパラを 1 年を

通して消費者に供給できるようになり、産

地ブランドは大きく高まった。

現夜では、部会の栽培聞積の約 9割がロ

ックウール栽培・アーチング方式を導入し

ており、そのうちスプレー品種は栽培面積

の50% を占めている。
2 ロックウール栽よ奇・
アーチング方式

(2) 日本初、ウォーターパケット方式による縦籍出荷

従来パラは、キクなどと同様に、花を横

に入れた段ボール箱で、出荷が行われてい

た。ひまわり農協パラ部会は、他産地との

差別化を図るべく平成 2年から日本で初め

てウォーターパケット方式を採用した。ウ

ォーターパケット方式とは、段ボール箱の

底にパケットを置き、パラを入れ、そのパ

ケットの中に水を注ぎ、パラの花束を水

に入れて立てた状態で輸送する方式であ

る。

しかし、導入当初のウォーターパケッ

ト方式に対する市場の反応は鈍く、従来

の横箱に比べて荷捌きしにくいといった

不満が出されたほか、 トラックでの輸送

中に水がこぼれるなど問題点が指摘され

た。また岩持は牛乳パックの台紙を生産

者が毎晩ホチキスで、止めた簡易式のパケ
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ットであったため、手間とコストが非常にかかり、部会内でも、ウォーターパケ

ット方式に対する否定的意見が出ていたO

しかし、部会では高品質が維持できることからウォーターパケット方式の導入

を諦めなかった。そして問題解決のために、水量や容器の改良、本数などを検討

しウォーターパケット方式の改一蓄が行われたO そして平成 3 年に当初の1∞本入

から50本入に変更したところ、ょうやく市場からウォーターパケット輸送が認め

られるようになり、その後評価は日増しに高まっていった。このように、部会員

の試行錯誤により採花時の鮮度を維持したまま市場・消費者へパラを届けること

が可能となり、ベントネック(花が咲かずに花首が曲がり、しおれてしまうこと)

などが防止できるようになった結果、部会の評価は大きく高まった。

(3) 日持ちを良くする「脱バクテリア宣言j

ウォーターパケット方式の導入により、バラの日持ちは良くなったが、夏場に

はその効果が落ちる。これは、ウォーターパケット内のバクテリアの増殖による

ことが試験研究によって明らかとなり、その対応が求められていた。部会はその

対策として、平成 1 3 年に「脱バクテリア宜言」を行った。「脱バクテリアj とは、

出情物の品質管理体制を表現したもので、生産者段階と集荷段階におけるそれぞ

れの水揚げ時に鮮度保持斉iJ処理を行うという 2段階の取組で徹底した品質管理を

行うというものである。さらに、品質向上

委員会はウォーターパケットへの注水後

に採水し、バクテリア培養検査を行ってお

り、バクテリアが検出された生産者には改

善を徹底している。その結果、新しい市場

が開拓され、東北や関東の消費者にも鮮度

の良いパラを届けることができ、市場での

ブランドイメージを大きく高めた。
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(4) オリジナル品種の開発と多様な品種構成

消費者の晴好にあったパラを提供する

ため、ひまわり農協パラ部会で、は独自に品

種育成を行っている。偶人では、岩瀬氏が

昭和59年に「ドレッシ-J、平成 4 年に「パ

ールクイーン」を育成し、 i弘麓登録をした

のを始めとして、数人の生産者がオリジナ

ル品種を登録している。特に「パールクイ

ーンjは薄ピンク色のスタンダード品種(花

が l 輸の品種)で、市場で非常に人気が高

6 ユイマール
(部会オリジ、ナル品種)

いため、部会の出荷量の20% まで作付けされ部会員の経営安定に貢献した。

部会では、消費者の晴好にマッチする品種育成の重要性を認識し、平成10年に

会(現生産委員会)を設立し、さらなるブランド化に向けて育種活

動を強化した。委員会が毎年育種・選抜を繰り返しオリジナル品種の育成に努め

てきた結果、平成17年に、淡いピンク色のスプレーパラ「ユイマール」、平成18

4三に一重で、薄紫色の花弁を持ったスフ。レーパラ「やまとなでしこ J が相次いで、開

発され、いずれも登録申請された。 2 品種とも市場からの評舗が高く、 fユイマ

ール」は平成18年に栽培面積60aまで;増加し、部会の l 品種として認められるま

でになった。

現在、部会で、の栽培品種数は150を超え、スタンダード品種とスプレー品種が、

栽培面積でほぼ50%ずっとなっている。さらに、販売対策委員会が市場を訪問し

消費者ニーズの把握を行い、それを部会員に情報提供することで改植時の品種選

定に役立てているなど、消費者の多様な要望にもきめ細かく対応できる体制をと

っている。

(5) 接ぎ木栽培による増収効果の実証と積極的な導入

人気の品種をより多く消費者に届けると同時に部会員の所得向上をはかるため

に、単位面積当たりの採花本数増加が必要となっている。平成17年に栽培技術の

検討を担当する品質向上委員会が中心となって、強勢台木利用による接ぎ木栽培

に
d
n
h
u
 



について展示ほの設置や調査を行い、接ぎ木栽培の増収効果を実証した。その結

果、強勢台木利用による栽培は、平成16年度当初の36aから現在は80計二倍増した。

この栽培は増収とともに採花年数の延長や改植労力の軽減・廃棄物の減少も可能

なことから生産者の関心が高く、今後さらに導入面積が増える見込みである。

2. 経営

(1) 有利販売を目指す共選共販組織の立ち上げ

共選共販は、昭和56年に経営安定や有利販売の実現、情報共有を目指して農協

管内のパラ生産者の有志12名で、始まった。しかし、全国に先駆けたパラの共選共

販は、開花状況の不一致による生産者間の品質差や品種の選定にあたっての問題

などを引き起こした。これに対し部会では、個人の保冷庫設置や部会内で、の{駒ま

的な話し合い、ほ場における栽培研究活動の活発化によって、パラの高品質化・

均一化を図ることで成長してきた。

現在も部会はその流れを汲み、生産者の持ち寄り共選にしているものの、厳し

い品質管理と鮮度保持対策でブランドを維持し、有利販売に生かしていくことを

部会の総意としている。

(2) 生産者自らによる厳密な検査体棋

品質の高さを維持するために、部会選任の検査委員会を設置し、厳密な検査体

制をとっている。

出荷場では、一箱一籍閥幹し、検査委員を中心に農協職員との合議体制により、

厳格に検査している。 検査では出荷時の

開花状態、葉-茎の色沢、病害虫の有無、

茎曲がり等の状態を確認し、部会出荷規格

に合わないものは「注意J、「厳重出意j 及

び「返品」の三段階の措置がとられる。

部会員へは検査後に FAX により結果

が通知される。この通知には「どの品種」の

「どの階級却すどのような状態」であったか
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が明記されている。また検査データは月毎にまとめられ、毎月行われる定例会に

おいて全員に報告されている。また、出荷物の均一化を図るため自揃い会は年 6

1m実施している。

出荷物の高品質を維持するために行っているこれら取組みは、生産者に出荷物

に対する責任感を持たせることにつながっており、生産者は自らの箱詰め段階で

非常に厳しい選花を行っている。このように、生産者段階と出荷場段階での厳し

い検査を行うことで、消費者からの信頼を得られるように努めている。

(3) C D カタログによる販売促進活動

部会は、平成19年現在、全国12市場と取引を行っている。従来どおりセリ販売

を主体とした市場もあればインターネットを利用した出荷情報による販売展開を

している市場もある。地域により好まれる色や品種が違うなど特色が見られるた

め、各市場の要望に応えられるように150品種もの栽培を行っている。

市場情勢の把擦は販売委員会と農協担当者が日々行っている。役員と販売委

農協担当者が販売対策会議として全12取引市場へ出向き、産地担当者を交え

て着荷の状況や販売動向・消費者の趣向把握を行い、その結果を全部会員へ報告

している。また、販売対策委員は年 3 盟、全員参加の販売研修会を開催し、出荷

比率の多い大III ;fE き市場・なにわ花いちば・札11提花き溜芸の各市場担当者を招き、

それぞれの市場に対応した販売について協議を行っている。

さらに、総務・資材委員会が作成した全栽培品撞をおさめた CD カタログを配

布するなど、積極的な情報提供により販売を強化している。 CD カタログは平成

15年から作成しており、毎年10丹 ~ll月にかけて全栽培品種の写真撮影を行っ

てカタログを更新している。

また、平成19年 4 月からは、総務・資材委員会が主体となり産地情報発信を目

的に部会のメールマガジンの発信を始めている。主な内容は、パラの生産状況や

新品種試作・出荷予定情報などで、これらの情報を約 2 か月に l 回市場・仲卸を

中心に配信し、販売促進につなげている。

67 



(4) 計画出荷に向けた積極的な情報発信

計画的な出荷・販売を行うため、部会員は金曜日を除く毎日、昼12時までに各

戸に設置しである農協の専用端末(電話回線を利用)で出荷予定数量を報告する。

農協の販売担当者はこの報告を基に市場毎の荷分けを行うと同時に出荷予定数

を E メールで市場担当者へ発信している。出荷量の80%以上は前々日までに各

市場へ情報発信され、その結果 3割ほどが予約販売に結びついており、各市場か

らのニーズに対応するとともに、商品価値を高めている。

出荷先とその実績は第 7表のとおりで、関東方面に約30%、北海道・大板・東

北・北信越方面にそれぞれ約15%が出荷されている。

第 7表平成17年度の共j量販売地域別の実績

地 域 北海道 東北 東京・神奈川 北信越 大阪 合計

販売数量(ケース) 53.500 51.900 111.300 53.800 62.400 332.900 
出荷本数(本) 2.514.500 2.439.300 5,231,100 2,528,600 2,932,800 15,646 ,300 
販売金額(千円) 233.300 188.300 402 ,300 200.300 230.300 1.254.500 
平均単価(円) 93 77 77 79 79 80 
出荷比率(%) 16.1% 15.6% 33.4% 16.2% 18.7% 100.0% 

(5) 大規模生産方式による日本一の大産地

パラ栽培面積は、共選開始の 4haから始まり、平成 2年の 5 農協が合併してひ

まわり農協の誕生、平成 7年のパラ生産者弁断裁の一本化などによる部会員数の増

加にあわせて拡大してきた。特に、ロックウール栽培技術の確立によって、栽培

技術を習得するための研修期間が短くなりパラ栽培に取り組みやすくなるなど、

新技術の確立を契機に部会員が増加した。特に、平成 4年にパラ栽培の将来性に

期待して作自転換し部会に入会する者が多く現れ、部会員、栽培面積は急増した。

その後、平成11年に太陽電池パネルを装備し、炭酸ガスの排出削減を目指す、

農事組合法人バルーン(地域連携確立農業構造改善事業)が面積10，∞Omで設

立されたことや、平成14年からのリース事業の積櫨的な活用などで栽培面積が

12，∞Om増加したことから、現在、部会員47名で、栽培面積約20haとなり、部会単

位では日本一の産地になっている。それにより、安定生産・安定出荷を実現し、

市場からの信頼を勝ち得るとともに、常に消費者へ高品質なパラを提供すること

を可能にしている。
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(6) 控い手の確立と次世代の確保

ひまわり農協パラ部会は、高品質生産を自指す経営改普に対し意欲的な農家が

多い。自分の 5 年後の姿を数字に表して、将来の経営目標をはっきりさせる認定

農業者制度にも関心が高まっており、平成18年度末現在.35名 (75%) が認定農業

者になっている。

また、部会内では 2代田の若手後継者が順調に就農している。部会のさらなる

活性化に向け、平成17年度に普及課・農協の協力を受け、 20代、30代の若手生産

者10名が青年部を設立し、平成19年現在日

人が所f局している。青年部では昨年度から

本格的な活動が始まり、今以上に高品質な

パラを消費者に提供すべく、勉強会やほ場

巡闘などで技術の閉鎖を重ねている。現在

の活動は栽培技術の向上が中心であり、

及課や農協の協力を得ながら行われてい

る。 8 視察研修風景

(7) rローズメイトj は部会女性の経営参画と地域に貢献

花きの分野においては、店頭で購入する商品を選ぶという消費行動の決定権を

多くの場合は女性が握っており、女性の視点を取り入れるためにも、いかに女性

が経営に参画するかは特に重要で、ある。

そこでひまわり農協バラ部会は、それまで、名前があるだけでほとんど機能して

いなかった部会女性部を、平成 4年に「ローズメイト」として発足させ、問時に

名刺の作成を行うなど、女性の経営参画への意識向上を促した。その後は「経営

の向上と会員聞の交流を深めるj ことを基本として活動を行い、産地視察や栽培・

雇用などについての情報交換会を実施し、自家の経営に活用している。

現在の特徴的な活動としては、「父の呂には黄色いパラをj を一般に定義させ

る活動を行っており、平成19年には、管内の市可の長と農協の組合長、東海:農政

局、中日新聞社、 NHK名古屋局にパラを贈呈している(写真 9)。また、フラ

ワーアレンジメント教室・視察研修・健康づくり教室を開催するなど、部会女性
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間の連携と情報交換の場として共同参画

への大変重要な役割を担っているほか、地

元の福祉施設である、身体障害者総合施設

「希全センター」、知的障害者援護施設 fホ

タルの郷J、知的障害者施設「シンシア

JIIJ 等に、ローズメイトが作成したアレン

ジメントフラワーの提供も行っている。福

祉施設からは「玄関ロビーや食堂に飾らせ
写真 9 豊川市長へのパラ贈呈

ていただき、利用者の方にたいへん喜ばれております」とのお礼の返事が届くこ

ともあり、今後も地域社会への貢献として活動を定着していくこととしている。

また、ローズメイトは、部会が参加する消費者との交流イベントにも大きく貢

献している。例えば、平成19年 2 月に豊橋市主催で行われたイベント「フラワー

ドリーム」における消費者へのパラ PR活動の展開や、 5 月に豊J 11市主催で行わ

れたおいで、ん祭の中で、行った「フラワーアレンジメント教室j は非常に好評であ

った。その他、「関東・東海花の展覧会j や「大阪フラワーガーデンショーJ、「あ

いち農業フェスタ j など関係機関が開催する各種行事に部会が参加する際にも、

消費者への PR活動に貢献している。

普及性と今後の方向

1 .普及性

(1) 先駆的に取り組んだ新技術・新流通システムが全国的な普及

日本で初めて部会が取り組んだウォーターパケット方式による縦箱輸送は、現

在のパラ流通において全国的な標準流通技術となっており、より鮮度の高いパラ

を全国の消費者に届ける流通システムの確立に大きく貢献している。また、花の

日持ちが課題となっていたガーベラやトルコギキョウ、チューリップなど、他の

切り花にもその流通技術が用いられるようになるとともに、その割合は年々増加

しており、さらなる普及が期待される。

また、スプレーパラへのアーチング方式の先駆的応用は、花数の多い高品質な
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スプレーパラ生産に大きく貢献し、全国的な生産技術として普及した。これによ

り、それまで、パラ全体に市めるシェアは 5%積度だ、ったスプレーパラのシェアが

大幅に増加している。

(2) 担い手の積極的な受け入れと育成

部会では、パラ栽培を始めたい農業研修生を全国から受け入れ、農業後継者の

育成に協力している。 昭和49年から現在までに県内・県外(北海道から福岡県ま

で)を含めて30名以上を受け入れ、日本のパラ栽培農家の後継者育成に大きく

献している。そのうち 10名は新規参入により部会のメンバーとなっており、地元

の農業振興にも寄与している。

2. 今後の方向

(1) 環境に配慮した取組の強化

平成11年に太陽電池パネルを有し、太陽

光エネルギーを利用する発設システムを

装備した農事組合法人バルーンを部会

4 名が設立し、省エネルギー化(発電量

18，647kwh/年(原油換算 4,953L) )や酸

性雨・大気汚染の抑制(炭酸ガスの排出削

減 (14 t /年))を実現している。 写真10 太陽電池パネル

花きにおいては、安全・安心な生産への (農挙組合法人バルーン)

取組が、食の分野である野菜などの作自に比べて連れていると言われている。し

かし、部会では、使用済養液の再利用の試行を始め、培地をロックウールではな

くアクアフォーム(発泡フェノール楊脂)やココビート(ヤシ殻)などの環境に

優しい新培地の検討を行うなど、環境負荷の低減へ積極的な取組を行っている。

さらに現在では、輸入物に対抗するため IMP S 認証(環境に対する負荊を自

ら管理・削減している生産者への認証)J の取得に向けて、平成18年度当初から

研究会を行い、平成19年 4 月には農協がMPS フローラルマーケテイング、杜の社

長を招きMPS についての勉強会を行うなど、前向きな取組を行っている。
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(2) 酸素供給機友びヒートポンプ型エアコンの導入による夏期の品費改善

パラは夏期の高温により、品質が悪化するとともに病気の蔓延が懸念される。

特にロックウール培地は、酸素不足による根腐れから病原菌が侵入し、栽培に甚

大な被害を及ぼすこともある。その対応として、遮光資材、循環扇、培地への地

下水の通水設錦、酸素供給機の導入など様々な高温対策に取り組んでいる。その

中で、新技術として根圏への酸素供給を行う機器が10戸に導入され、夏期の品質

向上に向けて取り組んで、いる。

また、平19年よりヒートポンプ型エアコンを用いた夏期の夜間冷房を試験的に

3戸が導入し、夏期の品質改善に向けて取り組んでいる。ヒートポンプ型エアコ

ン導入はここ数年普及し始めた新技術で、冬場の暖房にも活用した暖房コスト削

減と夏場の冷房による品質向上、炭酸ガス削減による環境負荷軽減が可能とな

る。まだ全国的にも本格的に導入した事例は少なく、今後も部会内で、研究を重ね、

導入について検討していくこととしている。

写真11 給液への離素供給システム 写真12 ヒートポンプ型エアコン

(執筆者千葉県農業総合研究センター暖地園芸研究所花き研究室室長

神田美知枝)
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この度の日本農林漁業振興会会長賞受賞は、江刺 i玄におけるわい化りんご

栽培の娠興に携わった諸先輩方と、苦楽を共にしてきた仲間、関係者のご指

導、ご支援があってこその賜物であり、栄えある受賞を霊く受け止め、さら

に精進に努めなければと感じております。また、これまで切嵯琢磨し、お世

話になった県内外の生産者と関係者の皆様に対しましでも、心より感謝いた

します。

奥州市江刺区におけるりんご栽培の歴史は古く、本格的な導入は昭和 2

に遡りますが、昭和40年代の市場価格暴落時には、面積・生産量とも激減し、

斜陽作自と吉われました。この状況を打開するため、江刺区では「江刺りん

ご同好会」の設立や「りんごわい化栽培モデル園設置事業」の導入を進め、

わい性台木を科用した省力的で高品紫な果実生産と生産構造の改革に取り

組みました。

私もまた、その活動に携わった一員として、早速わい化栽培を導入し、そ

の技術を確立すべく選進して参りました。また、優良着色系統や省力化につ

ながる黄色品種の導入、さらには JM台木との組み合わせによる高品質・省

力・多収栽培に挑戦し、おかげさまで、規模の拡大と安定した経営を実現でき

ました。
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受賞者のことば

現在、私は、地域の皆様への恩返しと思い、新品種の開発や優良苗木の生

産・供給にも取り組み、江刺区全体のレベルアップに少しでも貢献すべく励

んでおります。また、りんご生産が、若者にとって魅力ある農業に発展する

ことを願い、造成した器地のリース等により担い手育成も支援して参る考え

です。

今後も初心を忘れることなく、人との繋がりを大切にし、さらなる技術の

研鍛に努めて参りたいと思います。

地域の概嬰と受賞者の略歴

1.地域の概要

(1) 地域の立地条件

高野氏が経営するりんご閤「紅果園j が

所在する奥州市江刺区は岩手県中高部に位

置し、北上J 11東岸から北上高地商斜面に拓

けた東西28km、南北28km、総聞積362.5krrlに

も及ぶ広大な面積を有する豊かな自然に恵

まれた田園地帯である。平成18年 2 月 20 日

に 18江刺市、水沢市、胆沢郡 3 町村が合併

し、奥州市となった。

交通網は、国道107号線、 397号線、 456

-制捜が市内を縦横に走り、東北縦貫自動車

道水沢ICに9.6km、東北新幹線水沢江刺駅

に5.花泊、北上市へ約16km、盛岡市へ65kmの

位置にある。

気象は、年平均気温1O.5
0

C 、降水量1，140

側、日照時間1.430時間である。また、 4

74 

第 1 図奥州市江刺iま及び紅果圏

官官



~1O月の降水量はおよそ8∞mm、最大積雪深も 50cm程度と気温の年較差が大きい

内陸性の気候を景し、りんご栽培に理想的な気象条件が整っていると言える。

(2) 農林水産業の概要

紅果閣が所在する奥州市江刺 i乏の農家戸数は4，556戸 (2∞5年)、うち専業農家

656戸、第l種兼業農家595戸、第 2種兼業農家2.605戸、自給的農家7∞戸である。

耕地面積は7，430haで、うち田が5，770ha、畑が1，660haで、1mは北上] 11流域平野の

穀倉地菅、東は畜産・果樹に適した北上山系へと連なり、農業が盛んな地域であ

る。農業産出額は、米カ'45億 4千万円 (2∞6年)、次いで、畜産が15億 5 千万円、

りんご等の果実が11億 6 一千万円となっている。

りんごについては、昭和48年の「小倉沢りんご生産組合J の設立を皮切りにわ

い化栽培の生産団地が多く造成され、栽培面積は271haとなっている。無袋栽培

や新品種の積極的な導入により、良食味果実生産に努めていること、内部品質セ

ンサー選果機を活用し、江刺独自の厳しい選果基準をクリアしたりんごのみを「江

刺りんごJ として出荷していること等により、現在では全国有数のりんご産地と

して不動の地位を築いている。

2 受賞者の略歴

高野氏は、昭和34年3月岩谷堂農林高校農業科の卒業と同時に就農した。当時

は「紅玉」、「国光」が中心だ、ったが、王手くから東北 7号(後の fふじJ) の優れ

た品種特性に注目し、昭和35年に45a のりんご腐を一挙更新して、りんご経営を

開始した。

昭和46年 3 月には「江刺市りんご同好会j の設立と共に会長を 2期務め、わい

化りんご高木の育成と地域への供給に取り組んだ。

昭和48年には前述の同好会のメンバーを中心に14名で日、倉沢りんご生産組

合j を設立、りんご、団地14.5haを造成し、 3期にわたり代表理事組合長を務めた。

昭和48年には当時の新品種「ジョナゴールド」の翠:産性などの長所を見出し、率

先して導入し、付i関の生産者と販売活動にも積極的に取り組んだ結果、現在では、

岩手県及び江刺を代表する品種となっている。
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昭和54年には、水田と野菜畑をりんご

園に転換し、 190aのりんご専作農家となっ

た。

その後も計画的な新植を進め、現在で

はりんご園919 a 、苗木国90a 、育種園50

a を経営するまでになった。

また、昭和56年から平成19年 3 月まで岩

手県農業農村指導士を務めるなど、今も

なお地域リーダーとして社会貢献に活躍

している。

なお、天皇泉信両睦下をはじめとする

皇族方へりんごを献上するグループ「蛍

(県内で品質が特に擾れた生産実績

を有する生産者で構成)の会長を平成11年

から務めている。

第 1 表高野卓郎氏の経歴

写真 1 高野氏夫委と長男夫妻

年次 f圭 Eを

昭和34年 岩谷堂尚等学校農業科卒業、就農

昭和45年 江刺りんご同好会設立会長2期(~昭和49年)

昭和47年 岩手県指導農家認定 岩手県国芸協会青年部副部長 (~48年)

昭和48年 農事組合法人小倉沢りんご生産組合設立組合長3期(~臼年)

昭和56年 岩手県農業賞受賞 岩手県指導農業士認定

昭和印年 日本農業賞受賞(農事組合法人小倉沢りんご生産組合)

昭和61年 岩手県りんごわい化研究会会長岩手県果樹協会理事(~平成4 年)

江刺市農業協同組合返事(~平成13年)

王子成7じ年 落葉果樹研究所非常勤講締(~平成17年)

平成10年 江刺市農業協同組合 専務理事(~王子成11年)

平成11年 蛍雪会(闘はりんごを生産するグループ) 会長

平成15年 岩手県農業農村指導士認定(岩手県第 1 号)

平成16年 岩手県農業農村指導こと協会 会長(~平成18年)
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受賞者の経営概要

1 .経営の概要

(1)経営の役割分担

高野氏は、りんご果実の生産販売と苗木生産販売及び近年取り組みを始めた育

種の 3部門に分けて管理している。労働力は、氏夫妻と長男夫妻の 4人及び年間

延べ3.0∞人弱の雇用を行うことで確保している。また、各部門において家族の

役割を明確に度分し、高野氏は全体管理と作業指示を統括、妻は販売会計及び労

務会計を担当、長男は整枝勢定、薬剤散布、草刈及び農協出荷搬送などの機械作

業を中心に相当、長男の妻は産直管理を担当している。

高野氏の経営では、労働条件でもしっかりとした取り決めが行われており、原

則、日曜日は休日とし、高野氏夫妻及び長男夫妻の 4人はそれぞj工独立した給与

や賞与等の所得を得ている。

第 2 図高野家の経営体系l翠

第 2 表農業労働力の状況

一続柄|怖いztrl ぷ312izztZ
J 26 日 l

長!J} I 36 2006 180 臼 o 日

長男の安 27 日臼 50 日 013 

r11i 「iil/~
什 臨時}穫期 !延べ庭用日数お66.9人(人・日)
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第 3 図年間作業体系

l゚l 12 月

ま在校~定 ‘長 訟を 時+

J'ì首花. 11内楽 仕上機来 ネ生理重繋摘み・玄関し
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業 マメコハチ巣づくり マメコハ。 チ設置 ぐ……タ
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人工授粉
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※ 作業期 ti司を唖一一告で表し、その…ドに作業内容を記入

(2) 系統と直売を組み合わせた果実販売

販売は、早生・中生品種を中心に農協出荷が63%、贈答や直売などの自宅販売

は37% となっている。

贈答用の段ボール箱には、全品種無袋のわい化栽培であることや、良質のたい

肥を毎年施用していることなど、栽培の特徴を紹介するリーフレットを必ず同封

するほか、新しい品種を販売する場合は、その特徴を記したメモを添えるなど、

生産者と消費者との信用をモットーとして在接的なつながりを大切にして販売活

動を行っている。
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第 3 表果実販売先毎の販売実績(平成181':1三)

販売先 |系統出荷(農協) I 農協直売所
販売量(均 I 89,873 (48) I 30,533 (16) 
販売額(千円 I 35,344 (50) I 9,227 (13) 
単価(円/1沼) I 393 (103) I 302 (79) 
注1 ・系統出荷には加工用を含む。
注2 : ( )内は合計をl∞とした場合の販売先別の比率

自宅販売

66,698 (36) 
26,483 (37) 
397 (104) 

合計

187,104 (100) 
71,054 (100) 
380 (100) 

第 4表品種の種類と (平成18年)

品種 i筑後期 収穫面積 (a) 収穫量 (kg) 主幹収 (kg/lOa) 

ふじ II月上中勾 336 ( 54) ll1,300 3,313 
ジョナゴールド lOJU二中旬 157 ( 25) 39.810 2,536 
シナノゴールド 10月下旬 44 ( 7) 15,435 3.508 
つがる 9 月上中旬 41 ( 7) 10.300 2.512 

さんさ 9 月上旬 18 ( 3) 2.130 1.183 
玉林 10月下旬 7 ( 1) 2,420 3,457 
7寺林 II月下旬 8 ( 1) 2.150 2.688 

シナノスイ ト 10月中旬 6 ( 1) 1.870 3.117 
シナノレッド 8RT勾 4 ( 1) 1.030 2.575 
金足 11月上旬 2 (0.3) 659 3.295 

623 (100) 187.104 3.003 

注: ( )内は品種構成比率

(3) 自助努力による低コストな園地整備

品種更新のスピードアップによる高品

質・省力栽培を実現するため、計画的な新

改植を進めている。

りんご919a の植栽面積のうち、幼木(樹

齢が 1~3年)が162 a 、未成木(樹齢が

4~5年)が133 a あり、樹齢 5 年生以下

の割合が32.1 %と非常に高くなっている。

また、新改植にあたっては、りんご苗木を自家生産するとともに、高野氏はもと

より、従業員が重機を操作することで、大幅な経費の節減を達成している。

2 古電柱を用いたトレリス

さらに投資コストを抑えるため、古電柱を用いたトレリス(支柱)や建物、 1:j:J

古農機具などを積駆的に活用するなどの創意工夫により、借入金のない安定した

経営を実現している。

ハ
叶υ

ウ
t



第 5 表闘地整備と経営面積の推移

年次 対象品目 面積 整 備 の 内 ιtそ}- 経営面積

S35 りんご 45 a りんご閣の一挙吏新 45 a 

S54 りんご 145 a りんご留の造成・新植 190 a 

S60 -63 りんご 70 a 丸葉台からわい化栽培に更新 235 a 

S63 りんご 80 a りんご屈の造成・新植(水田熔地転換) 315 a 
狂 1-6 りんご 206 a りんご園の造成・新植 521 a 
日5-7 りんご 150 a JM台木への更新 653 a 
日 11 りんご 226 a りんご園の造成・新横 945 a 
Hll-12 りんご 240 a 明日音きょ排水の実施 989 a 

日 18 りんご 70 a りんご閣の造成・新植 1059 a 

第 6表主要な農業用機械及び施設の保有状況(平成19年現在)

農業用機械 方面 号民瓦尺a

名称 台数|共同所有の持ち分 名称 構造 設置実面積

スピードスプレーヤ 2 1+112 冷蔵庫 0.37 a 
トフクター 4 作業所 木造1階建て 1.32 a 
ショベルローダー l 作業所及び休憩室 木造1階建て 1∞ a 
選来機 2 コンァナ置場及び、駐車場 アスフアルト 3.30a 
フォークリフト 2 1+1/2 冷蔵庫及び作業所 欽'骨 2.15 a 
マニュアスプレッダー l 
トフック l 

2. 経営の成果

(1) J M台木と組み合わせた優良品種の導入による収入の安定化

高野氏は「夢ふじJ rみしまふじJ rモーレンズ(著色系ジョナゴールド)J r江

刺選抜つがる」などの{憂良着色系統品種や fシナノゴールド」などの省力品種と

JM台木を組み合わせることにより、品種更新のスピードをアップするととも

に、欠木のない園地化(欠木率0.1%)に成功し、高品質・省力栽培を実現してお

り、これらの取り組みにより、果実販売及び苗木販売部門をあわせて、販売額約

8，∞0万円を達成している。

前々年産
(Hl6年産)
56.1臼千円

45，悌2 千円

11,07l 千円

前年産
(H17年産)

79沼l 千円

56，似4 千円

23,237 千円
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当年産
(Hl8年産)

80.184 千円|※平成16年は開花期の霜
59,548 千円|害及び台風被害により収
加β36 千円|益が悪化した。



高野氏

323.8 (1l9) 
386.6 (167) 
379.8 (154) 

単収

2泊Okg/lOa

3，1∞7kg/lOa 

3，1∞3kg/lOa 

JA江刺

329.3 (121) 
296.8 (128) 
お6.8 (1l6) 

注 1 高野氏は加工用を含むが、 JA江料、県全体は含まない。
注 2 : ( ) r1'J は県全体の再生flllî を l∞とした場合の比率

l�J.ml. 
1.759オミ/lOa

1.756本/lOa
1.611本/lOa

(2) 信用をモットーとした国定客の確保

(単位:円/kg)

係全体(全良県本音[\扱い)

272.1 (1∞) 

お1.7 (1∞) 
247.2 (l∞) 

贈答用ではふじゃシナノゴールドを中心に販売しており、販売前には、底究部

門を担当する高野氏の妻と長男の妻が必ず試食を行うとともに、顧客の戸を積鯨

的に開き取るなど、消費者ニーズの的維な把握に努めていることから、 i主l定客も

多い。

また、高野氏が栽培したふじの糖度は、農協の平均より1J支は高いため、!:l'さ

を好む最近の消費者に紅果閤りんごのブランドが定着したことから、現在では生

産量:が需要に追いっかない状況となっている。このため、近年では12月 10日以降

になると夜障がなくなり、贈答用の注文をすべて断らざるを得ない程の人気を得

ている。
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受賞財の特急

1 .技術

(1) 理想的な f高野式わい化栽培技術J の確立

わい化栽培は側校の発出部位が低いた

め、積雪の多い地域では枝折れの等の危険

が高くなるが、岩手県は積雪が少ないこと

から、りんご主要産地の中でも最もわい化

栽培が定着している地域となっている。

しかしながら、わい性樹の老齢化に伴い、

高樹高化による作業性や果実品質の低下

が問題となっている。

これらの問題に対し、高野氏は脚立を

使うことなく、高さ70cm程度の踏み台で、ほ

とんどの作業ができるわい性樹の樹形(結

実部位の上限目標 :2.5 ~ 3.0m) を目指し、

作業性と果実品質の高さを両立した理想
写真 3 低樹高で日当たりの良いわい

的なわい化栽培技術を確立している。 化樹と専用の踏み台

また、樹齢が進んでから樹高を低くする

のは困難であるため、現在は、定植後、 3年目までに通常より多い20本程度の側

枝を確保することで主幹延長枝の伸長を抑制し、富木の段階から低樹高化する技

術を確立した。その結果、作業性が向上することに加え、側校数が多いことから

結果部位が増え、初期収量の確保、早期多収が可能となっている。さらに、従来

よりも低い樹高は、台風等の強風被害にも強いというメリットもあり、年次変動

の少ない安定した経営にもつながっている。

なお、近年は、わい化栽培で働く女性の軽労化を図るため、軽量で簡単に持ち

運びができ、収穫カゴの設置場所も確保した踏み台を農具メーカーと共同開発

し、実用化している。
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(2) 授粉方法の工夫による高品質化と省力化

授粉の効率化のため、全国地に訪花見虫(マメコパチ)を導入するとともに、

機械(背負い式、 トラクターによる自定式)による人工授粉を実施している。そ

の結果、安定した結実が確保されるため、捕花剤の利用と早期の一輪鵠花が可能

になり、大規模経営体であるにも関わらず摘花作業が作業員20名 x 1 逓間程度 (10

a 当り 17.7時間で、県平均24.5時間の約 7 割)と省力化が図られ、高品質果実の

安定生産につながっている。

近年は、試験研究機関に協力し、 J受粉専用品種(クラブアップル)開発の現地

試験ほとなっている。

4 ヨシの茎で作られたマメコバチの巣 5 トラクターによる人工授粉

(3) 独自の排水対策の徹底

高野氏のほ場は地下水位が高い水田転作、排水が悪い強粘質土の丘陵地に多く

あるため、水田転作ほ場で、は、徹底した暗きょの整備による高い排水性と、ほ場

内道路の整備による作業性の向上を両立

している。強粘質土の丘陵地では、傾斜を

活かして表面水を効率よく排水できるよ

う、山なり工法で造成し、排水の悪い場所

には、暗きょを増設している。

さらに

① 随所に設置した集水マスと暗きょ

を接続し、持雨後の表面水と地下水
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の両方を速やかに排水する

② 培きょパイプを包む疎水材には通常より粒径の大きな砂利 (2 ~ 4cm) を

用いて、排水性を高めるなどの独自の工夫をしている。

(4) 優良品種・系統の導入・選抜による高品質果実安定さ色産

高品質果実生産を図るため、常に優良な新品種・系統の動向を把握する他、高

野氏自らも優良系統の選抜を行っている。平成12年に行われた「ふじ生誕60周年

記念全国りんご(ふじ)コンクール」では、高野氏自らが選抜した優良系統で全

国第1位を獲得した。

台木についても、農業・食品産業技術総合研究機構果樹研究所が育成した IJ

M lJ、 1J M7 J なと守の優良わい性台木をいち早く導入し、現在、全園地のおよ

そ50%が JM系台木となっている。さらには、 JM台木の挿し木繁殖に取り組み、

一年で苗木を作る接木挿し法を実用化し、地域に安価な高木供給が可能となって

いる。

また、早期に単収を確保するため、この苗木を用いた超密植栽培など新たな栽

培方法にも取り組んで、おり、技術の高度化に余念がない。

平成10年からは、地域のりんご生産活性化のため、オリジナル品種の作出にも

取り組んでいる。王子成17年から結実開始した品種登録候補を 5 系統選抜してい

る。

写真78月中旬に熟期を迎える有望な新系統 写真 8 超密植栽培による育種
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(5) 環境保全型農業への取組

高野氏は自家生産による堆肥の根域施用(タコツボ方式)、有機紫肥料の施肥

及び性フェロモン剤(交信撹乱粥)コンブユーザ-Rの設霞による農業の掛減な

どの「持続性の高い生産方式」にも取り組み、平成15年度にエコファーマーの認

定を受けている。

農薬の使用にあたっては、使用基準の道守及び飛散防止の11~組はもとより、ポ

ジティブリスト ítlJに確実に対応するため、授粉専用品種(クラブアップル)の導

入による単植関化(同一品種または同一の収穫時期の品種のみの留地)の取組も

始めている。

写真lO J受粉専用!日，Tlf(

2 経営

(1) 麗舟労力確保対策

高野氏は、担い手育成・指導も兼ね、常雇用者を数人確保しているが、作業が

比較的少ない冬期間には苗木の接木など年間!を通じて作業があるように工夫して

いる。休日については、販売最盛期を除いて日限 EI としているが、農陪期は土l曜

日、荒天日も休日としている。また、ボーナス制定や交通費の支給、研修会(海

外含む)の実施など、待遇や雇用者のスキルアップにも配慮している。
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(2) 作業環境の快適牝

妻が主体に雇用者等からの声を聞きながら、作業環境の快適化に努めている。

圏地内にトイレや扇風機を備えた休憩所を設置するなど、女性作業者にも配慮し

た環境を整えている。

普及性と今後の方向

1.普及性

(1) J M台木による品質の向上

高野氏は 1 年で苗木を作る接木挿し法を実用化したことから、平成 7年に 3 名

で設立した江刺苗木生産組合を通じて、果実品震の評価が高い優良系統と JM台

木を組み合わせた百木を、市価の 6 割程度の安価で、江刺地区のりんご生産者に供

給して普及拡大を闘っている。

特に高野氏が独自でウイルスフリー化した l 系ふじと JM7 台木の組み合わせ

による「サンふじ」は、 JA江刺市から出荷された平成18年産「江刺りんご」の

盛岡市場での初競りで日本一のりんご最高値を再更新し、 1 ケース(lOkg) 60万

円という破格値で取り引きされ、 f江刺りんごJ ブランドの確立に大きく貢献し

ている。

(2) 効率的な野窺防除技術の確立普及

JM台木は野鼠による食害が多いが、

高野氏は園地内に古タイヤを設置 (10 a あ

たり 10本程度)し、その下に出来た野鼠穴

に駆除剤を投入するという簡単・低コスト

で、かっ確実な防除方法を実用化したこと

により、野鼠による欠木はほとんど見られ写真11 古タイヤを設置してできた

なくなった。 野鼠穴

この方法は江刺管内だけではなく岩手県内外でも参考にされるようになり、

r2007版農業技術体系果樹編J にも追録されることが決まっている。
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(3) りんご、栽培技術の全国への普及

高野氏のわい化栽培に対する考え方や技術は県内外のりんご生産者や研究者か

ら支持されていることから、平成 2年度から 17年度まで15年間継続して農林水産

省落葉果樹研{I多所の非常勤講師として算定・栽培技術等の指導に当たった。現在

でも県立農業大学校の生徒を始め、県内外や外国人研修生、年間30件程度の視察

関を積極的に受け入れるなど担い手育成に精力的に取り組んで、いるほか、「農業

技術体系果樹編 I-II リンゴ」中の「精農家のリンゴ栽培技術j への執筆など、

様々な閣でりんご、生産に貢献している。

2. 今後の方向

(1) 地域の担い手育成

高野氏は、遊休農地を借り受けて自己資金で造成した70aのりんご図が成閣に

なり次第、北海道出身の常雇用者の若者にリースすることを約束している。今後

も若者を雇用しながらりんご圏の新規造成・新植を続け、非農家出身や県外の若

者でも果樹農業へ参入しやすい環境を作りながら、地域の担い手を育成したいと

考えている。

(2) 法人化による経営の発展

大規模家族経営の基盤に立ち、経営管理能力の向上と信用力をより高めるため

に、近々に一戸一法人の設立を図る計酷である。法人化を契機に息子に経営移譲

を予定しているが、引き続き、高野氏の高い技術力、経常感覚は経営発麗に生か

されていく。

高野氏は、「海外への輸出を視野に入れた産地作り」を持論としており、消費

者が望む高品質りんごの周年出荷が可能となるよう鮮度保持剤の実用化にあわせ

て施設整備を行うなど、自らの経営及び産地ブランドがより強閤になるよう、ま

だまだ現役の農業者として精進する覚悟である。

(執筆者東京大学大学院農学生命科学研究科教授杉山信男)
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争各日本農林漁業振興会会長賞受賞 キ
4司 令静
注 4F 出品財生活(生活改善) 2 
3 

5 受賞者クリーンレディースにかほ 3 
6( 

事住所秋田県にかほ市 事
6 C, 6 C, 
Q~ Q~ 

令長 会長
場岩場場場骨骨常務骨量脅母校*場骨量殺常岩場場来場骨骨岩場来場岩場最*悲鳴

受賞者のことば グリーンレディースにかほ代表菊地紀子

私達は、女性の農業技術の向上や所得確保を目指して活動している女性農

業者25名によるグループです。自然体で社会参聞していけたらと、 10年前に

結成しました。結成した当時、私達の住んで、いる!日にかほ町は、水稲単一経

営地帯でしたが、米価の低迷により、農業所得が減少し、複合経営の必要性

を強く感じていました。そこで、私達は、地域に先駆けて、小菊、鉢花、野

菜などに取り組み、今では女性主体の経営部門として定着しています。特に

花ヂf栽培は年々規模が拡大し、経営の柱にまで成長してきました。平成14年

には、規模拡大にともない必要になった労働力を確保するため、農家と非農

家の男女による、援農組織「グリーンネットワーク」を立ち上げ、計illIT的な

労力調整ができるようになりました。このことをきっかけに、会員達の仕事

のJ/I日や可能性も広がり、生活にもゆとりが出てきたように思います。また、

私達グループは、町の商)5街にプレハブの直売所を設置し、新鮮な野菜、花、

加工品などを消費者に提供しています。毎年 5 月には花や野菜の苗市、 8

月にはお盆用の花の盆市、 11月にはにかほ市の文化祭に合わせたパンジー祭

りなど、消費者交流イベントも開催しています。 12月には、野菜、加工品な

ど、田舎の薫りを届ける「ふるさと薫り宅配便j を I∞個 i浪定で注文を取り、

全国に発送しています。生産、労働、直売、消費者交流など様々な活動を通
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受歯者のことば

じ、私達会員は着実に経営参画や社会参闘を実現してきた手応えを感じてい

ます。 10年間のグループ活動を振り返ってみると、常に地域に助けられ、育

てられながら、会員が互いに励まし合い、相談し合って知識や技術を磨いて

成長してきたように思います。

ますます厳しい農業情勢になっていますが、非農家の方や消費者、地域を

巻き込みながら、地域農業が元気になれるような活動を、今後も続けていき

たいと思っています。

地域の概要と受欝者の略歴

十地域の立地条件

秋田県にかほ市は、県の南西部の日本海沿岸に位置し、南東に鳥海山、西に日

本海を望む山と海に抱かれた地域である。気候

は、対馬海流の影響により年平均気識が13
0

C と

高く、温暖で、、県内では降積雪量も少なく、春の

訪れが早い地域である。

にかほ市は平成17年10月に!日仁賀保町、金浦

町、象潟町‘が合併して誕生、総面積24.061ha、う

ち森林原野68%、農用地19%、人仁i は28.972人 (17

年間勢調査)である。産業開就業人口は第一次産

業が10%、第二次産業が51%、第三次産業が39%

(17:9三国勢調査)となっている。

2. 農業の概要

第 l 図 にかほ-m-の位一置

にかほ市仁賀保地域は、大手電子関係企業が早くから進出し(昭和15年)、そ

の後関連企業の進出と相まって就業人口に占める製造業就業者の割合が全体の約

4割と高く、農林漁家の中でも第一種兼業農家11%、第二種兼業農家76% と兼業
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化が進んだ、地域である。 第 2 図にかほILLUSTMAP

長年水稲を主体とする

農業生産を展開してきた

が、近年、経営の発展を

図るため、花き、鉢物を

中心とした施設園芸の取

組が増え、地域の特産に

もなっている。また、基

盤整備済みの地底を中心

に、生産組織による大豆

生産も定着しているなど

高能率土地利用型農業を展開している地域である。

第 l 表 にかは市の農家数(平成17年)

専業農家 [第 1 種兼業農家[第 2種兼業農家
145 171 1,027 

資料 2∞5年農林業センサス

第 2 表 にかほ市の主要作目、農業産出額(平成17年)

水稲 大R 花き

作付け面積、頭数
(ha虫) 2,098 212 3 

農業gg出額

(百万円) 2.590 40 100 

資料.王子成17年秋田県.農林水設統計

þ、
口

1.343 

野菜

31 

380 

計

第 3 表 にかほ市におけるオt稲の品撞別作付面讃(平成17年)

合計

209.843 
(100) 

ひとめぼれ

170.144 
(81) 

資料 JA秋悶しんせい調べ

あきたこまち

19.177 
(9) 

90 

ササニシキ

8.871 
(4) 

(単位戸)

うち認定農業者

225 

栄樹

17 

20 

EE産
(肉用牛)

760 

260 

(単位 30%) 

その他

11.651 
(6) 



3. 受賞者の略歴

にかほ市仁賀保地域は、大手電子関係企業の進出により農家の兼業化がいち早

く進み、他産業に就業する女性も多く、農業に専従する女性は地域に取り残され

た孤立!惑を強く感じていた。一方、他産業に従事した経験を持って農家に嫁いで、

きた女性は給与も休日もないことに疑問を抱くなど、女性農業者の問題が顕在化

してきていた。

「グリーンレディースにかほj は、平成 4年に40代の専業農家の女性農業者 8

人で、前身となる「トマト会」を結成し、水稲を主とする自家の農業の行く末の

不安を話し合うところから活動を始めた。 9年に同様の考えを持つ女性15人によ

る、農村女性交流の場として新しい活動組織「グリーンレディースにかほ」を立

ち上げ、農業経営・生活経営の分析や、菊・パンジ一等新しい作物の導入・栽培

技術の向上、市場出荷(一部直売)による農業経営の立て直しを目指した。新し

い作物の導入と産地形成、労働力不足を補う援農ネットワークによる労働力確

保、直売所やほ場開放による消費者交流等の活動に取り組み、所得向 l二・家族経

営協定締結・青色申告等による自らの担当部門や役割を明らかにしながら着実に

自信と実績を積み重ねてきた。

受賞者の経営概要

1 .運営組織及び活動の概況

(1) 運営組織

ア グリーンレディースにかほの運営

の年代と数: 20歳代~60歳代の女性農業者、 26~1で、構成O

-当初は役割分担なしで運営していたが、その後、役員の負担軽減等を図る

ため役割分担制を導入。

-会員の農業経営発展を目指し、 f時々の経営については会員の主体性を尊重

して運営。会員はいずれも自分名義の口座を持ち、経営主とは加に年関所

得は少なくとも l∞万円以ヒをJ確保。

-定例会:月 1 回、第 3 木曜日 19 : 00 ~ 21 : 00に開催

τ
B
よQd
 



定例会では、販売単価、イベントの役割分担の検討、決定などを行う。自由

な意見交換の場であり、会員のストレス発散の場にもなっている。

宜営直売所と百彩館(利用者協議会運営の別組織の鹿売所)は統一単価を維

持。

0 運営組織体制

[役員:一]会員の中から選出

総会(年 1 回会長が招集)

、
l
i
l
i
l
1
1
1
l
i
l
l
-
J

認
認
承
承

の
の

算
算
決
予
項

び
び
事

正
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要

改
告
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四
重

の
報
計
他

約
業
業
の

規
事
事
そ

f
l
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

に

責任部門の分野:直売 (4名)、イベント( 6 名)、宅配( 5 名)、
資材 (2 名)、広報 (4 名)、鉢花(1名)、
小菊(1名)、グリーンネットワーク (2 名)、衛生(1名)

イ.グリーンレディースにかほの運営経費等

運営経費

・会費:一人年間 2，∞0円徴収

-夜営直売所からの販売手数料収入(会とは別会計で処理) :売上高の10%

イベント参加に伴う収入:イベント販売額の l 割(研修等に活用)

-市からの活動費補助金年開 10万円
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収入の部

項目 金額 1ìru 考 ;境問

iヱミ〉、 EE114 3 52.000 @2.αx) x26人 lヱLミ jiîi主、豆主Ilミ

補助金 100.000 市より 使用料

雑入 37 貯金利子 研修授
繰越金 159 前期繰り越し 需汗m

役務質
負担金

予備費

繰越金

収入合計 152.196 支出合計

グリーンレディースにかほ

会員の世子fj:における生産実絞

Hl7年五18:if
①水稲 417.020 kg 411.220 kg 
②大豆 1.9加 kg 2.0叩 kg
③切花 343千本 お4千本
④主材と 233千鉢 230千鉢
⑤トマト 4;α30 kg 4.3∞ kg 
⑥モロヘイヤ 23千束 23千束

⑦家畜数乳牛 208 頭 208 i�J� 
和牛 田頭 75 摂

豚 4∞頭 4∞頭

ウ.直究所

① 直営車売所

クリーニング店の空き自舗を活用

.土地は市から無料で借用

-建物(プレハブ)は会で購入

販売手数料の 1 割を{賞還用に積み立て

開店日・丹、水、金の週 3 日

会員が当番制で担当

販売手数料:売上高の10%
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支出の音r5

金額 1ìlll 考
17.600 総会資料代
14.000 会場使月WI
35.000 会合tHJfl~交通費
23.364 はんこ代金
20.000 通信、連絡ff
39.000 郡::lミ活研究グループ会費

⑩1.5∞ x26人
3.000 加工lffî品開発JJé (検交)

@1.5∞ x2凶
232 次期繰り越し
152.196 

第 5 表 グリーンレディースにか
ほ直究所の販売手数料及びその使
途(単位向)

年度 Hl7 H18 

販売手数料 351.773 327.167 
匂併 a町恥骨骨酔仲嶋輪輔副酔耐F 材開酔神神... ー・・・ a ・・・ a‘町・崎←

(使途)
販売管理費 110.371 98,416 

241.402 228.751 

l 直営直売所



コミュニケーションを図る i易であ

り、地域の活性化が目的

-会員は、直売所又は告分のほ場のど

ちらでの販売でも可

② 百彩館

・運営母体:以前は]A直営、平成15年

から百彩館利用者協議会(会員115名)

協議会会長はグリーンレディースにかほの会員

.閉店日.年中無休

・手数料・売上高の15%

(2) 活動の概況

ア.米価が低迷し、稲作中心の農業経営

に不安を感じてはいても、伝統的な農

業技術の擁立されている稲作では女性

は農業経営に意見を出しづらい状態を

抱えていた。女性農業者が主体的に小

菊の栽培に取り組み、稲作農家の経営

を複合経営として安定化を実現してい

る。
写真 3 小菊の栽培

イ.菊の市場出荷時の労働力不足を補うため、互いの労働力を活用し合う援農ネ

ットワーク「グリーンネットワーク」を組織化し、過重労働解消により新規作

目の導入や規模拡大を可能にしている。
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第 6 表 組織内の農業総生産哉と主な作業の労働支援 (王子成17年)

翰作または作付体系表

すi王丙fflTW庁æ何ff

水稲 I 7L<) 

小菊号事1.6 I 21 ,500 

鉢・苗鞠 0.7 1 33 ,300 

-===仁Eコ ==>  

ミニトマト 0.06 I 封。。

モaヘイヤ 0.07 I 33 ,100 

ー〈之3認定之お公認認なZ烹=ーー

農業に関する年間労働力の謂整活動(グ 1) ーンネットワーク) (単位・上段: r時間、下段:人)

HI 2 月 3 月 4 汚 5 月 6 月 7 月 8 )~ 9R 10月 111月 1m 

水稲
120 120 
15 15 

(56) 40+ 
568 288 2∞ 104 104 

1.304+ 
キ (56) * (12) * 
b 79 42 30 15 15 186 

鉢. Ë古 56 136 40 336 :ω 56 784 
物 10 20 5 42 25 卒中 102 
モロヘ 24 216 56 296 
イヤ 3 13 7 23 

56+ 296+ 
592 328 752 320 160 (1219520)4キ+ 

(56) キ (56) * 
10 40 82 47 85 47 15 326 

注*の小菊ff苗の|時制 (56hrs) 相当の人数は、鉢・荷物として計上。**の会1，・ l百物の56
1I~'fr.rj相当の人数は、小菊等に計上(析徐管理)。

0農業に関する年間労働力調整(グリーンネットワーク)の仕組み

雇用を入れるためのシステム。登録者26名うち非農家 l 名。

登録者は非農家も含め知人等による口コミで、拡がって確保。
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-実際に雇用する場合は、受録者の中から雇用側と被雇用側が電話で交渉し

て(相対)で決めている。

-賃金水準は、当初は持給6∞円で始まったが、現在は610円師団地域別最低

賃金と同額)にしている。

ウ.商店街の空き店舗を利用した直売所の設置、「グリーンレディースにかほマ

ップj の作成配布を行い地域住民のほ場呼び込みとほ場での直接販売拡大に努

力。パンジー祭りなどの消費者交流イベント参加や年 2 回の「ふるさと薫り宅

配便J 送付と多彩な消費者交流活動を実施している。

第 3 図 fグリーンレディースにかほj の会員マップ(平成18年度)

注ー非農家の会員 1 名はマッフ。に入っていない
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4 パンジー祭り 5 春の吉市

。グリーンレディースにかほ

ほ場の年間来訪者数 3，3∞人

2. 経営・活動の成果 6 ふるさと蒸り宅配便

(1)稲作地帝において女性農業者が主体的に花き、野菜等の新作物導入にチャレ

ンジし自ら担当する部門により農業収入を上げ、稲作経営から複合経営へ移行

することで経営の安定化を実現している。

(2) 投下労働力の記録分析を通し労働支援できる時と支援してほしい時を明らか

にし、作目の異なる会員同士が瓦いの労働力を活用し合う援農システム「グリ

ーンネットワーク j を非農家の女性も含めて組織化し、計画的な労働力調整の

仕組みを実現した。これにより年間延320人余が労働力提供を行い、小菊の作

付け面積は平成14年当時に比べ1.6倍まで拡大している。

(3) 需要に即した高品質な「花の市場で選んで買われる菊J を目指し技術向上を

図り、単に寵売で売れればよい菊作りから、地元秋田にとどまらず東京、神奈

川、埼玉、千葉など京浜市場へも進出を果たしている。
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(4) 高店街の空き鹿舗を利用した直売所の設置、ほ場での直接販売、イベントへ

の参加等多彩な生産者と消費者の交流活動を通じ、地域の農業に対する理解を

育む市民運動を展開している。

(5) 花き部門への取組がきっかけとなり

女性達の経営参画が促進。会員26人中19

人が経営上夫と同等の立場にあり、パ

ートナーシップ経営を実現している。

会員中、女性農業委員 1 名、女性農

業士 4 名、農業協同組合総代 1 名、後

継者 8 名 (H19到、家族経営協定締結農

家は 7戸 (H19却となっている。 写真7 会員農家後継者と共に

会員達は簿記記帳による財務管理や家族経営協定締結にも積極的であり、地

域のモデル経営として農業という職業の魅力を引き出し、後継者の就農促進に

も貢献している。
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受賞財の特色

1 .女性農業者グループによる自家経営の改善活動

米作地帯において女性農業者が小菊、モロヘイヤ等の新作物導入に自ら取り

組み、稲作経営から複合経営へ移行することで経営の安定化を実現している。

2. 互いの労働力を活用し合う援農システムの組織化

投下労働力の記録分析を行い、計闇的な労働力調整を行う援農システム「グ

リーンネットワーク」を組織化。会員間の労働力集中時期のズレを活用した労

働力の融通を計画的に行う仕組みを実現している。これにより年間延320人余

の労力提供を行い、小菊の作付け面積は平成14年当時に比べ1.6倍まで拡大し

ている。

3. 技術の向上に努め中央市場に出高進出

「花の市場で、選んで、買われる菊j を目指した技術向上に努め、需要に即した

高品質な小菊の生産を行い地元秋田にとどまらず東京、神奈川、埼玉、千葉な

ど京浜市場への進出も果たしている。

4. 直器所やほ場での直接販売やイベントを通じた泊費者交流を促進

商自街の空き脂舗を利用した夜営直売所の設置、ほ場での夜接販売、パンジ

ー祭り、ヒマワリ祭り等イベントへの参加、「ふるさと譲り宅配便j 等生産者

と消費者の多彩な交流活動により、地域の農業への理解を育む市民運動を展開

している。

5. 女性農業者の経営参覇や後継者の就農促進に寄与

花き部門への取組がきっかけとなり女性遠の経営参画が進んで、いる。会員26

人中 19人が経営上夫と同等の立場にあり、パートナーシップ経営を実現してい

る。家族経営協定締結農家も 7戸、後継者も 8 名あり、地域のモデル経営とし

て寄与している。
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普及性と今後の方向

1 .普及性

「グリーンレディースにかほ」の活動は、大手電子関係企業の進出により兼

業化が早くから進んだ地域において、女性農業者が菊栽培の導入等に主体的に

取り組み、担当部門を通じた所得の向上を図り自家の経営改善に成功するとと

もに、産売活動、イベント参加等により消費者との活発な交流を通じ地域農業

の活性化に寄与したグループ活動である。また、会員の主体性を活かしながら

労働力不足を補うため、互いの労働力を活用し合う援農ネットワーク「グリー

ンネットワーク」を立ち上げ過重労働の解消と規模拡大を実現するなど地域農

業振興の方向性を示唆する活動である。今後、女性が地域活性化の担い手とし

て益々重要な役割を担うものと期待されていることから他の地域への普及性

は極めて高く、また、期待されるところである。

2. 今後の方向

竜照菊栽培への新たな取組と高品質を目指した技術向上、労働力の相互補完

による援農システムの活用、平成18年12月開設の農産加工施設と相まって経営

の一層の体質強化並びに地域農業の活性化が国られるものと考えられ、会員農

家の後継者就農が順調なことから地域農業の担い手として地域とともに発展

する女性農業者グループとして期待される。

(執筆者農林水産省経営局普及・女性課課長補佐嶋崎利春)
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来場来場場最場*場*場場惨殺場脅場婚を場活岩場常常務場最場最場務省量増帳場*場

三受三 y賞

出品財 経営(酪農)

受賞者 小栗 降
ゑii3

等 住所 北海道二海郡八雲町 長
~~ ず。1

<9!S' σ!s' 

*場場券*場春場場*場最場場場券場場活き**場索活き活き場春場合場場舗を場**場

小栗経

第46回農林水産祭において栄えある天皇杯を頂き、身に余る光栄で、ありま

す。 この度の受賞は、平成18年度の日本草地畜産種子協会主催の第11回 「全国

草地畜産コンクールj の農林水産大臣賞受賞に引き続いたもので、 関係各位に

感謝申 し上げます。

l卯6年〈明治39年〉に祖父が岐阜県より現在地に入植して、昨年でl∞年と

いう区切りの年にこのような大賞を頂き感無量なものがあります。

昭和48年に帯広畜産大学を卒業と同時に就農、両親と酪農、畑作、 水稲の複

合経営に取り組み、昭和60年に酪農専業に経営転換しました。生乳生産の増加

が家族の幸せにつながると信じて、その後、高泌乳路線を突き進み、平成8年

には経産牛 l 頭当た り 1 万キロを超えるまでにな りました。しかし、牛の病気

に悩ま され、牛の飼い方に疑問を感じていま した。 そんな中、息子の一言 「ど

うして放牧しないの」 に誘発され、道東の放牧酪農家との交流で確信し、平成

9年から放牧酪農へ方向変換し、現在に至っています。

牛は、 草食動物であるという原点を大切に し、王朝完に出来るだけ負荷を掛け

ない酪農を目指しています。 化学M~)刊の使用をやめた60ヘクタ ールの草地で生

産された牧草と、遺伝子組み換えや収穫後の農薬散布をしていない穀類を用い

た配モ活司料-60 ト ンで、 経産牛45頭を含む70頭の乳牛を飼っています。
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受賞者のことば

牛、ミミズ、微生物、クロパーなど自然の力を最大限引き出して成り立つ自然

循環型酪農で生産された牛乳は決して多量ではありませんが、安心・安全で、美

味しいと思っています。

この思いから、平成17年にチーズ工房を立ち上げ、生産者のこだわりを消費

者に伝えたいという夢を実現することができました。

また、放牧に転換して10年。巡り合った人たちのおかげで今回このような大

賞を受賞することが出来ました。今後、仲間たちと共に放牧を広め、更に放牧

酪農の道を極めたいと思っています。

地域の概要と受賞者の酪麗

1 .地域の概要

(1) 地域の立地条件

当経営の立地する八雲町は北海道の南部、 i度島半島に位置し、北海道南部の拠

点である函館市と室薦市の中間

に位置する。平成17年10月、熊

石町との合併により、太平洋と

日本海に面する町となったこ

とから、「二海郡」という新た

な郡名が付けられた。

気候は、平均気温は8.5度と

温暖で、、年間総降水量は1.330

側、年間総降雪量は630cm。密

積は約956平方kmで、渡島支庁管。

内最大で、農業 . i魚、業ともに恵

まれた立地となっている。

第 l 図北海道(八雲町)
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(2) 農林水産業の概要

八雲町の産業は、海に揺しヤマセや海霧などの気象条件や火山性土壌であるこ

と等から冷涼な気候に適する酪農や泊、業(ホタテの養殖)を基幹としている。

農家戸数は264戸、うち専業農家162戸(全体の61.3%) である。農業産出額

7，011百万円のうち、乳用牛が54%を占める(平成17年度農業産出額)、道南随一

の酪農郷である。

2. 受賞者の略歴

小栗隆氏は、昭和48年に父親の経営する農業16.0ha (酪農26gJ[ (内経産牛16頭)、

水稲など)に就農した。昭和50年に結婚し、一男二女をもうけ、昭和国年に牛舎

を増築し、総頭数50頭(内経産牛30顕)に規模拡大を行い、経営移譲された。 昭

和60年には、総頭数70頭(内経産牛40頭)、採草地21.0ha、飼料用トウモロコシ畑

6.0haの酪農専業に経営転換した

が、次第にj農摩餌料多給による京 第 2関草地の位置関係および農場施設

泌乳生産の「高コスト・低所得J

な酪農経営に対し疑問を抱くよう

になった。

そんな中、早朝から夜遅くまで

の作業に追われ、牛の疾病多発に

苦しむ父・小栗氏をみて「なぜ、

牛を放牧しないのJ との素朴な疑

問を息子から投げかけられ、ま

た、時期を同じくして、放牧酪農

を営む道内の農家から経営内容を イー幾域内の施設位鐙

見せられた。その高い放牧の効果

と所得性、さらに、働く夫人のハ

ツラツとして元気な姿に驚きと羨

ましさを感じ、放牧を主体とし

たE知美に強い関心をt寺つようにな
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り、平成 9年に放牧酪農に経営転換した。

現在は、土と草と家放の力を生かした自

然と牛に任せる資源循環型酪農をほぼ確

立し、家族労働力2.5人で経産牛45頭、育

成牛19頭を年間200日の放牧飼養により、

「低コスト・高所得J のゆとりある・豊か

な・楽しい酪農を営んで、いる。

また、公の場においてもリーダーシップ

を発揮し、地元放牧酪農家の会長識に就き仲間の技術向上に貢献し、また北海道

指導農業士として酪農新規就農者の就業支援を積極的に行い、地域において非常

に高い人望と評価を得ている。

受賞者の経堂概要

1 .経営の概要

当経営は、労働は小栗氏と長男が担い、ご夫人が補助的に働く家族経営である。

小栗牧場は決して大規模な酪農経営ではないが、放牧主体で飼養することで糧飼

料をl∞%自給する等、生産コストを下げ所得率を上げることで高所得を得てい

る。

放牧は、夏期の2∞日間、朝夕の搾乳時以外は牛舎に隣接する放牧地23haに終

日行っている。放牧地は13haとlOhaに毘切るだけとし、昼間と夜間に交互に放牧

し省力化を鴎っている。

放牧地は、家畜の晴好性が高く栄養価の高いベレニアルライグラスとシロクロ

ーパ混播草地であり、化学肥料を使わずに自家産のふん尿堆肥のみを活用した施

肥管理を行っている。さらに牛が食べやすく高い牧草栄養価を維持するため草丈

20cmになるように掃除刈りを実施している。また、毎年 9 月下旬に1 ~ 4.5haを

対象にベレニアルライグラスの追播を行うことで植生の維持に努めている。

採草地は、オーチヤードグラス、チモシーの早生~晩生の草種、品種の組み合

わせで収穫適期を拡大させ、採草作業の効率化を闘っている。また、サイレージ
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調製については全量ロールベールサイレージで収穫することで作業の単純化・省

力化を図っている。

このような草地管理により飼料自給率は74.9% (粗飼料自給率では1∞%)と群

を抜く槌めて高い自給率を達成している。

また、放牧に向く牛群作りにも余念がなく、足腰が強く、口が大きく食い込み

のよい、乳量、乳質を保つ牛群作りを目指し、牛群検定等の成績を基に放牧時の

採食能力、産乳能力や放牧に向く体型に優れた雌牛個体を選ぴ、それに後代検定

成績に優れた種雄牛の精液を選定し改良している。また育成子牛は5~6 ヵ丹齢

から放牧を開始し、自然への順応力の高い牛作りを心掛けている。なお、繁殖は

より自然に行うことを重視しており、受胎準の向上のためのホルモン剤を使用し

ない環境下で分娩関隔13.3月は満足な成績としている。

搾乳は朝夕の 2 間であるが、 4二は時間がくれば牛舎の出口に集まり、ゲートを

開けると自らの牛床に入るため搾乳作業は極めて軽労作業で、朝夕の搾乳時間は

1 人当たり 1時間桂度となっている。

2. 経営の成果

濃厚餌料多給から放牧酪農へと転換したことから、 l 頭当たりの年間平均乳量

は約 2千kg減少し生乳販売高を大きく下げたが、それに見合った以上の生産費の

大幅なコスト削減を達成し、放牧酪農移行以前を超える所得を上げている。コス

ト削減の内容は、放牧中心の飼養を行うことによる購入飼料費の削減、土壌分析

に基づく自家産堆肥を利用した施肥設計による自給飼料費の削減である。

また、放牧でも一定の乳質を維持する牛作りと生乳のプレミアム化に取り組む

ことで、高価格販売を行った結果、生産原倒と販売価格の差は放牧酪農以前の3倍

近くの収援を生んで、いる。

さらに、作業の省力管理・単純化により効率を上げ、経産牛 l 頭当たりの労働

時間は106.7時間(労働力 l 人 1 日当たりでは、家畜や草地の観察などを含め6.9

H寺間)と軽労化されている。

このように、放牧酪農により生産コスト削減による生産!関西の低減と高い販売

価格で高所得を上げ、経営の安全性も高く、ゆとりある生活を創出している。
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第 1 表乳量、乳飼比、所得率などの推移

平成 平成
王子成 9 1i文 平成 王子成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 13-17 
8 牧移 10 11 12 13 14 15 16 17 5年

年次 行年 王IZ;b匂

経産牛頭数 48 41 42 42 43 40 42 40 42 45 42 
草地面積 (ha) 33 33 46.l 50.5 50.5 50.5 50.5 50.5 50.5 5ハ0.5 50.5 
年間l頭乳量 (kg) 9.l56 7,110 6,837 6.946 7.155 7,742 7.640 8.153 7.640 7.333 7.702 
乳脂率(%) 4.l 4.2 4.0 4.0 3.9 3.9 4.0 3.9 3.8 3.9 3.9 
分娩間隔(月) 13.0 14.0 12.5 13.2 12.4 12.8 12.6 14.2 12.6 13.3 13.l 
平均産次(年) 2.5 2.7 2.7 3.l 3.3 3.5 3.l 3.2 3.l 2.9 3.0 
飼料自給率

42.0 66.6 72.9 68.2 74.3 72.5 74.4 72.l 69.4 74‘9 72.7 
(TDNベース)

牛全体乳飼比(%) 33.4 19.2 15.4 16.l 13‘O 13.3 14.5 14.0 14.3 13.5 13.9 
(A) 生宇L1kg当たり生

69.9 63.4 75.2 67.4 56.6 57.8 50.7 52.4 62.4 46.9 54.0 
産原価(円)

(B) 生宇L1kg当たり奴
81.2 80.0 77.6 77.4 77.0 78.9 79.5 80.2 80.5 78.3 79.5 

売価格(円)
(B) ー (A) (円) 11.3 16.6 2.4 10.0 20.4 21.2 28.9 27.8 18.l 31.4 25.5 
所得率% 31.0 41.8 21.2 38.0 47.9 42.7 57.4 51.3 42.9 47.0 48.3 
経産牛1~貨当たり月ITj尋

257 281 123 232 308 285 377 385 297 305 330 
(千円)

経度LJ- 1頭当たり負債額
257 281 168 216 219 147 103 82 38 。 74 

(千円)

平成9年~ 18cfド北海道酪農密度協会経営診断より

受賞財の特急

1 .資源循環型の放牧酪農による生産コストの大幅削減、高所得

放牧酪農以前の濃厚飼料多給の飼養管理では、 1 頭当たりの年間平均乳量は

9千kgを超えていたが、購入飼料への依存度が高く、周産期病の発生(乳房炎、

起立不能、第4胃疾患等)が多発していたため、収益性は低く、労働時間も過大

で、あった。このことから、平成 9年に全面的に「人が牛をコントロールするので

はなく、午にできることは牛にやってもらう」、「牛にも人にも無理をかけない、

させない」を理念としたできる限り負担の少ない放牧酪農に経営転換した。

放牧酪農へと転換した以降は、年間平均乳量は 9千kg台から 7 千kg台に減少し

生乳販売高を下げたが、それに見合う以上の生産費の大幅なコスト削減を達成
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し、放牧酪農以前を超える所得を上げてい

る。

コスト削減の内容は、放牧管理により購

入飼料費が5割に削減し、化学肥料の施用

を止め、外部機関の土壌診断と飼料分析の

結果を恭に自家産の家畜ふん尿堆肥のみ

を利用することで自給餌料費を 9 割]:)、上

削減し、同時に飼料自給率を74.9% (粗飼 2 放牧嵐景

料自給率ではl∞%)と群を抜く高い自給率を実現した。これらにより乳飼比を

13.5%にまで抑えるとともに、放牧により周産期病の発生が大幅に減少し、診療・

医薬品費を3割削減している。また、生乳の販売については、補助餌;jq.~こは「非

遺伝子組み換え体」かつ rPHCF (収穫後に農薬を寵わない)J を使うことによ

り付加価値化を図り、乳業メーカーへ通常の価梅より高く販売している。

これらの結果、所得率47.0%、経産牛l頭当たりの所得305千円と、収益性は極

めて高水準である。

2. 粗飼料自給率 100% を支える草地集積と資源循環型の草地管理技術

小栗氏は、資源循環の確固たる理念を持ち、龍全経営には:草作りが基本と捉

え、放牧地及び持草地の肥培管理は、外部機関の土壌分析に基づいた施肥設計ア

ドバイスを受け、化学肥料を使わずに自家産堆肥のみ実施し、環境に配慮した資

源循環型の草地管理技術を確史している。また、粗針j料自給率100% (飼料自給

率では74.9%) を達成するため、平成10年頃から牛舎から 2km範閣にある離農草

地27血aを借り入れ集積しており、総面積50.5ha、経産4二 l 頭当たり1.12haを確保

し、組飼料生産を充実させている。

具体的には、放牧地は l 顕当たり O.5ha以上を確保し、牛にとって高栄養でl啓

好性が高いベレニアルライグラスとシロクローパ混播草地とし、自家康ふん尿堆

肥 (15 ~ 20 トンIha) と土壌改良資材(炭カル 1 トンIhalr;1百年)だけの施用で牧

草の個体密度は高く、また適正なマメ科卒(15 ~ 20%) を維持している。さらに、

牛が食べやすく、高い栄義備と高晴好性の草地を維持するために、草丈20cmにな
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るように掃除刈りを実施している。また、

作土層が薄い草地ほ場であるため、一般

に行われる土壌を反転耕起する草地更新

では良い草地が作れないことから、毎年

9 月下旬に1 ~ 4.5haを対象にベレニアル

ライグラスを追播し植生の維持に努めて

いる

また、採草地については、全採草地の 写真 3 採草地

草種をオーチヤードグラスとチモシーの牧草にし、年2~3 回刈りで全量ロール

ベールサイレージに調製している。なお、採草地の肥培管理は、牛舎から出る堆

肥(15 ~ 20 トン/ha) および尿と堆肥舎からのれき汁 (7 トン/ha) の全量を散

布しており、これにより、草生産量は39.4 トン/haと高い生産量を上げている。

さらに、毎年 1 ~ 4.5haの草地を対象に追播機などにより自力で草地を追播・更

新するなど良質粗銅料の安定確保とともに低コスト生産に努めている。

3. 放牧による省力管理でゆとりある生活の創出

小栗氏は、放牧等の省力管理で労働の軽労化に努め、生活にゆとりを創出して

いる。

放牧は、集約管理せず、牛が必要とする草を自由に採食させるという放牧管

理を基本に実施しており、 5 月上旬から 11月中旬までの夏期の2∞日間、放牧地

23haを道路を挟んで13ha とlOhaの 2 大牧区

に区切り、昼間は13ha、夜間はlOhaの放牧

地と交互に放牧することで省力化を囲っ

ている。飼養に係わる時間は、夏場、冬場

とも給餌と搾乳、発情観察などに朝夕に各

3.3時間の飼養管理を投下するだけの極め

て省力的管理となっている。

また、採草作業も効率化を図っており、

労力が掛かるトウモロコシサイレージを 写真 4 ロールページサイレージ
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平成17年に全廃し、オーチヤードグラスとチモシー草地に統ーした。これにより

作業体型がシンプルとなり、刈り取りから札制まで全てが機械化され、収穫作業

労力を大臓に軽減している。

第 2表 日常の作業、牛の位置

時間
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/
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憩
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牛
後
妥

∞
i
i
i
s臼ー
ー
∞
ー
ー
ω
恨

R
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b
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牛舎内

8 

10∞ 
ほ場作業
主主地の状態観察

4:30 

5 5:∞牛入れ、 îØtl祭| サイレージ給与
休憩 (20分程度)

6:50 
| 搾乳 (1時間程度)
&∞ 4ニ出し、 11市育 8:30後
)刊す

除雪作業

主主架の入替え
各種会合
営j真言十菌、 簿記
牛の発情、健康状態観祭

ノ f ドック

6 

7 

8 

9 

4:∞午入れ、観祭

i mージ給与
休想 (20分校皮)

5:50 
| 搾乳(l時間程度)

7:1∞附育
7念O 後片付

牛舎11~

さらに、自動給餌機の導入により作業を軽労化し、労働時間の削減(経産牛 1

頭当たり労働時間106.7 時間、労働力 l 人 1 日当たりでは牛と草地の観察などを

含めて6.9時間)を実現している。小栗氏は、生まれたゆとりで毎日の簿記記帳
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は入念に行い経営状況を確認し、また家族全員でチーズの加工・販売を試行的に

楽しんで、いる。

このような放牧主体へ転換した経営は、近隣15戸にもなり北渡放牧研究会を発

足させるなど、放牧酪農拡大の波及効果をもたらしている。

第 3表経産牛 l 頭当たりの飼料の給与状況

積類 自給、購入別
年将給与量 TDN給与量
(現物kgl頭) (kgl頭)

放牧草 自主合 13.325 1.626 
キ且 ロールベールサイレージ 自主合 5,130 1.311 
飼 乾主主(ロール) 。 。

午斗 ビートノ fルプ 。 。

小言，- 18.455 2,937 
濃厚飼料 購入 1.348 984 
カルシウム、どタミン剤など 。 。

そのf也 。 。

飼料合計 19.803 3.921 
飼料自給率(自給/飼料合百，-) *1∞ 74.9 

4. 地域社会に謡和した活動の推進

(1) 地域酪農経営のリーダー

北海道指導農業士でもある小栗氏は、平成11年に地元放牧酪農家15戸で立ち上

げた日制度放牧研究会」の会長を務め、牛乳のプレミアム化と販路の確保に努め

ている。また、地域の放牧酪農振興のため放牧技術の情報交換を行うとともに、

放牧セミナーの開催や、先進地視察を開催するなど地域酪農経営のリーダ一役を

務めている。さらに、会員の放牧地を定期巡回し、各会員の抱える経営上や牛、

草地に関する問題・課題を洗い出し、飼養改善項目や放牧技術などのアドバイス

を全体で行うことで、会員相互の放牧酪農経営のレベルアップ。を関っている。小

栗氏の放牧酪農がモデルとなり、近隣の酪農家にも放牧酪農を実践する人が少し

ずつ増え、負債からの脱却を図る農家が数多く現れている。

(2) 新規就農者への支援と研修生の受け入れ

これまで、新規就農者へ自己の酪農経営データを開示・提供するなどの放牧酪
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農の普及に向けた就業支援を積極的に行っ

ており、酪農の発展、拡大にも大きな貢献

をしている。

また、これまでに養護学校生徒の体験学

、畜産関係機関の職員研修、チーズ製造

研修等を受け入れており、放牧酪農技術の

展示農場的な役割も果たしている。

(3) 消費者への情報開示と環境美化への取組

乳業メーカーと生産者が連携して年1回開催する「牧場体験交流会」には1ω人

を超す消費者が参加するが、この催しにおいて牛乳生産に係わる情報を開示し食

の安全性などを PR している。また、平成元年頃から始めたチーズの製造、販売

を介して多くの農業以外の方々と交流する中で、真の酪農の楽しさや意義につい

て、一殻消費者への理解の普及に努めている。

また、このような取組から、牧場を訪れ

る方も多くなっているため、酪農のイメー

ジを損なう事の無いよう、牛舎内外の衛生

管理や環境整備に努め、自宅には花塘を作

り植樹も行っている。また、生業メーカー

が主催する年3回の「ファームクリーンコ

ンテスト」に参加し、環境美化活動も積極

的に進めている。

普及性と今後の方向

1 .普及性

小栗氏は、草地と守二群作りを通して、持続可能な資源循環型の自給飼;jEHこ依拠

した放牧酪農経営技術に創意工夫をこらし、ゆとりのある低コスト・高所得の酪

農経営を実現している。
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また、地域酪農振興のリーダーとして、近隣酪農家の放牧酪農の技術向上への

支援等を行うとともに、チーズの加工販売等を通して消費者交流を行う等、蓄産

への理解の醸成を図るために積極的に尽力している。

これらの技術及び瀧営のあり方は、農業の国際化に対応し、北海道だけでなく

府県において中山間地や耕作放棄地を利用する酪農モデルを示しており、消費者

が求める f食の安全、安心j まで包含した「次世代に継承できる持続可能な酪農

経営」として、全国的な模範となり十分に普及性を有するものである。

2. 今後の方向

小栗氏は、経営改善に向けた取り組みを家族で十分に話し合い、放牧地および

採草地の車種の改良と資源循環型の維持管理、放牧適正が高く泌乳能力が安定し

た牛群の整備、チーズの製造、販売にみられる付加価値生産や消費者との交流等

に率先して取り組んで、行きたいと考えている。

また、すべての酪農家が畜産物の安全性等について消費者に対し責任を果たす

べきであるとの共通の認識を持ち、努力すべきであると考えており、牛群検定事

業への全戸加入、消費者交流の継続、業種・地域を越えた仲間づくりを進めて行

きたいとしている。

さらに、経営を取り巻く地域との関わりを重視し、体験学習や研修生の受け入

れを行い、地域社会に積極的に貢献して行きたいと考えている。

(執筆者 (独)農業・食品産業技術総合研究機構 畜産草地研究所

企画管理部研究調査役梨木守)
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寺島 寺島
案内龍総理大盟賞受賞 器
地 会民

会b iH品財経営(肉用牛肥育) 拳
6C，・ 6Cム
マ σ(s'

事 受賞者有限会社小林牧場 事
。弘。弘

主住所山梨県申斐市 芸
事事
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第36四日本農業賞大賞の受賞に続き、平成19年度農林水産祭において、名

誉ある内閣総理大臣賞をいただき、身に余る光栄で、あり心より感謝を Efl しヒ

げます。私共の経営がこれまで発展する事が出来たのも、各関係機関の皆様

の温かいご指導とご協力をいただいた結果であり、関係者の皆様と共に受賞

したと思っております。

私共の牧場は山梨県の中北部で、周りを美しい山々に閉まれた標高1，∞0メ

ートル位の所に佐世しています。荒廃した開拓跡地を父親が買い受けて、酪

を始めたのが我が家の農業の始まりでした。

昭和60年、父親から引き継いだ経営を次世代へつなげる経営に、農業を時

代に合った産業に、他産業に負けない農業にしたいと言う考えのもと、経常

を進めて参りました。平成 3年法人化にすると共に低コスト高付加価値を目

指してワイン粕等の食品魔棄物を錦料化し叩ナ1'1 ワインビーフと言うブラン

ド名で生産を始めました。飼育方法の公開、牛肉の安全性への取り組み等

がBSE或いは残留農薬の問題等で、消費者の食の安全への意識の高まりの

中、市川、!ワインビーフが消費者に支持されるようになりました。

又、平成14#三から i直売への取り組みも始めました。これは、生産現場のこ

だわりを消費者に直接伝える事、生産した農産物の悩格を自分で決める等を

輝男小林代表(有ゆ林牧場受費者のことば
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受賞者のことぱ

目的として店舗展開を行っており、牧場の生産量の50%以上の直売を自指し

ております。

今後は、 111梨の農業、地域の農業が発展するためのお手伝いが少しでも出

来ればと考えております。

地域の概嬰と受賞者の略麗

1 .地域の概要

(1) 地域の立地条件

当牧場の立地する甲斐市は、山梨県

北西部の市であり人口は約 7万人。県

内では甲府市に次いで第 2 番目に大

きな市である。平成16年 9 月に旧竜王

町、旧敷島町、旧双葉町が合併し誕生

した。南部は住宅地と農地が混在する

平患な市街化地域であり、北部の森林

地域は昇伯峡などの景勝地や自然条件

を利用した果樹栽培やワイン醸造など

も行われ観光地としての特性も有している。

(2) 農林水産業の概要

甲斐市は水稲、野菜、果樹等の近郊型農業と、市北部地域の畜産や都市との交

流を図る市民農聞など、均衡の取れた農業を展開している。平成17年の農家戸数

は1，551戸、耕地面積はIαゆ切で、あり、うち水稲が臼%、果樹24% (ぶどう等)、

畑地(さといも等) 21%等である。農業粗生産額は果実 (36%) が最も多く、米

20%、野菜12%、肉用牛 9%が続く。
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2. 受賞者の略歴

(有)小林牧場の代表である小林輝男氏は、

昭和44:í:j三に両親の酪農経営を手伝う形で

就農した。昭和60年に乳牛40頭、飼料作付

5haの酪農経営を引き継ぐと問時に肉用牛

の肥育も開始した。その後、生乳需給緩和

による生産調整の実施という情勢を迎え、

加えて、夫人の「搾乳に時間を取られる酪

農より時間のゆとりの期待できる肉牛肥育 写真 1 (有)小林牧場経営者

を」という意向もあり、平成 3年に肉牛肥育専業経営に転換した。同時に、雇用

労力による規模拡大を目指し、有限会社小林牧場を設立した。

小林氏は、生産コストの削減に取り組む中で、地域の未利用資源であったワイ

ン粕の飼料化に養日し、平成 4年には確立した肥育技術を近隣の肉牛肥育経営者

に訟達して申ナトドフインビーフ生産普及組合を設立し、「甲州ワインピーフ」と命

名した地域ブランド牛肉の生産体制を確立した。また、安全・安心をモットーに

した小林牧場の牛肉の良さを消費者に知ってもらいたいという思いから、平

成14年に自社産牛肉の直売を開始し、さらに、平成16年には生産清報公表]AS

の制度の認定を受け、生産履歴情報や給与飼料情報をホームページで公開するな

どの取り組みを行っている。

経営においては技術面では小林氏、経理由では夫人が中心となって業務を運営

し、必要に応じてお互いの意見を聞いて、常に小林牧場の経営改善に向けた努力

を傾注することで確実に規模を拡大し、現在、飼養頭数1，3∞頭を越える山梨県

i嘘ーの大規模経営へと成長した。労働力は小林氏の夫人の他、雇用 8 名である。

また、小林氏は山梨県指導農業士として青年農業者への指導を行うとともに、
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小林牧場に若いスタッフを積極的に雇用し、技術習得と就農へのアドバイスを行

うなど、次代を担う農業者の育成に尽力している。

第2表労働力の構成

区分 氏名 続柄 齢年
家族 小村輝男 経営者 58 

小林孝子 姿 57 
小林英輝 長男 28 
小林窓美 長男の妾 30 

庭用 男16、女14

合計

受賞者の経営概要

1 .経営の概要

年間労働時間

小林牧場 直売店

2.240 220 
2.240 220 

。 2,320 
。 1.160 

15,400 22,733 
19.880 26.653 

小林牧場は、平成17年の平均飼養頭数が

1，340頭の肥育経営である。肥育牛はすべ

て乳用牛に黒毛和種を交配した交雑種であ

り、その99%以上が雌牛である。雌牛を主

体としているのは、ワイン粕や豆腐粕を活

用した独自の肥育法には雌牛の方が適して

いると経験的に判断したことによる。な

お、把育素牛については、生産情報公表

]AS の規格を満たすために、生産情報を

公表している特定の家畜市場(静岡県)か

ら全てを導入している。肥育は、 1~2 ヶ

月齢で導入した素牛を約 2年間育成・肥育

し、 2弘4~2お5ケ月齢で

荷している O

肥育用飼:f4としては配合飼料のほかに、

県内のワイン工場で、食品製造副産物とし
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合計
備考

2.460 小林牧場・美郷代表取締役

2.460 小林牧場・美郷取締役

2.320 美郷専務取締役

1.160 美郷取締役

38,133 小林牧場は男 7 、女 l

46.533 

写真 2 牛舎の立地

写真 3 怖)肥育牛舎



て生産されるワイン粕のほか豆腐粕等を用

いてコスト削減に努めている。ワイン粕は

される季節が限られるため、サイレー

ジ化し通年利用している。

年間出荷頭数は、平成17年度実績で687

頭であり、生産情報公表JAS に対応して

いる山梨県内の食肉流通センターへ出荷し

ている。なお、校内のうち約30%は自ら競

り落とし、完全子会社である牛肉の直売所((布)美郷)で販売している。

2. 経営の成果

小林牧場では、県の試験場で実施されたワイン粕の飼料化試験を恭に、いち早

く実用化を実現し、これらを利用するための飼料給食センターの設援(生藤組合

3戸で共尚孝Ij用)等により、飼料費の削減及び牛肉のブランド化に成功した。

また、生産情報公表JAS に対応するため、特定の市場から特定の農家で生まれ

た生産履歴が明確な子牛を導入している。このため、子牛の購入価格は全国の家

斎市場平均よりやや高めとなっているが、このことは、育成・肥育段階で、の事故

や疾病の回避につながっているとも考えられ、肥育牛の事故率は 1%以下ときわ

めて良好で、ある。

さらに、当経営のf十二肉ブランドの信用が高いことに加え、 I~I ら競売に参加する

ことも相まって、枝肉価格は市場平均より 1∞~ 150円/kgj'向く取り引きされて

いる。

受賞樹の特岱

1 .地域来利用資源の館料化の取組

小林牧場では、生産コストの約 7 割を占めていた飼料費の節減を指向する中

で、ワイン産地である当該地域で未利用のまま廃棄されていたブドウの絞り粕(ワ

イン粕)に着目し、これを飼料としてj舌用できないか取り組みを開始した。酪
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農経営時代に豆腐粕等を利用していた経験

と、県の試験場の飼料化試験結果を参考に

いち早く現在の給与体系の確立を果たした

小林牧場は、その飼養技術を近隣の肉牛肥

育経営者に伝達するとともに、平成 4年に

甲州、l ワインピ…フ生産普及組合を設立し、

地域ブランドの生産体制を確立した。

ワイン粕については県内で毎年秋に大量

に発生しており、小林牧場ではこの時期に

約 1 年間分の飼料最(必o t )を購入し、

パンカーサイロでサイレージ化することで

保存している。給与の方法は、ワイン粕の

サイレージを 1 、毎日購入している豆腐粒

3 、その他配合飼料等を 6 の割合でミキサ

ーで混合し給与している。このような取り

組みにより、飼料コストの大紹な削減が図

られている。

2. 消費者ニーズに応える安全・安心への取組

5 ワイン粕

写真 6 混合飼料

小林牧場は、生産者の顔の見える食材提供を強く意識し、「安心J r安全」

味しい」を信条とした牛肉の生産に心がけており、その取り組みの 1 っとしてJ生

産情報公表]ASJ の認定を受け、生産履

歴情報をインターネットを通じて消費者に

公表している。また、牧場直営店を近隣の

市街地に 2店開設し、自ら生産した情報付本

きの牛肉を自ら消費者に販売しており、消

費者からの意見や要望は、牛肉生産に反映

させている。

その他、食品の安全性に対する消費者の
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懸念に配慮し、抗生物質や遺伝子組み換え作物の抑制に模力努めたり、農業等に

頼らない環境保全技術の実践として、寄生パチを利用したハエ駆除や利用した場

内の除草作業等生物的な手段による優しい環境対策に取り組んで、いる。

3. 地域内資源循環の実践と食育活動

環境問題を地域資源循環という積極的な諜題と捉え、県内の畜産農家や耕種農

家とともに「甲斐有機性資源生産利用組合」を設立して敷地内に高品質堆肥加工

施設を設蓋し、県内外の強い需要に応えている。特に、この組合では、家音ふん

尿にとどまらず、市内の小学校で発生する給食の残さをあわせて堆肥化してお

り、広範な恐解と協力の下に資源循環シス

テムが稼働していることは極めて優れた実

践(実例・事例・実践例など)である。

また、県の食育ネットワークに加盟し、

牧場で生産された牛肉を地元の小学校の給

食用に廉価で、供給するとともに、子供たち

に牧場を開放して体験学溜の場を提供する

など食育活動も積極的である。

4. }也t或リーダーとしてのj舌E蓑

写真8 堆肥会

小林氏は、平成 2 1'j三から山梨県指導農業士として青年農業者への指導を行うと

ともに、小林牧場に若いスタッフを積駆的に雇用し、技術習得と就農へのアドバ

イスを行うなど、時代を担う農業者の育成に尽力している。認定農業者として経

営改善を進めるとともに、県内農業関係の様々な委員を務めて農畜産業のリーダ

ーとして活躍している。
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普及性と今後の方向

1.普友性

小林牧場は、山間部(標高1∞üm) の急傾斜に立地しており、家畜市場や飼

料原料の運搬等を勘案すると、決して有利な条件ではない。このような中、地元

で得。られる未利用資源のワイン粕や豆腐粕を活用した飼養体系を確立し、飼料コ

ストの削減を実現している。社会的関心が極めて高い食品循環資源の再生利用に

よる循環型社会の構築と、配合飼キヰ価格の高騰により苔産経営に多大な影響を与

えている昨今、本事例をモデルに、日本の各地で地域毎に身近な食品副産物を利

用する工夫が展開されることが期待される。

さらに、生産情報公表}AS の認証を受け、牧場での生産方法を先進的に自社

ホームページで公表している。肉用牛については、牛肉トレーサピリティ制度に

おける個体識別システムと結合したインターネットによる生産情報検索システム

がすでに整備されており、このシステムを活用することで、全国どこでもコスト

をかけずに生産履歴の公表ができる条件はできている。

このように、小林牧場の実践は、全国各地で低コストかつ消費者を向いた牛肉

の生産を行いつつ高い所得を実現で、きる可能性を示しており、全国的に推奨すべ

き模範事例といえる。

2. 今後の方向

小林輝男氏は、今後も「安心J r安全J r美味しいj 牛肉の肥育管理を守り続け

ること、魅力ある畜産経営のあり方を築き上げることを課題とし、魅力ある農業・

畜産のあり方を次世代に伝えていく事を目標としている。

このため、これまで、肥育のみで、あった経営に、一部、繁殖を取り入れることで

一貫経営を行う事を計画しており、ゆくゆくは総頭数2千頭規模にまで経営を拡

大することで、さらなる錦養管理の徹底や省力化及び安定生産に努めることとし

ている。また、現在 3割である牛肉の自社販売比率を 5割以上に高める事を目標

とし、そのために、直売店の 3号店についても出店を計画している。

(執筆者側家畜改良事業団専務理事新山正隆)
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場常務来場場場金常常来場最脅さを券常場常務常務*畿勢悲鳴紫哲診器*常務場者場
gf:? 

60: 芝日本農林漁業振興会会長賞受賞 謡

議
事 出品財経営(採卵鶏) 各
争俸

2 受賞者有限会社富田養鶏場 主
ぐ7ß

住所愛知県豊橋市 場
込厚

ZE45:  
'i7Ç"マÇ"

場最勢来場者来場皆様常務省き常務場***来場来場常務場来場量殺場常務常務常務

受3愛者のことば (有)宮司養鶏場代表冨田義弘

平成18年度全国優良畜産経営者管理技術発表会での最優秀賞・農林水産大

臣賞の受賞に続きまして、今年度の農林水産祭において日本農林漁業振興会

会長賞をいただくことができ、身に余る光栄で、あります。家族はもちろんの

こと、今自の生産体制の構築に共に歩んできた従業員一同たいへん感激して

おります。

懸命に努力し、安全で、おいしい卵を生産しても集荷後は他の養鶏場の卵と

混ぜられ、どの店で売られているのかもわからないような卵をただ単にたく

さん生産するのではなく、生産者の顔が見える安心して食べていただける卵

を生産し、自信と責任を持って売っていきたい、その思いを胸に従来の経営

からの改革を進めてきたのですが、今思えば決して楽な道のりではありませ

んでした。従来からの経営方法の切り替え、施設の更新、新築に伴う資金の

工面、!日出荷先との調整と新規顧客の開拓など困難に突き当たることばかり

でしたが、自分の目指す道のためにどうすべきかを考えひとつひとつ解決し

てきました。

こうして少しずつ軌道にのってきたのですが、平成16年に西日本で鶏イン

フルエンザが発生し、風評被害により市場価格が暴落しました。そんなとき

も fピンチはチャンスj と言い聞かせ、衛生にかかるコストを削ることなく

1
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受賞者のことば

安全な卵の生産に取り組みました。そして世間では売り先のない卵があふれ

る中でも、その安全性への取り組みを高く評価していただき、業務用等に投

売りなどすることなく販売し続けることができました。

以後も年を追うごとに食の安全性へのニーズは高まっています。今後もさ

らに安全な卵の生産体制を確立し、安心して生で食べることのできるおいし

い卵づくりに精進してまいりたいと考えております。

地域の概要と受賞者の略盤

1 .地域の概要

(1) 地域の立地条件

愛知県は、日本列島のほほ中央にあり、

一回・岐阜・長野・静岡の各県に隣接し、

南は太平洋に面し、伊勢湾・三河湾を

む。東西l06km 南北94km、海岸線の延長は

597km、面積は5.l61krrl、全国で27番目の広

さとなっている。

当経営の立地する豊橋市は、静岡県に隣

接する愛知県の東南端に位置し、平坦な地

形と平均気温16.4
0

C 、年間降水量1，642mm、

第 l 図愛知県豊橋市

年開日照時間1，957持聞と農業を行うにも非常に恵まれた気候である。流通に関

しても、京浜・阪神なと干の大消費地のほぼ中間で中京国にも近く大消費地に出荷

し易い地理的にも有利な地域であり、露地野菜・施設園芸・畜践を中心とした全

国屈指の農業地帯である。

(2) 農林水産業の概要

愛知県は、農家戸数91，746戸、耕地面積84∞Oha、 1戸当たり耕地面積はO.92ha
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で、農業産出額は3，275億円と全開第 51立に位誼しており、土地面積によヒベ収益性

の高い農業となっている。また、我が国養鶏の歴史における先進的な地域であ

り、養鶏が盛んであったことから中小規模養鶏生産者の特に多い県となってい

る。このため、採卵鶏の全国の一戸当たり平均飼養羽数37.927羽に対し、愛知県

は29.608羽と全国平均を大きく下閤るものの、錦養羽数では全国第 2位、飼養戸

安全277戸は全国第 11立を占め養鶏王国のぞ1に相応しいものとなっている。

豊J信号干11の農業は、露地野菜・施設野菜・果樹・音産等多種多様な生産が行なわれ、

農業産出額は全国1.820市町村(平成18年4月 11ヨ現在)中、第 5位と極めて高い地

位を占めている。豊橋市の採卵鶏についても採卵鶏は30戸で l 戸当たり 56.315羽

と全国平均を大きく上Iillる県内における一大養鶏地帯となっている。

2. 受賞者の略歴

(制富田養鶏場は、昭和31年、豊橋市上野

町でパタリー式鶏舎による養鶏経常 (3 千

羽規模)を開始した。その後、同一市内 (2

筋所)に鶏舎の増築を行い、昭和57年には

10万羽規模へと拡大した。平成 4 :4三、 1 笛

所の農場の移転に伴い、 4棟 (3 万羽/棟)

のウインドゥレス鶏舎を建設し、経営は20

万羽規模に拡大した。平成 6年には長男の l 冨間氏一家

良之氏が経営に参加し、自販機及び地元スーパ一等にて自社ブランド卵の産販を

開始、平成 7年には法人認定され、平成8年にウインドゥレス鶏舎2棟 (3 万;]~

/煉)を増築し、規模拡大を図った。

平成11年、これまでの大すう導入から自家育成に転換し、自社一:賞生産の体制

を確立するために、ウインドゥレス背すう舎 (3 万羽収容、初生~45日齢)及

びウインドゥレス育成鶏舎(3 万羽収容、46~約110日齢)を各l棟建設した。また、

平成14年には七根農場に耳ACCP対応インライン式GPセンター(鶏卵の{射す・包

装施設)を建設し、ヒナから鶏卵出荷までの一貫した衛生的な生産システムの確

を目指すとともに、特殊卵 (2 品種6 銘柄)の生産を開始した。さらに、平成
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15年、ウインドゥレス成鶏舎2棟 (3万羽/棟)を増築するとともに、 HACCP対

応の生産販売システムによる鶏卵取り引きを開始し、自社一貫生産体制が確立さ

れた。平成17年には特殊卵の生産を 4 品種 8 銘柄に拡大し、現在、 24万羽規模の

鶏舎で22万羽以上の成鶏を飼養し、年間鶏卵出荷量4，399 t の経営を、家族4 名、

常時雇用者14名、臨持麗用者1日l名の言計十29名で

また、富田氏は、地元養鶏農協の役員を務めるとともに、新たに愛知県の養鶏

協会副会長の要職に任ぜられ活動する等、地域農業の発展に寄与すると共に、学

校での講師活動や地域の各種行事に対しても積極的に鶏卵提供を行うと共に、パ

ート従業員の雇用についても地元の非農家を中心に採用する等、食育活動や地域

の交流を通じて養鶏への理解確保に努めている。

受賞者の経営概要

1 .経営の概要

(有)富田養鶏場は、現在、 2.8haの土地で、

GPセンタ -1 棟、鶏舎10棟(育成舎 2 ・

成鶏舎 8) 及び堆肥処理施設5棟の施設で

運用している。生産規模は、ひな導入羽数

150千羽/年 5 回 (1囲30万羽)、成鶏羽数(平

均) 224千羽、年間鶏卵出荷量4，339 t であ

る。飼養品種は、ハイライン・ジ、ユリア(白

玉)が95%、ポリスブラウン(赤玉)が5 写真 2 たい把化施設

%である。生産された鶏卵は、自社の専用GPセンターで格付・選別され、契約

小売店や大手外食産業を中心に販売している。

鶏糞処理は、直線型撹持機により混合処理方式による好気性発酵堆肥化処理で

あり、極めて熟度の高い粉末状の発酵処理鶏糞を生産しており、悪臭等の問題の

発生も殆んど感じないレベルにある。このため、国芸用肥料及び露地野菜用とし

て販売利用されている。
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2. 経営の成果

(1) 自らによる自家育成を開始したことにより、鶏の飼養賎歴を最大設に把握す

ることが可能となり、大び、なの外部導入時の課題で、あったロット開の産卵率の

バラツキが問避された。

(2) 育すう部門・成鶏部門. GPセンタ一部門の各段階について、 HACCPに基づ

く独自の工程表を作成し、これに基づくモニタリング方法・記銀方法・担当す

る検証者等について徹底したl隊員指導・

啓発を行うことにより、“食の安全・安

心"について最大限の努力がなされてい

る。

(3) また、鶏舎のウインドゥレス化・専用

GPセンターを設置することにより、畜

産環境対策に努めると共に、生産卵の格

外卵率の引下げ及び鶏卵のブランド化

により差別化及び付加価館化を可能と

した。

(4) 鶏舎及びGP施設にガラス越しの見学

場所を設け、出荷先及び消費者に対する

適切な生産管理処理について理解確保

に努めた結果、大手外食産業向け商品の

販売等が順調に推移し、経営の安定化に

つなカまっている。

受賞慰の特色

写真 3 鶏舎内見学所

1 . ウインドゥレス鶏舎導入等による高生産性

ウインドゥレス鶏舎の種類については、協圧式・陰圧式・トンネル方式があり、

最近においては、この中でもトンネル方式による鶏の管理及び生産性が最も優れ

ているとさtLる。

戸h
u

つ
中

宅
E
ム



当該経営においては、最も新しいトンネ

ル方式を全鶏舎に導入することにより育成

率98.1 %、 50%産卵日齢140 目、産卵事85.5

%、日産卵量54g/羽、飼料要求率1.98、鶏

卵生産費139円/kgと全国トップレベルの極

めて高い鶏の生産成績を実現している。同

時に鶏舎のウインドゥレス化により、臭

-騒音・夜開照明等の斎産環境問題の改

善を図り、地域住民とのトラブル回避に努めている。

第 I 表 技術水準と生産指標の比較表

育成率 項 日 E言 j~/'，.，:.r//， 愛知県蔽産会指標

98.1 % 97 %以上

50%産卵日齢 140 日齢 150 ~ 155 日給

!戎鶏年間飼料消費fZ: 39.1 kg/;J;J 41 kg/羽以内
飼料嬰求中 1.98 2.3 以内

王子均産卵率 85.5 % 80 %以上
年間産卵iif 19.7 kg 18 kg 以上

日産卵量 54 g 50 g 以上
三抑制戸東 63.1 g 

2. 専用 GP 施設の設量による生産卵の直販及び規格外卵率の低減

専用GP施設の設龍以前においては、農場の生産卵は全て他の生産者と同様に

外部の一般GPセンターに無選別のまま出荷し販売は他人まかせとなる原卵出碕

であったため、出荷価格は安価で、かっ需給

動向にも大きく連動する経営的にも極めて

不安定な経営となっていた。

しかし、当該経営は中小経営規模にもか

かわらず、平成14年に約 2億円にも及ぶ専

用GP施設を設誼することにより、自場生

産卵の差別化、付加価値化を可能(パック

率75 ~ 80%、アイテム数11) とすること
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により、白らの価格設定による高値販売が可能となる笹販に転換している。

これにより、以前の外部の一般GPセンターを利用する場合においては、鶏卵

の需給動向にi亙接左右され、かつ取引先次第で規絡外卵率が14.5% と掠めて高か

ったものが、専用GP施設の設置により 9.1%と大幅に低ドし、経常の大幅な改善

を凶っている。

第 2121 規栴外卵の発生内訳
(イf)笛由主主銭湯

銭絡外卵内訳

ヒピ探

E車線

汚震調

二蓄電機

GP綴絡外

3L!j調

2SS!}fl 
世L

。脳 1.()% 2.01i 3.酪 4.0' 5.0克 6.0這 7.0~ 脳 g邸 10，0%

脇村14 幽 H17

窓口 H14由磁却は、幾i舗で由l/li鉛1.0拍十出荷先由GP 1.2帖
注2) "141晃絡外理由のうち‘段場ヒピ綴.l/li関・汚卵・ニ露関、出荷先GP 磁路・1克絡外

また、生産卵については品紫色:~lHの徹底

に努めており、施設内に専用の卵質検資家

を設けることにより、毎週、生産卵の卵質

について r~1 主検貨を実施し J!?l 笠の管理・

確認し、卵黄税のカラーファン (No.1 ~お0

15) の内、 時制[1 はNo.l 1、ブラン r卵につ

いてはNo.l3 と底分し、紋常な品質管型Il.に努

めている。
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第 2 表生産性及び収議性についての推移 (5 ヵ年比較)

平成13年 平成14年 ; 平成15年 平成16年 平成17年

畜産労働力(人) 9 (100) 9 (100) � 25 (278) 26 (289) 28 (311) 

成鶏飼養羽数(ニr~;J) 180 (100) i 180 (100) 240 (133) 240 (133) 240 (133) 
鶏卵出荷量(t) 3,076 (103) ! 2,990 (100) ! 3,714 (124) 3,983 (133) 4,399 (147) 
EE産部門の総売上高! (100) I (100) (126) (134) (195) 

主産物の売上高 (99) i (100) (127) (135) (197) 

注 ( )内は王f-成14年をl∞とした場合の比率

3. “食の安全・安心"の観点、からサルモネラ対策への徹底した取り組み

一般に、サルモネラ食中毒の発生時には、安易に鶏卵と関連づけられた報道が

なされるため、サルモネラ問題は我が国の伝統的食文化である“卵の生食"の推

進の大きな障害となっている。

現在、鶏卵の賞味期限は生食可能期間を示していること及び生食可能を前提に

店頭に出荷されるパック詰め卵が販売価格中で最も高値であるため、養鶏関係者

は当該パック詰用鶏卵の生産供給の割合及び、パック卵率向上に特に大きな関心を

抱いている。

このため当該経営においては、サルモネラの検査を鶏卵・鶏糞・挨・水につい

て毎月実施することにより徹底した自場生産卵の安全性の確認・維持に努めてい

る。

また、鶏群の導入・更新についても鶏舎単位にオールイン・オールアウトを徹

底して実施することにより、鶏群、鶏舎、農場の清浄性を確保していること。更

に、農場内防疫を徹底する観点から鶏群の一層の清浄性を高めるため自家育成を

行うとともに、我が国には未だ十分には普及していないサルモネラワクチンを積

極的に導入し、全ての鶏に接種することで、より鶏群の清浄性を高めることに努

めている。
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普及性と今後の方向

当該経営は、各項目についてみると、高い技術力と探卵生産から直販生産へ転

換するための施設整備等により高い収益をあげている。これは、必ずしも特殊・

例外的なものではないが、むしろ、中規模経営にあってこれらの先行投資の決断

ができるのか、また、以後の経営においてもこれを着実に維持・継続ができるの

かという経営者としての意志力・実行力の点で非常に優良な経営であると言え

る。

国の主導による鶏卵の計画生産が廃止され、施策が大きく転換した現状下にお

いて、本事例は、特に中小規模の生産者にとって、今後の経営継続の可能性及び

その具体的内容・方向性を示唆しているものであり、本事例は正に時代の要請に

合致した啓発のための経営事例である。

(執筆者側日本養鶏協会専務理事島田英幸)
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募 出品財財-産物(茶) 事

5 受賞者下問久五郎 5 3 
耳目

S31 住所 京都府綴喜郡宇治田原町 持
雫 愛
知
替を**活き*場索活台場春場母春場**悲鳴*場来場edE悲鳴索活き*常常務常務常常務

下岡久五郎

この度は、第羽田農林水産祭におきまして、「天皇杯」という名誉ある、 そ

して私が夢にまで見た賞を賜るという栄誉に浴し、大変光栄に存じます。

思い起こせば私は高校を卒業後就農してから、宇治茶という名の下、その名

に頼り過ぎることのないよう精進し、規模拡大と省力化を目指して茶作りに励

んで参り 、よう やく 、 品種やほ場の標高差を利用して、煎茶、玉露、かぶせ茶、

破茶を生産する現在の栽培体系を確立するこ とができました。また、良質茶生

産に向けた出品茶への取組では、昭和49年を最初に 9度の農林水産大臣賞を受

賞することができました。そして京都の茶生産協議会の会長職に就いている間

には、生産者の皆様の協力を得ながら、宇治茶の振興、 発展に努め、中でも 、

他産地に先駆けた生産履歴の光実と{前ま等には、自分なりに最大限の努力をし

てきたつもりですが、それをこのような形で認めていただけたことは大変嬉し

しまた今後の励みにもなります。

今、世界的にも日本食が見直されている と聞きます。今後私たち生産者は、

日本食と切っても切れない日本緑茶の文化と歴史、そして、 喉を潤すだけでな

く心を癒、し和ますというお茶の力を広めていくことが大切だと考えています。

私も今回の受賞を励みに、これからも生産者と消費者を結ぶことに少しでも力

になれるよう 、よ り一層努力して参りたいと思います。
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受賞者のことば

最後になりましたが、この賞を受賞するに当たり多大な御支援御協力をいた

だいた皆様方に心より深く感謝と御礼を申し上げ、私の受賞の挨拶とさせてい

ただきます。

地域の概要と受賞者の略麗

1.地域の概要

(1) 地域の立地条件

宇治田原町は、京都府の東南

部、滋賀県境に位置し、京都市か

ら20畑、大阪市からは40kmの位鷺

にあり、国道307号線や主要地方

道宇治木屋線などにより、これら

の都市と結ばれている(第 1 図)。

東西約llkm、南北約9km、面積

5，826haで、東南部には鷲峯山、西

北部には大|峰山がそびえ、それら

山系に閉まれた中央部の山関谷間

に狭小な耕地が散在し谷間集落を

形成する農山村で、地域の78% を森林が占めている。

第 l 図宇治田原町位置

(2) 農業の概要

宇治田原町の人口は10，060人で、あり、このうち農家人口は2，230人である。また

総面積5，826haのうち、耕地503ha 、林地4，517ha となっている。

本町の農業は、茶・水稲・野菜(夏秋きゅうり・みず菜)・椎茸・古老柿

(ころがき)等の複合経営形態である。経営耕地面積は478haで、そのうち茶が

233ha、水稲が199haで、あり、両作自で経営耕地面積の大部分を占め、特に茶は約
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50% を占めている。また、農業産出額は1，380百万円で、そのうち茶の産出額は

954百万円であり l可の基幹産業となっている。京都府内では、茶菌面積が第 31立

であり、荒茶生産量は府全体の12% を占めている。

(3) 茶業の概要

宇治田原町は茶の栽培に適した豊かな風土に恵まれ、茶業を基幹産業として発

展してきた。特に、江戸時代(元文 3 年 (1738年))に宇治田原の茶農家である

永谷宗閣が、香味に優れた煎茶製法を考案し、これが今日の煎茶製造方法のルー

ツである宇治製法の始まりで、その技術が近隣村落の茶農家により後世に引き継

がれている。

町内の生産茶穂は、煎茶、かぶせ茶、玉露、てん茶と多種にわたり、地域全体

で品質の向上に努めてきており、高級茶である宇治茶産地の中核を担っている。

第 4 次l町づくり総合計画においても、「おま15を活かしたまちづくりを進める」

ことを基本的な考えとして、「心をつなぎ ともに創る 茶文化のまちJ を将来

イメージとして位置づけ、様々な施策を進めている。

現在、 IIIJ西部において平成21:f]三度を目標に大規模茶闘の造成が進行中であり、

乗用型機械の導入可能な集団茶園として、若い担い手に喜多と希望を与える近代的

なま15業経営と「お茶の里J を実感できるモデル茶腐として整備を進めている。

参考 l 語句の説明

'宇治茶 i 総主主の伝統的なブランド茶。通常、宇治川、木津川水系を中心にした気候、)!ftU:ゐ
の類似した地域で;主!と指され、京都府内で1:1:I:-'fIJII]二各れた緑茶。

参考 2 茶種の説明と宇治問涼111]"における栽培i面積と京都府における稲積シェア

主主 干長 当5干lf(の説明 栽培阿綴 (ha) f[IHヲ{シェア

店主 主E 銘天の業fj-去二を収穫し、蒸した後に採みながら乾燥し
14β 2.3% 

た緑茶で、さわやかな怒りとよ品な渋みがある。

かぶせ茶 11又彼前に 71二l 程度弱いìlf1光をし、蒸した後に採みな
がら乾燥した総茶で、 JÌ!f1í';より知床が泌氏、爽快な香 17‘2 8.4% 
と 3品、設が調和した谷気をもっO

三伝 践 収機前によしず槻等で20 1:1 税皮遮光を行い、蒸した
後に採みながら乾燥した緑茶で、強い旨l床とコクの 137.9 66.7% 
あるお級総茶。

てん茶 11)[投前によしず棚等で20日絞!交遮光をと行い、蒸した
58.0 14.7% 

後に挟まずに乾燥したもので、 Jぷ茶の原料となる。

(統計伎は京都府王子成17年調べ)
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(2) 団体活動

京都府茶生産協議会会長(平成15 ~ 18年、会員数1.101名)及び社団法人京都

府茶業会議所副会頭(平成15 ~ 18年)を務め、京都府内の茶業団体のトップと

して宇治茶の生産振興や消費拡大、安心と安全の茶づくりの推進に逼進し、併せ

て、全国茶生産団体連合会常任理事及び専務理事としても、積極的に茶の消費宣

伝に尽力し、日本緑茶全体のイメージアップを通じて茶業振興に大きく貢献して

きた。

京都府茶生産協議会会長在任中には、食品の安全・安心カ宝社会的な関心事にな

る中で、氏は生産履歴の必要性をいち早く提唱し、全国の他産地に先駆けて茶園

管理における農薬や肥料の使用履歴を記帳する取組の導入を推進し、その結果、
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平成15年より、府内の全荒茶生産者が荒茶第 2 医!宇治茶生産!腹腔管理の仕組み

出荷の際に1∞%生産履歴を貼付して提出

することとなり、実需者から高い評価を受

けている(第 2 図)。

平成18年に施行された農薬等のポジテイ

ブリスト制度については、事前に京都府茶

生産協議会の研修会を通じて会員に

喚起をするなど、安全性確保の徹底に努め

た。また、茶園施肥による水質汚濁問題に

ついては、各地域の生産者に茶園施肥量の

削減の実証ほ場設置を呼びかけ、自らも

証ほ場を設置して施肥削減技術を実践する

など、茶生産者が取り組まねばならない課

題に全国に先駆けて、自ら率先して取り組

むとともに、安心・安全な茶づくりについ

て、京都府茶生産協議会会員への普及、啓発を進めてきた。

社団法人京都府茶業会議所は、京都府茶生産協議会(生産者の団体)と京都府

茶協悶組合(流通業者の団体)の二位!体を会員とする京都府茶業の総合団体であ

るが、その副会頭として、氏は生産者組織を代表して、消費者を対象とした「八十八

夜茶摘みの集いj や f春の大茶会J など、宇治茶の宣伝や消費の拡大のための取

組に参画し、生産者と流通業者が一体となった組織的な宣伝活動の展開に貢献を

した。また、茶業会議所が運営する茶業者や茶農家から ]j武課金を鍛収する制度の

改定にあたって、生産者代表として意見をとりまとめて提案するとともに、産地

表示の基準づくりの中で、宇治茶土器産が課題となった|緊には、茶業会議所の先頭

にたって京都府ーにも政策対応を要請し、その結果、京丹後市において大臣菌の新

規茶閤造成計画が策定され、平成16年からの 3 ヶ年で30haの新規造成茶i請が誕生

した。

社開法人京都府茶業会議所においては、緑茶の消費拡大や緑茶文化の継承や発

展に関して様々な事業を展開しており、特に、子供の情操の発達、茶文化の普及

に
u
q
J
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第 l 表下問久五部氏経鹿

年 事 項

昭和16 4 人兄弟の長男として生まれる。

34 就農(茶80a水稲45a拐瓜20a古老柿3t)

43 経営移談(父53才)

46 立川共同製茶工場設立
49 農林大臣賞(かぶせ茶) (第27間関西茶品評会) < 1 問自>
52 農林大臣賞(かぶせ茶) (第30間関西茶品評会) < 2 回目>
55 農林水産大臣賞(かぶせ茶) (第33回関西茶品評会) < 3 回目>
60 農林水産大臣賞(月!t茶) (第38回関西茶品評会) <4 回目>

61 農林水産大毘賞(月!t茶) (第 3 回京都府茶品評会) < 5 回目>
63 農林水産大臣賞(茶閑) (示都府茶園品評会)

農林水産大臣賞(第37回全国農業コンクール)

平成 7 第79回農事功績表彰(緑白綬有功章)
農事組合法人破茶うじたわら設立(組合長就任)

12 農林水産大臣賞(かぶせ茶) (第53間関西茶品評会) < 6 回目>
18 農林水産大臣賞(かぶせ茶) (第59回関西茶品評会) < 7 回呂>

焚綬褒章受章

をめざすため、「お茶の思い出」、「くらしのお茶j などのテーマで全国の小・中

を対象に「お茶の作文コンクールJ を協賛して開催したり、茶の効能や先進

的な生産技術や茶の歴史文化をテーマとした学術研究助成事業の実施、テレビ、

ラジオを媒体とした宇治茶のコマーシャル制作、現代版「お茶蚕道中j、「宇治新

茶・茶摘み休験ツアー」等々、宇治茶のイメージアップと消費拡大に大きく貢献

してきた。

氏は、これまでの地域や団体における献身的な活動や貢献が認められ、平成18

年に黄綬褒章を受章した。

受賞者の経営概要

1 .経営の概要

昭和34年の就農後、まずは、規模拡大により茶業経営の安定化を図ることが重

要と考え、山林を開墾することから開始し、茶園面積を拡大するとともに、高品

質茶生産に取り組み経営を発展させてきた。
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第 2表経営概要(平成18年度)

栽培品目
販売額

者先 要
労働配分

王子成18iド 割合

主主 40，1 13千円 煎茶、かぶせ茶、 líi芸l土、共同製茶工場会 8 
栽培面積(成凶) 450a (2 戸)、てん茶は、 0111:) fvlt茶うじたわら (9
(うち手摘み茶悶80a) 戸)で加工している。

水稲栽培l1M立40a 240千円 0.2 
古老柿 4.583千円 贈答用を 1:1:1心に直売が多い。 l.5 
!坂光景2.5t
農産物rill:売所m茶・野菜- 333千円 「くれどき fllJ として毎週土11諜 EIJA宇治!日 0.3 
果樹等 原、支店の前で販売している。

(1) 規模拡大

就農当初は、茶陰180a 、水田45a 、荒茶生産量1，5∞kgの経営規模で、あったが、

茶国造成を}II賢次行うとともに、機械化に対応した平坦な茶関の拡大を図り、平成

18年度には、茶関5.9ha (うち成閤4.5ha) 、荒茶生産量8，5∞kgまで、規模拡大がなさ

れた。

そのうち、農業委員会を通じた利用権設定により平成18iJ三には55a 、平成19年

春には50a を借り入れ、担い手のいない茶園の荒廃を防止しつつ、経営規模の拡

大を行っている。

第 3:表主な規模J広大の推移(年次は暦年)

年次 茶板井おi箇積 茶図増反llli積 茶穏 1iì1J考

昭和例年 80a (住!谷、大下) 煎茶、 I露中心 就農

H日和43iド 1印a 大杉1i~隊180a
/l自和45if三 225a 大下茶隠65a

昭和46iド 225a かぶせ1i~中{、 共向製茶工場設立

昭和47:9三 285a 大杉;W JjliI印a

昭和50年 325a 大杉1í~図40a

平成 2 iド 345a 大下茶悶20a

王子成 5 年 345a てん茶導入

平成 7 :9三 395a 飯尾茶店立回a

平成 8年 445a 奴尾茶図50a 玉録、てん茶11J心 共同てん茶工場設立

平成17年 4おa 中州!主~illl140a
平成18if~ 日Oa ヰ吹田茶陵155a
王子成19年 5叩a E防御茶関50a 乗用i ;ﾀ 
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(2) 労働力の軽減

ア作業の効率化と機械化

①共間製茶工場の設立:煎茶・かぶせ茶・玉露

昭和46年に立JII共同製茶組合を設立し、共同工場による作業の効率化を進め

た。

現在は、 2 戸共同で 3 名の製造技術者を雇用して、製造作業を効率的に進め

ている。氏は、適期に摘採ができるよう描採加工計画をつくり、摘採作業に専

念している。

②農事組合法人確茶うじたわらの設立

平成 7 年に、てん茶の需要増に対応

するため、茶業部会長であった氏が中

心となりま!h域に呼びかけ、 9 で農事

組合法人「振茶うじたわらj を設立し、

てん茶製造の拡大、効率化、高品質化

を進めた(写真 2)。それまでは、 IllJ外

のてん茶工場に委託しており品質が一

定しなかったが、自らが加工すること 写真 2 I眼茶うじたわらJ の内閣

で適期摘採、輸送による芽痛みの軽減により品質の向上と作業の効率化が凶ら

れるとともに、てん茶生産の拡大等による地域農家所得の向上が図られた。

③摘採作業、茶園管理作業の効率化

ほ場のl珪の長さを制限し (30m) 、資材搬入、生葉の搬出などの労力軽減、

作業機械の移動時間の短縮を図った。

防霜対策のための被覆作業においては、 i頃斜を利用して、 30a が10分程度で

完了できるよう、支柱を減らし領斜方向に緩いを設置し作業の効率化を図って

いる。

また、全ほ場について進入路を{確保しており生葉や資材の運搬作業の効率化

を国っている。
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労働生産性の低い傾斜地茶留を解消し

ていくため、まずは平坦地を借り入れて

栽培茶悶を権保し、その後{頃斜茶話(J を労

働生産性の高い茶留に改植を進めたO さ

らに、玉露やてん茶、かぶせ茶など護下

茶!認では被覆施設が隙害となって摘採作

業への乗用摘採機の導入が!混雑であっ

たが、平成19:Ìrには、全国的にも先進的

な取組として、乗用型摘採機を導入でき

るよう対応可能な夜下茶図とした

3) 。

また、より!日貨の詰Jい結rZ1r~の生産をめ

ざして手摘みにも取り組んでいるが、

摘み茶樹で、は、機械檎採に比較して収縫

に要する時間も長く、近くの主婦等を 1

日 30人以上混用して適期に摘採できるよ

う対応している(写真 4) 。

イ 家族の役割の明確化

3 機械化に対応した綾子ー茶閑

4 手鵠みによる摘採風景

農家経営では、従来から、安京子氏が小売り販売、経I虫は長男法富氏が経理を

担当するなど家扶が役割を分担して進めてきたが、平成立年に、家族経営協定を

締結し、各告の役割を明確にして効率的な運営を行っている(第 4 仏/0

、就農してlO/q: を経過し、地元青年クラブや手投み保存会などの

活動に干主観的に係わり、技術の研鎖に取り組みい経営主として期待されてい

る。

J:\;は、 ユド!或18:Ìjコにキ壬官苛多して、 を受けているが、 -吉I-UW

は、氏と後継者で和談して立てている。
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第4表家族経営協定の役割分担内容

t.ê.当者 分 t日 内 宅千

本人 茶の栽培管理、奴売計菌、作業日誌、防|徐に関する計画と作業管理

本人の妾 労務健康管理、家計管理、家事会般、茶の小売り、古老柿の出荷調製作業、家
庭菜閣、環境美化、くれどき市(農産物夜売所)

後継者 総括経営管理、販売計岡、簿記百己l様、作業日誌、労働時間記Ijl授、税qヨ告、茶の

栽培管理、ホームページ管理

後~i~~者の妾 家言1-管理、家事全般、茶の小売り、古老事jïの出荷銅製作業、家庭菜閥、環境美化、
くれどき市(農産物直売所)、育児

第 5表主な作業体系

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 
茶 施肥 施肥 方面目目 摘採 摘採 施日巴 方面目巴 施ij~

加工 加工
古老布p 収稜 乾燥

河降一--11>4忠販一一売帯惨
水稲 出え 収干支

くれどき市 年間 出荷
d h 

(3) 品質向上へのたゆまぬ努力

良い茶葉を育てるため、有機質肥料の積極的導入や、微生物資材の積極的な活

用等、土づくりに力を入れている。また、施肥量削減、労力軽減のため、点滴施

肥も取り入れている。また、消費者に安心安全な茶を届けるため、生産履歴記帳

の取り組み、茶菌に合わせた病害虫防除による農薬削減に率先して取り組んでい

る。

そのような取組の中、茶の栽培及び製茶技術向上のため、積極的に品評会に出

品しており、上位入賞をたびたび、果たすことで被覆時期、施肥方法、蒸し時間等

の技術向上に繋げている。特に施肥と香りについて検討を進め、その良質な茶葉

の生産は、周囲も認めるところである。

ア全国への情報発信、情報収集

全国茶生産団体連合会の理事、京都府茶生産協議会の会長、京都府茶業会議所

の副会頭などの役職にもあり、信頼されるその人柄により、全国の関係機関、生
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6 製品ラベル

写真 5 下回氏の運営するホームページ

産者、茶業関係者との親密な交流を通じて、情報の発信や情報収集がなされ、販

路の拡大に役立っている。平成17年には、ホームページを開設し、氏の栽培する

多様な茶種・品種の茶を久五郎茶閤ブランドとして販売しており、緑茶の新たな

販売経路として、取扱量が増加している。

イ 地域特産物を生かした複合経営による農関期の所得確保

宇治田原町では、古くから茶園の中に植えられている「鶴の子柿」を加工して

古老柿が生産されている。古老柿は、正丹の飾り、お茶請けとして贈答用に利用

される。氏は、町内で生産量が最も多く、

お茶とセットで販売するなど、お茶の農閑

期を利用して冬場の所得を確保している。

2. 経堂の成果

(1) 収入増の取組み

経営規模の拡大と作業の効率化により

上高は平成10年の3，400万円と比べ、平成18

年で4.8∞万円と 40%以上増加し、所得は

8倍以上に増えている(第 6 表)。
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(2) 高品質の緑茶生産による販売単価の向上

就農当初は、お茶栽培の将来'性に期待し、規模拡大を大きな目標としていたが、

さらに高品費化を図り、高級茶としてのイメージを高めるため、品評会に挑戦を

続け、これまで、 7 囲の農林水産大住賞の受賞に輝いている。

その結果、入札業者からの評価も高く、様々な販路拡大に役立つている。

品評会出品茶の生産・製造技術が出荷茶の品質向上にも役立つており、販路先

に応じた製茶方法を確立できたことにより、茶市場における販売単価は、平均よ

り高い(第 7 表)。

(3) 販売戦略と多角化の努力

産売やインターネットを通じた販売を行うことにより、消費者からの生の声が

聞け、それが品質改善ややりがいにつながっている。また、鎌倉には久五郎茶を

提供する茶カフェがで、きたり、平成19年 4 月には、宇治のお菓子屋で、「久五郎

茶園のてん茶を使ったj と銘打った香り高い金平糖、抹茶そば等が発売されるな

ど知名度もますます高まっている。

第 6表経営収支の推移とlOa当たりの府平均との比較 (単位:円)

項 日 王子成10年 平成16年 平成17年 平成18年 lOa当たり lOa当たり
府平均

茶荒茶販売額 24.023.794 36.440.731 38.339.666 36.153.457 669.508 598.278 
共同工場 (:~n、茶・か
ぶせ茶・玉露)

荒茶販売品 16.623.794 32.405.731 30.739.666 30.064.096 
作業受託料収入 1,250,867 1.340.901 1.077.900 1.412.075 

4又
共同てん茶工場

荒茶販売品 7.400.000 4.035.000 7.600.000 6,089,361 
出役報酬 500.000 500.000 500.000 700.000 

入
仕上茶販売額 3.172.620 1.690.105 3.670.425 3.959.837 
古老柿 3.884.220 4,680,933 4. 
水稲 473.390 240,000 240.000 240.000 
くれどき市(農産物 43 l,l 71 485,054 320,095 333,135 
底究所)
雑収入等 263.624 387.490 1,745,367 743,729 

33.999.686 45,765,214 50.435,356 48,126,197 891,226 598.278 
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肥料費 4,872,276 5,161,221 6,899,280 6.918.977 128,129 67.817 
丘U迂IJ ，討も古、手~J( 813.261 1,607,558 1,109,051 1.302.763 24,125 23,046 
光熱費 1.448.768 2,000,975 2,279,278 2.776.138 51.410 35.397 
E!T老十ilïlJ別BI. 'lJ( 80.785 441.590 261 ,800 189,484 

経 諸材料費 2.699.699 2,324,788 1.870.414 2.229.795 
作業委託料 3.554.040 1.645.422 4,043,052 3.077.737 
j成ftIljf立去IJ~を 5.008.209 4.092.165 4,257,638 3.300.176 

f主 経人質 5.275.078 6.151.543 7.916.338 7,844,953 
専従者給与 4.140.000 4.320.000 4,320,000 4.320.000 
販売費一般管滋賀 1.646.660 4,275,614 4,825,056 5.172.339 
その他 3,419,719 1.450.895 1.791.750 2,203,002 

32.958.495 33,471,771 39.573.657 39.335.364 
所 f母 1,041,191 12,293.443 10,861,699 8,790,833 

第 7表平成18年の茶の販売単価(jA全農京都市

1i~種 下l尚氏 ]A1r吉良万L都市場王子均

一番茶 煎、茶 5，αXJ円 (142%) 3，521円

かぶせ215 5，∞0円 (131%) 3，7関内

五銭 6，5∞円(106%) 6.13219 
てん茶 5，αXJ円 (103%) 4，部6円

一番茶 かぶせ茶 1，71∞円 (105%) 1,6161lJ 
てん茶 2，釦O円(121%) 2，308円

受賞財の特色

1 .技術

(1) 地域の特色を生かした高品質茶生産

ア土づくりと施肥

高品質茶生産のポイントである良質な生葉を収穫するには、樹勢が旺主主である

ことが必要で、ある。従来、樹勢の旺盛な茶園を作るために施肥量が多くなる傾向

がみられたが、多量の施肥が環境への影響や土の健康を保つうえで懸念すべきこ

とであることをいち早く認識し、無駄のない効率的な施肥を行うため、関係機関

と共関して肥効調節型肥料の導入や温度による存機質肥料の肥効推定、土壌診断

の実施などによる余分な施肥の削減に取り組んで、きた。現在、有機質資材を基本

に霞きながら、微生物資材も利用した土づくりにより、さらなる施肥の効率化に

挑戦している。

q
J
 

A
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また、従来から宇治田原町では、土づくりのために茶毘のうね開に、笹や水田

法面の雑草等が有機質資材として施用されていた(‘ほとろ' と呼ばれる)。なか

でも、笹の施用は、科学的な解明がなされていないが、緑茶の香気発揚と関連が

深いと言われてきた。近年は、特質ある緑茶の香気が希薄になったといわれる中

で、氏は、ほとろの施用と宇治田原町特有の豊かな香味との関連に着目し、京都

府立茶業研究所に研究提案するとともに、茶闘を提供して現地試験に協力してき

た。ほとろを投入するのは労力的に厳しいものがあるが、土づくりや肥料の組み

合わせにより、地域固有の優れた香味を今日に生かす努力を続けている。

イ 茶種、品種の組合せとほ場の標高差を生かした描採期間の確保

当初は、煎茶、玉露中心であったが、収穫期間、製造時期の調整を図るため、

煎茶 (100 ~ 110a) と覆下茶のかぶせ茶 (90 ~ 1∞a) 、玉露 (160 ~ 170a) 、て

ん茶 (80 ~ 9Oa) の4茶種を組合せ、市場動向に合わせた製造を行っている。また、

栽培する茶品種についても、各茶種への適性と収穫時期を考慮した11品種を導入

しており(第 8 表)、茶園を標高差のある 5 カ所に分散させることにより(第 3

図)、一番茶で30日以上 (4月 30 日 ~6月上旬)と非常に長い摘採期脂を確保して

おり、適期描採による良質茶生産を実現している。

また、玉露やてん茶に代表される覆下茶では、品種選択が製品の品質に大きな

影響を及ぼす。このため

玉露用品種として‘ごこ 第 3 図標高と品種構成を利用した収穫期間の拡大

う'、てん茶用品種とし

て‘あさひ\玉露、て

ん茶用品種として‘さみ

どり'、‘うじひかり'を

積極的に導入し、十分

な被覆を行うことによ

り、他産地にはない京都

府育成品種の特性を存

分に引き出している。
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第 8表品種別作付詣積

品種名 平娩性 適用茶穏 作付け面積 (a)

111の息吹 成関 平(-4) 煎茶 20 
18年 3 丹新槌 20 

さえみどり 成図 !fL (-4) 月!!茶 30 
18王手 3 丹新植 25 
19年 3 丹新槌 25 

うじみどり 成図 竿 (-2) かぶせ茶、玉銭 1 5 

やまかい 成樹 早(-1.7) 煎茶 1 0 

あさひ 成樹 中(-0β) てん茶 1 0 

やぶさた 成i議 中 (0) 煎茶、かぶ 190 
18年 3 月新槌 20 

さみどり 成溜 仁ド (+ 1.5) 玉露、てん茶 50 

うじひかり 成溜 晩 (+3) 五露、てん茶 1 0 
18:f!三 3 月新植 2 5 
19年 3 月新植 25 

》、、明、

~~つ 成図 晩(+3.3) ヨミ露 3 5 

こまかげ 成関 iぬ (+4.8) かぶせ茶、玉露 35 
おくみどり )災関 iぬ(+6.6) 煎茶、かぶせ茶 25 

在来種 成悶 娩 全茶種 20 

注:早娩性の若手!のカッコ内はやぶきた比日数。

0早晩別面積 (18年度成閤分)

75a (17%) 中生 250a (55%) 晩生 125a (28%) 

ウ 操み茶工場の品質管理

立) 11共開製茶工場は設立から35年を経過した工場であるが、随時水分計や自動

精操機等、最新技術を導入して同じ生業に対する製茶の再現性を高めるととも

に、製造の難しい覆下茶葉をト分に挟み込む工夫をしている。

また、自動化等を進める一方で茶の品質を決定づける茶葉の蒸しについては、

氏が特に重点的に指導・管理するなど、品種や被覆方法の異なる多様な生葉の素

質を最大様に引き出せるよう品質管理を行っている。確かな製茶技術と買い手の

意向を極力製茶に反映できるよう努力をZまらない姿勢が、市場や買い手の信頼を

集めている。
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(2) 安心・安全な茶づくりの推進

施肥については、覆下茶栽培での点滴施肥技術を地域に先駆けて導入し、約20

a の傾斜地に試験導入しており傾斜地の覆下園における施肥量削減と品質向上と

の両立の可能性を明らかにした。一層の効率化と地域における点滴施肥技術の確

立に向け普及センターと共同して試験を継続しており、地域の施肥基準と比較し

でも低い水準となっている。

病害虫肪徐については、京都府病害虫防除所が実施している 14地区28カ所の現

地ほ場巡回調査や府内22名の病害虫防除協力員等の情報に基づく病害虫発生の予

察情報を参考に、自閣の害虫発生程度をトラップを設置して把握し、病害虫防除

の必要性を検討している。京都府茶生産協議会は独自の茶樹病害虫防除指針を作

成しており、氏は同協議会長としてこの指針に則った清時茶生産を先頭に立って

進めるとともに、整枝時期や被害程度を考慮に入れた効率的な防除を行うことに

より防除回数の削減を図っている。

また、近年にわかに発生したミカントゲコナジラミについては、研究機関や指

導機関と協力して、自園の病害虫の発生を予察し、環境にやさしい防除法(天敵

放飼等)の技術確立にいちはやく取り組んで、いる。ほ場の的確な観察や病害虫の

発生予察により、地域の慣行より農薬の散布回数が3割減となっている。

2. 経営

(1) 経営目標の推移

経営の初期には宇治田原町で一番の経営面積を目指しており、面積拡大を達成

したが、大規模化だけではなく品質を伴う必要があると考え、品評会への積極的

な出品等による品質向上を図り市場評価を高めてきた。京都府農業経営指標にお

いては、玉露(手摘み)十てん茶(機械摘採)体系で、粗収入を95万円jlOaに設定

しているが、氏は、より高い粗収入として1∞万円jlOaを自標とし、乗用型管理

機の導入を行う等、一層の品質向上と経営の効率化をめざしている。

(2) 覆下園の品質と収量の両立と栽靖管理の機械化

茶種構成の多くを占める覆下茶は、良質な製品を得るために強い遮光が求めら
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れるが遮光による生育不良や収量減が発生しないよう、土づくりに加えて整枚に

よる樹勢向上を行い、品質と収最の両立を実現している。

また、覆下茶園で、は栽培管理の機械化が

進んで、いなかったが、平成8!rfの長男清富

氏の就農を契機に茶闘の改良を積根的に

進め、現在経営面積の約半分の2ha~こ乗用

型管理機が導入可能となった。平成19年春

に導入した覆下用乗用型機械により作業

強度が軽減され、摘採精度の向上による品

質向上が図られる等の導入効果が得られ

ている。

(3) 製造

8 覆下用乗用型機械

製造方法は、府内育成品種の特徴的な香味特性を引き立てる、適正な蒸しを基

本としており、消費動向や注文生産に合わせた細かな対応を心がけている

工場は3人の製茶技術者により運営している。専従のオペレーターを置くこと

で、氏は摘採等の作業に専念することができ、工場の稼働率向上や適期摘採が可

能となり、その結果、受託加工による加工料収入も得られている。

(4) 労力の確保

高級茶生産には手摘み作業が不可欠で、ある。従来は茶摘みの労力を地域の人に

依頼していたが、高齢化が進んだため広く町内に求めることとした。自由な時間

に店主申告で就労できる方式を採用したところ、現在3∞人の登録があり、 1 日あ

たり 30人程度の労力を確保している。こうして生産された手摘みの上級品は高価

格で取り引きされており、また地域住民にとっては茶摘みへの労力提供だけでな

く、町の特産であるお茶に対する理解を深める機会になっている。

(5) 販売'情報の収集

販売した茶の評価はもれなく収集し、今後の販売戦略のために分析を行ってい
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る。また、市場への出荷ロット毎に落札業者、落札価格を把握し、その後の摘採

製茶計画に反映させるなど、市況にあわせて臨機応変に有利販売できるよう対応

している。

さらに、独自に販売情報を収集するため、 20年にわたって直売を行っているほ

か、平成17年からはホームページ(久五郎茶園)を開設し、独自に販売情報を収

集している。

普及性と今後の方向

1.普及性

(1) 産地拡大への取組み

宇治田原町は日本緑茶発祥の町であり、伝統的な玉露生産も盛んであったが、

品評会ではお茶の町としての存在感を今一つ示せないでいた。このため関西茶品

評会での産地賞の獲得による茶生産意欲の醸成を図ることが諜題で、あった。その

際、出品茶対策協議会の副会長でかぶせ茶を中心に受賞を重ねていた氏の出品技

術は、関西だけではなく全国に通用する高い技術であることが評価され、氏の被

覆技術や、製茶における蒸熱、 J柔捻方法等は宇治田原町の伝統的な技術を見J1[す

手本になった。

その結果、平成18年度の関西茶品評会で氏自身が農林水産大臣賞を受賞すると

ともに宇治田原町が初めてのかぶせ茶産地賞を受賞、平成19年度も連続産地賞に

つながった。

今後さらに、品評会への出品のための生産技術を地域に普及するため、技術の

継承が期待される。

(2) てん茶の発展的取組み

氏は、自らが中心となって設立した農事組合法人様茶うじたわらの初代代表理

事を務め、法人の経営安定のため、共同てん茶工場における受託作業の拡大、作

業体制の効率化等に尽力した。その後、効率的な運営による経営コスト削減や、

てん茶の需要拡大による収益の増加により法人経営は)11真調で、てん茶製造を志向
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する後継者が出るなど、地域全体の茶生産の活性化に役立つている。

(3) 手探み技術の伝承

一般消費者の関心も高い手挟み製茶は消費宣伝ヒの武器であるが、手採みを行

う最大の意義は、製造の基礎を学び製茶機械を扱う上で必要な感覚を養うことに

ある。このため氏は町内での手投み保存活動を積極的に支援し、自らが提案した

手採み技術の認証制度が近く実現する予定である。

(4) 後継者の確保

これまでの氏の先進的な経営は、卓越した高品質茶生産技術とあわせ、確かな

経営手腕により地域の優良モデルとなっている。氏は、平成 8年に認定農業者と

なったが、 5年後には新たに後継者が認定を受けており、氏の築いた経営は今後

も継続・発展が見込まれる。

また、宇治田原町においては、新規就農者への技術支援を実施されていること

から、最近、後継者が続々育っており、この 5年間で約15名の若い新規就農者が

あり、近隣の市町村では、突出している。

氏は、自らも後継者の育成にも非常に熱心で、、後述するように奥丹後地域の茶

新植にかかる、新規茶就業者を研修生として受け入れている。今後も栽培・加工・

経営技術の支援に II!Tの内外を問わず尽力されると思われる。

2. 今後の方向

宇治田原町の茶業の発展と共に、宇治茶の名声をさらに高めるため、宇治茶の

生産拡大と消費拡大へ向け、宇治田原町の新たな茶園造成の取組み、京都府独闘

の新品種の普及、新たな茶生産地である丹後地域の農家の育成等、今後も大いに

力を発揮することが期待される。

現在は、後継者に経営移譲し、京都府生産協議会会長も退いているが、下両家

の経営では、栽培管理や販売促進等の役割、茶業間体においては、全国茶生産間

体連合会専務理事などの役職にあり、今後も、茶業界の重鎮として地域及び全国

の茶生産振興のための活躍が大きく期待される。
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(1) 宇治茶ブランド確立のための造成茶閣の取組み

宇治田原町では、日本緑茶発祥の地として、宇治茶ブランドのさらなる発展を

目指し孫の代まで茶業の発展が続くことを考え、若手後継者を中心に既存の茶園

と重複しにくい、早く収穫できる集団茶菌(熊茶間)を造成し、法人キJiff:哉で経営

することを計画している。

氏は、集団茶園造成推進協議会 (11戸)の顧問として、若い後継者らの相談役

を務めた。一度は、地権者との折り合いがつかず断念したが、氏は、粘り強く候

補地を探し、目先の損得だけでなく 20年先を考え、後継者が夢を持つ乗用摘採機

が導入できるモデル茶園の必要性を説き、計画をまとめあげた。

すでに、平成18年度から造成が始まり、平成22年 3 月には、約15haのモデル茶

屈が完成する予定である。

(2) 新品種の普浸

京都府では、品質の良い手摘み用玉露新品種として“鳳春"、はさみ摘み用て

ん茶新品種として“展著"を育成し、平成18年に品種登録して、現在、府内に普

及を図っている。

この“鳳春

苗の増産、普及に取り組み、自らも現地適応性を調べるため、試験栽培に取り組

んできた。

将来は、京都府の独自品種として活用し、宇治茶ブランドの品質向上と規模拡

大に生かすためさらに尽力されると思われる。

(3) 研修生の受け入れ

京都府では、宇治茶のさらなる発展のため、茶園拡大による緊急増産に力を

いれており、新しい担い手を育成する場として平成17年に「茶の匠塾」を開設し

ている。氏は、顧問として技術研修の講師を務め指導にあたっているが、新しい

担い手の育成のため、それ以前の平成15年から毎年、丹後地域の農家の長期研修

も受け入れ、自らの技術を教えている。

その結果、丹後地域では、平成18年度では、国営開発農地において30haの栽培
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面積となっており、 6戸の新しい担い手が育ち、来年には、初出荷となる予定で

ある。

また、静岡県、福岡県等他県からの要請で、講演者として呼ばれることも多く、

氏自く f地域を間わず生産者が一体となってさらに茶業の発展に寄与していくこ

とが大切で、ある J を理念に日本全体の茶業振興に活躍している。

(4) 消費拡大とさらなる品質向上を白指して

今後は、自分のお茶を多くの消費者に直接飲んでもらい、リーフ茶のすばらし

さを感じてほしいとの思いから、 fのどが渇いた時は、ベットボトルのお茶でも

いいが、心が渇いた時は、リーフ茶をJ をモットーに、どこへでもお茶を持参し、

機会があれば誰にでもおいしいお茶を飲んで、もらい宣伝している。

また、テレビ、新開等の取材も多く受け入れ、宇治田原町、宇治茶の宣伝マン

として、活性化に繋げている。

茶業の発展振興のためには、昼夜を関わず労を惜しまず、生産者の結束、消費

拡大のため全国を飛び国りたいと決意されており、さらに活躍が期待される。

(執筆者生産局特産振興課茶業班茶生産係小屋松雅史)
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設場糊納馳馳鰍蛸純綿糊馳締桃締納締馳
寺島

室内閣総理大臣賞受賞 捧
必3

5 叩産物(畳表) 香
月間

マ仏

語受賞者虞川宏志 議
。v

E 住所広島県福山市 i 
'V( 
。p

マグ マゲ

常務来場来場来場来場農場者来場春場骨量殺場来場来場骨量場来場場来場骨量来場在来場

受賞者のことば 麗川宏志

この度は、栄えある内閣総理大臣賞を頂き、この上もない栄誉と家族一同

大変喜んでおります。これもひとえに諸先輩、多くの仲間をはじめ、地域の

方々、関係機関・団体の皆様の暖かいご指導とご支援の賜物と深く感謝して

おります。

私の郷土は、広島県東部に位置しており、備後地方と言って古くから備後

表の産地として660年の歴史と伝統を誇る自然環境を活した農業を営んで、お

ります。

昭和37年高校卒業後、産ちに就農に踏み切り、父が営んでいるい草栽培か

ら畳表加工の一貫経営の見習いから始めて、昭和59年に父より経営を引継ぎ

本格的に取り組むことに致しました。この当時はすべて手作業でしたのでい

草栽培も20a~30a が精一杯で、した。ここから、機械化体系の充実により

一時は150 a を栽培しておりましたが、い草は自然環境に敏感に影響を受け

やすい性質であり、妻と 2 人の家内労働では150 a 全体を均一に良質ない草

を作ることは無理と判断し、平成16年より1l0a に減反し、品質管理に重点

を置き、高品質、高付加価値による経営の安定に努力しているところです。

この経営を通じて、私の取り組んで、いることは、自然と共生するい草、

表を生産することです。その中で大切なことは「土作り j です。これまで近
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受3費者のことば

代化農業を目指して機械にたよって参りましたが、なんと言っても良い作物

を作るためには土作りが一番で、堆肥を充分にすき込む土壌改良の取り組み

と合わせて、い草の連作障害対策として水稲との輪作栽培により高品質と増

産に努めております。

また、作業の効率を高めるため、農機具の工夫、改良を行い省力化に努め

る一方で技術開発にも力を入れ、高品質の備後表の生産に精一杯努力してお

ります。これからも積極的に創意工夫に努めて、生産仲間や地域農業のリー

ダーとして'措報交換を図りながら、更には関係機関のご指導を頂きながら、

ゆとりある農業経営を確立し、若者の未来に夢をつなげるような組織づくり

と f創世者の養成に力を入れ、恵まれた郷土を守り、この度の受賞を期に歴史

と伝統ある最高級備後表の生産に今後一層頑張って参りたいと存じます。

地域の概要と受費者の略歴

1 .地域の概要

(1) 地域の立地条件

福山市熊野町は、水田が山に閤まれ帯状に伸ぴており、全地域面積は18.6krríで、

あり、耕地面積l04haで、ある。

農家戸数は374 第 l 図位置図

戸で、販売農家数 ぷ v
は 134戸、専業農

家は10%未満寸

業農家が中心で f 、~ .~ 

あり、 1 戸当たり

の経営面積は少

ない(第 1 鴎)。
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(2) い業等農業の概要

広島県のい草作付面積は、最盛期には1，5∞ha以上もあったが、現在では県東

部の備後地域に限られている。平成18年産作付面積は23ha、生産量223t、農家戸

数25戸、畳表生産枚数は90.850枚で、熊本県、福岡県に次いで全国第 3位の生産

量である。うち福山市では、作付面積 8ha、生産量78t、農家戸数14戸で県内の

約半分を占めている。

2. 受賞者の略歴

贋川氏は、昭和四年 1 月 12日生まれで、

現在64歳である。昭和37年に広島県立沼南

高等学校を卒業後、 1 年間魚、の乾物を扱う

商店に勤務し、商品の流通等について学

び、その後のい業経営に活かされることと

なる。 昭和38年に就農し、い草栽堵・加工

一貫経営を始め、父・寿介氏からい草栽培、

畳表加工を見習う。昭和59年には寿介氏が 写真 1 蹟JII夫妻

体調を崩したため20aのい業経営を引き継いだ。これをきっかけに、栽培の機械

化に積極的に取り組み、栽培面積の拡大を進め、平成10年には150aのい草を栽培

するに至った。その後、安価な外国産製品や他産地との競合に対応するため、平

成16年に品質量規の経営に転換、栽培面積を1l0aとして現在に至っている。

第 l 表い草栽培面積の推移

年 1-t 栽培面積 (a) 備 考

就農当時 (昭和38年) 20 すべて手作業

経営主となる (昭和59年) 50 昭和62年 l 条刈りハーベスターを購入
平成冗年 100 平成7じ年 2 条刈りハーベスタ を購入

10年 150 シスァム乾燥機導入し規模拡大を関る

16年 110 品質維持のため現経営面積に安定

この問、広島県の農業士、(防)日本特産農産物協会から地域特産物マイスターに

認定されたほか、い業に関して農林水産大臣賞等、多数の受賞がある(第 2 表)。
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第 2'衣い業に関する受賞歴等

平成 8{ド いヰ1ぃ製品店長l'会い製品の奇[1において、農林水産大臣賞受賞

9 年 い主主い製品品評会い製品の郊において、農林水産大臣賞受1t
1Oij:二 E! 本い業技術協会から、い業技術功労者表彰受賞'

13Sド い主主い製品品評会い製品の部において、知事賞受賞

15年 い本い製品品託子会い主主の部において、知事賞受賞(ヨシエ氏)
ク い製品の郊において、農林水産大臣1't受賞

16#'. い草い製品品評会い製品の部において、農林水産大臣賞受賞
17{!ミ いろZぃ製品目:評会い草の部において、知事賞受賞

1/ い製品の音[\において、農林水産大臣賞受賞

18年 い草い製品品評会い製品の者[\において、農林水産大臣賞受賞

受賞者の経営概要

1.経営の概要

(1) 経営耕地とい草栽培ほ場の分布

い草llOa、水稲80aの複合経営を行っている。かつては、い草収穫後に水稲を

植えていたが、現在は連作障害防止効果も高いので、輪作を実施している。

また、機械化の遅れていたい草栽培において、いち早く移植機、刈取機、泥染・

乾燥機を導入し機械化を進めた。

い草は、他水田の除草剤の影響を受けやすいこと、地力が高い水田が適するこ

となどから、福山市農業委員会等の支援を受けて、水田除草剤の影響を受けにく

い、条件のよいほ場を借りて、規模拡大と生産安定を闘っている。現在は経営面

積のうち1∞aは借地水聞となっている。

い草ほ場の状況をみると、自作地35aは自宅近くにあるものの、 1∞aの帯地水田

は概ね自宅から 2km以内の 3 か所に分布している。

第 3表経営耐積の概要

種類

作付面積

)
M
 

a

一

位
一

ζ
4
4一
-

、
E

一

-
L
1
0

/
\
-
袋
一
ロ

225 
内自作地水田35

J:llllO 
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(2) 農業労働力

家族構成員 4名のうち労働に従事しているのは 3 名であり、うち 2名が専業で

ある。労働力が集中する植付時期の12月と刈取時期の 7 丹には、地域内からアル

バイトを躍用(期間93人日)している。

また、同居する長男は、忙しい時期には手伝い、徐々に技術を習得しつつある。

役割分担

経営全体の段取り及び作業

製織を中心とし、栽培期間中は共同作業

収穫時の手伝い

(3) 機械化の実現

就農当初は、すべて手作業であったが、機械開発が進むと同時に、先メリり機、

乾燥機、泥染め機、刈取り機、杭打ち機等省力機械はいち早く導入した。品質を

最優先する備後では、当時、機械化は受け入れられなかったが、農JII氏は機械化

なくして「備後表J は守れないとの信念のもと、機械メーカ一等と試行錯誤を積

み重ね導入の先駆者となった。

特に泥染から乾燥まで一貫して作業が可能な大型システム乾燥機の導入によっ

て、泥染乾燥が省力化し重労働から開放され、面積拡大が図れた(第 5 表)。

一方、良質な畳表を生産するため、良質な原料い草生産に努めるとともに、撃も織

時に原料い草の選別に力をいれている。

畳表製織に当たっては常に傷の無い畳表を製織するために、製織途中のトラブル

時に対応する「途中止まり防止機J (センサー)を導入し、織機の改善を進めている。

中継表は17∞年代半ば手織が盛んな時代があったが、現在では手織職人は麿川氏

を含め 2名となり貴重な存在となっている。手織りのよさを生かした機械化ができ

ないか、麿J 11氏をはじめ関係者が研究を重ね、平成11年に機や対裁り中継表を完成さ

せた。

手織中継表は一枚織り上げるのに 2 日間位かかるが、機械織り中継表では一日 4

枚位の生産ができ効率が良く生産量が増大した(写真2、写真 3) 。
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第 5 表農機具及び、施設の保有状況

1m!考

き場

2:-lps 
ドライフゃハロー

移植機 l台
生成者組合共15J利用

"'I~ 
1 'ﾉ� 

ヱn戊 3{j二

平成 4 5r'-
王子成 5if. 

王子成ßif

2 中継表 3 動力 ~IJ*I主織機

(4) 販売形態

JA福山市市場は毎月第 3 金曜日に開催され、市場流通は全体の50%以上とな

っている。また、全出から瞭川氏を指名した相対耳切 j も増えているが、農J 1I氏の

JA市場と相対取引の割合は、 11史ねそれぞ、れ50% となっている。
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2. 経営の成果

い草生産から畳表生産まで一貫した経営を行い、品質管理とコストの軽減・省

力化に努め経営の効率化を図っている。

い草生産量は概ね10，∞Okgで、あり、かつては加工原料として原草い草販売をし

ていたが、付加価値をつけるためほほ全量を畳表に加工し、畳表生産枚安対iヲ2，3∞

枚の販売を行っている(第 6 表、第 7 表)。

直近 3 ヵ年のlOa当たりの生産量はほぼ横ばいで、広島県平均単収と同等で、あ

る。

そぐりの高さを高くして短いい草が混入しない高品質のい草生産を心掛けてい

る。さらに、畳表加工時には、原料い草の厳正な選別を行い、高品質い草のみを

使用した畳表に仕上げている。加工する畳表の枚数は少なくなるが、製品率は高

くなっている。

販売価格は、 1枚当り高い物では13.5∞円、平均すると 3，780内となっており、

全国平均1，350円に比較しでかなり高い評価を受けている。

い草栽培での農繁期以外は、年聞を通して畳表加工を行っている。水稲栽培と

併行して経営を行い、自家労働力を有効に活用し、経費については徹底した節約

により所得率を高めるよう努めている。い草・畳表の年間粗収入は約900万円と

なっている(第 8 表)。

第 6表慶川氏のい草栽培面積及び11又最

作付随積

1l0a 

1l0a 

1l0a 

生産量

1O,560kg 
10，7剖kg

1O,725kg 

第 7 表鹿川氏の畳表の生産枚数及び販売額

| 畳表明数 | 販売額
2.3781女 8，92C加0

2，21財女 必3.000
2，34釧女 8，部&∞o
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単収 (kg/lOa)

成Jl I氏
960kg 

鉛Okg

975kg 

(単位:円)

価格(円f枚)
際川上県平均

3，7印 3，7∞
3鮒 3，700

3,780 3側



第 8表過去3 ヵ年の経常収支 (単位:千円)

科目
王子成16年度 l7J'FJ5t 18年度

ぃ ~ï .畳表 水稲 い草・ 1恕:表 水稲 ぃ:卒・畳表 水稲

収入 販売金額 8.920 662 8433 990 8,868 966 

収入言\. (A) 8,920 662 8.433 990 8.868 966 

税lï'í'Et'( 110 20 126 33 135 30 
肥料・ J~~在校 649 152 602 203 627 194 
投手t.~j( 450 548 30 414 15 

耳JP11iE2 
水道光熱ï!l 551 35 600 56 603 53 

百者材*HN 331 31 543 18 597 31 

修繕Tl 580 60 600 75 650 65 

~Jl 
減frlli1ft去iJ ïJl 573 56 573 56 573 56 
地代 175 66 178 96 129 96 
j雇用労賃 651 。 596 。 558 。

租税公設: 50 20 48 19 45 18 
その他 80 6 86 6 92 8 

|経質計(ち) 4,200 466 4.500 592 4.423 566 
所得 (A) 一 (B) 4,720 196 3.933 398 4,445 400 

護費財の特色

1 .技術面の特色

い草栽培は苗作りから始まり、分げつ(株張り)により増摘した苗を株分けし

て、一番寒い12月頃槌付、一番暑い 7 月にメ刊文(収穫)を行う(第 9 表、第10表)。

第 9 表い草の栽培概要

;頃 [1 \月 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

い草(本校1) 口 ﾗ 

い草(:J:l!l部隊) X 関

い草(八月水田市床) X 関

JJ( 稲 X 口

FL 汐1 1: -・定値 口. .11)(穫 問. . Wí取り
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第10表い草の栽培!晋

月 本町 苗床 加工(製織)

1 苗の準備~定植 定楠 畳表加工

2 除草剤散布 畳表力日I

3 l徐:本剤散布 畳表加工

4 徐草剤散布 登表加工

S 先刈り・追肥・杭打ち網掛け 畳表加工

6 追肥・病害虫防除 畳表加工

7 収穫・乾燥・結束

8 貯蔵 畑苗床の増加分を水田苗床へ移楠 畳表加工

9 :畳表加工

10 畳表加工

11 世[取り 畳表方IJ工

12 l':l'fの準備~定植 畳表加工

(1) 品種の特性を活かしたきめ縮かな栽培

広島県農業試5対語い草試験地(現在は廃止)で育成された、「いそなみJ Iせと

なみj を栽培するほか、近年「ひのみどり J も導入した。

fいそなみJ は分けつが多く栽培しやすいが、茎がやや太く着花しやすいのが

特徴である。昼夜の温度格差の大きい県内陸部向けの品種である。

「せとなみj は分けつが多くて茎は細く着花の少ない品種で、栽培がやや難し

い品種である。畳表にすると自が揃い「備後表j として最高級品に位置づけられ

る。

平成10年に熊本県で育成された新品種「ひのみどり」は、従来の品種よりさら

に茎が細く花の少ない品種である。栽培技術は難しいが畳表にすると揃いがよく

消費者からの要望も強いことから広島県の奨励品種に採用された。

第11表康郎氏のい草栽培品種の推移 (単位 :a、%)

年特別 せとなみ いそなみ ひのみどり

平成冗年 90 (90) 10 (10) 
10年 130 (87) 2 0 (1 3) 
16年 97 (88) 13 (12) 
17年 80 (73) 30 (27) 
18年 8 0 (7 3) 30 (27) 
脊成年 昭和57年 昭和45年 平成10年
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技術水準の高い康J III去は良質 2 品種に絞って栽培し、 r-ttとなみJ 73%、「ひの

みどり J 27% を栽培している。康Jl I氏は!忍内のい草栽培者にこうした品種特性を

活かした栽培技術を普及させ、県全体のい製品のレベルアップに貢献された(第

11表、写真 4) 。

4 広j込時で~&府されている 3 品種

(2) 輪作と士づくりの徹鹿

いは同一ほ場で栽培を続けると、深根性、多肥栽培などから述作障害が発生

し、生成長・品質共に低下する。

対策として、土壌診断を行い、 3 年lWーから広葉樹チップを素材とした牛ふん堆

肥を 1 ~ 1.5 t / lOaの施)I:j (lOa当たり1.5tで 5~6千河)や土壌改良資材を施m

して、土づくりを行い、高収量・高品質い草を生産している。また、 3年以 i二の

連作を避け、 3 :tj三に l凶は水稲を植えてい草FHを替えている。また、生育1m答の

原因となる近隣田からの水稲除草剤流入を妨ぐため、額縁I明きょの設置や流入防

止など水管理を工夫している。

肥料は、土壌劣化を紡ぐため化学把料に比べ経費が高くても有機質肥料を使っ

ている。

(3) い草生産技術の高位平準化、安全栽堵を先導

5H までのい草の生育状況を判断して行う先刈りは、これ以降に発生するし

が畳表の原料となるため、最も重要な管理作業である。

県普及関係、福111 1'11 、 JA、い草生産者等が一体となり育状況の把握と管理
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について検討するため、ほ場巡回を 4 月末(先刈り前、追肥前)、 6 月末(収穫

適期)に実施しているが、康川氏は生産者代表の組合長として、常に 1) ーダーシ

ップをとっている。

主な害虫は品質低ドの原因となるい草シンムシガであり、発生状況を調査・把

握し、協会を通じて防除適期を通知し、害虫による品質低下を阻止している。

病害虫発生予察を行っていた広島県農業試験場い草試験地の賂止や、広島県病害

虫防除所によるい草病害虫発生予察事業が廃止され、広島県の発生予察は、広

県繭業協会が引き継ぐことになり、麿川氏が中心となって生産者自らが行ってい

る。

い草栽培では、本来農薬散布回数は少ない作物であるが、発生予察により適期

防除を行い農薬散布団数を最小限に抑え、環境にやさしい、安心・安全な栽培を

している。

(4) 収穫機の導入と泥染・乾燥に創意工夫

収穫作業は鎌で手刈りをし、短いい草を振り落とす「すぐり作業」の後に結束

する最も過重な工程であり、一連の作業を l つの機械で完了する収穫機は不可欠

である。収穫機は、 l 戸当たりの経営規模の大きい九州ではすぐに普及したが、

収穫持にい草に傷がつき品質低下することから、品質最優先の備後では普及しな

かった。

康川氏はいち早く収穫機を導入して試行錯誤を繰り返し、収穫時に傷がつかな

いようメーカーと連携し部品を検討・改良した。また、経験から傷がつかないよ

う朝露がある早朝刈りや散水をしたり、収穫機の回転数を抑えたり、 1 方向だけ

の刈り取りなどの工夫をした。今では地域の栽培者にも収穫機の導入が進んでい

る(写真 5) 。

現在は、長男とともに 2 台の収穫機で早朝刈りを効率的に行っている。また、

品質が低下しないよう収穫したらすぐに泥染・乾燥を実施するなど細心の注意を

紅、っている。

f備後表j の特徴である銀白色を出すために、染土の検討を繰り返し行って、「備

後表j として統ーした泥染を開発した。地元や九州の染土を集め単品、あるいは
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配合して一定の条件で泥染め・乾燥をした。最も「備後表」にふさわしい染土を「申請

後表J にかかわる生産者から加工、販売業者で検討し現在の染ニl二を作り上げたO

乾燥時の温度についても他県よりも低い500C~ 55
0

C で16 ~ 17時間かけてゆっ

くり仕上がるよう工夫をしている。

5 い草)1又舷:機による収誌作業 6 i}~染状況

(5) 高水準な畳表製織技術

「備後表J の特徴は、品質の良いい草と畳表製織技術にある。高級畳表生産の

ためLL型の動力織機で、150cm以上の長い原料を使躍し、最高級畳表を生産してい

る。

事訴故時のJ支制すとしては、

① 一本一本の選別により病虫害等により変色したい草を捻き厳選

② 製織1誌にい草は力Il?援を行うが、織場や色艶に影響するのでッ'K分調整に点、ITI心の

注意を払う

③織り{毎のないようにするため、途中止まり防止機の設設

④ い草の本数を多く織り込み!耐久性のある畳表にするため、良質の麻糸を徒用

⑤ 出米ヒがった製品は、一枚一枚厳重に検品したうえで出荷

以上であるが、演出氏はこれらの高い畳表製織技備を習得している。~~に動力

中継織機に代表される技術革新は特筆される。通常の動力織機は一本のい草を左

から布、又右から左へと渡っていて引通表という。この改造した中継織機では、

短いい草を真中で交差させている。中継織は短いい草でも、その中央部分を使う

ことで強い畳表となる。
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2. 経営酉の特色

い草の生産から議表製造まで一貫した経営を行い、年間就労を実現している。

また、コストを削減するため機械化による省力化と経営の効率化に努めている。

(1) 中型機械利用の一貫体系の確立で規模拡大

い草経営は重労働であった。特に移植作業と収穫・乾燥作業が代表であるが、

これら作業の機械化は、品質に大きく影響するため難しい課題であった。また、

先メリり機、乾燥機、泥染め機、杭打ち機等省力機械いずれも同じような課題を抱

えていた。

麿111氏は、試行錯誤の中から実用化の目処を見いだすと同時に、自ら栽培技術

を機械に適応するように変えていかざるを得ないと決心し、いち早く機械を導入

して、機械化体系の実現を関り、lOa当たり 205時間と省力化を図った(第12表)。

移植機等は、作業適期rjJffiが広く、共同利用が可能なため、生産組合で共同購入

し、コストの低減に努めている。しかし、この移植機は掻き取り式であるため欠

株が出やすく、減収につながるため、資J' 11去はポット式移植機の導入を検討して

いる。

厨川氏は品質を最優先する「備後表J に適するように、機械の改良と技術向上

に努め、高品質い草生産を実現している。

第12表 J主主誠導入による広島県と m~vl'氏の労働時開の変化 (単位:時期/lOa)

作業名
全作業手作業 i筑後~乾燥機械化 全作業機械化

J]i{}l 1氏
~ 1970年頃 1970 ~ 1997年 現在

苗の準備~植え付け 140 140 100 85 
i以 1 1 0 50 47 40 

泥染め ~ 乾燥 200 5 5 ら 3 49 
その他の作業 100 65 63 31 
iIコ〉、 550 310 263 205 

(2) 畳表加工による年間労力の活用

機械化による省力化と栽培面積を拡大する一方、い草経営は時期的に多労であ

るが他の時期は作業をあまり必要としないことから、労働力の分散を図られた。
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牒J 11氏は栽堵面積の拡大に応じて徐々に加工部門を拡大し、現在ではい草生産

を通年加工して販売している。

年間j を通じての労力分散は、い草専作経常として歩むことを口Hmとした。また、

収入のi時加と安定が悶られ，niVII氏は、い草生産者の日標とされるようになった。

こうした経営体系は、地域の生産者にも広がり、現在ではほとんどの生産者が栽

培から製織までのゴ主体系をとっている。

(3) 最高級の全国ブランドとして流通

成)1 1氏は、広島県い草生産組合連絡協議会会長就任後、良質い草生産のため、

栽培-技術、泥染・乾燥技術、製織技術等について会良相互の情報交換を進めるた

めに定期的なjíJI 究会を実施し、産地の技術ーレベル向上に取組んだ。

ぃ畳表の良さを再認識してもらう取り組みも、広島県荷製品商業組合等と

ともに、関東地方、開問地}jの大都市へ出向き、販売拡大を行っている。脱出氏

も自分の畳表を持参し備後畳表の良さをアピールする活動を重視している。

JIlt川氏の畳表は全国で、も評価は高く、首相'I~Xt~l\や京都迎賓館、又京都の河本願

寺等の神社仏関、有名料亭等へ使用されている(第13表)。

第13表 IJ;'(JII J::~の畳表納品先

(4) 夫婦の協調と分担による良品質表の生産

-ヨシエ氏は、主に製織作業を担当している。女性らしい繊細さで原料を選

別し丹念に織る、その製織技術は高く評価され、各種品評会等で常に上位を占め

ている。

また作業日誌、記11医等も夫人が分担しており、夫婦が上手く分担し協調した成
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果が何度も各種の表彰を受けたことにつながり、しっかりした経営を築いた原動

力である。

普及性と今後の方向

1 .普及性

(1) い草産地の再生

嫡後ぃ:草を使用した備後畳表については品質・耐久性も良く、高級ブランド品

として高く評価されており、注文に応じきれない現状である。いくら高くても物

がないと産地は成り立たず「い草産地の再生」は悶難かっ重要な課題であり、産

地、関係機関あげて取り組む必要がある。

康J 11氏の経営方針は利益優先型ではなく、「備後表J の名声を重要視し、伝統

を守ろうという職人気質で、ある。以前、個々の生産者は自らの技術は公表せず独

自で、備後表の生産を行っていた。こうした古い産地が陥りやすい問題を重視した

賢川氏は、生産者の代表となると伝統産業を守ろうという思いで、自分の技術を

広く会員に教え、会員全体のレベルが高まるよう努力している。また、康JII氏は

踊ることなく、九州・北陸の産地を皆で訪ね技術を交換し、新技術や情報を収集

して地域で活かすよう努力をしている。

氏の下には、毎年のように九州等から日本一高価に取引される「備後表J の研

修や調査に多くの人が訪れるが、技術を常にオープンにして丁寧に教える。その

ことが多くのネットワークにもつながり、全国い草生産者のリーダー的存在とし

ての地位を確保している。

なお、い草生産者、い製品商業協伺組合、畳表生産者組合、関係市町や農協、

広島県開業協会、広島県等で構成する「特産い革、備後表産地推進協議会J (平

成10年設立)では、産地を守る取り組みを検討している。康川氏は、広島県い草

生産組合連絡協議会会長(平成 9年就任)としても、栽培技術向上に努めるばか

りでなく、特産い草・備後表産地推進協議会副会長(平成10年就任)として、以

上のような取り組みの中心的推進者として活動している。
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(2) 更なるブランドイヒ

f備後表J をよりブランド化するため、証票「びんごうまれ・びんごそだち」

を作成した(写真7)。備後特産畳表(商標登録申請済)であることを証明する

ため、これを畳表一枚ごとに織りこんでいる。更にその証票の裏面には生産者の

住所・氏名を明記している。この証禦の発案は康JII氏である。

これらの取組みは、「備後表j のブランドと信用を守るために是非必要と考え

られている。消費者に安心と信頼を崩けることをそットーにしている。

また!責Jl I氏は、平・成元年から広島県臨業

協会理事となり、い草生産者、畳表加工者

の代表として再生産できる適正価格での

取引が産地を維持すると訴え、市場などか

ら翌日解を得ている。更に、生産J臨時だけで

なく、畳表の良さを PRするため、パンフ 写真 7 ひんご畳表の証票

レットの作成、イベントの開催、学校の空き教室への畳利用推進等さまざまな消

費拡大. r備後表J の周知活動を行っている。

2. 今後の方向

(1) 地域のリーダーとして貢献

l~i'fJl I氏は、平成元年から広島県開業協会理事、平成 9年から広島県い草生産組

合連絡協議会会長と、い業関係の姿I般につき、広島県い業振興に多大な貢献をさ

れている。

一方、広島県内のい草農家の指導者として栽培技術を始め生産組合の組織の育

成に貢献している。製織技術向上についても各種J刑多会場に、白らの織機を持ち

込み実演を行いながら研修も行っている。

福山市内の小中学校の諜外授業で多くの児童生徒が訪れると、実演を交えて解

りやすく説明して伝統と文化の継承指導を行っている。また、全国から多くの畳:

関連業界や生産者・間体・指導者が視察研修に訪れるが、 r1:結後表J の製法の{云授

や栽培技術などを教えるとともに、い草を守っていこうと訴え続けている。

その他、平成 6年より広島県農業士として、また平成 9年から福山市の認定農
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業者として認定を受け、更に日本特産農産物協会より地域特産物マイスターの認

定を受ける等地域農業全般の推進役、相談役として活躍をされている。

第14表 い業及び地域関係の役員歴

昭和61年~現夜 裕Ilrflîvγ中:生産組合連絡協議会会;長

平成JG年~現在 広島県商業協会理事

3 1ド~現在 福山い苧:し、製品生産総合紹合長

9 j'ド~現在 広島県い車生産組合迷絡協議会会長

lOi!三~現在 特産い草・併íjf灸表疎地:jií~進協議会副会長

昭和40年~58j'!ミ 福山-m熊野IIfJ消防団員

491ド 601ド 福111市熊野町体育協会役員
平成元年~9 王手 ]A福山市あとつぎ会副会長

j[;:f!ニ 7 if'. ]A福山市共済友の会役員

l1iド 千五'I IJI市熊野町大r~r~~農民長

14主ド 福山m熊野町大寓束III] 内会長

16年~現衣 福山 TI1水日j農業推進協議会「担い手」として認定

19年~現在 広島県東部農業共済総代

(2) 後継者等の若者

長男 (28歳)は他業を行っているが、収穫時期等農繁期には機械利用等を手伝

っている。

長男が経営に参聞すると、農業機械・施設等は既に整っており、現在の 2 倍程

度の規模拡大は可能で、ある。田定費用は大きく変らずに粗収入が増加すれば前途

が開ける。

また、長男が後継者となると連鎖反応で、地域内に後継者若手グ、ループの形成が

見込まれ、家族だけでなく地域も活気づき、歴史と伝統ある「備後表J を守るこ

とができると、大いに期待されている。

(3) 待たれる技術開発と栽培指導の充実

い草における、新品種・新技術開発l立遅れており、技術指導も少なくなりつつ

ある。また、土壌消毒剤・除草剤などでは登録剤が少ない。

機械面では、現在の移植機は高品質い草生産は難しいため、移植用ポット高等

の検討が必要である。また、原草い革の選別も手選別では限界があり、時間短縮

のためにも光センサーによる枯れい草除去選別機の改良が必要であると蹟JII氏は
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指捕されている。

伝統ある地域特産物と産地を守るためには、行政・試験研究・普及、吏に機械・

資材メーカ くの機関・団体の支援が必要となっている。

(4) 備後表の再生を目指して

f特産い革、備後畳表産地推進協議会j で、産地・伝統工芸を守る取り組みが

検討されてきた。この会の中で、現在の活動に加え、新規就農者を確保する rf:z.り

組みを検討し始めた。

い草栽培を始めるため、農地の斡旋、栽培技術指導者の時保、製織技術の支援、

販路等、生産から加工販売まで一貫して支援できる体制整備を産地として作る必

要がある。また、厩史と伝統あるい草産地であるので、先人が築いたj立iのにじむ

ような歴史、栽培技術、機械化等の変還を後 111に伝え、{云統技術を継承する資料

館の設立も検討されている。

これからの守る取り組みでは産地が雄持できなかったことを踏まえ、新しい視

点から攻めの取り組みを展開していくとともに、後継者を育成する必要がある。

院) 11氏をはじめとする関係者が英知を出し合いれ の発鼠に向けて-JLとな

って取組むjj判l にある。

(執築者生産品特産振興課地域特産斑工芸係長室t井忠)
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受賞者のことば 竹下 清・一子

この度、私達夫婦は、平成19年度農林水産祭において栄えある日本農林漁業

振興会会長賞を頂きました。

この事は、地域のたばこ耕作仲間、日本たばこ産業株式会社、熊本県たばこ

耕作組合、併せて熊本県、宇土市、 JA等関係機関の皆様方の温かい御指導御

支援があったからこそ、受賞できたものと感謝しております。

昭和42年、 16才で就農しましたが、何の技術もなしただ仕事をするだけの

毎日でした。就農当時は、たばこ42a 、水稲108a の経営でした。

昭和初年頃から、たばこ、い草、みかん、水稲の複合経営に取り組みはした

ものの失敗ばかりで、亡き父からは「金を取る前に必要な基本は、堆肥作り、

土作り、作物の生育を学べJ と厳しく教わり、またある先輩からは f物を盗む

は泥棒なり、技術を読むは財産なり J と教えて頂きました。多くの先輩、後輩、

地域の仲間の温かい励まし、指導・支援・協力のおかげだと感謝しています。

宇土市は基盤整備が行われ、排水ポンプが設置され、たばこ作も畑から水田

へと転換されてきました。たばこ作環境においても、共同育宙施設及び受委託

共同乾燥施設の設立、大型機械や専用機械の導入等により規模拡大が進み、昭

和63年にい草を止め、新たな出発となりました。

170 



受賞者のことば

平成 7年には長男カ守先践し、平成12:ff:-の結婚を契機に家族経営協定を締結

し、現在、私達夫婦と長男夫婦で責任分担を決め、たばこ505a 、みかん140a 、

水稲2∞ a の経営となりました。

現在、土作り、ぼかしJ問自作り、除草剤の削減、土壌改良に取り組んで10年

近くになります。農作業中、長男達とよく意見が食いちがうこともありますが、

そんな時は10分程度休憩を取り話し合いを行います。

農業は毎年が一年生です。多くの失敗もありますが、段業の素晴らしさは家

族の和、 仲間作りです。栽培技樹、作業効率、農機具の工夫改良、靖報交換

を図り共に学び、おい突顔で励ましあえることが宝です。

今後、今ITIJの受賞を契機として、さらに私達も地域のたばこ耕作仲時速と共

に、農業は厳しさもありますが、素晴らしさもいっぱいあることを伝え、地域

の農業J反罪~の為に努力していきたいと思っています。

にありがとうございました。

地域の概喪と受繋審の路歴

1 .地域の概要

(1) 地域の立地条件

宇土市は、熊本県のほほ中央部、熊本平野の南部に位置しており、有明海と八

代海をご.分する宇土半島のほほ北半分を II:[めている。市内は、九ナトi を南北に縦

する i語道 3 号線及び宇ニi二半島を東関に天草方面に伸びる国道57号線の主要道路、

]R鹿児島本娘及び三角線の鉄道が結節する立地条件にあり、熊本市への通勤・

通学の利便が良し、0

rlîJ或は東西25km、南北 8kmと東西方向に耕民く、総剖積は74.19kmで、あり、気候

は年平均気溢1íC と温暖で、年間平均降水量は1，477mmとなっている。給!世帯数は

12.336戸、総人口は38.023人で、このうち農家戸数は1，465戸(総母子苦数の11.9%) で

ある。
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(2) 農林水産業の概要

宇土市の農家戸数のうち、主業農家数は372戸(農家戸数の25.4%) であり、県

平均 (26.8%)と比べて、やや主業農家の割合は低い。 耕地面積は2，030haで、こ

のうち水田が1，4∞haと全体の約 7 割を占める水田地帯である。基幹的農業従事

者数は1，454人で認定農業者数は176人いるが、葉たばこ生産者はこのうち42人で

ある。農業産出額は50.6億円であり、このうち野菜(メロン、トマト等) 17.0億円、

果実(みかん、デコポン等) lO.9億円、工芸作物(葉たばこ) 8創意円、米8.6億円

となっている(第 1 表、第 2 表)。
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第 2表宇土T打における主要農産物のj却Ij"，額 C'F:成17年政) U�1)'[ :億円)

�: 0 I人jは宇土rl1"における各農産物の熊本県」こがめる都合(%)

熊本県の業たばこ生産は、販売金額(平成18:9三度)で全国 11立である。宇土市

においても農業の基幹作物の一つになっており、耕作者数60戸、作付出積U73ha

で、主な種類は第 l 黄色種である。 宇土市における黄色種の l 戸当たりの平均作

付面積は2.88haで、これは県平均(1.85ha) 及び全国平均 (l.84ha) より約 1 ha多

く、大規模栽培が行われている(第 3 表)。また、作付規模でみると、熊本県で

は1∞a~2∞aが全体の半数を占めているが、宇土市で、は2∞a~4∞aが約 6 割を

，~îめている(第 4 表)。

葉たばこは、土壌が過混または通気不良になると生育障害が起きるため、畑作

が一般的であるが、宇宇.二土仁T市市じ打‘で、はすべてが水 i出宜で

ゴ士二地利用型作f付すす叫‘イf体本系がとられて、大規模に lすj地化されている。宇土jlrの基盤整備

率は65%で、対象となるほ場はほぼ基盤整備が完了している。業たばこは、基盤

整備に加え、強制排水により大i却時で、もほ場が潜水しない施設が完備された水EB

に作付けられており、この恭盤整備と排水施設(ポンプ)の設置が大規模な葉た

ばこの団地化を rû^能としている。

作付YíJぽ: 生産法 販売綴
…1二1 当 一戸当

区分 主ft ~;ì'i 而積 販売綴
oゴ) (ha) (t) (Eî7J円)

(ha/戸) (千円/戸)

サプニ1'. J! i ~!i♂色f1ft 60. 173 327 671 2.88 11.183 
黄色fl1!: 1.019 1.888 3.763 7,471 1.85 7.332 

1[~ :.4ド訴し 在米総 73 50. 122 201 o..槌 2.753 
1.0.92 1.938 3.885 7.672 1.77 7.0.26 

黄色級 6.952 12.80.0. 24.187 44.764 1.84 6.439 

会 i主i
パーレーも1ft 7.152 5.535 13.174 23.172 0.77 3.240. 
在来椋 313 177 378 655 0..57 2.0.93 

14.417 18.512 37.739 68.591 1.28 4.758 

円
六U

円i
1
1

ム



2. 受賞者の略歴

竹下清・一子氏は、葉たばこ505 a を栽

培する全国的にも大規模な葉たばこ農家で

あるが、葉たばこに加えて、みかん140 a 、

水稲200a を栽培する複合経営により、家

族の協調・協{動を核とした特色のある農業

経営を営んで、いる。 清氏は昭和信年に就農

したが、当時は葉たばこ42aと水稲108a の

経営であった。就農時にみかんとい草の導写真 1 竹下法、一子夫婦(布)と
入を考え、昭和43年にみかんlO a 、また昭 後継者悟、昌世夫婦

和45年にい草20a の栽培を開始した。

昭和50年の結婚を機に、業たばこ作を中心とした複合経常に専念することを決

意し、経常移譲を受けた昭和62年に葉たばこ専用機 (A P -1)を導入して栽培

規模を2∞ a に拡大し、その後、受委託乾燥施設への加入、後継者の就農、情地

によるほ場の拡大、葉たばこ専用機の追加導入等により、経営規模の拡大とほ場

の集団化を図ってきた(第 5 表)。なお、い草はたばこ作との労働が重なり、か

つ重労働であるため、昭和63年をもってい草栽培をやめている。
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第 5 表 竹下jj号・ 晶子氏の葉たばこ生産の経緯

年次 司門~f M�' 

S42:1'ド 泌氏就農

43:íド みかん栽府開始
50:f1二 一子氏と結婚

58:凬-11H也
621F 経営移談及び紫たばこ専用機 (AP-1) 導入

日 2 .1ド 受委託乾燥施設へ加入
7:�F 後継者(-陪)就農
8#: 借地及び後継者就農による労働力確保

9 1ド 農地購入 (30 a) 及ぴ借地

1O:íド 梁たばこ専用機 (AP-1) 導入 (2 合同)

12::f:ド 後継者 u官)結婚
13.11:: 12池購入 (50a) 

楽たばこ専用機 (AP-1) 導入 (3 命日)

181ド ほ場柴田化

受費者の経営概要

1 .経営の概要

作付

面積

42 
47 
115 
160 
200 
250 
300 
360 
400 
420 
460 
460 

505 

(単位: a) 

業たばこ

参考
うち{首 (i全戸国当平溺均談) 

みかん ;J(f� 

地

108 
10 108 

45 79 30 108 
90 90 60 108 
130 100 60 108 
180 80 120 
230 120 140 
290 142 120 140 
300 147 130 180 
320 150 130 180 
320 160 140 180 
320 165 140 180 

355 185 140 200 

葉たばこ栽培は、金問一律にJTとの契約により栽培されている。 JTとの契約

内容は、栽培面積、種子の配布、使用農薬、出荷方法、買入時期・場所、価格、

災害援助等が定められていることから、栽培農家は、種類(黄色種、パーレ一種、

在来種)の選択、栽培地の自然環境を生かした栽培技術、ほ場の改善の点で経営

の良否が決定されてくる。

竹下氏の経営の特徴は、葉たばこ作を Iニ1"心としたみかんと水稲の複合経営を行

うことと、借地や専用機の導入等による大規模化と高品質生産の維持で、ある O 平

成18年の作物ごとの作付面積は、葉たばこ5.05ha、みかん1.4ha、水稲2.0haで、ある(第

6 表)。この経営規模は宇土市の葉たばこ農家 l 戸当たりの平均経営面稜の約1.8

倍となっている。 農業労働力は家族労働力として候補者夫妻、長男夫姉の 4 人で

ある(第 7 表)。また、躍用は、年間延べ200人導入している。近年、雇用者の高
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齢化が進み、雇用労働力確保が課題となりつつあるため、良好な労働環境や人的

ネットワークの維持には十分に注意を払い、近隣地域における熟練者の雇用の維

持を実現している。

第 6表農地の保有状況 (単位: a) 

J主:期間借地とは業たばこ作に限って{昔りるほ場をいう。

第 7表家族労働力

氏名 続柄 年齢
農業

農業経営での役割
従事

竹下清 本人 56 l 葉たばこ、水稲、簿記及び、作業日誌記I!I長

一子 安 48 葉たばこ、水干ifi

'1沼 長男 30 1 葉たばこ、みかん、水稲(契約栽培)

畠 iな 長男の姿 32 1 業たばこ、みかん、水稲(契約栽培)

機種 導入年 台数等 対象作業

管理作業 (AP-1) S62，HlO，l3年 3 台 移植、防除、わき芽処理、心止、収磁等

葉たばこ乾燥機 6 台 (56.2ill) 乾燥

トフクタ H5，l0年 2 台 (33ps.26ps)

管理機 H4，6，8il三 3ﾉ� 設峰、培土、 i誇掘

陛立機トラクター HlO年 l 台 整11庄一貫作業
移植機 (AP-1装稿用) 日13年 l 台 業たばこ移植

動力I噴霧機 3É口、 農薬散布
フック 乾燥機用品り兵

トフック Hl4，l6，l8年 3 ムl二I 葉たばこ， j:ít}j~運搬

みかん選来機 日O，Hll年 2 'é仁ヘ! 

モノレール 日6年

E1:l槌機 日17年 l 台 水稲植え付け
コンノ tイン 日7iド l 台 水稲刈り取り
作業所(納屋) S56:年 150ぱ

脊IBハウス 2棟 (5∞ば) 子床(前作り)
共同乾燥施設 日2年 12/459口

堆月巴舎 出8年 12∞Iぜ
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主要な農機具及び施設の保存状況は第 8表のとおりである。葉たばこ栽培は、

移植から収穫までy)u時的に能用できる葉たばこ専用機 (AP -1)により、他の

畑作物よりも比較的機械化が進んでいる。専用機の導入にはJTの助成事業を活

用し、規模J広大に対応しながら機械装舗を凶ってきた。

2. 経営の成果

葉たばこは、 JTへの全量販売となる。 価格は葉たばこ審議会において決定さ

れ、平成18年産の葉たばこ価格は、竹下氏が栽培する第 l 黄色種の合葉(茎の中

段に着生する価格慌の一番高い葉)場合、2，280Pilkg (A クラス) ~ 1必Ol-[Jlkg (C 

クラス)となる。平成同年産は、集中豪雨や E! 照不足など天候不}II真による被害に

みまわれたものの、後述の技術的特色に記述したい栽培技術により 11，642kgの

収量があり、かつA タイプ率が96% (全国平均74.2%)と高かったことから約26

百万円の販売額となった(第 9 表)。

については、減姉償却費は全国平均と開等であるが、所有する機械類の

定期的な点検を行い、できるだけ長く鈍加するため修繕費が全国平均より高くな

っており、また機械化を進めているため動力費も若干多い。 地代も当該地医の葉

たばこ作の場合は高く、これらが生産費を押し上げている。そのため、

体としては全国平均に比べてやや高めになっている(第lO表)。

労働時間については、わき芽処理の徹底を関って高品質を権保するため、心止

作業に労力を要しているが、総じてみると全国平均並となっている(第11表)。

第 9 表葉たばこ経常収入の推移

単価(円/kg)

竹下氏 j 県平均

2,230 1.976 
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A品率(%)

竹下氏;煤王子均

96.0 74.2 



第10表葉たばこ(黄色種)のlO a あたり生産費 (単位:円/10a) 

竹下清氏 全国平均

区 分
平成16年産 平成17年度 平成18年産

(平成17年)
(黄色種)

種t古費 。 。 。 12 
肥料費 32.503 31.233 33.433 32.156 

院 24.027 23.076 25.172 23.569 
8.476 8.157 8.261 8.587 

乾燥燃料費 10.514 12.131 12.218 10.881 
諸f~オ料費 21.530 20.678 23.365 14.793 
防|徐費 16.764 15.132 21.155 21.256 
建物償却費 10.716 10.292 10.292 7.553 
大農具償却費 37.332 36.908 36.027 41.285 
建物修繕費 。 。 。 921 
大農兵修繕資 29.835 25.068 22.943 7.668 
小農兵費 1.930 3.974 2.931 3.889 
動力安 12.343 14.241 14.342 12.161 
労働費 218.974 211.994 219.110 209.972 
|家族 187.246 177.068 191.189 198.638 
|雇用 31.728 34.926 27.921 11.334 

賃料料金 35.616 32.929 32.278 28.121 
包装荷造費 7.755 7.650 7.708 8.645 
費用合計 435.812 422.230 435.802 399.313 
副産物価額 。 。 。 。

435.812 422.230 435.802 399.313 
資本利子 12.457 13.399 12.755 21.426 
地代 32.055 31.283 30.664 26.295 
第 2 次生産主主 480.324 466.912 479.221 447.034 

粗収入 544.588 585.149 514.153 454,493 
所得 296.022 339.987 269.540 253.818 
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受麓慰の特色

1.技術的な特急

(1) 大規模葉たばこ栽培における高品質安定生産

ア.葉たばこの平均作付面積は、全国平均が1.8ha、宇土市が2.9haで、あるのに対し、

竹下氏は5.1haで、あり、平均規模を大きく!二阻る大規模経営を営んで、いる。この

ような大規模経営を可能にしているのは家族労働力に加え、雇用労働による労働

力のみならず、以下の積極的な省力化を図っていることにある。

① 葉たばこ専用機 (AP 1) を昭和62年から導入し、葉たばこ生産労力の省

カイヒを図り、平成10年、 13年にはさらに各 l 台を導入して、計3 台のAP-1

を領府した栽培管理を行っている。 1 台は移植・マルチ除去の専用機として、

他の 2 台はわき芽除去、!坊除、収穫用とすることで作業負担量に応じた効率的

機械利用を実施している。

② 苗床作業の親床を委託するとともに、平成 2:'9三から乾燥作業を受委託乾燥施

設で処理することで、全作付面積505a のうち 120 a 分の葉編み、乾燥作業を委

託で処理し、その時間をきめ縮かな収碓・乾燥作業などにまわして高品質生産

につなげている。

③ 地域の高齢農家の遊休水田などを長期借地あるいは期間借地することで、自

作地および既存借地の周辺に耕作地を集約して、すべてのほ場を自宅から半径

1.5km以内に配置し、効率的な作業を可能にしている。

④栽培資材である不織;{rîおよび貼付フィルムを使い分けるとともに、被覆期間

及び被覆時期をこまめに調整することでほ場ごとの生育に差を生じさせて作

期を分散させている。

イ 一方、大規模栽培ながら基本技術の励行による高品質安定生産を達成してい

る。具体的には、

① 畜産農家と契約して安定的に牛舎の敷わら厩肥を購入し、あるいは 2∞ a 
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分の稲わらと厩肥30 t を交換して入手し、これに

稲わら、おがくず、油かす、微生物資材を混入さ

せて 3年以 j二発酵させた:lf:fJE:を、地域の標準施用

量8∞kg/ lO a より 200kg多し、 1 t /10 a 投入した土

作りを実施している。

②水稲収穫後にほ場耕起を行い、明きょ、排水溝、

弾丸暗きょおよび強制暗渠の設置による排水対策

を徹底して水田の完全な畑地化に心がけている。

特にほ場周閉の明渠設置は他の産者が2 回実施

するのに対し、竹下氏は 3 回実施して、ほ場の吏
写真 2 3年以上発酵させた

なる乾由化に努めている。:títJJ巴

③ 冬期間の降雨によるマルチ展張の不安定性を克服するため、土壌水分状態が

良好な年内に、施肥・整畦・マルチ展張を一貫して実施して良好なマルチ内土

壌環境を作っている。

④過着葉は葉たばこのA品率の低下につながる最大の要因で、あることから、被

援物の除去適期である隣接株の最大葉がふれあう時期にトンネルを除去する

ことで、適正収穫葉数を確保し、中葉の充実に努めている。

⑤ 収穫は、下葉、中葉については生地!惑を重視した早めの収穫に務めることで

取り遅れによる品質低下を防止し、合葉、本葉および上葉は熟度を重視した収

穫に努めている。また、わき芽の発生により葉たばこの品質・収量が、著しく

低下することから、徹底した芽かき作業を実施して高品質多収量を実現してい

る。

その結果、 A品率が高く販売単位の高い高品質な葉たばこの生産が可能とな

り、平成16年を除く平成 4年から平成18年の14年間にわたって熊本県耕作組合の

総代金優秀者に選出され表彰されている。
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第 21):，(1 梁たばこ JIX1主計割図

3藷たばこ級将RtIT盟主持(C0319)

(2) 田畑輪換栽埼による病害防験

1.議終3惑の見分け方

芝 :r!l'í'j"がi会!l1U'J;J〆とのよりく(孔れをニt.fi

'1'号宇が災色{こヰ:り、 Ui'がとれ、中けがi' l く
l�:i 

(f官"長主が総長:'1 こ 1) 、 がとれ町中村がLI くな:)、

告さ丸;がやや{占れんば!

総色!与が決 (1)，むになり の(，lí'ìI'jl!之が六さく，なったほ

L'広 tとの点j[Ü が!!lJl~l と立り、災訟のトラがみられる

γご iよ fí'有jや

における葉たばこ作の特徴は、水田への葉たばこの作付けにある。すな

わち田畑輪換による作付体系を生かした葉たばこ生産を行っている。

具体的には、葉たばこ作付ほ場を葉たばこ収穫後20自間以 i二湛水することで、

業たばこの重要病害である立枯病菌の密度を低下させて、連作i埠害の発生を i話避

している。病原菌の発生源である切り株(残秤)を、葉たばこ収穫後に湛水した

ほ場の土壌中に埋没させることで立枯病が防除できるため、竹下氏は残蒋のすき

込みに細心の注意を払い、残梓を完全に埋没させ、病害発生を最小課にくいとめ

ている。また、残梓湛水埋没処浬により、通常の焔地栽培における残梓の持ち出

し作業を省略することができ、作業の省力化にもつなげている。一方、根閣にお

ける酸素供給を確保するために、葉たばこ植付前には十分な排水対策を講じてい

ることは前述のとおりである。
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写真3 葉たばこの残梓を完全に埋
没させた竹下氏の水田と揺
の生育状況

(3) 多様なほ場黛鑓形態に応じた適正管理

4 7j封平のすき込みが不良な水田
では連作障害が発生する
(他生産者)

葉たばこは、 190 a の自作地に加え410a の借地で栽培しているが、このうち

290a は長期間契約の情地であるため、ほ場の利用を自由に設定できるものの、

120 a は葉たばこ作期間のみの期間借地となっている。

期間借地では、地主が葉たばこの後作として水稲を栽培するが、充実した葉た

ばこ生産を目標とする竹下氏は、天候などの影響により、葉たばこの収穫作業が

借地期間内に完了できない場合がある。このような時は、借地期間を l 逓間程度

延長して熟れた葉たばこの収穫に努める一方で、、地主には正規の借地料に加えて

米 1 俵を払っており、地主と借り手(竹下氏)の双方が利益のある形で賃貸契約

が円滑に進むように配慮している。

また、期間借地では地主の意向により、業たばこを収穫した状態で返却する場

合、葉たばこ収穫後、代かきをして返却する場合、代かきに加えて田植えをして

返却する場合と多様な貸借形態があるが、このような地主の要望に応じてきめ細

かい内容で賃貸契約を結ぶことにより、継続的な借地契約を可能にしている。そ

の一方で、、このような多様なほ場貸借形態に応じて、期間借地では葉たばこの基

肥窒素を 5%削減することで、早期成熟化を促し、また被覆物の作業体系を調整

するなどして、計画通りの作業が進むように努めている。
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2. 経営的な特色

(1) 家族経営における役割分担

竹下家では、経営主世代と後継者i世代との農業経営における部門間分担と経営

管理作業をも含む作業分担を明確にするために、王子成17:9三に家族経営協定を締結

している(第12表)。経常部門では、葉たばこ作に関しては経営主夫婦と後継者

の 3~，が主に担当し、水稲作とみかん栽培部門はj三に後継者夫婦の担当としてい

る。作業部では、経営計画・計数管理は主に経営主の清氏が担当し、後継者悟氏

は農薬・機械管理を担当している。 生活運営面では、後継者妻品世氏は、まだ育

児期にあたるため、育児・家事担当とし、経営主安一子氏も家事を品世氏ととも

に分担している。

このように世代開・夫婦関での分担を明確化し、共通認識をもって作業に従事

する家族農業経営における協業分業体制が確立したことで、それぞ

も{伴4半iド主つて経営営，に参商することになり札、やる気やモチベ一シヨンも i高窃まり札、安定的

な農家経営営，が実現している O 特に後継者世代が、水稲とみかん栽培を在せられた

ことで、水稲とみかんのグリーンコープとの契約栽培や地域の幼栓園児のみかん

収穫体験を受け入れるなど、新たな動きが創られている。

また、役割分担の明確化とともに、家族の向山をモットーに意見の速いがあ

れば全員が理解するまで話し合いを行っている。この家族員聞のコミュニケーシ

ヨンを重視する姿勢は経営問でも見られ、収入と支出(経営費)について、通[1長

を見せてオープンにし、所得率を全員に周知し、複合経常における各部門間の収

益性についても各自が理解できるようになっている。

第12表家族経営協定 (敬称略)

I~I止

※業たばこは治と一子が、果樹と水稲は憾と し、立いに補完し合う。
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麗用者の労務管理においても、就業条件を踏まえ休憩時聞を設け、労働と休憩

のけじめをつけるなどメリハリのある効率的な作業環境を整備することに配慮し

ており、雇用者との信頼関係を心がけることで、雇用者の定着にもつながっている O

(2) みかんとの複合経営

県内の葉たばこ農家は、葉たばこと水稲

の組み合わせが一殻的であるが、竹下氏は

それにみかんを取り入れた大規模複合経

営を行っている。

就農待に、親から 111 をlO a ほど任された

のをきっかけに始めたみかん栽培では、自

ら開墾してみかん闘を整舗し、技術も習得

してきた。さらに極早生、早生、普通と早
写真 5 契約栽培のみかんほ場

晩性の異なる品種を作付けることにより収穫時期を分散して適期収穫に努めてい

第 3 図 たばこ、水稲、みかん全体の作業体系(作業項目)
作均

疋ぱこ

水穏

3 温もiM'ん。綴阜$:9Qa nB日あすぽの、鐙也犯のあかり〉、早生30a (限法、犯のあすか〉、 8濁20a (愈峰、印 11)

4: 1.水稲 ヒノと刀ソ50a (契約読i音)、殺のくまさん70a、ユメヒ力リ80a
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る。年間の労働時間を考悲し、たばこ作と農繁期が重ならない作付体系を確立す

ることにより、たがいに安定した収益確保につなげている(第 31ZJ) 。加えて現

在は後継者に栽培を任せ、減農薬栽培みかんについては、生協(グリーンコープ)

へと契約出荷している。みかん栽培によって後継者が新しい視点で農業に取り組

める場の提供をしているといえる。

3. 地域農業への貢献

竹下氏は、熊本県たばこ耕作組合推進委員(宇土地誌)を控任するなど、組織

活動を通じ地域 1) ーダーとして、後継者の育成、産地の活性化や維持発展に努め

ている。また、地区全体の乾燥技術の向上を目的に、竹下氏の提案により乾燥講

習会を始めたことにより、地域における高品貨の葉たばこ生践を実現している。

通常の栽培においても、常に f仲間j すなわち地域農家との話し合いを重視し、

お瓦いに情報交換を行うことにより、県下でも有数の{憂良産地としての地位の確

立に貢献している。

農業以外では、地域協定代表者として、地域保育l調氾にイモ掘り体験や昆虫採

集等の交流の場を設定し、地域と密殺した活動を行うことにより地域の活性化に

努めている。消費者との直接の譲触が少ない葉たばこ栽培者であるが、生協と契

約栽培を行っているみかんの栽培状況などについて消費者を招いた見学会や交流

などを通じて、消費者とのつながりをもち農業の楽しさや重姿性を発信してい

る。

6 竹下氏が捉供する保育組児の
芋ほり風景
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清氏、一子氏とも、地域の役職についているが、さらに最近では後継者も役職

につくようになり、後継者への移譲カサ頓調に進んで、いることを示している。

第13表竹下清氏の役職

役 1f裁

熊本県たばこ耕作組合鶴見塚総代音総代

熊本県たばこ耕作組合推進委員(宇土凶区)

宇土計〕受委託共乾役員

宇土市4HC副会長

凶暴}II地区青年間交

宇土市緑Jl I果樹支部長

宇土m中山間地域直接支払制度支部長

宇土八水総代(用水)

第14去竹下一子氏の役職

l 役 11哉

熊本i果たばこ耕作組合女性部支部長(字土市)

第15表竹 f'liヰ氏の役職

役戦
熊本県4HC フロジェクト部次長

宇土市4HC会長

普及性と今後の方向

1.普及性

E寺 期

日12年~ 15年

日16i:下~ 18年

Hl2i:ド~ 15年

S49年

出8年~50年

H8年~ 12年

Hl2年~
Hl6年~ 18年

時期

H9年~11年

尚一 }明

HlO年
日11年

葉たばこ栽培はJTとの契約栽培であるため、一葉たばこ生産者は経営コスト等

の削減と品質向上により所得の向上を自指す一方で、 JTは葉たばこ生産者に対

して、安全性が高く高品質な原料葉たばこを長期的かつ安定的に供給できる大規

模経営を求めている。

竹下氏の大規模経営は、葉たばこ専用機の導入のみならず、借地によるほ場の

集約化によって成り立っているが、その際、多様なほ場貸借形態に応じたきめ細

かいほ場管理並びに地主との相互メリットを考慮した賃貸条件の提示は、より条

件の良いほ場を継続的に確保して経営の大規模集約化を図る上で、他の生産者に

大いに参考になる事項である。
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宇土市の葉たばこ作は出畑輪換を特色

としているが、その中で病害虫を適正に管

理し、かつ、円滑な焔から田への転換を図

る上で、業たばこ残科の了寧なすき込み処

理は必須の技術事項となっている。この基

本技術を忠実に実施して高品質で、安定的

な葉たばこ生産を実現している竹下氏の

栽培技術は、展示ほ的な意味も含めて地域

の目標とする葉たばこ生産技術として

及させる必要がある。

8 ~ミ協との契約栽培に関述した
消費者との交流の剖椴え

消費者ーとの交流によるつながりに比較的疎遠な築たばこ生産農家にとっ

て、竹下氏が実施している生協との契約栽培に関連した生産者と消費者の交流事

業は、農家の生産姿勢を消費者に開示し、また、農業の持つ楽しさや重要性を発

信するとで、重要で、あるばかりか、生産者自身のやる気や生産技術の改善を高める

上で重要であり、今後、同様な取組が葉:たばこ民謀者を含めて多くの農業経営者

に広がることが期待されている。

また、経営主世代と後継者世代からなる

家扶経常において、年齢惜成員の特質を把

握して家族経常協定を結び、特に後継者

向:代には基幹作物である葉たばこ.1:)、外の

作物の生産方針や栽培管理を在せること

で、後継者夫婦が希望を持って農業に従事

できている姿は、農業生産者の夢を広げ、

特色ある経営を発展させる Lだ、他生産者

に普及されうる経営方針と言える。

2. 今後の方向

8の田植え後の活費者と
の交流

竹下家では、平成 7年就農した'陪氏で三代日となる。両親が恭礎を築き、清氏

と一子氏が大きく育て、後継者(情氏)と共同して、さらに次世代に引き継ごう
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とする経営は、家族労働力が一定に維持された家族経営体の理想的な姿と思われ

る。現時点での経営規模は家族全員が適正な規模と考えており、近い将来に経営

内容を大きく変える考えは持っていなし、。むしろ、現在の家族経営の中で自分が

習得してきた技術や経営理念をいかに次世代に引き継ぐかということを考えてい

る。

清氏は、現在の経営規模のなかでどれだけの収益があげられるのかを見極めた

農業経営を実践している。そのために、家族労働を中心に雇用も含め、省力化で

きるところは最大限のコスト低減を図る一方で、、手聞をかけるべきところは惜し

まず労力を投入するという、はっきりとした方針を持って高品質葉たばこ生産を

実現してきた。さらに自家経営の収益性追求にのみとらわれることなく、竹下氏

の優れている経営者としての姿勢・考え方や栽培管理技術を惜しまず後輩へ引き

継ぐことにより、地域の葉たばこ生産者全体が、収益性の高い高品質な葉たばこ

を安定的に生産し、地域全体が持続的に葉たばこ生産地として発展していくこと

ができるような牽引車としての活動を今後も積極的に進めていく意向である。

(執筆者生産局特産振興課地域特産班地域特産金額係長宮田和彦)
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日吉町森林組合 代表井尻浩義

自吉町森林組合では、平成 9年から、手入れが行われなくなった町内の小

規模森林所有者の山を集約して、低コストで間伐を実施して地域森林のI倒的

整備を実施してきました。それが2~3年前から「提案型集約化施業j とい

う名称で業界紙などに紹介されるようになり、今回は仰と、「平成19年度(第

46悶)農林水政祭J において、「天泉杯受賞j という身に余る栄誉に輝きま

した。今後は、より質の高い森林整備をしなければならないと、森林組合の

代表者として身の引き締まる思いがしています。

この栄誉は、森林組合のみならず、組合の構成員全員が授かったものであ

り、また、林野庁や京都府を始めとする関係諸団体の御指導のおかげでもあ

ります。この場をお{昔りして、関係諸氏に感謝の念を表する次第であります。

私たちは、提案型集約化施業を始めて10年になりますが、その間に、取り

まとめ方法や森林の施業技術、作業道開設技術などについて、何度も失敗を

繰り返し、その都度先達の指導を仰ぎながら改善を進めてきました。そして、

ちょうとと薄紙を積み重ねるようにして、ノウハウを蓄積してきました。

かくなる i二は、更なる技術水準の向上を目指すとともに、これまで、に培っ

てきた技術やノウハウを広く公開することで、閉塞状態にある日本の林業に

希望の灯をともすお手伝いがで、きれば、幸甚であります。今後とも、そうい
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受賞者のことば

う方向へ向けて微力を尽くす所存ですので、皆様方の変わらぬ僻指導・御鞭

捷をお願い申し上げたいと存じます。

地域の概要と受賞者の路盤

1 .地域の概要

南丹市 E吉町地域は、京都府のほほ中央、中国 LLJ :!:1hの東端に位置し、標高は

150 ~ 750mで、町内に太平洋側へ流れる桂J11 (丹波高原に源を発し、宇治J 11 、

木津J 11 と合流して大阪湾に注ぐ淀川の三大支流の一つ)と、日本海側の若狭湾へ

と注ぐ由良川の分水嶺がある。気象条件は、年間降雨量 1，570側、年平均気温

13.3
0

C 、最大積雪量30 ~ 40cmといった太平洋側と自本海側の特徴を併せもつ気候

である。

日古向森林組合は、 JR京都駅から山陰本線で、北西へ約50km、約 l 時需の南丹市

日吉町にある。当地域( 1日旺吉町)の

森林面積は10，7∞haで、その内9，485ha

(森林面積の約89%、組合員所有面積

の約96%) の森林所有者(1，226名)と

の聞で「森林保全・管理業務委託契約J

を結び、森林組合が日常の維持管理や

施業実施などの林業経営を主体的に実

方面している。

森林所有形態は、「京都府府民の森j

と「日吉町‘体験の森(森林体験の森)J

なとミの約2∞haを除き、全て私有林で、

一人当たりの平均所有田積は、約 9ha

である。

林野率は約87%、人工林率は約41% (約
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4，3∞ha) で、人工林の内訳は、スギが約66%、ヒノキが約34%である。

戦前から昭和30年代の半ば頃までの一時期は、京都市内への薪炭供給恭地とし

て栄えたが、その後、燃料革命による薪炭需要の減少により、昭和30:f:jô代後半か

ら40年代を中心に、スギ・ヒノキ人工林への拡大造林が盛んに行われ、最盛期に

は年間l∞haを超える薪炭林が人工林へと姿を変えていった。拡大造林のブーム

は、オイルショック後の昭和50年過ぎまで続き、総面積2，5∞haほどの人工林が

新たに植林された。

しかし、木材側格の低迷等により LL!村から都市部へ人口流出が進み、手入れの

遅れた人工林が目立つようになり、そのI間伐推進が緊急、の課題となっていた。

日古i町森林組合
京都府南丹市日吉町殿!万尾111奇8番地の1
井尻浩義
昭和41年 3 月
934名
44，559千円(平成四年 3 月末現在)
18名(常勤1名、非常勤17名)
28名
内訳

受賞者の略歴2. 

-名称
・所在地
・代表現事組合長
・設 立
・組 合

. f支
• J蹴

金
数

参事 1 名、事業課18名、総務課2 名、
J支術班員 4 名、臨時技術班員 1 名、アルバイト 2~1

:人)

組合員カ可高間してその経済的社会的地位の向上並びに、
森林の保続培養及び森林生産力の増進を図ることを目的
とする。

1~19 iヨ
きlし

日又

不在村者の割合
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受賞者の経営概要

1 .経営方針

地域の森林を適正に管理することを通じて環境と林業を再立させ、組合員の利

益と雇用確保を行い、広く地域社会に貢献する。

人材の育成、機械化の推進、林内路網の開設、森林管理の方法や施業効率化の

研究、組合員を始めとした地域社会に森林の重要性を広く普及・啓発していくこ

とを重点に置き経営を行う。

2. 環境方針

現行の条件下で山から収益を上げて森林所有者へ還元出来る効率的なシステム

を構築し、森林環境を保全する。そのことを通じて、地球温暖化の妨止、生態系

及び生物多様性の保全など、森林の多面的機能を維持・向とさせ、持続可能な森

林経営を目指す。

3. 経営巨標

当組合が取り組んでいる提案型施業で小規模森林を取りまとめ問地化を推進

し、 10ぱ/人日を自標に低コスト間伐・関投材生産を進め、循環~の安定した林

業経営を目標とする。

4. 森林経営の特徴

日吉町森林組合は、手入れの遅れた林分の間伐推進を図るため、平成 9 :fr三から、

造林補助事業の対象林齢の7齢級以下を中心に、小規模林分の団地設定と個々の

林分調査を森林組合があらかじめ行い、一筆毎(所有者毎)の収支明細を示した「森

林カルテ(施業見積書)J を森林所有者に提示し、施業を合理化して実施する「日

吉の森復活作戦」を展開してきた。

平成14年からは、従来の「森林カルテj に、作業道の路線、経費や木材販売収

入などの項目を加え、最終の収支を明示した「森林施業プランJ を提示して委託

に結びつける「森林コンサルテイング事業j へと発展させ、作業道開設と高性能
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林業機械の活用により低コストで関伐材を搬出し販売している。

さらに、不在村者を含む組合員等の高い信頼を得て、管内森林の大部分を占め

る 9.485haの「森林保全・管理業務の委託契約J を森林所有者と結び、森林巡視

活動を行う中で森林の現状と過去の施業股歴をデータベース化しており、これら

の取組が認められ、日本型森林認証制度である SGEC認証を平成17年12月 1 日

に森林組合として初めて取得した。

このように、日吉町森林組合は木材価格の低迷の中、経済的な地域森林管理の

モデルとなるべき新しい森林組合経営を行っている。加えて、将来の森林管理を

見据えた災害に強い作業道開設の研究、高性能林業機械の活用による低コスト間

伐の推進、作業員と事務職員の労働条件を統ーした藤用関係の確立など、先見性

と先進性に優れた臼吉IUT森林組合の経営は、日本の林業が、今後進むべき方向性

を示している。

5. 森林施業の指標等
樹種 スギヒノキ

作業級 択抜高林作業
伐j切齢 1ω-120年

施業上の 18-20齢級で'40%君主!立の強皮肉伐を千iい、樹ド植栽を行い複!野林化する。 20年ー後
技術的特 に残存木の印%を{えって再び子i剖版。吏に20年後に、残存木の全てを伐採の上、植栽
告文 して吏新を完了する。林内環境を急激に変化させてしまう、大刑務皆伐はi'!J，'!l去る

だけ避け、循環型!林業を実賎していく。
尚、急傾斜均等の作業路開設が除l難な林分については、 tl\J伐を繰り返し伐期的に
達した段階でff伐を行い、その後天然林へと誘導していく。

6. 森林施業の実施方法
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7. 森林施業の計画性及び共同化
認定森林施業計箇|認定森林施業計
の対象森林市干安 |国lの対象森林間
(ha) 地数

9，必5 30団地

8. 林道・林業機械等の整備・利用状況

施設の種類 整備方法 幅員 (m) 路網密度 (m/ha) 
路網から作業現場までの王子

均到達距離 (m)

林 道 裕助事業建設 3.5 4m/匂a

作業路・モ
補助事業建設

ノレール等
2.5 ~ 3 9.lm/ha 

IJ戸L、 道 3 10 20.9m/ha 

34m/ha 50m 

*言h土、林道・作業路以外に公道(国選・府道・市道)・ 22道等を全て含んだ密度となっている。

9. 林業機械、車綱等(平成 18 年度)

林業機械(運搬率桝を含む)の種類

夜来型 チー J二一ンソー刈払機
機

土木機械 パワーショベル土砂運搬車

種
品性能型

ハベスタ
フォワーダ、

10. 最近 3 ヵ年の森林施業

主伐 間伐

現有台数(台)

22 
7 

5 

3 

極

人工造林

一

利用形態別利用日数(日/年)

自己所有

4.800 
600 

900 
30 

25 
175 

栽

樹ド植栽

公的施設からのレンタル

(単位: ha) 

{呆育

l.074.5 8.23 0日 37丘町

*人工造林の8.23hai土、森林組合以外の林業事業体が皆伐した跡地に森林組合で植栽している 0

1 1.最近 3 ヵ年の林業生産・販完

(1) 生産(ぱ)
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(2) 販売(ぱ)

ス'r:木奴完
「寸長克ガ法

:JL 
桁材

(3) r提案型施業j 等に係る販売事業実績一覧

(4) r提案型施業j による販売事業実施に当たり苦労した点、

ア販売先開拓

現在では、合板会社やチップ工場に季節に関係なく年聞を通じでほぼ一定の1í日i

格で木材を引き取ってもらっており、木材市場で価格が lご落したH寺でも事業に及

ぼす影響は少なくなった。

しかし、以前は素材販売の!こ1:1心で、あった木材市場の価格の変動が事業に直接影

を及ぼすという大変難しい状況で、あった。当然傾段が一定ではないので、見積

もった価格より値段が高ければ良いが、 j敢に安ければ:pFf有者への返去Jl金も少なく

なり、返却をするという見積りをしていたにも関わらず、木材価格が安かった事

で負担が発生してしまうような持などは、組合が赤字になってでも施業単価を下

げて、少しでも返却できるようにし、組合員との信頼を損なわないように努力し

ていた。

長年に渡り、年間を通して安定的に木材ー

を出荷するとともに、材の出荷に当たって

は、その;;Ji討各と筏級、材質など、納材先と

の信頼関係づくりに務めてきたことが、今

日の安定引き取りに繋がっている。
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イ 「森林コンサルティング事業J

「日吉の森復活作戦j を開始した当初は、森林所有者への説明会を開催しでも

参加者が少ないなど、その進め方には苦労したが、写真と客観的なデータで森林

の現状と必要経費が明確に解る工夫をすることで、所有者との信頼関係を築いて

いくことにより、「森林施業プラン」へと進化させた現在では、「森林コンサルテ

イング事業j の契約率は、ほぼl∞%を達成しており、森林所有者への案内も郵

送が中心となるなど、その取組は定着し、軌道に乗せることが出来た。

ウ作業道開設

「森林施業プラン j による「森林コンサルテイング事業J において、所有者負

担をゼロ又はマイナスにし、収支確保を可能にしているのは、国地内の森林施業

を進めていく上で、の作業道開設と高性能林業機械によるコスト削減努力によるも

のである。

しかし、作業道の開設については、当初、「作業道は山を減らすから損だJ と

いう所有者の回定観念により、理解を得るのに大変昔労したが、森林組合による

地道な説明や広報誌による普及・啓発活動の成果により、作業道の有用性につい

て理解が深まった。

また、作業道の開設方法については、平成16年10月の台風23号により大きな被

を受けたことから、異常な流水からの道の荒れを避ける適切な横断排水を施工

するとともに、ヒューム管は極力避けて「洗い越しj を用いるなど、人工物の使

和さよりも、危険の少ない自然を利用する「山の知恵」を用いる開設スタイルを

築いていった。その成果は、森林組合独自の「作業道・開設マニュアルj として

まとめられ、職員全員が共通の意識で作業道開設に当たっている。

(5) 平成 18 年度校支実緯

事業費 i 収入
(経費裕助金)

8,716 4,694 
団地数
・森林所有者数
.所有者1人当たりへの精算(返金)額
・ 1ha 当たりの精算(返金)額
. 1 ぱ当たりの結算(返金)額

(単位:万円)

収入

(木材販売収入)

4.706 

18111地
135名
50，664円(平均額)
40，099円(平均額)
1 ，206円 ('f-・均額)

精算額
(所有者への返金額)

684 

n
h
u
 

n可U
1
1

ム



12. 最近 3 ヵ年の林業以外の経営状況

(1)販売

1m サM 数 販売復i

チェーンソー 45 282 
刈;}l、機 67 316 
電気棚 146 910 
1;)5設相官等 2,103 1.055 
チェンオイル 418 95 
その他 4.873 

2.779 7.531 

(2) 労働力及び施設等

(単位:万円)

f�l� 量J子

11百水 しいたけ樹原木

労働力 上 J也 建物・施設 機快. J'゙:nfij 
その他

1蒋I!え iél その他 別途 剖干j't 種類 規模 続類 台数

28 i 資材置き場 l.327rガ 乗用車 5 
2t ダぉンブ。

5町5t l 

機械 10 

13. 最近 3 ヵ年の経営収支 (単位:万円)

(最近 3 ヵ年の年度完IJ経営収支の内訳) (単位:万円)

*収入とは、指導事業、!以売事業、森林護保i苦手菜、事業外損益及び特別損主主に係る )1又入の
合計である。位し、造林補助金は含まれていない。
*支出とは、指導事業、;波売卒業、森林3芸術事業、卒業管理資(人件授、旅費等)、事業外

J立主左;及び特別損右手に係る 'j;'( ):]:J の合計である。
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受賞財の特色

1 .先進性

(1) 高生産性

採算のとれる間伐材生産のために、小規模で分散化している要間伐林分を屈地

化してまとめ、作業道と高性能林業機械を組み合わせた低コスト開伐作業システ

ムを構築している。

間伐材の選木、伐謀、搬出、作業工程の無駄を日々改善することで、 10，∞o円

/ぱ以上掛かっていった伐採搬出経費を、平均6∞0円/rrì程度にまで縮減した。

また、作業道の開設経費も工夫を重ね、当初の5，∞0円~6，∞0円/mから2，∞0円

~3，∞0円/mまで縮減を図るとともに、災害に強い崩れない作業道を実現して

いる。

(2) 革新性

森林所有者へ間伐の必要性を伝えるだけでなく、経費明細・補助金額・丸太販

売額等の内訳を明示して(収支はゼロもしくは収入有り)、合意形成を図る提案

型集約化施業を実施している。

(3) 罷難な状況の克服

従来型の森林組合の国府町や所有者からの依頼待ちの経営では将来のないこと

を自覚し、多くの不在村者を含む1.2∞名にのぼる所有者をまとめ、育成してき

た木材を活用した間伐材の生産販売を柱として、集1"[1化を国り所有者に負担を

かけない低コストの間伐を実現し、平成18年度では、 4，3∞haの人工林から年間

10，∞0ぱの能伐材を生産している。

(4) 新技術の開発、導入等の鋭意工夫

ア ウッドガードの開発

一年を通じて間伐をしているため、伐倒木が残存木の樹皮を剥がない工夫とし

て、廃材を利用した木のガード(通称:ウッドガード)を作りそれを残存木の幹
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に巻いて保護している。

イ 手持ち用トングの開発

作業路開設において、伐採した道の支障

木を機械でルート上から除ける際、従来は

オベレーターカfその者引支ワイヤーを干上トけ

て機械で、除けていたが、その手簡を省く為

に、手持ち用のトング(木を摘んで移動さ 写真 2 ウッドガードで根元を保護

せる道具)を機械用に大型化したものを自作し、オペレーターが機械から降りる

ことなく支障木を除けられるようにしている。

3 トングを用いた材ーの移動 4 拡大写真

ウ L 型コンクリー卜擁壁の改良

作業路が小111や谷を横指するとき、大rf:lで、道が流されたり掘られたりしないよ

うに、 L型のコンクリート擁壁を加工し補強資材として使用したり、急、傾斜地に

作業路を開設する黙に盛り土面の底に L型のコンクリート擁壁を設置し、土器め

として使用している。
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写真 6 流水部で補強資材として使用

ヱ横断排水工の工夫

路面への蜂雨水を処理するための横断排水工についても、 2本の丸太にはめ込

む金具を組合独自に改良している。これは、丸太にチェーンソーで切り込みを付

けた箇所に金具を簡単にはめ込むだけで丸太が間定され、排水部分が確保される

ように工夫したものである。

また、設置個所についても、立木が生えている場所に排水部分を設置するなど、

降雨水による路間浸食を軽減させるための工夫をしている。

7 ・ 8 改良した金具を用いて横断排水工に用いた 2 本の丸太を罰定

オ 高密度路網と高性能林業機械による低コスト作業システムの間伐方法

提案型施業が成り立つには、所有者負担をゼロ以下にする必要があり、その経

費削減策のーっとして、間伐方法と間伐材の搬出の工夫がある。

その基本的な方法は、間伐木をハーベスタで伐倒、造材し、届かないところは
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チェーンソーでイ午業道へ向けて併し、ハー

ベスタで直接掴んで造材しており、この方

法により間伐及び材の搬出手間を省き、コ

スト削かえを悶ることが出来た。

また、間伐木の選木については、基本的

には劣勢木仁1:1心の定性l1fj伐 or~質の良い木

を残す間伐)としているが、作業道の開設

場所など、必要に応じて将来の成長を

するような優勢木も伐り、収支の確保にも

努めている。

2. 持続性(安定性)

(1) 収益の持続性

9 高性能林業機械を用いた
伐倒、造材

「提案施業J による低コストの間伐材生産等により、安定した経営を実施し

ている。

(2) 就労条件、異女共同参画、労働環境の整備

現場作業を行う職員と事務作業を行う職員の給与や処遇を男友の隔でなく一本

化し、努力した成果が:正当に評価される独自の給与査定方式を定着させている。

また、女性の働きやすい職場環境を確保するため、職員就業規制に、育児時間、

母性健康管理のための休暇、育児・介護休業等の規定を適切に設けている。

安全衛生管理に関しては、安全識の高揚を i玄i り、災害、疾病を未然に防止す

る体制を確立するため、毎月月初めに安全衛生会議を開催するとともに、重機の

作業前点検の徹底、定期健康診断・特殊健康診断、作業現場の安全巡視等を計担i

的に実施している。

経常方針(ピジョン)の明確な提示、公平かつ客観的で納得のいく人事評価シ

ステムの導入、ミーテイングの徹底による業務改善への取組などにより、経営刷

新と職員の能力向上に日々努力しており、それが、職員…人ひとりがイキイキと

自分たちの仕事に誇りをもって働く職場環境の形成に繋がっている。
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(3) 環境保全・資源措環

集l型化し、作業道を入れて、収支の取れる間伐を行うことは地域の森林資源の

保統的利用を視野に入れたものである。

日吉町森林組合が取り組んでいる採算のとれる間伐の計画的実施は、地域環境

の保全に夜接つながるものである。向時に、地球環境への配慮で、もある。

(4) 農山漁村の多菌的機能の経済鏑値の具現化

森林資源の活用によって新たな雇用の創設、間伐材の販売によって経済的価値

の実現を函っている。 1建全な森林の育つ地域として日吉町の名声が高まり、全国

から研修者を集め、住民や働く職員にとっての誇りが生まれている。

普及性と今後の方向

1 .全面のモデルケースとなる経営

全国の森林組合のモデルケースとして、全森連、農林中金の研修に協力してい

る。

全国の都道府県や森林組合からの視察者や研修生を積極的に受け入れるなど人

材育成にも積極的に取り組み、平成18年度からは、農林中央金庫の主催による J

-フォレスター(日本版森林管理技術者)養成研鯵に全面的に協力し、現場や手

法を公開している。

なお、日吉町森林組合の取組方法は、集約現・提案型施業として全面的に注目

を集め、平成16年度の森林・林業白書を始め多くの論文等においても紹介される

など、全国のモデルケースとして普及されている。

2 時地域(業界)内外への波及の可能性

素材業者の iゃから採算のとれる間伐材生産や高性能林業機械、簡単な作業道の

開設により伐採搬出経費の縮減の努力を行う者が出てきている。

また、町内の森林9，崎5ha~こおいて日本版森林認証制度SGECを取得し、地域森

林環境の改善・向上に努めるとともに、地元の小・中学校で体験学習を実施し、
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森林の大切さを知ってもらうよう努めることなどにより、地域内外へ持続可能な

森林経営の取組が波及する n

3. 普及を促すネットワーク等の構築

低コストの|間伐材生産システムに関して全i認の森林組合との連携を行ってい

る。

平成18:t1三 11月には、海外の先進事例に比べて低い日本の素材生産性の向上を図

ることを目的に、林業実務者と研究者により設立された「森林生産システム研究

会j の第14同研究会を受け入れるなど、

くりにも耳X りキill.んでいる。

4. 今後の方向

-研究者関係者とのネットワークづ

日吉町森林組合は、森林の自然環境と折り合いをつけながら林業を再生し、組

合員に喜ばれ、楽しく働きがいのある職場にして、組合経常を安定させ、その結

果として、木材業界の振興に貢献し、地域社会の発展に寄与することを目的に経

常を行っている。

同組合は、森林所有者に間伐なと守の 111の手入れの内容や、自己負担額や返却金

額などの具体的な金額を!開示した「森林施業プランJ を提示し、間伐の連れた森

林を取りまとめながら j型地化をほl り、効率的に施業を実施する「提案型集約化施

業」を IEI 日吉町内の 9割の森林で「森林保全・管理業務委託契約j を結び、間伐

を推進している。

今後は、間組合がこれまで、に行ってきた「提案型集約化施業J が、簡易な作業

路艇と高性能林業機微を組み合わせて低コストで、間伐材生産を推進する「低コス

ト j般市間伐システムJ のモデルとして、全国に一躍普及されることにより、 1Iヨ

ヱド林業の再生J への道筋が聞かれていくことが期待される。

(執筆者農林水産省林野庁研究・保全課課長補佐柴山詩行)
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受賞者のことば

今回、内閣総理大臣賞という

す。

えある

小野九洲男

をいただき大変感激しておりま

これも関係各伎のご指導の賜であり、また、同じ気持ちで励まし合い競い

合う仲間がいたからこそ今日の私があります。皆様、本当にありがとうござ

いました。

私は、 LLI村の三男に生まれ、食料の乏しい時代でしたから、最初は家業の

農業を継いで米の生産に力を注ぎました。しいたけ生産は自家用程度でイ乍っ

ていましたが、減反が始まり周囲に休耕出が増えるにつれ鳥獣被害で、生産が

おぼつかなくなり、昭和47年に乾燥庫を建てて本格的にしいたけ栽培を開始

しました。

同じするなら、人に負けないような努力をしよう、しいたけは出なければ

金にならない、良いほだ木を作らねば良いしいたけはたくさん出ないのだか

らと、ほだ木づくりに励みました。

何とか思い描くしいたけづくりにたどり着いた頃、品評会への参加を勧め

られました。大分の土地柄、身近で、全国クラスの品々を見て、腕試しのつも

りで臨んだ初出品は、思いがけず林野庁長官賞を受賞しました。しいたけ農

協の計らいで夫婦で表彰に向かう車中、同じく受賞に向かう仲間違と来年も
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ことば

良いしいたけを作り、またこうして旅行しようと約束をしました。夫婦で旅

行がてら米ょうと、そんな楽しみから始まった品評会出品も、生来の凝り性

で今日に主りました。

私の住む地域では、小学校路校の危機をパネに住民が自ら経営する販売・

交流施設ができ、しいたけ生産と畜産を取11に次代を担う後継者が育ってきま

した。自分たちの生まれ育った故郷を集落として残し、楽しく暮らしていく

ためにも、 111 という財産を守り育てるしいたけ生産者が増えて、iJ-Iの恩恵で

ある良い水や空気から良い産物を作り続けることが出来るようにと切に願

っています。

大分の乾しいたけは全国ーとの自負があります。在、も体力の続く誤り、微

力ながら後継者の育成と良品の生産に取り組み続けたいと思います。

地域の概要と受鶴審の鮪歴

1 .地域の概要

(1) 地域の立地条件

豊後大野市朝地町は、大分県の甫西部に

し、標高約3∞ ~750mの山地・丘陵第 l 掴大分県豊後大野市 ílÐj地 Ilfrの位置

地帯にある(第 11刻。 温暖な南海担気候

jまにl認するが、平均気品は l 月が3.8
0

C 、

8 月が25.9
0

C と寒暖の差が激しい。年間|時

は、約 1.7<∞mmで、土壌は 1I可蘇火山灰

土系の褐色・黒急火山氏ニヒで、ある。

朝地町の人口は約3，500人で、就労人口

の 4訴を l 次産業が占め、農政物及び特用

林産物の産出額約13億円のうち、しいたけ

が約 2億 5 千万円を占める。
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(2) 農林水産業の概要

朝地町の総面積6，839haのうち森林は5，054haで、森林率は74%である。しいた

け原木となるクヌギ林等は1.693haで、全森林に占める割合は33% と、県平均の12

%を大きく上関る。これは、朝地前が昔からしいたけ栽培が盛んで、原木林の法

林を推奨してきたことによる。今では、必要原木のほぼ全量を自給し、萌芽更新

と育成天然林施業により、約15年のサイクルで循環利用されている。

2. 受賞者の略歴

(1) 小野氏の略歴

昭和27年の中学校卒業と同時に家業の農林業に従事し、稲作と畜践の複合経常

の中で自家用程度のしいたけ生産に携わるようになった。その後、種駒が普及す

ると地域の豊富な原水に着目し、これまでの稲作主体の経営を改め、昭和38年に

しいたけ生産を中心にすえた捜合経常を開始した。昭和40年には、父の死にとも

ない家業を後継した。以後、一貫してしいたけ生産を柱とする経営で家族を養い、

現在は、後継者である長男夫妻と妻の 4 人で、家族経営を行っている。しいたけ生

産歴は44年である。

(2) 産物の品評に関する略歴
こうしん

全国乾しいたけ品評会では、平成 3年に「香信J の部で林野庁長官賞を初受賞

し、現在に主るまで長官賞以上に連続入賞している。農林水産大臣賞は、平成 5

年に「香結J の部で初受賞し、以降「香信」の音/1で 9 回受賞している。(第 1 表)

第 1 表農林水産祭参加行事でのと位入賞歴

行事名 全開乾しいたけ品評会 大分県乾しいたけ品評会
(Hl9規模) (袋物433点) (箱物5∞点、袋物1，846点)
区分 農林水波大臣賞 林野庁長官賞 農林水産大盟賞 林野庁長官賞

本人 10 7 10 16 
家族 14 l 10 

(受賞の内訳) (妻 8) (姿 2) 

(長男 6) (長男: 1) (長男 8) 
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(3) 地域掠興や技術普及の略歴

氏は地域振興や技術普及の面で、平成15年秋の黄綬褒市のほか、県、業界団体、

民間基金などから多くの功労者表彰を受けている(第 2 表)。

第 2表主な功労表彰等の履歴(地域の受賞を含む)

' 大分県賞詞(県民栄誉賞) (以降Hll、日18に時受賞)
大分県一村一品21推進\'IJ:i彩間体功績賞
特用林主主功労者表彰(日本4軒目林政振興会)

(公謙信託森喜作記念しいたけ振興法金)
大分県知事感謝状
大う〉合問新聞社主t
大分しいたけ減、兵衛授4技術ア!ごパイザー認定(大分県)
森の名手・:tl人1∞人認定(制医l←t-.緑化推進機構)
大分県知事表彰

王子成/や

王子成lliド

平成12年
玉ド成12i下
半JjX; 12ifO

王子成13年

平成14iド
平hえ14ij三
平!戎l4:J'j三

平成15年
平成18i[". (休日rl"火活f産会)

としいたけ生産の線合経常による地域振興に対する l 主l体表彰
平成1911三 ;没後大聖子市

還を費者の経堂概要

1 .経営の概要

経営基盤は典型的な中山跨地にあり、地利.水手科IJ 而岡-で

;境境を i故詰大|限恨にEヨ生I主:三:カか、した{低誌コスト生斑と、 しいたけを中心に省政・稲作の複合によ

る土地の高度利用で、後継者の残る優良経営を実現している。

経営はしいたけのほか、水稲1.5haと繁殖牛飼育、山林15.3ha (針葉樹5.2ha、ク

ヌギlO.1ha) 、自家野菜の生産からなる複合経営である。山林は針葉樹林をほだ

場に、クヌギ林をしいたけ原木の生産と牛の放牧地に利用している(第 3 表)。

第 3表平成18/rf三の経営の概嬰

しし、fこけ

ほだ場 2.2ha

乾:!Jl; l.749kg 
9.302.71的

σ
ゐ
一

a
一
部
一
部

部
一
む
一
問

一
叶
サ
ペ

回 滋
一
同
一
盟
問

斎
一
世
件
一
側

その他

:1:H165a 
l~1 家野菜等

565,814 

情1) 1勺別(しいたけ、!万、密政)の収益は売上高。
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主力のしいたけは、毎年 8千から 1 万本

程度植菌する。 保有ほだ木約 4万本から約

1，7∞kgを生産し、大規模な複合経営生産

者に数えられる(写真1)。

生産施設は、平成 2年以降人工ほだ場と

3 棟のハウスを順次導入した。主力の林

内ほだ場との温度差を生かした発生操作

で、労鋤分散と品質向上に効果を上げてい

る(第 4 表)。

第 4 表生産施設の保有状況

区分 数苛士 備考

20mx6m (日2)

ノ、 ウ ス
3 材i 30mx6m (H4) 

450n1 H8更新
おmx6m (H9) 

人工ほだ場 H来
1，ω2m (H5) : 
Hl7更新

林内ほだ場 4筒所 2ha 

散水設備 2館所 ポンプ (H6)

1 整然と管理された林内ほだ場
(上層の人工林(ヒノキ)の管理
も整然と行き届いている。)

区分 数量 1nn考
乾燥機 3台 エピフ 14C枚

乾燥釜 l 棟

選別機 1 台

林内作業率 3 台

チェンソー 3 台

*エピラは、乾燥機の乾燥機。大分県では、採取かご 1 杯(生三重5kg程度)が l エピラに載る。

2. 経営の成果

(1)鑓良な経営

自然力を生かして設備投資や経費を低減し、自己資本比率98%の堅実な経営を

行う。一方、高い技術力による高単価と収量増の結果、 54%という高い所得率を

実現している(第 5 表)。氏の駒当たり収最は約 9g で、大分県平均 7g を大き

く上回る。

208 



第 5 表 過去 5 1'日開のしいたけ音[\1'うの経営状況 (単位:本、 kg、円)

[2{分 W[三 17:fド 15i[三 14ir 
植法pド数 8.000 8.500 10.0 9.500 11,000 

有効ほだ水本数 39.950 39.000 39.9 40.450 39.450 
生産量 1.749 1.450 1,3 1.258 1,286 

しいたけ部門売上 9.302.709 7,126,735 6.785.281 6.762.986 6,128.970 
しいたけ部門所得 5,034,784 3.037.152 2.674.222 

所得本 54% 43% 39% 

行F'-成 15iド(帳簿管理の電子化)以前の部門別所得及び、所得率は、 [riJ一概念の数値が不明。

王子成12年からは後継者の長男晋作氏を中心に、複式簿記による決算管理と

申告をq'j'っている。平成16年からパソコンを使った帳簿管理に取組む。経営デー

タをストックし、長期的ネ見野に立った経営改惑を図っている。

(2) 高品価値向上への配慮

出荷履歴は、大分県独自のトレーサピリティシステムで管理している。入札日

まで低温貯蔵庫で保管し、通年開設を行っている大分県しいたけ農協に出荷して

いる。

この安定した出荷体制を背景に、採取適期を逃さず、乾燥・選別など品質向上

にカを入れると共に、市場や消費者のニーズに応えている。氏のしいたけは県平

均に対して20~ 50%程度高値で取引される。なお、氏が牽引する高いブランド

力で、大分県の平均単価自体が全国平均よりも高値傾向にある。

第 6表年玉rz.均単仰iの比較 (単位:円)

171ド 16:::ド i 15年 141'ド
4，印 4，753 5，1的9 4,516 

一-3，4493，9印 4，011 3，聞

広296 3，印8 3,6ll 3,101 

*上 2段は、大分県しいたけ段1弘子/1:湯村正均。全間半j宅H土、林野庁公表の IJI成平均悩格。

(3) 労働環境への配廉

労働日数は家族労働力による351人日と、 Il.長持雇用30人日の計-381人日である。

生産作業も生活も全て協力することが大原則で、何でも意見交換を行う風通しの

よい明るい家族経営を旨としている。
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複合経営によって労務は年間を通じバランス良く分散している。牛の飼育の都

合上、定休日は定められないが、しいたけ最盛期以外は、家族の都合に合わせて

適宜休暇を取るため、生活時間にはゆとりがある。

また、安全・快適のため、日中の休憩持問確保に配慮している。長時間の連続

作業による体力低下が大事故の誘悶となるため、充分な昼休みはもちろん、水分

や甘味を取りながら、午前・午後各 1 回の休憩を全員で坂る。また、年間作業の

節目には会食等の慰労会を行い、健康管理と連携強化を図っている。

受賞財の特色

1.技術

全国乾しいたけ品評会では、審査基準に基づき、形状・色沢・大きさ・菌傘の

巻き込み・色調・整ー性の点から評価をするほか、合水率・香気の高さ・食味が

審査される。天白冬蕗・茶花冬茄・冬茄・香結・香信の 5部門がある。氏の手がけ

る香信は唯一「薄物j と称される傘の聞きの大きい品柄で、他の 4部門の評価に加

え、ヒダ(菌摺)を美しく仕上げる乾1射支術と繊細な出品財の取扱いが求められる。

ヒダの色は出すのが難しく最も技術を要する。氏の種菌は森の fだい次郎」と

いう品種で駒菌である。 fだい次部」は、集中発生せず一個体が大きい。傘の縁

の巻き込みが良く、ヒダが美しい「香信J 向きの種菌である。しかし、ほだ木の

水分抑制と散水のタイミングが合わないと、 1 年目の発生操作が難しい。氏は、

種蔚の特性を十分に観察・研究し、冬期における栽培技術を確立している。

氏の f香信」は、最良のハート型の傘で、表聞は平i骨で、シワがなく、足は短く

湾曲する。ヒダは淡黄色(黄金色)に輝き、縁の巻き込みも良く、形・大きさと

もに揃う。しいたけ特有の香りも豊かで、食感・味ともに素晴らしい。

2. 経営

(1) 家族構成

小野氏夫妻と長男夫妻の 4 人で、協力しながら役割分担をし、生産に取り組ん

でいる。(第 7 表)
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(2) 自家顕木林(クヌギ林)の造成

昭和30年代からクヌギ林の造成に着手し、約 7 割を自家原木で賄えるまでにな

っている。原木林は、林開放牧にも利用され複合経営の安定にも貢献している。

(3) 餅意工夫による種菌接種(駒打ち)作業の効率化

極菌接種は適期を心がけ、梅の満開期からサクラ(ソメイヨシノ)の開花期ま

でに行う。しいたけ生産は槌蔚作業にもっとも手間がかかるが、長男晋作氏の考

案で植菌用の穴空けドリルの先端にパネを装着するなど、工夫を凝らした改良を

加えて効率化を関っている。

(4) 3 タイプの生産施設科毘による労働の分散

ほだ;場には、スギ・ヒノキ林内を利用しているため、管理費の負担が少なく、

コスト聞で優位である。しかし、林内ほだ場だけでは、 !I又:最・品質が天候に左右‘

され、労働配分が不安定になりがちで、あった。特に、 3 月中旬から 4 月上旬にし

いたけが集中発生し、適期にすべてを採取することが関難で品質低下を招き、ま

た乾燥作業は多忙を極めることが多かった。そのため、簡易施設による人工ほだ

場の導入を考案した。また、ピ、ニールハウスは人工ほだ場よりもさらに高温にな

ることに着目し、ハウス栽培も j導入した。 3 つのほだ場の使い分けに加え、散水

操作とビニール被覆を併用して保温・保温を行うことで、人為的に安定した発生命

操{乍技術を擁立した。さらに、発生時期の異なる低jfli菌から中低j昆繭 (4 品種)

を厳選領府することで、前 i閥的な規模拡大を行い、高品質安定生産を実現した。
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(5) 不利な地利を克服する高度な栽培技術

氏のほだ場は、標高約5∞mの尾根部に位置し、水利は良くない。寒さが厳し

く乾燥するため、厳冬期のしいたけ採取は剖難とされていた。しかし、氏は下記

のとおり積槌的に栽培技備を改善し、独自の高品質しいたけ栽培体系を薙立し

た。

ア ほだ化率の向上

ほだ化とは、原木へ種菌を接種し、菌糸を充満(完熟化)させることである。

しいたけの収穫量は、ほだ木の完熟震に大きく左右される。氏は初期の菌の活着・

伸長に水分が不可欠で、あることを研究機関の成果から学び、植菌穴の深さを通常

(種駒の長さ)の1.5倍の深植えにして材芯部の水分を利用する工夫を行った。

また、急激な温度上昇で接種覆躍が乾燥しがちな春から入梅までの問、地面から

の湿度確保を行うために、低位置の仮伏せを行うなど、完熟ほだ、木の造成技術を

確立した。

イ 水分確保の工夫

針葉樹林内をほだ場にし、林内の高い空中温度と林床からの湿度を有効活用す

るため、ほだ木をピニール被覆する方法を考案し、適切な水分管理を可能にした。

また、被覆用ビニールについては、既存の資材で、は巾があわなかったため試行

錯誤を重ねた。この成果は、氏から資材メーカーにフィードパックされ商品化さ

れた。

ウ 冬期における高品費しいたけの栽培技術

既存の栽培体系は、自然に頼るため 3 月から 4 月の収穫の大部分が集中する。

近年は、春先の急激な温度上昇が顕著で、収量の減少や著しい品質の低下が問題

になっている。そのため、氏は11月中旬から随時、散水と打木・ほだ倒し等の刺

激を与えてしいたけを発芽させ、親指大に成長した時点で、ピニールハウスに持

ち込むか、もしくは林内・人工ほだ場でビニール被覆を行い、温湿度の管理に当

たっている。照度調節や保温保湿管理を徹底して行い、 20日程度かけてゆっくり
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と成長させ、厳冬期の12月から 2 月に、高品質のしいたけを生産する栽培体系を

揃~rL した。

(6) 採取・乾燥技術

採取時期はしいたけの品質を大きく左右する。特に、採取u寺のしいたけの水分

が乾燥後の形状や大きさに影響を与えるため、関にあてないことが重要である。
ひ上りこ

このため、降雨後は 213 間程度風に当て、日和子(11青れの自に採取したしいたけ

の呼称)での採取を行う。香信は 7分間きの頃、指がひだ、に触れないよう注意し

ながら 1 枚 i 枚を工寧に採取している。

乾燥では乾燥機を知用するが、:!5Q くずれや変色、シワが生じ、採取時の品貿を

維持することが難しいため、以下のような独自の乾燥技術を擁立した。

①採取時に、降雨に当てず可能なかぎり水分の少ない状態で、採取する。

②採取後は時間を置かずに乾燥を行い、しいたけの成長を抑える。

③乾燥開始温度は、通常任o ~ 43
Ü

C) より高い48
0

C にし、初期段階で7訟を

っくり、変形やシワを抑える。

④ 乾燥が進み、しいたけが送風で揺れ始めると風量を弱め、温度を i徐々に

める。最終段階では通常 (55 ~ 60
0

C) より低い50
0

C に設定し、 24時間かけ

てゆっくりと乾燥させる。香信では、 l自:謹8.5 ~ 9cmの生しいたけが 8cmの

乾しいたけに仕上がるのが理想である。

(7) 錯環型の栽埼体系

ア資j原の循環利用

しいたけ生産の歴史が古い大分県で、

は、クヌギ林を造成し、再生・再利用する

循環利用が定蒸しているが、氏のしいたけ

と宙産は、原木の循環利用はもとよ

り、複合経営によるゼロエミッションのサ 写真 2 健全な里山景観
(小野氏をはじめ、集落における健全

イクルを持つiJJ管理システムを実現し
な複合経営の結果、健全な里山景観が

ている(写真2 、第 2 図)。 維持されている。)
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第 2 鴎 しいたけ・放牧・森林施業の複合経営で実現した里山循環システム

① 原木林の循環再生

優良な原木を安価に確実に確保するため、自家用のクヌギ原木林を造成して

いる。この原木林は、萌芽吏新と補植により 15年伐期で循環利用している。

② 原木林と林開放牧

原木林には牛を放牧している。林床の草を牛が食べることで飼料費を節減

し、牛の f舌凋り J により「下刈り j が省力できる。また、放牧による運動で

牛の健康は良好で、受胎率の向上に貢献している。牛の糞尿は原木の成長を促

進し、伐期の短縮や欠株の減少に貢献している。

③林内ほだ場による循環

スギ・ヒノキ林内をほだ場に利用している。穏やかな日照と通嵐・湿度が良

いしいたけを育む。持ち込まれたほだ木は林床で分解し、肥料となってスギ・

ヒノキの成長を促進する。また、ほだ木の寿命 (4年)を日安にほだ場整理が

あり、光量調整のためスギ・ヒノキの間伐が行われる。

④ 森林資源としての循環

氏の経営では、年平均150ぱの原木をしいたけ生産に利用している。県全体

で見ると、年開12万nfに及び、森林資源の循環利用と更新による森林の継続的

な管理は、森林の多面的機能の発揮に大きく貢献している。
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イ 複合経営による労務の描環

冬期のしいたけと夏期の稲作に省産を加えた複合経営で、年間を通して保理

なく労務を配分している。また、林掲放牧が探木林のドメ日りの省力と、餌育管

理の省力につながる等、複合経営が労務の軽減にも好循環を生んで、いる。

ウ 経営の安定性を高める循環

冬のしいたけを夏に換金し、夏の稲作を冬の収入とし、補完的な収入として

畜産を、超長期的な育成資産として林業経営がある。このことにより、周年の収

入機会と、各品Elの価格変動への危険分散が行われ、皆吉の安定に貢献している。

普及性と今後の方向

1 .普及性

(1) しいたけ生産技衝の普及と後継者の育成

氏は、自らの生産技術を広く普及することで、他の生産者の栽培技術が向上し

地域の振興やしいたけ産業全体の振興が図られると考えている。そのため北は岩

手県から取は鹿児高県まで視察研修者を快く受け入れている(第 8 表)。全出的

に評価の高い氏の技鮪・作品は、他の生産者の大きな目標である。

王子成14年度に、氏は大分県がi千I核生産者を育成する日的で|調講した「大分しいた

け源兵衛塾」の技術アドバイザーに認定さ

れ、 210名の塾生に対して生産技術を指導し

た。豊後大野市では、氏の教えを受けるた

め、若手生産者平成10年に自主研究グルー

プを発足させた。その中からは、全国乾し

いたけ品評会で、農林水産大臣賞を受賞する

メンバーが現れるなど、確実に影響が広が

っている。このように、氏は県内生産者の

リーダーとして、後継者の育成に尽力して

いる(写真 3) 。
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第 8 表視察研修、講演等実捺
(1)視察研修、講演会等

年・月 内 J全Zそi、, 

Hl2.8 -大分県玖珠lIlJしいたけ栽培研修会講演 (70~，)
12.9 -大分地区生産者視察研修 (20名)
12.11 -消費者栽培現地見学 (50名)
12.11 -ブラジル移住日本人視察団
13.2 -宇佐地区:i:l::~表者グループ視察

13. 6 -本耶馬渓生産者視察 (18名)
13. 7 -院内町生産者視察 (23名)

イン -津久見市生産者視察 (5:7=，) 
13.11 -国東地域生産者視察 (32名)

13.12 -しいたけ自主研究グループ合陪研修会 (47名)
13.12 -西高地域生践者視察 (26名)
14.6 . r大分しいたけ源兵衛塾」一刻開講アドバイザー (30名)

14.9 -最後高田市生産者祝察(16名)
14.12 -熊本県菊池市生産者視祭 (28名)
15.9 .r乾しいたけ良品づくり研修会j パネラー

15.12 イ大分しいたけ源兵衛塾J 研修 (20名)
16.7 イ大分しいたけ源兵衛塾j 研修 (25名)
16.8 -西日本合同しいたけセミナー(場所:宮崎県)講演
17.12 . r大分しいたけ源兵衛塾J 研修 (34人)
18. 1 -乾しいたけ品質向上研修会パネラー (250名)
18.9 -岩手県しいたけ産業推進協議会祝察 (6名)

。 -原水しいたけ生産者大会パネラー(別府市で開催 全聞から印O名参加)

18.10 .~ま後しいたけ研究会視察研修 (25名)

18.12 イ大分しいたけ源兵衛塾」研修 (40名)
19. 1 -乾しいたけ品質向上研修会助言者 (4∞名)
19. 1 -宮崎県日 rlï] 市しいたけ研究会視察(120名)
19.3 -愛媛県大洲市川 l辺農林業やる気j 集団筏祭 (20名)

19.7 -全悶~fZ:しいたけ品評会現地祝察(愛媛県、岩手県、ほかl∞名)
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土 容
日12‘ 9 I ・日本蔵原水しいたけをすすめる会技術パンフレット掲絞(会開 5 万分)
12.11 I 'OBSテレビ広報番組(しいたけ)取材
13.3 I . NHK r食べ物新日t紀j 取材
13.6 I . J'l刊シティ情報「おおいたJ 11¥(1;;] 
13.11 I .月干リ誌 f ミックス」取材
13.11 I ・ r2U!t紀に伝えたい大分の)!liU丈|しいたけの立子}{~
13.12 I ・森産業機関誌「きのこ界j 取材
15.1 I ・ j主主主経jfoi新1m r きのこ j 新開lTY:材
15.1 I ・農林統計事務所「広報誌J 取材
15.2 I . r;森の名手・名人」の「森の開き書き Lp二子 i議U で、大分束尚 3年生が取材。取材

:者のレポート故俊秀立を受lt した。
15.3 I . NHK r~Lì舌ホットモーニングJ lfx.材
16.3 I . JA機関誌の光」取材
17. 8 I ・ OBSテレビ「おはようナイスキャッチJ 1伐材
18.3 I . NHKニュースI伐材
18.6 I . RKBテレビ「今日感テレビJ 取材
18.10 I ・帝政大賞現地移交
18.11 I ・(初ツーリズムおおいた情報誌「ぐるり j 取材
18.11 I .県情報誌 rVi e n t oJ 取材
18.12 I . TBSテレビ「明石家 3 チャンネルJ 取材
19.5 I 'OBSテレビ「ニュースラインJ 11¥(1;;] 
19.6 I . TBSテレピ「がっちりマンデ 11\(材
19.8 I .大分情報誌「ミックスJ 取材

(2) 地域への貢献、参詣

ア 地域ブランドの強化による共存共栄

氏は、自分のしいたけが倒人ブランドとしても充分な商品師値と知名度があ

ることを承知しているが、大分県全体のしいたけ振興や生産者の協訴を重視

し、個人取引は行わず、すべて大分県しいたけ農協に出荷している。

同しいたけ農協は、「乾しいたけの品質の改善、統一を閣り有利に販売する

こと」を目的に、明治40年に大分県しいたけ協同組合として設立された。今年

創立l∞屈年を迎える全間最大のしいたけ専門農協である。取扱量が全国生産

量の16%のシェアを持つのみならず(第 9 表)、独自の市場と i宣版部門を持っ

て販売力を強化している。また、平成18年には、全国初の流通トレーサピリテ

イシステムを実現し、時代の要請に応えて取引を拡大し、市場単価の向ヒで生

産者に利援を還元している。
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第 9 表県別生産量及び大分県しいたけ農協の取扱量(平成17年)

生産法 (t) I 1.395 
シェア (%) I 34 

大分県しい
全国計|たけ農協取

扱量

4.091 
100 

661 
16 

氏が、大分ブランドの販売シェア拡大と競争力確保へ貢献することによっ

て、自らも、個人生産者では圏難な、宣伝力、指導力、情報力と、強い販売力

を手に入れることができ、共存共栄の関係が成り立っている。

イ 地元地域への貢献

氏は、平成 9:fF-\こ朝地町しいたけ振興会の副会長、平成15年からは会長に就

任したが、当時、中出産しいたけの急増による国内しいたけ価搭の低迷で、生

産者は意欲を失っていた。そのため氏は、地域生産者に技術指導を行いながら、

品質向との必要性を訴え、模範となってしいたけ作りに精進した。その結果、

平成11年度の全国乾しいたけ品評会においては、豊後大野市の生産者の活躍に

より、 3 年ぶりに大分県は団体優勝し、以後 9年連続の団体優勝を成し遂げて

いる。こうした、氏の卓越した技術と実行力、輝かしい実績は県内生産者に元

気を与え、氏自体が生産技術の向上と地域振興のシンボル的存在になってい

る。

平成四年 7 月、第55回全居乾しいたけ

品評会(全国乾しいたけ振興大会)が55

回の歴史の中で初めて、県庁所在地以外

である地元豊後大野市で開催されるにあ

たり、生産者を代表して実行委員会のメ

ンバーとなり、大会の成功に尽力した。

平成15年には、地域ネットワークの核

となる地元小学校の閉校で地域衰退の危

機感を募らせた地域住民とともに、補助
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写真4 里の駅「やすらぎ交差点」
(小野氏も参加する地域活動で運営し
ている。しいたけや朝地牛をメインと
した名物料理を提供。)



を利用して患の駅「やすらぎ交差点J を開設し(写真 4)、地域住民が生

産する「しいたけJ と「i;叫が!二j をメインとした名物料理の提供や、地元産痕

野菜の販売を行い、運営 3年目で黒字に転換し、年間 3万人を越える賑わいを

見せている。

2. 今後の方向

氏のしいたけ生政は、資源循環型の栽培体系で、あり、生産そのものが環境保全

に通じている。 LLi i;:! の過疎化とともに、多くの地域で山林が荒廃し、森林の公益

的機能の低下がf剖其されるIl'r:今、 f しいたけ作りをしないと LLiが荒れる J との信

念のもと、今後も、生まれ育った地域の発展に力を注ぎながら、{変良な家族経営

の向上と、しいたけと林産業の振興に、共存共栄の精神で、取り組み続ける。

また、もう一つの信念である f索しみを持ってするj を実現するため、消費者

に喜ばれる「最高のしいたけj づくりに今後も一関の精進をする覚悟である。

(執筆者農林水産省林野庁研究・保全課却i究企顕官 田村中彦)
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Z 自本農林漁業振興会会長賞受賞 走中r

雪 出品財技術@ほ場(高時)
6c 
マC，

章受賞者坂本信介 君
く7(;;

会~ ~尽3
マい

さ長住所熊本県菊池市 指
令長 持
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マザ マr
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受賞者のことば 坂本信介

昭和52年より 2年間のサラリーマンを経験した後、家業である苗木生産販

を行ってまいりました。私の百木生産のモットーは、常に省力化、簡素化

を呂指し、生産効率を上げることです。しかし、手抜きと妥協はしないこと、

特に直木の規格選別につきましては、その年の気象状況による芭木の出来映

えに関わること無く、しっかりとした選芭で消費者のニーズに応えてきたつ

もりです。

今回、受賞にあたりまして、我が家の地道な取り組みが振興会長賞という

思いもかけない名誉ある賞を頂けましたことは、私どもの喜びであり、これ

まで綿指導、御引き立て頂きました皆様に心から感謝を申し上げます。

現在、私が取り組もうとしておりますのは、ヒノキ荷掘り機の改良です。

この改良も今まで、無かった物を鉄工所の方と試行錯誤しながら作り上げて

いかなければなりませんが、この改良によって飛躍的に作業効率が上がるも

のと思います。

また、あらゆる作物がそうであるように、土作りも重要です。しっかりと

した有機物の投入や、特に苗木については肥培防除管理を徹底しなければな

りません。

私たちが作る山林高木は、今世界中の関心事である地球温暖化にも密接に
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ことば

関わるものです。人間が普通に生活するだけで環境を破壊している今日、 i当

分もその 1 人ですが、iJj林が皆伐され、放殻林が何百11りもある九ナ1'1の LLi林を

私たちは見て見ぬふりは出来ません。そういう聞では、 LLi林苗木を生産する

この仕事は、大変やりがいのある仕事で、生き甲斐を感じております。また、

後進の育成にも力を入れていきたいと思います。

平成 7年に法人化し、果樹高木の部、ぶどう青果物の部ではインターネッ

ト販売にも漕ぎつけました。

今後におきましては、大切な森や緑を守る悶土保全の一環として、苗木生

産を通して地域社会に貢献し、熊本の森と緑と水を守る担い手の 1 人とし

て、:t}j:lj斗刻苗閣はさらなる努力を続けます。

地域の械襲と

1.地域の概要

(1) 地域の立地条件

坂本信介氏の住む粥 j也市

は、熊本県の北東部に位置し

ている。菊池市は、:Ef!は [1可蘇

市に、南は合志Tlîと菊池郡大

津:11可に、四はiJj J.t'[市に、北は

大分県呂田地方にそれぞれ接

している。 J也勢ÉI9には、九州

LLi :lillに速なる探尚の高い山岳

地形から南部方出にかけて扇

状に平坦地が広がっており、

地域の中

1 は! 熊本県菊池市および坂本氏苗対11の位置ligl
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気設は、市内の東部では年間の平均気温が12
0

C と低く、南部にいくにつれて15

℃へと高くなっている。雨量については、逆に東部のほうが多く、南部になるに

つれ少なくなっている。市内の年間の王子均降水量は2，∞Omm前後で、ある。

(2) 農林水産業の概要

本市は、合併前の!日菊池市を中心に、七城町、 j四水師、旭志村の 1 Tlj 2 問T1 村

が平成17年に合併して誕生した。合併後の市の総土地面積は27，666haで、ある。そ

のうち農用地は6，232haを占め、総土地面積に占める割合は約23% となっている。

これは全県の総土地面積に占める農用地の割合(約17%) と比較すると高くなっ

ている。一方林業の基盤である森林については、約15，270haで、総土地面積に占

める割合が約55% となっている。これは、全県の総面積に占める森林の割合(約

63%) と比較すると 1ft くなっている。

本市の総人口は51，619人(平成18年熊本県推計人口調査)である。近年の人口

動態をみると、過去 5 年間に1.017人減と減少傾向にある。また、地域の高齢者

の比率は26.2%である。

15歳，1:)、上の就業者を産業分類別に見ると、第 1 次産業が約20%、第 2 次産業は

約27%、第 3 次産業は約53% となっている。産業講造について概観すると、豊か

な自然環境を活かした農林業を基幹産業としていると言える。本市においては、

県内ーの生産量を誇るしいたけをはじめ、菊池米、旭志牛などがブランド化され、

県外に出荷されており、農業粗生産額は伸びてきている。

林業については、森林面積15，270haのうち、民有林面積は12，691haで、人二仁林

率は約69% と、県の人工林率である約60% を上ー屈っている。これらの人工林はス

ギ、ヒノキ林が約63%を市め、その大半が除需伐を必要とする林分となっている。

2. 受費者の略歴

(1) 履歴

坂本氏の略歴は、以下のとおりである。

昭和32年 4 月 8 日 菊池市湖水町に生まれる

昭和52iド 3 月 熊本県立菊池農業高等学校卒業
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昭和52年 4 月 白備隊(北海道千歳)入隊

昭和国年 4 月 除隊後、家業の直木生産に従事する

平成 7 :i!三 有限会社坂本樹苗留を設立

平成16年 8 丹 熊本県樹苗協同組合青壮年部会長に就任する

~ 現在

(2) 表彰歴

坂本氏の主な表彰歴は、以下に示したとおりである。

昭和58年度 全国山林部地品評会林野庁長官賞

平成元年度 全開山林苗焔品評会 全国LiJ林種t合協同組合連合会会長賞

平成17年度 全国 LJ林苗畑♂!i評会林野庁長官食

エFJJ)t 18年度 全国山林苗:J:m品評会農林水産大臣設

受賞者の経営概嬰

1.経営の概要

(1) 経営の規模

坂本氏のW{:J:1lIでは、ヒノキをはじめとする針葉樹や、クヌギ、コナラ等の広葉

樹の LLJ行苗木を主体に生産している。また、クリ在[やカキ荷なと令果樹首の生産も

行っている。その他の経営については、果樹閤経常や稲作なと守を行っている(第

l 表)。

第 l 表 (主ìi1.立: a) 

考

(2) 家族構成

経営は本人夫婦をドド心に行っており、父母も苗士m作業を一緒に行っている。

223 



男と長女は現在就学中であり、長男については家業を継ぐ意志が見られる。

第 2表坂本家の家族構成

氏 名 本人との絞柄 年齢 ぷj Z百bぐA 

坂本信介 本人 49 荷7j立生産業
イン 紀代美 姿 43 イ〉

イン 敏光 父 79 イア

。 サダ子 母A 77 イン

イシ 達郎 長 93 20 学生
ク 紗季 長女 15 イン

(3) 労働配分

坂本氏は山林用の山行苗木に加えて、果樹園や果樹苗も生産もしているが、そ

の労働配分は下表の通りである。おおむね 7割弱の労働力を 111林用の山行苗木の

生産に当てている。

自家労働力、雇用労働力別の就労状況は下表の通りである。基本的には本人夫

婦と父母の自家労働力で、苗畑経営を行っており、苦木の堀取り、選苗、出荷など

の労務が集中する時期に労働者を雇用し、対応している。

第 4表 自家・雇用目立就労状況 (平成18年度)

俄考

雇用の58女別割合48 ・ 52
庭用の男女別割合21: 79 

月別の労働配分は次の通りである。堀取りや仮植、苗木の出荷などの労務が集

中する 1 月から 3 月等の時期には躍用労働力の比率を大きくすることで対応して

いる。
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第 5 表 山林)有苗畑作業の月別労働配分 (:'12:成18年度) (上手段:延人)

月初j 長l 家労働力 短周労働力 主な作業 {桁考

100 30 130 J)ill取り、仮植

2 120 30 150 掬i取り、選前

3 100 30 130 雨水出荷、広葉樹播穂、植付け
準備

4 5 2 7 ヒノキ穂子まき付け

5 5 5 10 |徐溶剤散布、治議、追)j思

6 5 10 15 さま肥、新私、緑肥種子掲種、 i徐 秋;fi1!え市対]j
卒、 ?ì~:tむ、追肥

7 10 15 25 彩l:;Jii;、協;JjfL、消毒 秋植え菌処]j

8 2 10 12 消毒、除草、根切り
9 2 5 7 防虫、?l'í:[与、除幕

10 80 10 90 土壌消毒、防虫、税前搬取、 3を 秋植えEI畑
地、植付け、除幕

11 50 5 55 槌付け、種子採取 秋柏市対1I

12 30 20 50 期取り、仮植、広葉樹積子播犠

509 172 681 

(4) 生産基盤

生産施設は次の通りである。作業場兼

は 2 階建てで、 2 階は機械倉庫とし

て使用している。また、その作業場に i捧

接する形で休憩室が設けられている。

また、苗畑にはスプリンクラーや農業

用水畑地瀧瓶施設が設けられており、

に対しての対策が講じられている(第

6 表・写真1)。 l 当年性のヒノキï'í'íil゚ 
(寒冷紗、 llvJえなどをこまめに行い管
理している。)

え
υ

円
Lq
L
 



第 6表生産施設

干重 生買 規模 施設数 備 若J手

建物類 作業場兼車庫 160m 16.0mx10.5m 
機械倉庫 (2 階) 130 ば l 棟 13.0mx10.5m 
倉}本 70 ぱ 7.0mx10.5m 

1 6 ぱ 11来 4.5mx3.6m 
i韮水施設 ゆ岡は川建相ドプ憩業こ州リ室なンし水 クフー 2 セット 各苗:J:HI ホース(lセット) 8m x 12本付

畑地j蔑淑施設 蛇口 11図
排水施設
防風林 台j氏対策としてノリ網を使用する
(垣)

所有する苗畑機械は次の通りである。トラクタ一、床替え機、堀取り機、根切

り機等、苗畑作業を効率的に行うための大型機械等が完備されている。また、坂

本氏はこれらの機械をメーカーと相談しながら独自に改良を加え、現在ある機械

をより有効に活用出来るよう工夫を続けている。

機械の種類 J訂K5 力 数量 導入年月日 申請 考
トフクター 87、 55、 33PS 3 台 日7.9~H12.4

ブームスプレーヤ 22PS、 トフクタ f寸 1 台 Hl5.12 殺虫、殺菌剤散布

床替え機 牽引式 1 台 H7.9(H9.10改良) ヒノキ床苓え

椀取り機 牽51式 4 台 ヒノキ苗用、広葉樹馬、
果樹苗用

根切り機 i主式 1 'é仁、! 日13.12 型列関根切り機
仮1]1良機 牽引式 l 台 ブ菌、ヤマグリ苗

播種機 自動式 2 台 日12.5 ヒノキ種子用、広葉樹種子用

動力噴議機 自動巻取り機付 l 台 H7.9 消毒
スフ。リンクラー セット裂 2 セット 日9.6 ffVJ( 
肥料散布機 2 台 月目午21散布

管理機 4 台 日11.5、Hl8.7 高木仮植他

結束機 全自動 l 台 Hl3.11 広葉樹、果樹萌梱包

パワーショベル l 台 H7.9 I削巴積込み他

冷蔵原 I 台 Hl6.7 種子及び苗木貯蔵
トフック 3t 、 4t 2 台 Hl3.6、Hl7.6

軽トフック l 台 H8.3 
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2. 経営の成果

(1) 最近 3 ヶ年の(平成 16 ~ 18 年)の苗木生産状況

最近 3 ヶ年の草木生産状況は次表の通りである。

第 8表 最近 3 ヵ年の一的水生産状況

樹 王子!災16年 平成17:í手

1m干}~t 床替 得百{ 生産 同積 床終 得1'I'i 生産
意E 本数 本数 本数 本数 本数 本数

ヒ まきつけ 10 250 10 250 
ノ Hf!lJ米桧2年~L 35 120 84 84 41 123 82 82 
キ

生実
五十 45 120 334 84 51 123 332 82 

ヒ まきつけ(さしつけ) 20 18 15 13 
ノ

l問手2年生 12 36 25 25 6 19 15 15 キ

t水しif� 
13 56 43 25 7 34 28 15 

ク まきつけ 12 160kg 20 20 13 180kg 20 20 
ヌ
ギ 12 20 20 13 20 20 

コ
まきつけ 10 100kg 25 25 15 150kg 12 12 

ブ 10 25 25 15 12 12 

ケ まきつけ 6 6kg 10 8 6kg 10 7 
ヤ 1IITI床符2年生 3 2 2 
キ 12 10 10 7 
"�' まきつけ 6 6kg 20 20 10 10kg 15 15 
六f

+f' 
ク

6 20 つy 20 10 15 15 
ーミヂ まきつけ 2 2kg 5 5kg 2 2 
円ミF

ニε 1 回床幸子2年':1三
一、、、

2 5 2 2 〉、〆

守F まきつけ 28 l.lt 30 30 10 4∞kg 10 10 
てず

ク。

28 30 30 10 10 10 
t13 h 123 156 485 157 429 163 

(単位 :a、千本)

司王 1JJ(; 18年

l 阪総 床J会 得下吉 生政

本書士 ヌド;数 本数

13 3∞ 
40 III 83 83 

53 III 383 83 
15 13 
5 15 12 12 

6 30 25 12 
20 280kg 30 30 

20 30 30 
10 l∞kg 15 12 

10 15 12 
5kg υ 「 3 
3 2 2 

5 7 
7kg 8 4 

7 8 4 
1kg 3 2 
2 2 2 
3 5 4 
20 初Okg 15 13 

20 15 13 
124 126 488 163 

(1主)ヒノキ前については前年度まきつけて得られた磁を、翌年度床終えを行い、背苗している。

例えば、平成16{1三度に得られたヒノキ在î25万本の苗については、平成17年度に12753千木床名ミ

えを行っており、残りは他の:1f，g長者に販売している。

広葉樹Wîについては、まき付けて符られた荷を全て出荷している。
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平成18年度全国111林荏畑品評会で、の出品荷畑で、あるヒノキ苗については、毎年

9 万本からlO万本程度を生産している。県内で生産されるとノキ芭は、全体で年

間l∞万本程度であるので、坂本氏の生産量は、その約 l 割に相当する。

ヒノキ苗のほかにも、坂本氏はクヌギ、コナラ、ケヤキなどの広葉樹も|幅広く

生産している。

(2) 最近 2 ヶ年(平成 17、 18 年)の収支概要

最近 2 ヶ年の収支状況は下表の通りである。

坂本氏は、平成 7年に有限会社坂本f1Ïj苗闘を設立しているが、基本的には本人夫

婦と父母の家族経営で、通常の脊苗作業を行っている。 苗木の堀取り、選苗、出荷な

とミの労務が集中する時期には臨時に人を麗用し、対応している。

第 9表有限会社坂本樹苗闘の収支状況 (単位.円)

区分 科目 17年度 18年度 備 考
収入 (A) 事告1ζ1 口口n 三7'C.1. i口司 27.539.896 26.763.603 

商品売上高 35.578.257 52,592,807 
雑収入 326.489 61.139 
収入合計 63.444 ,642 79.417.549 

支出 (B) 商品仕入高 27.547.284 40.780.792 
当期農産物生産原イl街 16.202.150 16.050.281 
販売費及び一般管理費 19.352.929 21.369.842 
法人税等 66.800 81.000 
支出合計 63.169.163 78.281.915 

差引収益 (A-B) 275,479 1,135,634 
〔参考の表・山行吉木収支状況〕 (単位:千円)

ほ分 用 17年度 18年度 備 考
収入 (A) 苗木売上金額 14.612 13,073 
支出 (B) 直接生皮費 労務費 5,117 4.767 原苗代(稔子代) 1.242 

肥料代 756 
農薬 727 

間定資店長償却費 967 
その他 5∞ 

資材費 3.442 2.725 
そのイ也 1.577 1.467 
言十 10.136 8.959 

地代、公組公認及び資本利子 250 200 
zi=ふI 号~t 10,386 9.159 

差引収益(A-B) 4.226 3.914 
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受霞財の特色

1.技術

坂本氏の扱うヒノキ種子は、県営穂子採取事業で採思した穂子を県市組から鱗

入し養成している。そのため、品種系統は明確で、あり、首畑に標識を設置するな

どの配慮を行い、適正に管理が行われている。

肥培については、元肥に牛糞堆肥とバイオ PK(酵素)のボカシ肥料を作成し、

過燐酸石灰・塩化カ 1) ・米ぬかを配合した自家製問料をつくり、施している。氏

は「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」による「エコファー

マーJ の認定を、ぶどう・ももの品呂で平成19年 2 月に受けている O このことか

らも分かるとおり、環境に配慮した出家製肥料の使用に対する氏の取り組み姿勢

や、作成技術には定評がある。また、氏の高畑においては、スダツクス(緑肥用

ソルゴー)を播種しており、緑肥の活用にも取り組んでいる。

ヒノキ稚樹の床替は秋 (10月)に行っている。植付け後の追)j巴については、成

長を抑制するために施さないことにし、直木の育成:1犬況に配l昔、しながら、適切な

J]巴培管理を行っている。また、秋槌えの苗木は根系が荒くなる傾向にあるため、

根切りを適期に適正に行うことで充実した根茎の発達を促して、優良市水の生産

に取り組んで、いる。根切り機には振動型のものを使用し、地中に十分な酸素を供

給することにより、充実した根茎の発達を関っている。

除草は、雑草の生脊状況をこまめに観察した上で検討・判断し、除草剤散布ま

たは手取による除草を適期に施している。除草剤については必要以上の散布をす

ることはせず、適最散布に努めているが、効果的な除草が認められる。なお、氏

は除草剤散布に使用する背負い式i噴霧器の噴口部を改良し、一度に 6条の列間を

同時に散布するなどの技術改良を自ら行うことで、作業の効率化、者カイヒを図る

ことに成功している。

病害虫対策は、根切り虫の駆除 .1坊 l訟に持続効果のあるマイクロカプセル製剤

のダイヤジノン SL ゾルを適量散布し、発生を未然に防いで、いる O また、オルト

ラン水平[1斉Ijを気象状況等を考慮して適期に適量散布するなど、効来的な薬剤の使

用を行っている。
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消毒剤の散布には、大型トラクターによるブームスプレーを使用し、作業の効

率化と省力化を図っている。このトラクターは、密閉可能な運転室内からの機械

操作が可能であるため、健康管理に充分配慮した作業を行うことが可能となって

いる。

さらに、雨期や台風通過後の翌日には殺菌剤 1 C ボルドーを散布することで、

菌の発生を未然に予防している。

2. 経営

萄畑の経営面積は1.64haで、ヒノキ、ク

ヌギ、コナラを主体に山行高木を生産して

おり、またクリ、カキ苗などの果樹苗の生

も行っている。ヒノキ商の大半は秋植え

を行うことで、春先に集中する労務の平準

イヒを図っている。

土地利用については、苗木の連作障害の

防止と l協力維持のため輪作を行っている。

新たな畑地が必要な場合には遊休農地を借

写真2 ヒノキ 2年生の苗畑
(実生箇と挿し木苗の双方を育帯している)

り受け、常に適正な生産規模の芭畑を確保し、優良苗木の生産に積権的に取り組

んでいる。

労務については、苗木の堀取り、選苗、出荷などの繁忙期には外部から労働力

を雇用するものの、通常の青苗作業は本人夫婦と父母の自家労力で対応してい

る。氏は、大型機械の導入による省力化など、経営の合理化に積極的に取り組ん

でいる。また、機械は利用するだけに留まらず、これまでの経験を活かし、メー

カーとも相談しながら、独自の改良を行っている。例えば、大型トラクターに取

り付けられたブームスプレーは、通常、噴口が国定されているが、これを改良し、

噴口が上下するようにさせることで、ヒノキ苗などの丈の低い苗から、クヌギな

どの商高の菌木まで、幅広く利用できるように改良されている。なお、先にも述

べたとおり、このトラクターは寝間されており、使用に際しての健康管理に充分

配慮されている(写真 3) 。
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背負い式[噴霧器で、の除草剤散布について

は、従来の噴霧器では 1 偶の噴口しかな

く、 l 条ごとに散布作業を行うことしてい

た。そのため、除草作業に多くの労務を要

していた。これに対し、氏は、 6 条の列問

を同時に散布できるように、 l噴臼部分に独

3 改良を施した薬斉IJI噴霧器

自の改良を加えることによって、作業の効

率化と省力化を割ることに成功した。
(薬離を 1~lt議するアームを、 i高一r'Hで、も

播種機の使用については、県内で導入し使えるように高位置に設罷するよう改

ている者は他にない。氏は、ヒノキ種子播良した。)

種機広葉樹用の播種機の 2 台を導入してい

る。広葉樹用の播種機については、クヌギ、

コナラ、クリなどの種子が各々効果的に播

種できるように、ドングリの大きさや形状

に合わせた播種穴等の改良なとぞを行ってい

る。

防風対策は、苗畑の場所が毎年変わるた

め、訪原U亘等の恒久的設備の整備は難しい

のが現状である。そのため、防風対策とし

て使用済みのノリ網を導入して苗木を覆

い、強風による葉先の損傷を防止する工夫

を行っている。

4 改良した背負い式噴霧器に取
り付けるパーツ

(効率的に沼!日iに薬剤を噴霧するため
に開発したパーツの性能を説明する坂
本氏。)

その他、肥料についても独告に自家製日間51 を考案するなど、機械、器具、肥料

といろいろな聞で創意工夫が閣られている。

氏の先代の時代には、クワ苗、果樹菌、ヒノキ菌をそれぞれ生産してきたが、

養蚕業からの需要が無くなり、またミカン苗などの果樹首も需要が減少してきた

ことから、 111行高中心へ生産を転換した。その後、ヒノキ苗に加え、クヌギ、コ

ナラ、ケヤキなどの広葉樹の生産にも積極的に取り組んできた。

王子成18年度の 111林苗畑品評会への出品高畑で、あるヒノキ苗は、年開約10万本を
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安定的に生産しており、これは県全体のヒノキ苗生産量の l 割に相当するもので

ある。ヒノキの場合、種子捕種、除草、施肥、 1 年生苗の堀取り、植付け、除草、

施肥、 2年生苗の堀取り、苗木仮植という行程で苗木生産を行うが、その全ての

行程において機械化を実現し、基本的に鍬を用いる必要がない体系を確立してい

る。

このような、省力化された育菖システムにより、家族4 人と臨時雇用 3 名の計

7 名で、年間16万本以上の山行苗木を生産していることは、県内でも稀であり、特

筆に値するものである。

なお近年は、スギ苗の需要が増えてきており、こういった情勢を受けて、スギ

採穂木の整備も始めている。この様に坂本氏は常に時代の流れに合わせた経営を

行ーっている。

普及性と今後の方向

十普及性

坂本氏の先代は、苗木生産においては、当地域で先駆的な存在であった。氏は

長年の技術の蓄積と豊富な経験を持った先代に師事しながら、育苗技術を習得し

た。高木生産に当たっては常に脊苗技術の研鎖に意欲を持って当たり、生産量、

品質ともに常に県内で上位にあり続けている。このことは県内外の苗木生産業者

の1英章E となるところである。

氏の苗焔経営改善に対する意欲は旺盛で、、大型機械を導入するだけでなく、そ

れらを吏に独自に改良することで作業の効率化、省力化等に取り組んで、おり、経

営の合理化を図っている。また、新しい技術に対して積極的に取り組む姿勢は、

苗畑経営の模範とするところである。

このような取り組みや実績が評備され、王子成16年度から熊本県樹菌協同組合の

青壮年部の会長を務めている。研修会、講習会には進んで自己の苗畑等を提供し、

自ら講師となり技術の普及に努め、後継者の育成にも大いに貢献している。
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2. 今後の方向

坂本信介氏は、昭和54年より家業の沼木生産業に従事し、高木生産では当地域

で先駆的な存在であった父敏光氏に師事しながら、苗木生産技術の習得に努め

た。

氏は、常に優良苗木づくりの技術{封鎖に熱意を持って当たっており、 トラクタ

ー、パワーショベル、ブームスフ。レ一等の大型機械に床替機、根切り機、抑J取機、

描種機等を{吏用し、作業の効率化、労力の省力化に努めている。

ブームスプレーは大型トラクターに固定されており、これを独告にヒノキ商等

の小WÎからクヌギ等の苗高の広葉樹にも対応出来るように改良している。運転席

も ;Æ，:I喝されており、 1間帯作業のi祭の{珪康管理においても十分な配慮がされてい

る。

捕種機の活用は課内でも珍しく、ヒノキ、クヌギの各播穂機に改良を加え、適

正な種子の橋穂と作業の効率化を図っている。

従来、除草に使用する背負式噴霧機の噴口は1僻で、 l 条毎に除草剤を散布し

ていたため、多くの労力を裂していたが、 i噴n部分を 6条の列間に同H寺に散布が

出来るよう、 を改良し、使用している。

以上のように、氏は現在導入している機械・器具を、より効率的に活用出来る

よう、常に改良を加え、苗畑経営の改善に努めている。

その他、}肥料についても悶家製肥料を考案するなど、機械、器具、肥料と様々

な国で、の意IjXfj:工夫が見られる。

このように、氏の苗畑経営改善に対する意欲は旺盛で、、大型機械の導入により、

作業の効率化・省力化などの経営の合理化や、新しい技術を積極的に取り入れる

姿勢は、高畑経営の掠範となるものと考えられる。

(執筆者農林水産省林野庁研究・保全課研究企画官 問中伸彦)

233 



*場悲鳴母語場*常務悲鳴*場**母春場春場春場母春場券場場来場*場券常常務省春場
券 会長

♂ 天 皇塁三賞三 笠

出制 経営(漁業経営改善) 5 
得

〉ま漁業協同組合野間池マグ司養殖協業体 護
続

。% 住所鹿児島県南さつま市 金
ZE 鞍

悲鳴母争当世*場悲鳴場券場悲鳴*悲鳴索活き*場常常務母春場*場*悲鳴場審勢最

高さつま漁業協同組合 野間油マグロ養殖協業体

代表森 閑

私たちマグロ養殖1Z1業体は、鹿児島県の中でも最T!9南端「すんくじら(鹿

児島弁で[隅っ こ j の意味)J にある南さつま市野間池という地域で事業を

行っています。 所属する南さつま漁協は、正組合員l∞名で、定置網漁業・

一本釣漁業 ・ 刺網漁業及び、魚類養殖業が主要な漁業となっておりますが、平

成18年度年間生産量757t . 生産額 4 115 千万円余という県下でも小規模な組

合です。

野間池マグロ養殖協業体は、平成15年に種苗採捕漁船漁業者7名、養殖業

者5名がマグロ種苗採捕とマグロ養殖を協業化し、協業体内部で種苗採捕か

ら養殖までの全工程を行えるよう組織化し、同年 3 月に中核的漁業者協業体

の認定を受け、その事業を展開しております。

今回の受賞に際しては、会員共々大きな喜びを感じるとともに、それ以上

に今後の事業展開に強い責任感と賞の重みを感じている次第です。先ずは、

協業体のこれまでの取り組みに対し、 iAEいご理解と諸々のご協力をいただい

た関係者の皆様に心から感謝の意を表したいと思います。

マグロ類が国際的な水産資源として、その漁獲が厳しく規制されている今

日、その養殖の事業展開を深く、そして広く追求していくことは、関わる漁

F
h
d
 

q
<dつ
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受賞者のことば

業者の経営安定と大きな規点から考えると我が国の魚類たんぱく資源確保

にも大きなメリットになるのではなかろうか、と考えています。

これからの事業を推進して行く中で、多くの試行錯誤の状況が生まれてく

ることが考えられますが、日本の片隅からではありますが、小さな発信がや

がて大きな流れとなってゆくことを夢見て新たなる目標を目指して日々頑

張っていきたいと思います。

最後に、関わりのあった全ての方々に再度深謝致します。ありがとうござ

いました。

地域の概嬰と受賞者の路盤

1.地域の概要

(1) 地域の立地条件

野間油マグロ養殖協業体(以下、野間池協業体)が立地する地域は、鹿児島県

南さつま市笠沙地区野間池である。 南

さつま市は、平成17年11月 7 日に加世

田市や笠沙軒を始めとする l 市 4 grJが

合併した人口42，645人、関積283.30krrlの

市である。この中で笠沙地区は、同市

西部のリアス式海岸に縁取られた半島

部に位置し、東シナ海に面している。

第 l 図 鹿担島県南さつま市笠沙地12:野!日Ji訟の位置

笠沙地区の人口は、 3，447人(平成17

年)である。笠沙地区の交通は、

を)司留する国道226号線を走る路線パ

ス(1日lO往復使)と自家用車とに専

ら依存している。同226号線は、 1 時

開強(車で)で笠沙地i玄野間池を、一
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方で市中心部の加 F上田地区と、他方で隣接する枕崎市と結び付けている。ま

沙地区野間j也と鹿児島市との所要時間(車)は約 2時間である。表題の「すんく

じら」は rr)fJ~ っこ J を意味する方言であるが、まさに笠沙地区野間地は臨摩半島

の議西端部という地理的辺境に{出資する。(第 1 国)

(2) 水産業の概要

r?Jさつま市笠沙地区野間i也は、南さつま漁業協同組合の本所所在地である。

ここには、野llij?也漁港と野間池市場がある。野間地における泊、業(漁船漁業と

)の生産量は、平成

12年度のピーク (689t) から

一転して平成13年度に減少し

(530t)、平成 17年度に650t I 750.000 
台の水準にまで回復した。

方、生産額は平成 8年度の約

4 位、71∞万円から一貫して減

少傾向を見せ、平成13 ~ 16 

年度まで約3億2∞0万円台で

低迷を続け、平成17年度に約

3位t8∞0万円台にまで1m復した。

第 21~1 野間地における j魚、業生産の推移

kg 生殺鋭千円

500.000 

450β00 

400.000 

350.000 

300.000 

250.000 

200.000 

野間地での水産業は、 j魚、船漁業、養殖業、遊漁船業から成る。漁船漁業は、定

置網、一本釣、えび底曳網、 lぢl定式料綱、きびなご流稿、かじき流網等の潟、法で、

行われている。 1:1: 1 でも当地の漁業生産を下支えしているのは、定置網、一本釣、

えぴ底曳網、養殖の各漁業である。過去10年乎均の年間生産金額 (3能85∞万円)

で見ると、各漁業は定置栴 1 億3478万円 (35%) 、一本釣73∞万円 (19%) 、えび

底曳縮60∞万円 (16%)、養殖4∞万 (13%) であり、当地域の漁業生産額の8割

強を占める。また、過去lO:fj三平均の魚種別年間生産金額で、見ると、たかえぴ(薩

えび) 571∞万円 (15%) 、ぶり 40∞万円 (11 %)、いさき 37∞万円 (10%) 、

きびなご27∞万円 (7%) 、その他魚種(養殖物を含む) 1 億必∞万円 (36%) で

ある。
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野間?tÈ漁港の水揚げ商品は、共同出荷又は個人出荷で県内では鹿児島市中央卸

売市場と枕崎市漁協卸売市場へ、県外(共同出荷のみ)では東京都中央却売市

場築地市場や金沢市中央卸売市場へと出荷される。水揚げ商品の荷分け(平成16

~ 18年)は、地元向け1~7%、県内向け74~ 88%、県外向け11 ~ 19% となっ

ている。単価で見ると、平成8年度の野間池漁港の全如、種平均単価は759円/kgで、

あったのに対し、平成17年度の同単価は577円/kgで、あった。この原因として特

にぶり類といさきの相場不調が最も大きい。平成 8 年度と平成17年度の杭i場を較

べると、ぶり類53.8%減、いさき46.8%減となっている。

2. 受嘗者の略歴

野間池協業体は、マリノフォーラム21 (以下MF21)によるマグロ養殖試験事

業に起源を持っている。平成 4~7 年にMF21の委託事業「マグロ類養殖システ

ムの開発J が、次いで、平成 8~ 11年MF21の委託事業「クロマグロ養殖技術高度

システムの開発j が実施された。野間池協業体の創設に関わった人々は、 8年需

にも及ぶこれら事業に参画し、この 1+1でマグロ養殖技術のデータを収集・蓄積し

た。

平成12年 3 月、 MF21事業の終了に伴い、施設と供試験魚、がIB笠沙町に譲渡さ

れ、旧野註i池漁協により委託試験が行われた。同年末には 3 歳魚、の一部が出荷さ

れた。試験養殖事業は平成14年度まで続き、その後の野間地協業体のための生産

技術基盤を形成した。

平成15年に野間池協業体は、養殖業者(カンパチ・ヒラメ)の(有)美代丸水産の

役員・従業員 9 名と漁船漁業者(一本釣・刺鰐漁家) 9 名の計18:?:1 を構成員とし

て結成された。同年 3 月には鹿児島県により中核的漁業者協業体の認定を受け、

本格的にクロマグロの養殖事業に着手し、現在に至っている。

受賞者の経営概要

1 .経営の概要

野間池協業体は、中核的漁業者協業体という経営制度を受け出にした漁船漁業

-238 



と養殖業によるジョイント・ビジネスである。ここで言うジョイント・ビジネス

とは、上記の二業体が協業体の中で種荷(ヨコワ)採捕と養娘・販売の面で機能

分担し、マグ、ロ養殖!品業経営の確立と発展を呂指す業態である。

野間池端業体の人員構成と役割分担は第 l 表のとおりである。構成員の平均年

齢は53歳である。通例、 j魚、船漁業の?，{日家が種E削剥i1J部門を、また(有)美代丸水産が

マグロ養殖部門をそれぞ、れ担当している。 両者の関係は、法本的に採捕穂市 (3，5∞

円/尾<300 ~ 500g> )の売買関係のとに成り立っている。しかしながら、この

関係は、経常!日jの原料・資材の単なる売買関係ではない。種r'Uの買い取り価格は

種苗相場 (2500円/尾)よりも高め (40%増し)に設定されており、この1ílli格に

は協業参加への漁家に対する利緩配分が含まれている。

漁業従事部門
.(;(j~美代JL水産役員

一本釣、来日網漁業一・漁家経'ì~'者

~~ 64 マグロ養殖部門
)十王子 66 マグロ義娘l~IS門
片王子 34 マグロ主主総きIIP'j

永井 31 マグロ養殖部門
森ハスエ 70 マグロ養殖者[II"J

4来 i京子 40 総理部門責任者
森美香子 42 マグロ養織部門

穂高採捕は 2 ヶ月間 (8 -9 月)に探定される。当地の潟、家にとってこの時期

は関漁期にあたり、通常漁獲のヨコワの平均魚、価(平成1O~ 17年)は425円/kg

である。したがって種苗採捕は協業参加の漁家にとって稼得機会となっている。
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1 漁家あたり平均約42万円の収入がもたらされることになる。これら漁家は、協

業体の構成員として養殖事業の生産性増大に資するべく良質な種苗の採捕に取り

組んでいる。養殖期間全体 (3 年間)を通して種苗のロス率は20~30%の間で

抑制されており、この点で良好な種苗が提供されていることが伺える。養嫡部門

への種苗供給数は、平成15年度1∞0尾、平成16年度794尾、平成17年度920尾、平

成18年度654尾となっている。

養殖部門を担うのは、(有)美代丸水産で、ある。 I可社は、一方でカンパチやヒラメ

の養殖卒業を、他方でクロマグロの養殖事業を野間池協業体の事業として行って

いる。この理由には、先述したクロマグロ養殖事業の経緯もあるが、 i品業体の枠

組みで質的に良好な種苗が安定して提供されるという点もある。

第 2 表 野間池協業体マグロ養殖部門の収支構造とその推移

資自 H15 Hl6 Hl7 日18

餌代 5，印8 6.4邸 9,014 9卯O

43.1% 42.4% 38.4% 40.3% 
種ï'E1.t 3.5∞ 2.779 3.220 2.289 

26.9% 18.2% 13.7% 9.3% 
出荷経資等 2，5臼 2.497 6.321 6.632 

19.7% 16.4% 26.9% 27.0% 
減価償却費 1,334 3，叩7 4叩3 5,775 

10.3% 23.0% 20.9% 23.5% 
経'11(百十 13,010 15.251 23.458 24.596 
収支表(人1!\:資含む) 4,110 1,395 17,610 20.592 
養殖マグロの販売収入 17.120 16,646 41侃8 45.1部

養殖全体の販売収入 50.250 33ρ10 64,929 74.038 

*セル上段の実数値の単位は千円。

*セル下段の%1i肢は経費中に占める割合。
*表の最[~.行の数値にはカンパチやヒラメの収支分も含まれる。

マグロ養殖部門の収支構造は第 2表のとおりである。経費の中で餌代と出荷経

費等の割合が高く、実数値としても増加している。これは、平成17年度.k).、棒、 2

歳魚の出荷が軌道に乗り始め、これに伴いコスト上昇を招いたことを意味する。

すなわち、肥育のための餌代の増加と関東方面市場への航空使出荷頻度の上昇に

よる流通経費の増加である。現在、 3 歳魚、の肥育と出荷が検討されており、今後、

流動費である餌代と流通経費の一層の増加は避けられないで、あろう。ちなみに、
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南さつま泊漁、協による共同j購構入を通じて行仔宇われている O 銅の品質とt館儲E節i格は、野間池

1Zh業体のマグロ養殖経営にとって大きな変動要国であるが、現時点で、の調達状況

は安定的に推移している。

野間地協業1*の養殖マグロの小売価格(参考値)

際品名 i 水産カテゴリキラーA 泣販店ち
赤身・刺身月 714円/1∞g し.1剖円/1∞g
中トロ・刺削1，286PJ/ 1∞g 1.580円/l00g
大トロ・刺身用 1.857円/ 100g 1,980Pl/ 100g 
* 水産カテゴリキラーA(都内C 百貨店にテナント出店)には、通常!Vlに iW!l本 (30 ~ 401氾
級)、ピーク[1寺(お盆・年:;;jミ期)に週4 ~ 6:.4えが I l:l i\守されている。
* 2ft販店B には、通常期に週10本、ピーク符に遊25本が首都閣のマグロカn工機能を持つ卸売
業者や1r!1卸業者を総て出荷されている。
* 聖子|湖 i也協業体の養殖マグロ 1本 (35kg) 当りの歩留り率は約50%。各身の~占惚りネは次の
とおり。赤身8β~ 1 1.4%、中トロ34，3%、大トロ2，9%。

一方で、、野間池協業体の養殖マグロ商材は、現在、首都闘でキEl対卸値3，300 ~ 

3，5∞円/kg (30kg以上級)又は2，800 ~ 3，∞0円/kg (30kg未満級)で取引きれ、

さらに水産カテゴ 1) キラーや量販店で、刺身臨品として高値(表 3) で販売されて

いる。したがって、この商品相場の水準がマグロ養殖経営における高コスト率 (60

%弱)の圧力を緩和している。首都圏の量販セクターは、 I~I 下、マグロのトロ窃

材の安定確保を模索している。野間池の養殖マグロ蔀材は、まさに最販セクター

のニーズと合致したもので、あった。

野間池協業体の養子連部門では、年間j約 1，700万円の人併ニ費が計上されている。

この人件費は 9名の従業者に対して支払われる給与である。給与の平均月額(税

込み)は男潤はO万円、女性12万円である。この斡与水準は、鹿児島県の最低給与

水準(平成18年恭準)11万7，α)()円を若干上 j豆i る程度の水準で、ある。この給与水

準こそは、野間池協業体経営を労務聞から存立ならしめている理由の一つでもあ

る。併せて、就業機会の少ない荷さつま市笠沙地包野縄地で稼得機会を創出して

いる点も注目に1i宣する。
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1 .経営の成果

経営の成果として顕著で、あるのは、聖子問地協業体養殖部門の年間販売収入金額

が4，∞0万円台に到達したことである。協業体の形成を通じてマグロ養殖事業を

導入したことで上記の販売実績が実現されたとも言える。その上で、ここで特筆

すべきは、野間池マグロ養殖協業経営による以下の成果である。

ア 種百採捕技指の開発と確立

イ マグロ養殖技術の開発と確立

ウ 大消費地の首都富市場での販蕗開拓(水産カテゴリキラーや量販店への販路

開拓)

エ 地域への所得効果(地域における稼得機会の増大)

すなわち、①の種苗採捕技術が開発・確立したことで養殖協業経営において効

率的な種畜の確保が可能となった。小規模な養殖経営体でも採用可能な②のマグ

ロの養殖技術が開発・確立されたことで当該地域における養殖業の事業分野が拡

大した。また③の首都圏への販路拡大で、最大の懸案で、あった養殖マグロの箆位販

売が実現された。さらに野間地協業体の種苗採捕、養殖生産、生産物販売が功を

奏したことでこれが地域への所得効果となったのである。

受賞財の特色

1.技術

(1)種蔀の採捕技術

種苗であるヨコワの採捕は毎年 8~9 月に行われ

る。ヨコワ来遊の場所と時期は一定ではなく、ヨコワ

の魚群を組織的に探査・採捕する必要があった。この

ために野開油協業体の採掠部門では組織化と迅速な

情報交換のルール作りという採捕の体制作りが進め

られた。漁期前の採捕検討会はこの一環である。

また漁獲時のヨコワのダメージを較減するための漁 写真 l 種苗(ヨコワ)
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(ヲ i き縄)の導入・改良、並び、に漁獲後の住存率を高めるための活魚水槽や海

水の給水ポンフ。の導入や水槽捷への種荷の衝突紡止のための水槽内水流の発生と

いった種苗-採捕の技術体系が確立された。この技術体系が確立されたことで効率

的な採捕が可能となり種苗の確保 (5∞尾以上)が安定したのみならず、他のマ

グロ養殖経営体への余剰種苗の販売が検討されている。

(2) マグ口の養殖技術

マグロの養殖は、直径17mのア基の円形生賛と一辺10mの l 基の方形生管で行

われている。 ì舌込から出待に至る養殖工程は第 4表のとおりである。

第 4表マグロの養殖工税

6 7 

25 
lOkg 

35kg 

70kg 

2 1;設f~l， 3 2 歳魚、

25歳時におけるヨコワの生存率を高めるためにキピナゴ等の小魚、が生笠Aの中に

入らないように生袋網の外側に網目の細かなキピナゴ網が設置されている。この

処躍により当歳時のヨコワの生存率が飛躍的に l二昇した(平成17年穂高の生存率
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81.5%)。また魚体の成長を改善するために給餌の凹数と方法の改良、栄養剤の

添加、出荷車前時の餌の変更といった処置を行うことでの肉質の改善(赤身とト

ロの肉区分の明瞭化)も行われている。また、生賢に潜水して魚体管理や出荷対

象魚、の絞込みも行われている。

(3) 生管水揚げ時の鮮度保持・肉質保全と出荷詩の加工・温度帯管理の流

通

養殖マグロの「ヤケJ (異常|勾)の発生防止のために、野間地協業体においては、

次のような工程 (3 日需)を経て養殖マグロ商材が出荷される。

① 1 日目・生賢から取り上げた直後に作業船上で即殺(活〆)し、血抜きと内

!臓・エラの除去を行い、さらに野間地市場の作業場に搬入して氷水プールで16

~24時間魚体の冷却処理(… lOC~lOC の体温へ)を行う。

② 2 日目:コールドチェーンを確保するために、出荷時間(午前10時又は正午)

i直前に保冷のためのナイロンシートと気泡シートで二重に包装された上でダ

ンボールに梱包される。保冷処理は、魚、体内部への保冷材の充填によっても行

われている。これらの保冷処理は、 fヤケj の i坊止の措置である。クール使ト

ラックへの積み込みまでに持関がある場合には、野需池市場の保冷産に保管さ

れる。午後2時に梱包された商品はクール便トラックで鹿児島空港へ移送され

る。夕方の航空便で羽田空港に到着し、その後京

浜島の運輪会社冷蔵庫に保管される。

③ 3 日目:商品は早朝に東京都内の取引先へクー

ル便トラックで配達される。午前10時までにパッ

クヤードで解体され、刺身サク商品として店頭で

販売される。なお、この一連の工程で出荷経費(マ

グロ 1 本当り)として、運送費6，∞0円、梱包費

1，∞0円、手数料8%が計ヒされる。

以上に見たように、種苗採捕、養殖、および出荷

の各経営局面において野罰油協業体は、自らの創意
写真4 出荷処理加工直前

工夫を通じて管理技術を確立している。 の水揚げマグ、ロ
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2. 経営

経営団で、特筆に1íllíする特色は、野間j也協業体の養子lliîマグロ鵡材の販路と市場で

の臨品ポジ、ショニングである。

野間油揚業体は、養殖魚、の販路を早くから首都圏に擁立していた中間流通業者

にマーケテイングを委ねたことにより、当初から養殖マグロの販路として逮摘の

市場である首都圏の市場へのルートを確立した。

すでに述べたように、この協業体は、中間流通業者の仲介により、首都閣の水

産カテゴリキラーや量販店と取引のある仲卸業者(加工機能を持つ大物専門)や

卸売業者との取引関係を確立したのである。すなわち、高い水準の相場形成力を

持つ首都劉市場への服路を構築したい野間池協業体、養殖魚、の取り扱いl隔を広げ

たい流通業者、そしてマグロのトロ商材の安定確保をしたい量販セクター、これ

ら三者の利害が一致したことで確立したチャネルでもある。このチャネルを経る

ことによって野間池協業体の養殖マグロ商材は、第 3 表で見たような価格帯の荷

品としてのポジシヨンを得ることになったのである。野間地協業体は、取~Iうもの

信頼を繋ぐためにクレーム処理はもとより、取引ニーズ (40 ~ 60kgサイズの需

要)に沿って 3歳如、規格の商品出荷に向けて取り組みを始めている。

普及性と今後の方向

1.普及性

中核的漁業者協業体という経常制度の枠組みで、マグロ養殖のジョイント・ビジ

ネスのモデル(経営と技術)を確立した点は、今後のj魚、業経営体改善を進めてい

く上で、重要で、ある。ファミリービジネスの小規模な養殖経営体がマグロ養殖に進

出することは稀な事例であり、この点でも貴重な事例である。さらに地理的辺境

にある野間池協業体が大都市閣の量販セクターとの販路を構築したマーケテイン

グ手法も後続する漁業経営体にとって重要な示唆を与えるものとなろう。

2 隆今後の方向

すでに養殖部門には、新たなメンバーが2 名ほど加わり、経営内で養殖管理技
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術の継承も円滑に進展している。この点で

協業体の持続性については一定の展望を

見出すこともできょう。今後、野間地協業

体において浮上する課題は、①顧客ニーズ

を反映した養殖マグロの商品管理徹底、②

マグロの養殖尾数の増加、③3歳マグロの

出帯、④コスト削減と食の安心・安全を
の公平
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⑤リスク分散のための販路の開拓と多様

化、⑥協業体構成員の所得向上がある。これらの課題を解決する中で経営規模の

拡大を模索することが望まれる。

(執筆者東京海洋大学海洋工学部教授中川雄二)
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s長格
帯内関総理大臣賞受替 措
4よz.， 6.仏

会4
量 出品財産物(水産加工品) 長
ず(s'

事 受賞者株式会社うおすけ 室

z 住所三重県多気郡多気町 3 
& 6弘
QC' σ(s' 

*場ぎを*急事場*若者場者索活き場来場場券場場者来場場最場*場*場活春場場最*

受数者のことば 闘うおすけ代表茶奇明樹

この度は、栄誉ある内閣総理大臣賞を賜りまして、社員一向、身に余る光

栄と存じております。日頃よりお世話になっている多くの皆さまに感謝申し

上げますとともに、今後も賞に恥じぬよう誠心誠意事業に取り組んで、いく所

存です。

弊社は、慶応、元年創業の魚介類の行商を起源として、昭和30年代以昨には

地域食としての鮎に着目し、 f鮎の甘露煮j なとeの水産加工品の製造販売を

行って参りました。平成 3年には法人化して、現在に至っております。

「鮎の甘露煮j や f忠告の昆布巻き」の原料となる鮎の多くは、現在では県

外からの仕入れに頼っていますが、かつて鮎が豊富に獲れた地元の櫛出JII 、

宮JIIの恵みがあったからこそ、弊社の事業が成り立ったことは言うまでもあ

りません。 J 11の恵みを源とし、 J 11 とのì~~い関わりを守りながら事業を続ける

こと、また、そのために地域の自然を尊び、守っていくことが重要と考えて

います。

そのため微力ではありますが、今年で10年日となります地元小学生を対象

とした「小学校J 11 の詩と絵の公募展」を催し、子供たちがJl I とのふれあいを

通して自然環境について考える機会となるよう努めているところです。

今後も地域の食文化を伝承しながら、地域の活性化にも繋がるような卒業
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受賞者のことば

展開を毘指して取り組んで参りますので、関係の皆様のご指導ご鞭捷の程よ

ろしくお願い申し上げます。

地域の概要と受賞者の略歴

1 .地域の概要

(1) 地域の立地条件

三重県は、日本列島のほぼ中央太平洋に位置し東西約80km、南北170kmの南北

に細長い菱形の様な総面積5，776.87kníの県

土を持ち、総人口は1.867，696人で、す。一方、

多気町の人口は15，801人(平成19年8月)、

総出積は103.17kní、三重県のほぼ中央、松

阪市と伊勢市の中間に位置し、伊勢街道・

熊野街道・和歌山加街道の分岐点があり歴

史文化の面影を偲、ぶ歴史を今に伝えてい

る。なお、気候は比較的温暖で緑豊かな自

然の中で、伊勢地方の櫛田)/ r .宮川では古

来より鮎が獲れており、また、宮)/ r は国土

交通省から平成14 ~ 15年と「清流日本一J

に選ばれている。

(2) 水産業の概要

第l!;;{/ 多気町周辺国

三重:県思の県のさかなは「伊勢えびび、(何H昭百手布和l日J6臼3年三重県水E蔵去技術セン夕一が世界初

の卵から1雑栓えびまでの人工飼育に成功した)川J で

成1口7年の漁業総生産最は1目9万7必7冗tのうち生産量を漁業種類別にみると、海面漁

業が16万2，678tで、全体の82.4%、海面養殖業が3万3.833t、内水面は漁業・養殖業

合わせて956tである。このうち養殖鮎は営業体数2件あるものの平成14年~ 17年
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の収穫量Otで休業状態である。

このような状況の中で、特に近年、櫛田J1 1 .宮J11 .大内山J1 1 の天然鮎(友釣り・

網・しゃくり)は、「うおすけJ の使用品Iiの 1%程度であるため、徳島!崇滋養殖

鮎と和歌山県産養殖の子持ち鮎を使用している。今後の三重県政養殖鮎生産に期

待される。

2. 受賞者の略歴

株式会社うおすけ(以下(H~うおすけ)は、

慶応元年 (1865年)伊勢の岡、現夜の松阪

rll猟nf!î1I8'で(うお助)初代伝古氏が魚介類

の行商を始めた。現在の多気11fT相可宿場町

のi~I[Î料亭にf.l~，を売るようになった。明治33

4三 (19∞年)二代目、助蔵氏が{411の卸「魚、

助商店j を創立。夏になると櫛田J 11 の鮎を

料亭に在日していたが、大量に掠れ余った鮎写真 l 茶存Ilj]樹社長 (111央)及びスタッフ

は漁師lと同じ様に鮮度が落ちない様、焼き f~15 にして甘辛ーく煮込み f1=l:出し料理j

に付けていた。こうした料理方法が伝承された。 昭和25年三代目、直j詑氏が松阪

市射和118'に支店を出出し、昭和43年四代目、孝助氏が本店「うおすけ」を現在の

多気町ヰ許可に移転させ、 ff~l[îの昆:trî巻J を仕出し料理として提供してきたが、昭

和45年頃お土産として販売したのがきっかけで、 ffMI5の甘露煮J f鮎の昆布巻j の

名称が全国に広がった。

昭手1153年本社工場を松阪市中万i町鐘突に移転し、平成 3 :t]三、五代自の代表取締

役茶谷明樹氏が業務拡大に伴い、 f(槻うおすけj に組織変更した。

その後も、創業当時と変わらない手作りによる「鮎の甘露煮文化j と f味j を

保存し日本の食文化の継承に努めるつつ、近代技術の導入により、真空パック等の

容器・包装材を工夫し、また全国的な流通に対応できる様、 i島市L殺菌技術の導入・

改良(絶妙な温度時開設定を把握)に取り組み、製品の品質管理に努め、安全性・

保存性に優れた製品作りを行っている。更に、独自の製品製造に関連するfillの焼

き工程等、数簡所の加工製造技術を開発し、製造工税の製法特許を取得するなど、

-249 



技術開発や意匠商標登録等の面でも努力の跡が見受けられる。

また、同社は社会貢献のための活動にも熱心であり、多気i町立の学校給食に対

して郷土料理として鮎の甘露煮を提供、子供たちに食べて頂き故郷の文化を知っ

てもらうため年に 2 回実施している。また、多気町独居老人へ20年前から敬老の

司にうおすけ製品のプレゼントの実施や、「小学校111 と詩と絵の公募展J として

宮111、櫛田川流域「うおすけ天地の恵み会J を主催し、また、環境への現組として、

生ゴミを地域の多気有機農業へ堆肥作りの協力等、地域振興のための積極的な取

りえ丑みを行っている。

受賞者の経営繍喪

1 .経営の概要

(附うおすけは、鮎の甘露煮、鮎の昆布巻き、子持ち鮎の甘露煮を主力商品とし

て、鮎の塩焼き、鮎茶づけ、小鮎の甘露煮、小鮎の山*t~煮、鮎の粕漬け、うなぎ

の甘蕗煮等川の幸、また、海の幸として、あわびの醤露煮、貝柱甘露煮、白魚七l

露煮、焼きあなごの甘露煮、かき・さんま・いわしの甘露煮、紅鮭の見布巻き

を、 L1Jの幸は、牛肉の甘露煮等の製造販売を多気町相可の本店、:東京・名古屋・

大阪・四日市の百貨店や三重県内の販売fr5で実施、また、大手 3社の通信販売会

社・自社通販等行っている。工場は、松阪市中万11lTにあり製造加工している、相

IIJ を代表する小規模の水産加工の企業で、ある。

また、同社の経営内容は、ここ数年間、営業利益黒字が続いているなど、健

全かっ優良なものとなっている。

2. 経営の成果

附うおすけでは、業界トップブランドの鮎の甘露煮はじめ・中規模の「鮎の昆

布巻J の他、上記の商品を組み合わせた「詰め合わせギフトセット」を販売して

いるが、特に夏季に需要が多い「鮎の甘露煮」ゃ冬季のお歳暮向けや正月のおせ

ち料理用として需要が高い f鮎の昆布巻」などは、消費者のニーズにマッチング

した商品として、同社の主力製品となっている。更に、「うおすけブランドJ の
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もすでに済ませ、時代に即応したますますの事:業挽進に努めている。

受賞黙の特急

1 .技術

(1) 受賞財の概要

受賞財である「鮎の昆;;(jî巻」は、「国内政の鮎をカ!とき j その鮎を「甘露煮(製

法特許)J に加工調理し、さらに、その上に北海道日高の昆;;([1 を 4~5:設に巻き

煮崩れないよう干瓢(かんぴょう)で結んだ段、味付け調理工程を繰り返し、 i床

を調え、真空パック包装後、殺菌したもので賞l刷開設は製造後11j三と保存性に能

れている。社長の考えにより、組問する原材料には食品添加物を使用せず、伝統

の味を守りながら、製品原材料は 13î1産で、品質の良いものにこだわって使用し、秘

伝のたれで煮込んで、柔らかく仕上げているため、頭から骨まで食べられると、

齢者や幼児までに至る幅広い佳代から高い評価を得ている。

fÜI~の昆布巻は、食材と手持を惜しまず存分にかけた手作り部品で、ギフト商品

や正月おせち料理などにも利用されるようになった。販売価格は、 121三2∞ g税込

み1，050円で全国の百貨店、通版、県内本支出等で販売され美味しく・安全・

品質な商品として社会的信頼度も高く評備されている。

f~llîは、鮎の鮮度等が製品にあたえる影響が大きいため、経営者自らがニ代にわ
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たり現地で仕入れ業者の信頼関係を築きあげ、春の稚魚入の予約から夏にかけ養

殖業者 5社と連絡を密に取り合い鮎の成長や鮮度等を把握している。昆布巻の芯

に最も適した時期に「活〆 J に立ち会い、鮮度の良い鮎を入手することは国難と

されているが、まめに現場に行くことで解決している。一方、生産者との確かな

信頼関係により鮎の価格が下がったときでも、買い叩くことはしない、長く

者と付き合うことにより鮎が品薄なときには今度は生産者より、優先的に鮎を購

入できるようにしてもらえる、このことはお互いに鮎の生産者がなくなると鮎の

加工業も成り立たなくなるとの考えに基づき、まさに、人柄、人間力が大切と茶

谷社長は言う。

徳高県産の鮎は、全国屈指の養殖生産地で、サイズは 1 kg入りが13尾の最良の

大きさ、姿・鮮度良好、生産量も多く、冷凍の凍結技術などに優れた養殖業者の

鮎を仕入れている。また、子持鮎は、和歌山県産を使用、生産地を変えることに

より、リスクの回避や鮎の「オス・メスJ の偏りを避けられる。鮎は一年魚、であ

るため(槻うおすけでは l 年で 3~ 40tの原料鮎の備蓄が必要で、ある。そのため

25
0

C以下の冷凍冷蔵庫で保管し 3~Î所に冷凍設備を分ける事でリスクを分担して

いる。

見布については、北海道の産地と大阪の問屋と連絡を取り、北海道の昆布の生

育状況を踏まえ、夏から秋にかけて賄二入に努めてきた、また、天扶異変による品

不足に備えて年間使用量の130%から 150%程度確保している。一方、保管につい

ては(槻うおすけと大阪の問屋でリスク分担をし、風味などの損傷が無いようにし

ている。

受に、常に取引先への配慮を欠かさず、全ての仕入を現金取引で行うなどした

結果、取引先との聞に30年来の結びつきの強い人間関係が背まれ、現在まで長く

取引出来ているのは、ひとえに、茶谷社長の人間力といえる。

(2) 製造工寝の概要

「鮎の昆布巻」の概略工程を図示すると以下の様になる。

①鮎の串打ち→②水洗い砂抜き→③鮎焼き→@:鍋に鮎を並べる→⑤伊勢茶煮→⑥

つ
中RU
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湯洗い→⑦味付け→③2 度炊き→⑨澗・みりん等調味を加える→⑩「鮎の甘露煮」

仕上げ〔秘伝のたれ入れ (3 度炊き )J →⑪昆布を水で戻す→⑫昆布巻き用にカ

ット→⑬昆ït1Jの計量@鮎の計量→⑮「鮎の甘露煮」を芯に昆布を手巻き→⑬干瓢

(かんぴょう)で結ぶ→⑫昆布巻にしたf[lj~を舗に並べ移す→⑮l味付け調味材を入

れる何度炊き)→⑬冷却→⑫昆布巻の天地を返す→⑫仕上げ何度炊き)→⑫

冷却・味熟れー+⑫商品サイズに昆布をカット→⑫真空パック→⑮高圧殺菌→⑫除

水→⑫検品・保管→⑮箱詰め 以上28工程

次に、各工程について日程)11買に説明する。

01 日目

①fflj[jにステンレス製の串打ち→②砂抜き・

水洗い

姿焼きの形を整え鮎に串を打ち、その11寺

に鮎のお腹の汚物や砂を取る作業を徹底

して行う。

(鮎の昆布巻の;広になる)。

4 鮎丹二i打ち

③fÜj~焼き→④鍋に鮎を並べる

連続して鮎を焼く装置は側うおすけと機械メーカーとで共同開発し上火と下火

の遠赤外線ガスバーナーの使用により 10分程度で約150尾の鮎が炭焼きと同じよ

うに焼き上がる。この装霞と fÜj~の甘露煮の製法および、深絞り自動真空機等の一

勺
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連の「鮎の甘露煮の製造工程J の製法特許を取得した。鮎を焼くことにより鮎の

生臭みを取り除き焼き油を落とし香ばしくなる。鮎を炊く鍋が円形のために段ご

とに方向を変えながら対象になるように150尾を椅麗に並べる。

⑤伊勢茶炊き

伊勢茶で鮎を数10分程度弱火で炊き込

む。

これにより油分を落とし、頭から尾まで

丸かじり出来るように骨を柔らかくし

カルシウムが摂取できる。

⑥湯洗い

お茶と油分や不純物を椅麗に取り除く

ために締麗な湯を湯入れ、次に湯を切り、

更に湯入れ、湯を切るという工程を、エア

ーパランサー(女性でもスイッチを入れる

だけで軽く持ち上がる安全装置町村うおす

けと機械メーカーが共同で開発した、特許

取得J)を使用し、複数回繰り返し行い、

再度湯を入れ、数十分経過した後、上記工

程を更に数回繰り返すことで鮎が納得の

いく椅麗な状態になる。

⑦味付け等

各種かつお節と北海道産昆布によっ

て、出汁を取り、更にi留まり醤油とコクと

キレと出し後味を良くするために独自に

ブレンドした砂糖を加え、弱火で暫く炊い

た後、火を切り休ませる。
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⑨調味料，を入れる

酒とみりんを加え、数時間かけて弱火で

炊く。吏にl床を浸透させるため数時間放置

する。

⑩「鮎の甘露煮」仕上げ、[秘伝のたれ入れ]

秘伝のたれ(株)うおすけが代々鮎の甘

露煮の煮汁を継ぎ足し鈍うたれ)を入れ、 写真10 !~I'iの甘露煮

責任者が一鍋ずつ味を確認する。(味、色、照り、たれの量、その日の天候を

してー鍋ずつ一番美味しい状態で仕上げる)

f.(!，[iの甘露煮 =ff.!tî昆布巻の芯になる。〔原料昆布は、北海道産の良質昆布を使用(煮

炊きに最も英P.未い昆イザ)。干瓢は栃木の 1 級品を使用(結ぶ自が細くて締鑑な

ので細取りを指定)J

⑪昆布戻し

昆布を一回にlO kg を水槽に入れ、水で30分程度民し椅麗にしわを伸ばし冷蔵

庫で一晩放置(冷蔵庫で一晩寝かすことにより旨みがと粘りが一層増し作業効率

も向上)。

02 日目

⑫昆布巻き用昆布カット⑬⑬見布と鮎の

昆布を棋に 6 つにカットし、 11I話の広い

物、 iニドの物、小の物と分別した後、鮎の甘

露巻に、 4~5 カットの見布をセットす

る。

⑮「鮎の甘露煮j を芯に見ギlîを手巻き→⑮

干割脱出取で結ぶ
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鮎や昆布に異物なとミ無いかチェックしながら、幅の狭い物、中程、 i憾の広い物

の)11買で鮎に見布を巻き付け、最後に干瓢で 3箇所をゆるく結ぶ(ゆるく結ぶ=昆

布に味がしみて歩留まりが増えたとき了度良い結び加減するため、硬く結ぶと干

瓢が切れる)。

⑫昆布巻状態にして鍋に並べ移す

見布巻きの味が十分合むように並べ方

を左右前後対象となるように段ごとに変

えながら48本を並べる。

⑬味イ寸け→調味料入れ

醤油、砂糖、かつお出汁で数10分程度炊

き吏に本味瞬、酒を入れて更に炊きこむ。

⑫冷却→⑫昆布巻の天地を返す⑫ 5 度炊

き

仕上げの炊きを行った後、下の段と上

の段が向じ旨みになるように天地をかえ

す。

@冷却

一晩冷まし味を含ませる。

写真12 昆;(þ巻き並べ

写真13 昆布巻冷却

03 日目

⑫昆布巻を商品サイズにカット

鮎の昆布巻の端を揃え、見場を締麗にし、干瓢の結び目を再度確認する。

@真空パック

工場スタッフ 10名程で鮎の昆布巻の味をチェックし、少し濃い時はたれに出汁
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を入れ、薄い時は味を濃くしたたれを充填

し IJ末を整える。

その後、深絞り自動真空機で、真空パック

状態にする。(深絞り i主動真空機は上下セ

ンサーで最先端の技術を婆し、側うおすけ

とメーカーが共同開発した機械である。)

更に自動レーザープリンターを連動し

製品ロット番号が印刷されるよう設定、品

を確保する。

⑮高圧殺菌

した製品を吏に異物混入、シール

不良、ピンホールが無いかl[珪日検品し、

(シールの不良を発見したときは、前の工

程に戻す)高庇殺菌用台車に並べ加熱殺菌

する)

⑮i注水 ⑫検品・保管

殺菌後、除水、検品、更にシール不良異

物混入やピンホールが一無いか 2 即日検品

し、コンテナに並べ冷蔵障にて保管する。

⑮箱詰め

出荷前には常j昆に戻し、さらに本店にて

真空パック

写真15 高ilrrt殺T;Ri処理

写真16 冷蔵・保管

31羽商品の日視検査等を行い化事一抗告に入れ箱詰めされる。百貨店別販売マニュア

jレや翻品別マニュア jレ等備えられ、臨品の取扱いに|捺しては、お客様に最適条件

で提供される。また、在庫管理により生産調整しで出荷している。
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普及性と今後の方向

1.普及性

側うおすけは、決して交通の便が良い立地とは言えない過疎地域の多気町相可

に元気に根を張っている中小企業であるが、それで、も、現在に至るまで、多くの

人々から長く親しまれる製品を作り続けられたのは、歴史的な面影が漂う町並み

や縁豊かな自然環境に包まれた「鮎の里相可」に対する深い愛着があったからだ

と、茶谷社長は語る。

この思いは、間社の企業姿勢及び活動にも反映されており、茶谷社長は、多気

町の地元企業や地域住民の活性化のため、地元企業の商品開発等を巻き込み地域

に人を呼ぴ集め、交流する多気町を伊勢の周辺ブランドとして展開すると共に、

伊勢観光と並んで、、日本全国に「多気可相可J の名を知らしめるべく、鮎の里と

しての日本の食文化を伝え守る、伝承料理として昇華させた「鮎の昆布巻J 等の

ブランド化をさらに進め、市場を拡大する取り組みを行っている。

側うおすけによるこのような一連の取り組みは、地域ブランドの確立や地域活

性化を試みようとする中小水産加工業者等を先導する優れた参考例となると思わ

れる。

2. 今後の方向

株)うおすけは、先担伝来の味を守り受け継ぐだけでなく、時に近代的な加工・

衛生技術を導入することにより製品の品賞向上に取り組むと共に、社会活動とし

て、地域や自然への愛情を深めるために天地の恵み会を主催し、 J 11の絵と詩の公

募展を開催するなど意欲的かつ地域社会に目を向けた企業であるが、同社はこれ

らの取り組みに官まらず、多気町の豊かな自然環境により醸成・伝承されてきた

「鮎の里・相可J を全国へ広めるための新たな情報発信地作りを試みようとして

いる。このような、茶谷氏の未来を読み取る視点は一企業を超え地域全体として

の取り組みを誘導するものであり、小規模事一業者で、あっても良い事例となること

が大いに期待される。

(執筆者側〉日本食品分析センタ一顧問長坂豊道)
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事長
持: 日本農林漁業振興会会長繋受賞

<:,fJ., 

E 叩産物(水産加工品) 主
争接 待

案 受賞者有眼会社進藤商店 器

E 住所福岡県糟屋郡新宮町 z 
令長 繰
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受齢者のことば 情進藤務店代表進藤和夫

私ども有線会社進藤臨店は、風光明蛸な玄海国定公闘の一隅において、大

正初期に干物や煮干しを rj::l心に製造・販売業を創業し、昭和48:9三には有限会

社を設立しました。創業当初から、お客様の元へ美味しいものをお周けした

いという一心で、素材・魚、質・塩加減等、一つ一つの工程を職人が販と手で

確かめながら仕上げていく、手作りだからこそできる徹底した了寧な高品作

りを心がけながら、今日まで、頑張って参りました。

平成 7年には、明太子製造のノウハウと先代のもったいない精神により、

今まで、捨てていた明太調味液を使って「いわし明太子演J を考案するなど、

先代からの志と秘伝の製法を継承しつつ、新商品の開発にも積秘的に取り組

んでおり、平成14年には店主浮身の作である fうるめ鰯丸干しj で当時念願

だ、った農林水産大陸賞を初めて受賞いたしました。

さらに、投宅事情や生活様式の変化によりお客様から「干物を焼く手間が

かかる j 、 f煙が出て図るよ「上手に焼けないJ との声をよく開くようになり

ました。こうしたお客様のニーズにお応えしたい、さらには食卓へおいしい

干物をお届けしたいと考えた結果、調理の手i鳴を省いた f干物の燥製J を考

案いたしました。

さまざまな魚で試行錯誤しながら、侭度もお客様にご試食いただき、出来
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受賞者のことば

上がったものが今回の「鯖燥」です。切るだけで手軽に食べることができ、

またチーズ等洋風食材とも精性がよく、ソフト感のある燥製で、弊社の自信

作でございます。

今問、日本農林漁業振興会会長賞という大変名誉な賞を受賞させて頂きま

したのも、一重に水産物をご愛顧してくださる消費者の皆様方、並び、に水産

業の発展にご尽力いただいております農林水産省をはじめとした関係者の

皆様方のご支援のおかげであると大変感謝致しております。この受賞を励み

として、今後とも正産に、より一層精進し、食卓への魚、食の普及と末永く愛

される商品づくりに志高く励んで参る所存でございます。

地域の概嬰と受賞者の路盤

1 .地域の概要

(1) 地域の立地条件

楠岡県は、筑前海、豊前海、有明海に

よって三方を囲まれ漁場に恵まれた、漁

業の盛んな県である。糟屋郡新宮町は福

岡県の北東部に位霞し、福岡都市圏の中

にあって、福両市に隣接している。同ï't1

の総面積は18.91km、人口は23，450人(平

成17年国勢調査)であり、年々増加の傾

向にある。

(2) 水産業・水産加工業の概要

第 1 図福岡県新宮町の位置

福間県における水産加工業では、全国シェアーの約70% を占める辛子明太子を

はじめ、ねり製品や塩干品等さまざまな製品作りの取組みが行われている。また、

梅岡市では多くの種類の魚介類と海草類が生産され、沿岸や離島で、漁業が行われ
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るとともに、都市部には全国有数の取扱量を誇る博多漁港と産地市場があり、

j定基地と大消費地が共存するという全間的にも珍しい政令指定都市である。

一方、新宮開会は、玄界謀I~のよい漁場に恵まれ、明治、大正から昭和20年代まで

は漁家も多く、タイ、アジ、サパ、キス等の水揚げがあったことから、水産加工

が盛んである。 同町には現在 84ffの水産加工業者が存在し、j:ミな加工品は、塩干

品(イワシ、アジ)が922t、辛子明太子が723tである。

2. 出品者の略歴

有限会社進藤商店は、大正初期に先々代

の進藤長兵衛氏が創業し前浜で、揚がったイ

ワシやイカナゴ、等を丸干し・煮こj二等に加工

し、鮮魚とともに販売した。先代は、

を引き出主ぎllRi泣いを増やしていったカえ lj史

後は干物の加工販売に一本化し、九ナ1'1 一

円、関西、関東へと市場を拡大した。
1 進藤和夫社長(寸l央)

現在:長で、ある進藤和夫氏は、昭和32年4 及びスタッフ

月に入社し、先代に従事して食品加工全般を学び、研鎖した。

その後48年 4 月に有ra~会社進藤商時(Jよj、下(有)進藤商店)として組織変更し、

代表取締役に就任している。昭和40年代には、イワシ、サパ、フグ、アジを中心、

に多くの製品を製造販売し、昭和50年代には、甘辛いしょうゆ味のみりん干や半

子明太子の製造を開始した。現在では、玄界灘の地如、を中心に、各地からさまざ

まな原料を集め、数十種競の製品を製造販売するに烹っている。

受護者の経営概要

1 .経営の概要

新宮 ìllJは長い歴史を持った水産加工の ìlrrであり、本事業者は大正初期に創業

し、約90.::tj三の麿史をもっ企業である。主l!íllIとなる事業は、海産物加工、卸、小売

りである。製造物は、主に-夜干しに代表される塩干物である。現在、従業員は、
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社員が4 名、パート従業員が14名の計18名おり、そのうち 17名が女性である。生

産拠点としては自社工場のみの、小規模経営体である。

なお、出品財の「鯖煉j の工程で使用する機器類等は①から⑥の設備がある。

冷風除湿乾燥機 3 合

燥製機(電気式 1 台

真空機(パッチ式 1 台

蒸気式蒸し器(ラック式 1 台

ポリフィルム・シーリング装置 l 台

1 台

①
②
③
④
⑤
⑥
 

金属探知機

2. 経営の成果

自社工場に隣接する販売店において、対面販売を行っているほか、夜営窟では

ないが、町営や市営の生産者夜売場ほかで、委託販売を行っている。生産者直売場

では、月に 2 回程度試食とパンフレット等の配布をし、あわせて消費者の晴好調

査などを行っている。その他、県商工会議所が運営するインターネット・サイト「福

岡ブランド comJ に参加し、掲示板を通じて匂の魚の情報や新商品の紹介などに

取り組んで、いる。また、地域の活性化と食育を考え、年 3 回社屋前で「試食祭j

というイベントを開催し、炭火で、干物を焼いて無料で、提供するほか、昔ながらの

イワシのつみれ汁や炊き込みご飯をレシピを添えて提供し、料理のコツとともに

説明している。その他、「新宮町子育てナピj という、小さな子供を持った若い

母親の情報交換サークルに参画し、魚のさばき fjなどをボランテイアで指導した

り、あるいは水産高等学校の生徒をインターン・シップとして受け入れ、水産加

工の現場を研鯵させたりしている。このような活動に対し、町役場と福間水産加

工業協同組合がそれぞ、れの立場からバックアップしている。なお、経営状況につ

いては、過去 3年間黒字となっている。
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受鶴財の特色

1.技術

受賞財である「鯖燥j は、北大西i洋羊ノ jルレウエ一海域で

つた大型冷凍サパをf使吏用したフイレ一状のくん製品でで、ある O 若年層を中心とする

消費者の好みを考慮して、独自の調味液に浸潰することにより、一放のものより

塩分を低くするとともに、桜チップで煤煙加工し、それをさらに蒸すことによっ

て、肉質をよりソフトなものにしている。すなわち、従来のくん製品は硬質のも

のが多く、高齢者が多数を占める顧客からはそのことに対する指摘があった。ま

た、若い世代からは、魚、を焼くこと自体が嫌だ、魚、をきれいに焼けないなどの感

想が寄せられている。そのようなことから、若い世代から食!惑に厳しい高齢層に

まで1(.届広く受け入れてもらえる新製品として、生干しの食感を有した上質なフイ

レくん製品で、焼き魚、のi床と煮魚、のようなやわらかくてソフトな食感の両ー者を持

ち合わせた「鯖煤j を研究、開発するに至った。塩水漬けと乾燥工程で、魚、独自

の生臭さを極力排除し、甘辛い醤油ベースの味付けでj到床をつけたくん製品は他

に例を見ない独自の開発製品である。

なお、本品は当初国産のマサパを使用することを想定して開発されたが、近海ー

のマサパは年開を通じての脂質の乗りにばらつきがあり、あわせで担久的な量の

確保には不安があったことから、あえて海水漏の低いノルウエー近海:の、年間を

通じて)J旨の乗った大lli!サパを使用せざるを得ないこととなったものである。

2 出品財
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(1) 原材料

原材料は、北大西洋ノルウエー海域で

秋季 (9 月~1O月頃)に巻き網で漁獲さ

れる大型冷凍サパ (4∞ ~6∞ g) を舘用

している。

毎年、全国水産加工業協同組合連合会

が一括で購入したものを、福岡水産加工

業協同組合を通じて受け入れている。ま 4 原料サパ

た、醤油やみりん、調味料についても、基本の味付けに重要な影響を及ぼすので、

品質を吟味の上良質のものを調達し、微調整しながら使用している。

(2) 製造工程

本品について、以下に、原料解凍から出荷に至る工程を示す。

f生手工草原(冷風乾燥)i →

①原料解凍

自社冷凍保管庫から必要量搬出した冷

凍サパを水道水をはったコンテナに入

れ、時々かき混ぜ、ながら解凍する。

概ね 2 時間を要する。外気温や魚の状

態に応じて解凍の過程を慎重に管理する

ことによって、解凍終温を一定に保ち、

仕掛品の品温と肉質を維持するよう努力

している(鮮度保持、その後の作業性等
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に影響するからである)。

②頭/内臓!除去・三枚おろし/ブイレ処理・

水洗い

解凍されたサパを作業台上に移し、作業

員がまず 1 尾ずつ頭と内臓を除去する。そ

の後、別の作業台で三枚におろし、フィレ

にしている。この段階で小骨や残っていた 写真 6 頭及び内臓除去

内臓がきれいに取り除かれ、成形(トリミング)される。最後に、所定の形状に

なったフィレをプラスチックのザルに入れ、水道水をオーバーフローさせなが

ら、ていねいにゆすり洗いする。この開の所要時間は概ね数十分である。

③塩水漬け・調l床液浸i責

ブイレとなったサパを塩水に数時:間程度j貰ける O 写真では、調製した塩水の塩

分濃度を計測している。塩の効果によって魚肉がしまり、独特の旨l味と風味をも

たらす。次いで、所定の量ずつポリ袋に入れ、調味液をj主ぎ、冷蔵離で一晩程度

じっくりと裾l床液に法け込む。調味液は、たまり醤油、みりん、砂糖、調味料等

を水に溶解させたもので、あって、当該事業者が独自に開発したものである。脂の

乗ったサパは、その肉質 t、鵠Ylljベースの甘辛い調味液にj貴け込み、適度に味を

染み込ませる温度JI寺開設定が難しいことから、同社では幾多の試行錯誤を経て、

製品として満足の出来る適切な漬け込み液の濃度、協度時間条件を見出した。こ

8 捌l月çìr:主;交誌を
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れら一連の過程が本製品開発における最大の苦労な笛所で、あったと述べている。

なお、本品は若干甘みが勝った味付けとなっている。これは、同社が位置する

博多地区では従来から甘みのある味付けが好まれており、使用している溜り醤油

も関東のものに比べて甘みが強いためである。このような味付けは、本品が地域

に根ざしたものであり、特徴的な品質特性のーっとなっている。

④生干し乾燥(冷風乾燥)

調味液浸j責が終わったサパを、専用のセ

イロ(格子状の網)に重ならないよう注意

して整列させ、ラックに数段載せて、数時

間乾燥機に入れる。生干し乾燥することに

よって、表面が乾燥し、全体の水分が低下

する。その過程で魚肉に味がよりよく染み

品

9 冷風乾燥

込み、伺11寺に柔らかさが増す効果がある。これらの乾燥条件は、軟らかさを保っ

た「碩さ」と製品として切り易い「軟らかさ」という、相反する目的の雨方を適

度に満たす条件として、決められたものである。実際の作業では、乾燥の程度を

注意深く観察しながら、パッチ毎の乾燥時間を決めている。

⑤くん製処理

電機式くん製装置でさくらチップを燥し、くん製処理を行う。いわゆる「温く

んJ である。装置にサパを入れた後、運転を開始し、所定の温度になった時点か

ら経過時間(タイマー)が設定されており、

全てのパッチについて、決められた条件で

のくん製処理が出来るよう、管理されてい

る。ただし、この条件ではサパは完全に加

熱されるのではなく、後の蒸気加熱殺菌で

最終的に製品中の病原細菌が死滅するこ

ととなる。すなわち、サパにはみりんと醤

油が入っており、焦げやすいこと、くん煙
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の香りが強すぎず、また弱すぎずという製品に仕上げたいこと、加熱が過ぎると

水分が低下しすぎソフトな食感が損なわれることを勘案し、このような植皮時間

条件が決められている。この工程も本品を開発するに当たっての重要ー検討課題で

あったとのことである。なお、本製l吊品守昆iで

桜が最もサパにマツチしたカかミらでで、あり、魚本来のおいしさを引き立てる効果があ

った。また、桜は伺じ九州、l鹿児高県の枕IIJ~jで、鰹節の加工にも使われており、な

じみのある材料であったことも選択した一つの理由であると述べている。

⑥真空パック

くん製処理の後、荒熱を取り、次いで、、…佃ずつポ 1) 袋に入れ、真空装置で脱

気し、そのままヒート・シールする。

⑦蒸気加熱殺菌

f ックされたサパを専用のセイロに

整列させ、ラックに載せて、蒸気加熱装置

で殺謝する。くん製装聞と同様、カム・ア

ップ後の経過時間が確保され、 ト分に製品

中心部まで加熱されるように管理されてい

る。このように、真空パックしてから加熱

することによって、殺菌詩的以外に、品質 写真11 蒸気加熱殺菌

仁、肉質がさらに軟らかくなること、魚肉の繊維をしっとりさせ、まとまり感を

出すことなどの効果がある。

⑧冷却・凍結・毎装・金属探知・冷凍保管・出荷

蒸気加熱殺炎、 に荒熱を取り、 まで冷却し、そのまま凍結瞭(エ

アプラスト式)に収納し、凍結させる。凍結状態となった製品を化粧箱に包装す

る。引き続きポリフィルム・シーリング機で表面にラップをかけて熱風で密着さ

せ、次いで、金属探知機に通す。金属探知機は作業開始前にテストピースを用いて

装置の感度をチェックしており、同時に装置自体も清潔に維持されている。金属
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検査の終了した製品をカー tボックスに入れ、冷凍保管庫で保管し、注文に応じ

て出荷する。

(3) 食品の安全性

本品は解凍後そのまま食べることが出来る、高品質、安全な食品で、あり、その

ことを実現させるために受賞者では高いレベルの品質衛生管理を行っている。そ

の中でもっとも重要な危害は病原細菌であるが、それらを管理する最も中心的な

ポイントは蒸気加熱殺菌であり、上記製造工程において示したように、厳密に加

熱のための視度・時間条件が決められ、その通り実施されている。あわせて、解

凍から真空パックに至る全ての工程においても低温迅速処理に心がけ、鮮震低下

を防止し、病原細菌の全体的な増殖を防いで、いる。

一方、化学的危害の一つであるヒスタミンの生成についても、ノルウエーにお

ける漁獲・水揚げから、我が国への輪入、加工に至る一連の温度履歴管理から判

断して、まず起こりえないことが明らかである。あわせて、本製品の製造過程で

は、サパを 1 尾ずつ解体しフイレにする段階で、熟練の作業員によって鮮度のチ

ェックが行われており、全品について検品されているといってよい。また、生の

ままで室温に放龍される時需(解凍終了後水洗いまで)が短いので、ヒスタミン

を有意に生成するに至ることは無く、総合的に考えて、不適切な原料が製品とな

る可能性はきわめて低いと考えられる。

更に、加工段階における製品への締菌汚染を訪除するために、毎日施設全体に

係る清掃、洗i争・消毒を行うほか、作業員の鰭康診断、専門業者に委託しての定

期的な防虫対策ほかを実施し、清潔で、衛生的な製造環境の確保に努めている。

受賞者は、上記の一連の品質衛生管理活動を行った検証として、年数回外部の

検査機関に依頼して定期的な網開試験を実施している。取引先の一部からはさら

に、保存試験も求めている。現地で、試ij射:古果を見た範囲で、は、いずれの結果も適

正なものであった。

(4) 出品財の特色

本出品財は、平成17年 7 月に販売が開始されている。小売価格は l 枚化粧箱入
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り 785円で、さらに 2枚入りと 5枚入りがある。本品は、溜り醤r~rlrベースでみり

ん干しのくん製であり、今までに類を見ない新しいタイプの製品である(特許出

願中)。そのようなことから、化粧箱入りの高付加価値品として、もっぱら本社

店舗のほかに、デパートや空港、生産者直売場などで販売しており、試食しても

らうと十分納得される価搭となっている。

本品の特色は、①家庭で焼くことをせず、解凍してスライスするだけでおいし

く食べることが出来ること、②従来の同類の製品に比してソフトな食感であるこ

と、③醤油ベースで若ご「甘みのある!司とになっていることである。

普及性と今後の方向

十普及性

現在、水産加工は、生産拠点が中国等海外へ移行しつつあること、内外の{附各

ら!京1#，調達が国難になりつつあることなどから、業界として元気を失う傾向

にあるのが現状である。また、 を中心とする魚離れの現象も大きなマイナ

ス要因である。このような厳しい社会環境にあって、新しいタイプの製品を開発

し、販売にこぎつけるということは、厳しい経営を強いられている水産加工業界

における状況の打開策として、着目すべき臨IE1で、ある。

すなわち、ノルウエー・サパという援れた原料を加工し、独特の嵐p末・食感を

付与した「高fす加価値製品」として市場ーより高い価搭で販売することにより、匡l

際的な原料イ語格の変動というリスクをある程度吸収しようとしていること、従来

の同類製品にない食!惑と味で、若者のみならず高齢者問にも受け入れられる新し

い製品コンセプトを開拓し、 1.i，I，、離れに対する一つのアプローチとなろうとしてい

ることが、着目すべきポイントである。そのようなことから、本品の今後の普及

性は大きいと考えられる。

2‘方向性
その成果を!高めるためには、さまさ、まな手段によって本品の品質の良さとおい

しい食べ方をさらに多くの消費者に知ってもらい、差別化を [z[ることによって市
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場を拡大することが課題であろう。幸い、本品については、すでに全国紙のロー

カル版や地方新聞で記事となったほか、デパートの広報誌やローカル・メディア

等で広く紹介されており、さらに、新宮IllTの広報誌では、小さな子供を持った若

い母親の情報交換サークルである「新宮IIJT子育てナピ」における同社専務のボラ

ンテイア活動が紹介されたりするなど、製i日紹介と企業イメージアップのための

活発な活動がなされている。今後ともこれらの活動を広げていくことが必要で、あ

る。

本品は、有限会社進藤商店が、原料の選択から加工、販売に一貫して取組み、

地域の協力も得ながら高品質で、安全な水産加工品を新しく提案したものであり、

福岡県の地域ブランドとして地場産業の振興に賞献するとともに、不振の続く水

産加工業界にあって、良い先行例となることが大いに期待される。

(執筆者側大日本水産会品質管理部長高烏直樹)
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伊座利の未来を考える推進協議会代表坂口進

子どもからお年寄りまで、住民全員が主役の伊座利の未来を考える推進協

議会で取り組んで、きた活動が、第46国農林水産祭において、天皇杯を受賞で

きましたことに、地区住民一同心から感謝申しとげます。

伊座キIj地区は、入り組んだ海岸線と LLJに閉まれた小さな漁村集落です。陸

の孤島と称されていた時代に4∞人ほどであった人口が、過疎化の進行によ

り、王子成 4 年には100人ほどまでに減少しました。それに伴い、子どもの数

が激減し、私たち住民が愛着を込めて「伊座手Ij校J (通称)と II乎ぶ、子ども

たちが問じ校舎で学ぶ小l十1併設校が廃校の危機に陥りました。学校が無くな

ってしまうと地区の存亡に関わると危機感が募り、地区存続のシンボルとし

て学校の存続を掲げ、「学校の灯火を消すなリを合言-楽に、地区全体を課

題に草の根的な地域づくり活動を開始しました。

伊座手Ij校へ児童生徒の転校を呼び、かける 1 日漁村体験イベント「おいでよ

海の学校へ」は、今年度13凶を迎えました。また、郷土学習「磯学習J や漁

村留学など、地域と学校が一つになった活動、祭りや環境美化活動、様々な

イベントを通じた都市住民との交流など、世代を超えて地域内外の住民との

交流を盛んに行っています。

たかがl∞人、されどl∞入、百人百葉の意見をもった住民それぞれが自分
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受賞者のことば

のできることを模索しながら続けてきた活動は、匂の魚の直送、アワビの出

荷調整による有利販売、海藻アラメ加工品の開発などによる漁業振興にも繋

がっています。

そして今、生活の利便性とはほど遠い地区に、全聞各地から家族ぐるみの

移住者が相次いで、います。地区で生まれ育った若者の定住も増え、 13年ぶり

に赤ちゃんが誕生するなど、地区に賑わいが戻りつつありますが、むらづく

りに終わりはありません。継続は力なりの諺に違わず、これまでの活動を持

続しつつ、地域力、住民力を高め、小さくとも輝きつづける伊座利で、ありた

いと願っております。

地域の沿革と概要

笑波町は、平成18年 3 月に海部郡の由岐町と日和佐町が合併して誕生した町で

あり、徳島県の南東部に位量第 1 図位置図

する。総面積140.85krrí、人口

8，878人で、太平洋に面した漁

業の盛んな町である。

海岸部は、海亀が産卵をす

る砂浜、離島、海食屋、多様

な岩礁等、非常に変化に富ん

だ海会岸線となっており、多く

は「室戸阿南海岸田定公圏J

に指定され、その入江に集落

が点在している。平野部は少

なく、町の背後はすぐiJJ地と

なっている。

気候は、太平洋気候区域に|
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あり、年間の降水最は約3，∞Ommで、[]本の最多雨地域でもある。沿岸では平均気

温が約16
0

C になり、真冬でも海水温がlOoC以下に下がることはなく、暖かな気

候で、海岸部や離島には亜熱帯椴物が分布している。

第 1 表 漁業の概要 (土ìi位:戸、人、 t、百万円)

手持
平成 (H18 ) 

{南考
15年 {窓珪苧} XfH$零ぬ 総隊~

世帯陛i 虫需護丸世帯一数 45 511 113出 I<D措蹴縦幽量産{騨
13 161 114% 31 31 出
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産業は古くから漁業が中心であり、漁具・漁法が発達し、延縄や定援縮、和船

の建造等が工夫されてきた。特産品は、アワビ、サザエ、伊勢エピ等の魚介類で、

その加工品であるかまぼこ等が有名である。

むらづくりの概嬰

1 .地区の特色

伊座利地Eは、美波町の東端にあり、入り組んだ海岸線と三方を山に臨まれ、

平坦地は少なく背後には山が迫り来る、町内で最も小さな集落である。

総世帯数51戸、うち漁家世帯が16戸(全て個別経営体)、また、漁協正組合

は27人、準組合員同人と地底住民の約半数が漁業に従事する集落である。最盛期

には4∞人程いた人口が、平成 7 年には97人に激減するなど急、速に過疎化が進ん

だが、集落が一丸となって漁村留学を通じた集落への転入者受入れに取り組み、

同年現在、 124人まで人口は増加している。

主産業は漁業で、夏場のアワビ、サザエ、秋の伊勢エピ、初くから春にかけての

タチウオ、ブリ、タイ、イサキ等多種多様な漁獲が行われている。地区の漁家等

で組織する伊座利漁協では年間116t の水揚げがあり、アワビは美波町の中でも

最高値で取引されている。

特に、全冨的にも珍しい、宅急便による鮮魚の車販や、地域資源のアラメ(昆

布の一種)を利用した「アラメ加工品」の製造販売、さらに、伝統治、法を活用し

た体験漁業の取組など、漁業から“海業"への新たな挑戦も生まれている。

2. むらづくりの基本的特徴

(1) むらづくりの動機、背景

伊ffi利地区のむらづくりは、王子成 4年、急激な過疎化・高齢化により児童生徒

数が激減し、地区の「伊鹿利校(へき地 2級の小・中併設校)J の廃校問題が勃

発したことがスタートである。かつて龍の孤島と称された時代でも4∞人いた人

口が、 1∞人程度に減少し、新聞も採算が合わないと配達がストップする程であ

った。
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地区では、「伊産手Ij校」と地区住民が一体となって、運動会をはじめ様々な活

動を長年行ってきた経緯があり、特色ある多種多様の教育活動を積み重ねてきて

いた。このため伊座利校は、地区の宝であり、また住民の心の灯火であり、さら

に伊J]~利のシンボルとなっていた。つまり学校の廃校はまさしく集落存亡の危機

でもあった。

こうした中、漁業不振にもめげず、海:と共に強く生きぬいてきた住民たちは、

「伊路孝Ij魂J は不滅なりの精神で、英知を結集し、自主的・創造的な「地域おこ

し」に立ち上がることになった。

当時住民の有志が、 f学校の灯火を消してなるものかj と議論を烹ねる日々が

続いた。この活動は、すぐにすべての住民の心を一つにまとめ、住民の一致団結

という大きな力になった。「魅力ある楽しい海の学校j をつくろうという思いが

一つにまとまり、「おいでよ海の学校へJ という交流イベントを開催することに

なった。

これは、伊!忠利校への転校を呼びかけるため、県内外の子供達を対象に、

網漁やクルージング等を楽しんでもらう -8漁村官学体験だが、単に子供の受け

入れだけが I~I [均でなく、最大のねらいはコミュニティのある地区としての活性化

を凶っていくことであった。開校までの約 1 年の準備期待には、地域住民の知恵

が結集され、伊康利を思う心、未来への願いが込められた。こうして、平成11年

1 丹、ついに“第 1 毘おいで、よ海の学校へ"を開催した。

このすべて手づくりによる、小さな地域と小さな学校の総力を結#t:したイベン

トの成功が、住民一人一人に創立工夫を生み出し、モラール(士気)を高め、 fや

ればできる! J ということを実感させるものとなった。!ヨ増しに伊!単利は活力に

満ちてきたと誰もが実感でき、この海の学校は、「美しい海:、厚い人情、:豊かな

体験学習j が好評で回を重ねるごとに留学生も増えてきた。

(2) むらづくりの推進体制

「おいでよ海の学校へj の開催は、地域住民に勇気と元気をfチえる一方で、大

きな問題も提起することになった。

一つは、受け入れ施設がないこと。宿泊可能な受け入れ施設を緊急に整備する
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ことが必要となり、粘

り強い折舗の末、「中

山間地域活力あふれる

田舎整備事業j を活

用して、平成12年 4 月

に、夢の交流施設「に

ぎわいの館」を、続い

て12年11月には滞在施

設「やすらぎの館J を

整備した。

一つ目の問題は、計匿的、継続的に地域づくりを実施するための組織体制の整

備であった。この組織づくりにおいて特に問題となったのが、lIlJ内会や婦人会、

漁協、有!座利校等の地誌にある組織との協働関係をどう調整するかということで

あった。このために各組織との話し合いを連日のように震ね、対策を検討してき

た。最終的に、地区にあるすべての組織を融合する新たな組織として、平成12年

4 月に住民全員参加による、小さな漁村の夢多き組織「伊座利の未来を考える推

進協議会J を設立した。

協議会は、子供からお年寄りまで地域住民の全員が加入し、 11の部で構成する

実行委員会が、町内会や婦人会、漁協、伊産科校等地域にあるすべての組織とも

連携しながら運営にあたっている。

生産国の活動を主体的に担うのが、産業振興部と婦人部で、漁協と連携しなが

ら、魚介類等地域産品の PR活動等を行っている。一方生活・環境改善面では、

総務企画部や婦人部、定住交流促進部が中心となり、地域活性化に関わる活動全

般の企臨運営、都市を含む他地域との交流の推進や地域産品のレシピ開発等を積

極的に実施している。海の学校留学部は、伊控利校と連携しながら、「おいで、よ

海の学校へj の活動を通じた児童生徒の受け入れ窓口となるなど、地域住民が全

員主役のむらづくり活動を展開している。

推進体制悶

そ
の
他
の
部

海 11環11キ
の I IlJ主 11ャ
学 11文 11ン
校 11化 11ブ
留 11古川 |場
学 11 11管
昔日 1 1 1 1.望

透
樹、
口

吉日

産
業
振
興
部

婦
人
部

定
住
交
流
促
進
部

総
務
企
濁
都

第 21玄i

ρ
h
u
 

ウi円L



むらづくりの特定患と髄持控

1.むらづくりの性格

(1)住民が自ら動き出したむらづくり

地区のシンボjレである「伊鹿利校」の廃校問題をきっかけに、 f学校の灯火を

消すな! J を合言葉に、地域住民が立ち上がった。 住民の英知を結集し、自主的・

創造的なむらづくり活動を開始した。

(2) 伊鹿手IJ校への子供や保護者の転入を呼びかける交流

住民カti義論を重ね、思いが一つになり、地域おこしの原J主である fおいでよ海‘

の学校へj を、平成11年 1 月に開校した。 j:)、米、県内外の親子連れや住民の参加

を待つつ毎年開校しており、今年で13回目を迎えた。

(3) 全員が主役のむらづくり

「伊感利の未来を考える推進協議会j は、地域住民全員が加入し、地域のあら

ゆる問題に取り組むために、 11百内のすべての組織と連携し、草の根的な活動を展

開している。

(4) 親子一緒に受け入れる「漁村留学j

ffl極利校に地区外の子供達を受け入れる漁村官学は、親子で転入することが原

則になっている。「子供は親と一緒に暮らすのが一番J との思いからであり、転

入してきた親子には、家族同様の思いで接している。

(5) 大きく広がる交流の輪

f交流j をキーワードに地区内外で開催した多彩な活動を通じて、全国各地か

ら多くの人が訪れ、住民との交流を深めている。また、関西・関東地域等に「伊

盛和応援団J を組織し、交流の輸を拡大させている。
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2. 漁業生産面における特徴

(1) 漁業振興の取組

ア 旬の海の幸をあなたに霞送

大敷綱、小敷緋jの二つの定置網漁に入る様々な魚、のほかに、夏の海士(あま)

によるアワビ漁や、秋の伊勢エピ潟、等、季節にあわせた豊かな漁が行われており、

伊座利漁港に朝水揚げされた旬の魚、を直送している。産地の顔が見えて、安心で

新鮮、市価よりも安くて美味しいと好評を得ており、漁価の低迷が続く中で、漁

業者の生産意欲を高めている。

イ 漁業体験、漁村体験

定置網漁や伊勢エピ漁、漁船クルージン

グ、カヌー等のほか、殺f鮮な魚介類の料理

体験等、季節ごとの漁業や治、村体験が行わ

れている。体験参加者は、魚、や特産品の

購入、さらにリピーターにもつながってい

る。これら活動が漁業や漁村への理解を深

め、漁村への定住促進や、漁業への新規就

業のきっかけづくりにもなっている。

ウ 漁業者の意識改革~アワビの出荷謂整で有利販売~

衰のアワビ漁は、かつては一年需の生活費を生み出すほどであった。近年は、

漁獲量の減少と価格の低迷が続き、そのために稚貝の放流や漁場づくり、夜間の

密漁監視等を行っているが、環境が変わることはなかった。しかし、むらづくり

活動を通じた漁業者の大きな意識改革により、高値で取引される時のみにアワビ

漁をする出荷調整を開始した。気まぐれな自然が相手、高傾時に天候が悪ければ

漁に行くことができず、収入に宜結する大きなかけでもあったが、今では町内で

一番高い価楼で取引され、漁業者の収入増になっている。
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(2) アラメ加工品の開発

水深 5~ 10mの岩場に豊富に自生する海:諜アラメを夏に漁師が採取し、天日

干しした乾燥アラメを水に戻して洗浄、スライス、蒸して乾燥させたものが、伊

座利の fアラメちゃんJ である。鮮度を保ち磯の香りを残すために、全工程を

自で完了させている。調理しやすく食べやすいように紹1.2mmに細く刻んで、いる

のも特鍛である。

平成15年に整備した加工場には、漁業者の他、地ほの住民も従事している。伊

座利校の児童・生徒連は、レシビづくりや徳島市内の産車会場等で PR活動を行

うなど、地i玄全体がアラメに関わっている。

さらに、アラメのもつ高い栄養価を活かし、化粧ifil会社と連携し、新たな特産

品として化粧品の開発に取り組んでいる。

(3) 震災疎開パッケージ

地震等の災害に遭った人の疎開を受け入れるシステムの全国ネットワークに加

入している。パッケージは、東京の早稲田高応会を中心に全国各地の商店街でつ

くる全国期出街震災対策連絡協議会が考案し、平成14年から始まっている。

疎開を希望する人は一人 1 年間 5 千円を支払い、加入者は地震が発生した場

合、ネットワークに参加する地域に疎開しi帯夜できるようになっている。有効期

間は l 年で、その年に災害がなければ、加入者はネットワーク参加地域の特産品

がもらえるようになっており、仔1康利では、新たな特産品 fアラメちゃん」を提

供している。

このような取組は、特産品の販路拡大にとどまらず、住民のi坊災意識の高揚に

も役立っている。

(4) 新たな魅力づくり

新たな魅力づくりとして漁仰のおばちゃんが営む「イザリ cafeJ をオープンさ

せた。季節ごとの地域産物を使った食事の提供と、宿泊もできるようになってい

る。
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(5) 漁業後継者、 i ターン就漁者の育成

地区の頑張りを脱で感じた当時20代前半の若者は、一緒に地匿を盛り上げたい

と勤め先を辞めて潟、家である実家の後継者になった。漁業をしたいと家族 5 人で

大阪からやってきた30代の男性。同じ大阪から、漁業に憧れやってきた20代の男

性。海女(あま)をしたいと福岡から一家4 人で転入してきた30代の女性等、厳

しい漁業条件にも関わらず、漁業後継者や I ターン就漁者が育っている。

3. 生活・環境整備寵における特徴

(1) 地域と学校は一つ

ア おいでよ海の学校へ

海の学校は、平成11年の開校以来夏冬

の年 2 回開濯してきたが、天候の関係も

あり、 17年から夏のみ開催するようになっ

た。定数30名で始まった海の学校も、回

を重ねるごとに話題と共感を呼び、 18年次

は、県内外からの親子連れの参加者や住民

も含め約350名が参加した。 写真 2 r海の学校」でのカヌ一体験

「息子がこんなにはしゃぐ姿を見たのは初めて。ここは子供にとっての楽関な

のかも。来てよかったj という参加者。また92才から 5才までの家族9 人で参加

した女性の「穏やかな気持ちになりました。みんな来年も来たいと言い出しまし

たい・そうそう私の水着も買っておかないと・・ 17ょくに逝ったお父さん(主人)、

元気で過ごせるように見守ってね」という新聞投稿の記事を見た多くの住民が感

動し、新たな活動意欲をそそられるものであった。

伊座利地区の地域おこしの原点であるこの活動は、全国各地から家族ぐるみの

移住者が相次いだばかりか、地区で生まれ育った若者の定住化促進へとつなが

り、 13年ぶりに赤ちゃんが誕生するなど、人口は124人までに回復。平成 6 年 4

月現在、 44.0% だ、った高齢化率も、 18年 4 月現在、 25.8% までに低下。伊座利校

の児童生徒数も増加し、秋祭りのかき太鼓や関船が復活するなど、大きな成果と

なっている。
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イ ふるさと学習 f磯学習j

協議会発足以前から、地ほの良さを子供達に教える活動が始まっていた。約30

年~J、当時は学校を卒業すると地元を離れてしまう子供述のために、ふるさとの

良さを知って欲しいと、大人達が f学校専用の磯J を作った。地区の大人みんな

が先生となり、海辺の生物の生態を調べたり、漁をしたり、自然と人々に触れた

り、そして学んで、いたのが「磯学習J の始まりである。

現在は 1 学期の総合的な学習の時開に、康史や産業、文化等を子供述が地区の

家々を訪ねて調べ、その成果を住民の前で発表するようになった。勾二年 7 月 iや旬

の夕方、漁港の港広場で開催される発表には、住民のほとんどが集まり、子供述

の発表に大人達は応援の言葉やヤジで大いに盛り i二がっている。

王子成18年の磯学習では、小学校 1 ・ 2 年生が、伊勢エピ捕り名人の高齢者から

伊勢エピの生態やエピ網漁について教わり、また女性速からは食べ方について学

んだことを、「伊座利の伊勢エピ 3姉妹J と題し、伊勢エピに扮して劇と歌で発

表した。 3 ・ 4 年生は、昔の遊びゃ季節の行事について調べたことを発表した。

中でも、現在は行っていない節句の遊LLi~自の発表は、お年寄りや遊山箱研究者を

も!惑動させる内容となっていた。 5 ・ 6 年生は、大人達の子供の頃のおやつにつ

いて、高齢者や女性迭に教わり、川エピを使った「えびせんぺいJ づくりにも挑

戦し発表を行った。

ウ学校給食

伊鹿手IJ校では、地域のおっちゃん、おばちやんが先生となつて様々なi漁漁将魚、業イ体本!

を行行ゐつている O 哀のアワビ漁、秋の伊勢エ

ピ漁、春のひじきメ日り等で、子供述が体験

で、捕ってきたアワピや伊勢エピは豪華な

給食となっている。また、普段から伊盛利

校では、地元産の魚、や海藻等の食材が給食

に出されている。このような取組は、未来

を担う子供述に、的、業や地域、そして住民

に対する愛着を育んでいる。
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エ子供達が全国へPR

平成121':ド当時、小 6 児童が切実な願いをこめ42枚の原稿用紙に級った作文“伊

産利の灯よ!永遠に"は、『書いても書こいても書きつくせない伊座利での豊かな

体験と地域の人々との心温まるふれあいの様子とともに、伊座利の灯よ!永遠に

ーと析らずにはいられません0..1、また、 f過疎地でで、学校を i中や J心心L心、とした地j域或社会の

j沼;lfr\.ïÓカか、さが感動的でで、した 0.1との審査評を得、第5印O回全国小.仁

ルでで、「文部大l臣主奨励賞J に輝いたO また、第53回の向コンクールでも、海辺の小

さな学校の 3年間を綴った f変な学校、素敵な学校」が「文部大臣奨励賞」に輝

くなど子供達の京都fpな心が伊盛和地[Rを PRする大きな力となっている。

オ漁村寵学

伊座利校に地!玄外の子供述を受け入れる漁村留学は、子供だけでなく、親も一

緒に転入してもらうのが伊崖利流。「子供は親と…緒に暮らすのが一番J との思

いからである。仕事を投げうって都市部から移り住む人や、父親を都会に残して、

母と子で移り住む人も。北海道、千葉、東京、京都、大阪、福岡、そして徳島県

内等、全国各地から家族が転入してきている。短期の留学も含めて、転入してき

た子供達はこれまでに50人を上回る。

転入を希望する家族は伊座干IJ校で体験入学をした後、協議会と伊康科校との 3

者間談に望む。住民カ~20人並ぶこともあり、伊臨利に本当に住みたいのか、住民

になる覚情が家族にあるのかといった「親の本気度J を測る 3者面談は、地域の

ーロに迎える前の大事な儀式である。

このようにして転入してきた家族には、協議会が借り受け改修した空き家等を

馬意する。挨拶をしない子供がいれば地域の大人がしかりつけ、親に対しても、

考え方が間違っていると思えば遠慮なく物申すのが伊座利流。これは家族同様の

思いからである。
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(2) 伊座利の魂を次代へ繋ぐ(地域内での世代を越えた交流活動等)

ア祭りと共楽運動会

他とは一味違うのが、 10月 141=1 から始ま

る伊原利の祭りと述動会である。御輿や太

鼓を潜まで:J:ftいで拝んだ後、小さな砂浜で

の子供相撲や堤幼から海への1t1S込等。 御輿

堂に帰った後は、平成17::1"-に復活した子供

を乗せたかき太鼓や関船を繰り出し、夜

には神社の前に住民が集まってご馳走を

食べたり、子供述の劇や歌で一夜を過ご

す。

4 祭りの「かき太鼓j

祭りの最終日は、住民がこぞ、って邪魔をする障害物競走、大{，({\旗がバトン代わ

りのf大{，(f.1、旗 1) レ、子供述とお年寄りがイ;討になって参加する fいただきさんJ

など、住民総出のユニークな共楽運動会である。

イ 地域の環境美化活動(ボイ捨て禁止規定)

自然の恵みによって成り立つ伊隆利では、環境をブランドにしていくため、全

住民が参加し、定期的に海岸やJII、道路等の環境美化活動を行っており、活動が

終わった後は、子供述やお年寄りなどの交流の場となっている。

また、地区独告にゴミ・タバコなどの「ポイ捨てはやめよう規定j を制定して

おり、違反者には公衆トイレの清掃という罰ÞlIJが待っている。

(3) 大きく広がる交流の輪

交流をキーワードに地誌内外で開催した多彩な活動を通じて、県内をはじめ、

全開各地から多くの人々が訪れ、住民との交流を深めている。「えらい辺ぴなと

ころなのに、何ト閥、何百聞も通ってるのは、大人の心気みたいなのがあって、

そういうおっちゃんやおばちゃんたちとつながっていくということに誇りを感じ

て、ここが大好きなんです。J と語る絵本作家の梅田俊作氏は、伊盛和をモデル

にした物語「漁火海の学校」を出版している。その梅田氏と共によく地涯を訪れ
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子供達にカヌーを教えてくれるのがカヌーイストの野田知佑氏。

志を向じくする農山村地域の人速や、ときには海外から訪れる人もあり、交流

の輪が大きく広がっている。

(4) 伊庭利応援団

人と人とのつながりを深めることから地区の将来が見えてくると考え、将来に

わたる親密な応援団員づくりを積極的に展開してきた。今では、関西・関東・徳

島市内等を中心に、 6∞名程の「伊座利応援団員j が伊座利のむらづくりを応援

している。

ア 関西伊座利応援団

平成12if8 月、大阪市内で、行った関西伊座利応援団発足会には、地区から子供

達も含めて約半数の住民と、関西在住の地区出身者等、地亙人口の 3倍にあたる

約3∞人が参加した。「今、伊産利の存続が危ぶまれている。 活性化策をともに考

え、伊鹿利を未来に残したいoJ と協力を求めた。参加者の中には何ト年ぶりに

再開したという人も多く、親交を深めた活動は、参加者全員に感動を呼び、地区

への愛着心を醸成することができた。

イ 伊座利東京プレゼンテーション

平成17年 2 月、東京で開催した地亙の PR と交流促進活動には、住民の約1/4

にあたる30人が出向き、伊勢エピや海藻アラメの販売、伊座利校の活動写真の展

を通して、伊座手iJ校への転校Il乎び、かけや地区の紹介を行った。交流会には、

伊座利校へ留学体験がある家族、地区を訪れたり関心を持つ都市住民等約70人も

参加し、お互いの親交を深めることができた。

ウ 伊座寺山恵島プレゼンテーション

成17íf. 7 月には、穂島市内でも地区の情報発信を行った。 2膿の漁船に分乗

して参加した伊産手iJ校の全ての子供達を含め、地区から約80人が出向き、子供達

による地区紹介やアラメの販売等、大いに地区の PR を行った。
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エ地区内での取組

地匿内においても、王子成18年11月に「第 l 閤パンダナアート展j を開催し、情

報発信、応援団づくりに取り組んで、いる。

第 2表平成18年度年間i行事一覧

千子秘行事等 総会・災行委fl会

4 PJ 21 日 五l-L金利校児可ItI3ド 1iË 1大数*1~j~'jI.学J 尖行委民会 (8 ，24 1:])

5 ]=j151=1 地域内再発見ウオークラリー 災行安民会 (22 日)
241'3 19}凶E手当十交!巴ア伝説:告を「アワビ、ffUl1i文ìf，E1本店主J Jiヨ当事

6)éj41ヨ f川i士利校9êj抗生徒「ブミ数網漁業体験J 指導 実行委れ会Cl lヨ)
6H  。「地域政物(魚介'JJj等波うg己体験J 指J以

61'] あらめ五Ir~J3tと&あらめi活IlH灸討会
221::1 11トドi~利校!}ê.fi:t生徒 f うなぎ主n り、 îEl笈fl体験j 指導

7 PJ 10[=1 「おいでよ泌の学校へJ 1弁j俄協議 総会 (3 1:J)
121こ! クリーンアップ。 災行委只会 (4 EI) 

13.141ゴ #Im~fリ校 1I後学羽」参甑
291ヨ 荷主121EIIおいでよ J俸の学校へ

291ゴ コミュニテイスクール勉険会

8 }'j 151:1 地域iiïi物等淡示f!IJ3'c (地域内) 実行委災会 (11[=1 ) 

17.181:1 {'jlgB:利プレゼンツm有楽IlfJ

9FJ 41ヨ !lí五入希奴家族i1IT談 災千 r委只会 (4 却!二1)

141ヨ 地域づくり術級交換会

lO)'J 5 日 クリーンアップ

61:1 子手?で支媛トークセッション

7 EI 絵本づくり数祭、漁業iJ町村体験ilï!fVJ
14.15 正l 本:k会きり

16 日 イ~IJ2笠利共楽運動会
211ヨ 兇3?z:悩祉施設日帰りキャンフ1前三J'
24 日 伊勢エビîBl.}1fl救護

26EI 1~JÆ利校児îÌt生徒 fエピ総漁梁体験J 指導
28，291ヨ i迎合フェア(六叩アイランド)参加l

11PJ 4 1'] 青空rtîJ:必(東京銀波)で PR活動 袋行委員会 (10m
13EI クリ ンアップ。

131::1 転入希5ff家族部談
18.19 日 告ín 閉パンダナアート成、地球元気村、漁業漁村体験活動

251ヨ~ 12月 2H パンダナアート展m那賀)11 1Zl泌総

28 臼 人権研修会

12HlO イルミネーション「ノミス体」設i泣点灯 実行委災会 (2 [=J) 
~31El 

20[] あらめ P Rf日ノ T ンフレットイ乍且克

1 月 災行委員会(12.16，26 日)

2)ヨ 12 臼 転入えも-2摂家族商談 爽行委員会 (3 .16 日)
21 日 伊E医科校児îi1生存g 1アワビffHl放流体験J 指導
23，24 日 地主主資ìJ涼i即日方策寺子;訪問E

3Jヨ 16B カヌー進水式 r，)ミ行委員会 (1 ，1026，31 日)
21 EJ 阿波，f'jボランティア間体他拠祭来伊m~利ぐ情報交換)

24R ;1訟入希望家族Tíli談

281:1 あらめ入り試作化粧品&地域PR活動(詑l島市内)

(執筆者農村振興局企画部農村政策課農村整備総合調整室農村整備企画係長都築孝彦)
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寺島 寺島
堂内閣総理大臣賞受賞 堂

E 出品財むらづくり活動 2 
5 受賞者古座川ゆず平井の毘 5 
5 住所和歌山県東牟婁郡古座川町 5 
マ~ ~ 

来場春場来場来場来場最悲鳴骨量来場皆様来場最*替を*来場常務省き来場最来場常務

受賞者のことば 古麗川ゆず平井の里代表新谷稜助

平井集落では、平成 9年 3 月、小学校分校が在校生 7 名の時統合して休校

となり、更に 7年後には廃校になりました。乳幼児の減少により町立保育所

も廃止され、住民でなければ実感できない寂しさを味わい、高齢化人口率が

50%を超えた持、このままでは集落機能の維持が難しく、いよいよ危機感を

抱き f じり貧j を待つには忍びない気持ちになりました。とにかく、産業の

振興を図ることで伝来の土地に人が住み続けられる集落であることだけを

考えました。

主産業を誇った林業が衰退していく中で、昭和30年代後半から、ユズの産

地化に取り組んで、きた2人の先輩、続いて経営を拡大してこられた柚子生産

組合員と、ユズの搾り粕の利用からはじめた加工品づくり・商品開発・販売

と伸ばしてきた婦人のグループがあり、共に順調な経過を辿ってきていまし

たが、平成10年頃よりユズの売れ行き不振で、、ユズ果実の買い取り価格が暴

落しました。地区の有志で「柚子産業振興と過疎を考える会」を結成して、

関係するグループと共に「柚子対策懇談会」を続け、ユズを中心とした農業

経営の安定を図ることを目標に、郷土料理等の研究を重ねながら伝承活動を

続けてきたグループの事業を加えて平成16年 4 月、「農事組合法人古座川ゆ

ず平井の里」を設立しました。
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受繋者のこと l;f

このことにより、加工品の販売量を伸ばすことができ、ユズ果実の安定的

な買い上げ、農業・農村環境を保全、安定的な雇用機会を創出することで若

年層の定着を促し、少しずつではありますが地域に活力が感じられるように

なりました。

当初から関係各位のご指導並びにご支援のお陰で、日標に向けて順調な歩

みを続けている途上でありますが、栄えある内閣総理大臣賞受賞の栄誉を

いただきましたことは身に余る光栄で、あります。今後の活動を継続するに当

たり大きな励みとなり、地域ぐるみでますます健全な発展を目指して精進い

たします。

どうか相変わりませずご指導・ご鞭捷賜りますようよろしくお願い申し上

げる次第です。

地域の沿革と概要

古座川 IIIJは和歌山県の東南部 第 1 図位置図

に位一置し、面積は294.52krrí、人

口3，426入、高齢化率43.3%、田

方を山に阻まれた町である。

町の中心を古座]11 が流れ、こ

の JII 沿いに農地が点在してい

る。町土に占める森林の割合は

95.7% と高く、農地が0.3%、そ

の他 4% と典型的な山間地の

町である。年平均気温は14.4
0

C

で、山開地特有の夜間の冷え込

みが厳しい。また、降雨は年

間3，3∞mm以上で、特に梅雨期、
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8 月 ~9 月の台風接近期及び秋雨の時期

に多い。

町の中心部から県都の和歌山市までは

約180kmあり、国道42号線、 j乱紀勢本線で、

大都市圏(京阪神、中京方面)まで 4時開

程震必要とする。まさに日本の中央国土軸

から一番時間のかかる辺境の地といえる

地域である。 写真 1 平井集落の様子

かつて町の主な産業は林業であったが、近年国産材市場の不振が続くなかで経

営が苦しくなり町の財政基盤も低下している。

町内の農地は階段状で、昭和30年代後半から水回転換や小規模農地開発により

ユズカ対車栽され、今日に歪っている。

むらづくりの概要

1 .地区の特住

平井集落は、古座川町の中心部から更に古座川を北へ遡った約30kmの距離にあ

り、総戸数.83戸、人口156人の山間集落である。平井集落に赴くには、自家用車

などを利用する以外は、町が委託している「ふるさとパスj が l 日 2往復し古座

駅まで運行しているのみである。

平井川沿いの平坦部には水田が広がり、山腹を利用したユズ閣が随所に見られ

る。

昭和30年代後半に集落内の農家 2戸がユズ栽培を開始した。これにより「古鹿

川ゆずj 発祥の地とされ、現在は古座川町内で最も多くユズが栽培されており、

住民の約半数がユズと関わっている。

2. むらづくりの基本的特徴

(1) むらづくりの動機、背景

ア 林業の衰退とユズ栽培への取組
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第 1 表農林水産業の概要

最近r叩叩ω年ω吋ωωωmωω

平成 21ド 玉rLJí!Z 7"1ミ 平成121ド
1lpf j 

構成比 官fJ ずJ 
司王!戎171ド f比zl二t 

総人口 238人 207人 180人 163人 86 123足後絞者Tí{H現率 50% 
人 総t12主 1!I:{ÿ，:Þl数 114人 III人 100人 78人 68 48 認定農業者数
等11 決議就業人口 12人 23人 23人 19人 158 121 (うち法人) 。

基幹的!見栄従事者 l人 10人 7人 7人 700 4 よ;~!;E'f的Jl~~従事者数

i数lt 
総 ill3ì~:数 107JS 86戸 80JS 83戸 78 男子名

農家数 48戸 44戸 42Fﾎ 42JS 88 51 女子 t 
~I，民家数 59)ヨ 42JS 38)5 41JS 69 49 新規就農者(最近 5 ijô計)

j波うfC J;~~記数 9)ご1 21戸 17)5 17F� 189 事rr規(!ß・王手就22者 。人

l支2守店2 
専業 1P 3JS 3)5 2)'ゴ 200 12 高ItJ波紋浪者 (39歳以下) 。人

I 支店 UCﾎ 2ρ 2P 200 12 高It磯就j;込者 (40歳以t) 0人

II ~正 7JS 16JS 14戸 13JS 185 76 新規参入者 3人

:I. 主 1長 2)'ゴ 1JS 1JS 50 6 女性の参国i女tl必認定淡染者数 O人

主 話5H1 i手j:業 9ρ 4Jさ1 1JS 11 6 女性終業委員数 。人

創業的 10)5 12戸 15Jコ 150 88 女性j員協役員数 。人

0.5haえ({'討I 8Fﾎ 18Fﾎ 16)'ご1 15lヨ 188 881JS当たり王子均耕作規模

規~IJ 0.5~ 1ha未満 1P 2JS uヨ 2)コ 2∞ 12 。28ha

1 ~2ha米i持 l戸 ※人口、 Uk'iW数、 II立売JFk*等は乎

2hatl、上 井集?存の数.1t在

耕地 8ha 13ha 11ha 7ha 88 地区間抜 2.818ha 

EI3 4ha 3ha 3h日 2ha 501 29 耕地本 0.3% 

話杭等 内:仔illiJ:lIl 1ha 1ha 1ha Oha 。 。林野率 95.5% 

訳 樹陀|地 4ha 8ha 7ha 5ha 125 711(;)'場3芸術犠打l 0% 

牧草地 対1 096 

採主主牧草地 利用機設定本

耕作放楽地 Oha Oha 1ha Oha 100 。 ※耕地ilf汚j'(号事は王子チI::!í~落数{点

作品等
水稲 137ha 124ha 90ha 72ha 531 77 主な縫'8"まi'î!.\'l
果樹 20ha 19ha 21ha 21ha 105 23 ユズ÷水稲

※作付泌総等は古政Jll llffの数{政

水稲 137E:jJj内 1571~lj円 82百万円 70百万円 511 22 戸当たり農業進出額 。32百万p:j

果樹 39百万円 43百万円 50百万円 70百万円 179 781~事業農家の戸当たり淡業ííEll:\綴

420百万円

※l21来tr.出綴は古蕊川 11可の数値。

ただし専業j史家の戸当たり 121能生
H官級 1 :1:"t̂:j.f:ljii& 、 '1'::/~

平井集落における用材生産は明治25年頃から始まり、人口は急増し、小学校の

生徒数も多い時で1∞人を超えたが、昭和30~40年代をピークに用材生産事業は
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衰退の一途をたと守った。

林業不振により、過疎化・高齢化が進み集落の存続さえ危ぶまれるようになっ

た。このため、一部農家で自立できる農業を自指し、山間急傾斜地でも栽培でき

る果樹に注目しつつ、気象条件等を考癒した結果、昔から集落内で自家用に利用

していた「ユズ」に着自し、ユズ栽培を開始した。栽培技術の向上と販売の共同

化を目指し、昭和51年には「古座JII柚子生産組合」が結成された。

イ ユズ価格の大暴落

栽培面積の増加もあって、ユズの生産量は徐々に増加し、昭和57年から搾汁・

販売事業を農協に委託するなか、昭和58年には平井集落に搾汁加工場を建設する

など、ユズの生産、加工、販売は順調にスタートした。

しかし、ユズ等香酸カンキツ類は、全国的に新植が行われ、栽培面積が拡大し、

さらに昭和62年は「大豊作」となったことから、青果の市況は前年の約半値と大

暴落を起こした。加えて、この年は暖冬による「鍋物需要」の低迷からポン酢メ

ーカーがユズ果汁の購入に消極的になり、大量のユズ、果汁が売れ残ってしまうな

ど、農協や生産者は大打撃を受けた。

ウ 立ち上カずった女性達: r古座川ゆず平井婦人部j

10月~ 12月のユズ収穫の最盛期、加工場付近の田畑に山のように積まれた搾

りかすを見て、なんとか再利用ができないかという意欲を持ち、立ち上がったの

が「古座川ゆず平井婦人部」である。昭和60年、女性達20人で結成された。ユズ

栽培農家は農協にユズを出荷、農協はユズを搾汁加工、 f古座川ゆず平井婦人部」

は農協から果汁とユズ皮を購入し二次加工を行うという体制が出来た。その後、

商品開発や販路開拓に努力を重ね、平井婦人部の加工事・業は順調に伸びていっ

た。

エ 地農地消に取組: r平井友の会J

平井集落の生活研究ク、、ループ cr平井友の会J) は地域産物の利活用や食文化の

伝承等を通して地域の活性化に取り組み、みそづくりや郷土料理の伝承、地域の
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産物を使った料理の研究や、慶弔時の仕出し料理や餅づくりの受注、野菜の直販

活動など、地域内に向けた活動を行って来た。

オ 「ゆず対策協議会j 設立

平成 8年、ユズは全国的な不作となり、安定供給できなかった事から農協は多

くの取引先を失った。以後販売不振が続き、平成11年は加工用ユズ、買取価格が急

落、翌年にはそれに加えて買取量も制限された。

平成12年度にユズ産地の危機的状態を乗り切るべく生産者、町、普及センター、

試験場、農協等により「ゆず対策協議会J を設立したo íゆず対策協議会j では

生産・加工・販売の一元化について検討する一方、当面の諜題は生果、果汁及び

ユズ加工品の販売促進であると認識し、生産者には生果出荷できる果実生産の推

進、「古座JII ゆず平井婦人部」には加工品の販売促進支援と加工施設整備支援を

強化した。しかし、加工用ユズ、の買取儲格は70円/kgと低迷したままで、生産者

の生産意欲の減退が著しく、このままでは放任簡が増加、産地がなくなる可能性

も出てきた。このため平成14年に f古躍JII柚子生産組合J は、少しでも手数料，や

経費を減らすことで、買取価格を上げようと、農協に委託していた搾汁・販売事業

を生産組合で行うことを決め、加工用ユズの農家販売価格は安定的に適切な価格

で買い上げられることとなった。

カ [柚子産業振興と過疎を考える会j の結成

平成11年、過疎を少しでも止め、若い人が定住し生活できる産業が必要と u乎び

かけ、有志、による f柚子産業振興と過疎を考える会j が結成された。平成13:fJ三、

所得や躍用の確保に努め、地域が自立し、地域の魅力を未来に継承することが重

要であると考え、新山村振興等農林漁業特別対策事業を導入し、女性若者等活動

促進施設(加工場等)を建設することを決めた。

また、「平井ゆず対策懇談会」が幾度となく開かれ、様々な対策が検討される

こととなる。
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キ 「古鹿川ゆず平井の盟J 設立

生産・加工・販売が一元化されていないため、依然として加工用ユズ価格が不安

定で、順調に伸び、つつある二次加工においても、加工原料の供給等に不安が生じ

て来ていた。平成15年、 f柚子産業振興と過疎を考える会J が中心となり、「地域

づくり研修会」を開催し、それを契機に、 f平井の里づくり~新組合設立準備会」

を立ち上げた。

「柚子産業振興と過疎を考える会」に「古・座) 11ゆず平井婦人部JJ平井友の会」

等が一緒になって新しい組織を設立し、平井の看板である『ゆずj を中心にした

「平井の毘づくり」に取り組むことになった。平井集落に在住し農業従事者で

ある62人が出資者となり、平成16年 4 丹、ユズを中心とした農業経営の安定を図

ることにより、平井集落の良好な農業・農村環境を保全する。また地域内での安

定的な雇用機会を創出することにより、若年層の地元定着を促し地域の活性化に

寄与する。これら目的のため農事組合法人「古座川ゆず平井の里J (以下、「平井

の里」という。)が設立された。

(2) むらづくりの推進体制

新しい組織は、平井集落の特産品であるユズを中心に、搾汁、二次加工、販売

等一貫した効率的な業務整備、弁当・ 第 2 図組織図

仕出し調理業務、加工や収穫を体験

する交流事業を核とした清報発信、

として耕作放棄地の発生防止は言

うに及ばず、平井地区内の新たな農

地管理と生産の担い手として活動す

ることとなった。

古鹿川柚子生産組合の施設での搾

汁作業の受託は「平井の里j が業務

を引き継いで、「古座川ゆず平井婦

人部」は加工部に、「平井友の会j

は料理部に、また、体験交流と農作

燦事総合法人「古Ell川ゆず平井町毘 J
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業の受託はそれぞれ関係する部署で行うこととした。組織の概要は以下の通りで

ある。

0役員理事 :8名(代表理事l名) 監事 :2 名

O運営組織 22名

総務営業部 (8 名)総務、経理、加工計画、販売管理、原料仕入れ

加工部(14名)ユズ加工品の製造、加工場及び機械・器具の保守管理

料理部 (3 名)ユズ加工品以外の製品の製造、仕出し料理、弁当、み

そ、もち等の加工・調理及びその商品企画

休験交流部 (3 名)加工体験教室、農産物収穫体験等顧客との交流見学・

視察の対応

農業生産部 (5 名)ユズの栽培(利用権設定した農地)、組合員所有のユズ

闘の作業受託管理、その他の関連業務

開芸部 (2 名)集落内の環境美化活動の実施

*複数の部署を兼任する従業員有り。

0組合員62名

むらづくりの特色と罷秀性

1 .農林生産面における特徴

(1) 生産・加工・販売の…元牝

「古座川ゆず平井婦人部j が結成された昭和60年以来、「古座J 11柚子生産組合」

が生産、農協が搾汁及びユズ果汁販売、「古鹿川ゆず平井婦人部」が二次加工販

売といった体制で各者それぞれの組織であったが、「平井の盟」がユズの生産、

加工、販売を一体的に行うようになり事業の統合・効率化を図った。これによっ

て平成18年度には、加工用ユズ価格は135円/kgを超え、生果価格は350円/kgと

平成立年のおよそ 2倍となり、安定的な生産が可能となった。また、多様な加工

高品と販売先を開拓したことにより商品の知名度が広まった。

これらの取組によってユズの農家買取価格は、上昇して安定化し、加工原料と

してのユズ果実寵用量も平成15年度から平成18年度にかけて 2倍以上の伸びとな
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った。加工品の販売と共にユ

ズの果実販売も伸びており、ユ

ズ、農家の生産安定につながっ t.:.o

加工商品については、大手ス

ーパーや外食産業からの引き合

いが多くなっており、商品の品

質保持、商品価値の向上の面

から販売店を限定する契約方式

第 3 図ユズ用途別出荷量と価格

250 

200 

出

2150 

t 100 

50 

ユズ用途別出荷畿と価絡

~1 ~2 ~3 ~4 ~5 ~6 ~7 ~8 
Cコ掬f十F書出荷量 臨抱膏県出荷監

を取るようにもなっている。今 十搾汁閥桔 +青果腕

400 

350 

300 
綴

250 格

200 ~ 
同

150 ~ 

100 

5日

。

後、このような需要増に応えるため、原料となるユズの生産拡大、「平井の里J

の従業員の増員等を実施していく考えである。

(2) 新たな地域農業の担い手

また、「平井の旦」は、地域の生産者の高齢化を踏まえ、農地の遊休化を防ぐ

とともに、地域の農地管理・農業生産の担い手となるべく、当初から農事組合法

人として活動し、平井集落はもとより近隣集落からも施肥、せん定、訪除、収穫

作業等農作業の受託を行ってきた。平成19年には農業生産法人の資格を得て、ユ

ズ、関60aを借り受け、自ら“農業者"として活動を開始する。今後、生産活動を

止める高齢者の農地を借りることはもとより、自らユズ栽培地を拡大し、多くの

需要に応えるためのユズ生産に遇進することとしている。

また、「平井の里j は現在従業員が41人となり、このうち常勤職員は 6 人で、

健康保険、摩生年金等福利厚生面でも充実させており、地域の担い手として期待

されている。

平成19年度からは「平井の里J の定款を改正し、平井集落以外の古座川町内の

ユズ農家も組合に加入できるようにし、さらに平井集落以外の古座川町全体へユ

ズ栽培面積の拡大を図ることとしている。

今後は休耕田の利用や農地の再編整備等により、作業性の良い一括して管理が

できるユズ園の整備を行い、新たな農業の担い手が参入しやすい条件を整えるこ

とを目標としている。
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法人の立ち上げから 3 i!三、填重に経営を

行っているが、加工品販売の利益をユズ

の買い取り価格を上げることで生産者に

還元し、生産者の経営向とを図っている。

このことによって、生産意欲が高まり、栽

培荷積の増加や「王子井の里J 以外にも新た

な農業の担い手の創出につながる可能性

も期待できる。

(3) 多様な商品開発と販売先を確保

2 平井のユズ闘

平井集落出身者による口コミ販売から始まった加工販売事業は通信販売やネッ

ト販売等の産接販売、量販店やデパート等への卸売販売、外食産業の委託加工な

ど多様な流通を確保している。「古座川ゆず平井婦人部J の最終年度である平成

15年度販売額は6，5∞万円だ、ったが法人設立後 3年で 1 億円を越えた。加工原料と

してのユズ果実使用量は平成15年度64t だ、ったのが18年度には143 t となった。

また現在、ユズ加工品は「柚子飲料(柚香ちゃん)J、「柚子ジ、ヤム」、 f柚子たれ」

等20種類を数え、大手流通業 第 4 国ユズ加工最とユズ商品販売額一

者、ファーストフード業者等か

ら多数引き合いがあるものの、 ユズ加ヱ識とユズ高品販売額

原料供給が追いつかず踊ってい
160 120,000 

140 

る状況である。このため、事~た 綴 120
100,000 Rま

エ 1∞ 8附02
な生産者である「平井の盟」に

f壁
80 60,000 ~ 

よる生産拡大を留り、より多く
60 二F

40 
40,000 p:j 

の人に、平井産のユズ製品を味
20 

20,000 ~ 

G 。

わってもらうことが今後の大き
~1~2~3~4~5~6~7~8 

な課題となっている。

(4) 女性の経営参間

f平井の盟j の女性組合員は40人で組合員全体の64.5% を市める。また女性理
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事は 2 人で、農事組合法人の方針を決定す

る力も大きい。さらに常勤従業員は22人中

20人が女性であり、運営、アイデイアの実

行、生産、広報の多くは女性の力で、行って

いる。

「平井の里j の前身である「古座川町ゆ

ず平井婦人部J や「平井友の会」は農家の

女性達で組織され、女性の感性をフルに発 写真 3 ユズの加工商品

揮して、ユズの加工販売や郷土料理の調理・販売するなど女性の活躍する場を自

分たちで見つけ実践してきた。現在は、農事組合法人となり、若い女性達も活動

に参加するようになった。女性の感性をフルに発揮して加工商品を開発し、品質

の良い、人気の高い商品を世に送り出している。地域の女性が熟年だけでなく、

老いも若きも、生き生きと活躍できるような環境づくりをめざしている。

2. 生活・環境整備酉における特徴

(1) 環境整備への取紹

平成13年、休校となっていた平井分校(小学校)が廃校になったが、火災によ

る全焼の際の再建も集落で力を合わせて取り組んで、きた。その校舎や校庭をいつ

までも大切にしたいという思いから、「平井の里」では建物の補修や庭の整備を

続けている。現在、集会や味噌加工場、災害時の避難場所として機能しているが、

近い将来に交流活動の場としての復活を夢に草刈り活動等に精を出している。

また、集落内の環境美化を目指して、花壇の鉢植え等の環境整備について「平井

の里」に有志ボランテイアで構成する間芸部を発足させ、取り組んで、いる。

(2) rゆずむすめ新聞J の発行・・・地区内外への情報発信と交流促進

f古座川ゆず平井婦人部」から引き継いだユズ製品の加工販売事業は、山間の

交通条件の悪い地でありながらも成果をのばしてきた。これまで高度成長期に平

井の地を後に都会へ出た多くの平井集落出身者により、ふるさとのお土産として

あるいは贈り物として広められてきた。
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現在、「平井の盟J では夏と冬に商品のダイレクトメールを発送している。平

井集落出身者や新しく縁のできたお客様に平井集落をより詳しく知ってもらうた

めに、集落の普段の生活を紹介したミニコミ紙「ゆずむすめ新開」を発行し、集

落で、採れたユズの葉や茶の実などを添えて送り属けている O 夏、冬の発行枚数は

各々 7，∞0~8，∞0部である。「新聞を見たから J と大阪や京都から車でやって来

てくれる人も少なくない。

(3) 若者の定住促進

隣接する下露集落では平成13年に間児

2人で、始まった保育所があり、現在 6 人

の閤児が入所している。内 4 人は「平井

の盟J で{動く女性の子供である。王子井の

盟で働く常勤従業員22人の内30代目、ドは

8 人おり、多くがU ターン、 I ターンで

「平井の里J が設立されてから平井集落

に入って来た人である。奥深い山村に若

者の定住が進んで、来ている。

(4) 地産地消・郷土料理の伝承

4 I平井の思」の若き従業員連

ユズ加工品や果実は県外へ向けて販売する割合が高いが、地元の消費者にも知

ってもらうため地域のイベントや直売所で販売している。特に、加工品は古座川

町内の直売所と旅館併せて 3箇所、東牟婁・新宮市では20笛所以上の宜売所、小

売店で販売されている。イベントへの参加は、古鹿川町では 4 丹の桜まつり、 11

月の古座川秋まつりに出店している。

生活研究グループの事業を引き継いで、仕出し料理や弁当の注文を行ってい

る。集落内だけでなく古座川町.内へ広がりを見せている。地域の食材を用い、地

域に伝わる料理をメニューに、作り手の真心を込めてお客に届けている。
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(5) 食農教育の実践

古座川町近離の小中学生の社会見学を受け入れている。「平井の呈」の若い従

業員の何人かも小学生の時にユズ飲料のキャップ取り付け作業などを経験したこ

とがあるなど、息の長い取組となっている。

また、大学生のユズ収穫や高校生の職業体験実習の受け入れや地霞外や県外の

団体の柚子コンニャクづくり体験の受け入れを行っている。学生達は卒業後も里

を訪れてくれたり、商品を購入するなと守地域の応援団的な役割を担っている。交

流は広く長く続き、平井集落及びユズへの関心を高めている。

(6) r高齢者への生きがいづくり j 高齢者対策

f平井の里j はヨモギ、ダイコン、コンニャクイモ等の加工品の原料を地域の

高齢者から買い上げている。また、佃煮に強うサツマイモの茎は、地域の高齢者

に l 筒所に集まってもらい葉を除くなと守の調整作業を行っている。

ダイレクトメールの中へ平井集落の自然を入れるという企画の中で、これまで

楓の葉、茶の実などを入れてきた。高齢者には葉や木の実等の採取を依頼してい

る。

今後、一人暮らしの高齢者が多くなると思われることから、町の社会福祉協議

会とも連携を取り、高齢者や独居男性への食事の宅配も考えている。

(執筆者農村振興局企画部農村政策課農村整備総合調整室農村整備企画係長都築孝彦)
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第 2表行事一覧表
むらづく

り奇{技法埼 4 月 51l 61l 7JJ 8)J 9 )J 10FJ 12月 121l 1 月 2)J 31J 
の名称

桜まつり 平井地おど i 附古桜収川穫智TBI おろし大紋

1主培説明会

林業まつり

経1官官換器; ゆずむすめ 生産総合・ ゆずむすめ 衛生議罰金 i見祭受入 ゆずむすめ ゆずむすめ J量産総""見 視野?受入 祝祭受入 1見受入

新開発行 平井の111ft 新P自発行 開催 (白浜罪J) 新開発行 新開発行 品ナぷ九1 八1 ， IJ1- (京都青 市U!l\紀

liili111 会、 小学校見 ~l) ~if 阿r. ~( 者資日子U~j. 
務花;認fc 学受入 JJ\' 三 [011

小・能 fi 他)

�匀 
(環境英化 プランター lEh'!の1主投 IfFJLJI 分校 11ド1')1'分校 10平井分校 IfJ平井分校 校庭lE絞殺

活動) 絞殺 え 問辺t者続的 QXl主治対話 周辺草刈 周辺草地

動 震b

(生活研究 若草 k科連11孟 郷土料~j!1五 務土料珂11五 主富士料理{五

活動) jf<(うず iI'く (m舎み 承(うず *(うず
み) そ) み・奈良あ み)

え)

(ワークン 説明会 検討会実施 検会実施 研修会実施 立見捺約 菜計部

ヨツブ)

却11 部 ゆず製品つ 持i'l 講習会 liu 子初持(1) 新商品!謂発

くり (j重 間協

年)新潟1111

開発

科t型部 よもぎも よもぎも 社Il'， L刻現! 持i't滋賀会 社IlJ L科理 仕1HL1ヰ攻 {tHl L科潔 仕tHL科潔 仕出し科理 iUf, L科理 1l:lllL朴I型
ち・桜餅づ ち 1長餅つ 開眼 (2M) (3 日n (315]) il:JJ 準備鈴 (2 肉) (3 即日

くり守井の くり もちづくり

I!I合みそづ

くり (j活

年)

体験交流部 M1ひじき Iff 務jJIíいちご 1出子収機ポ 桃子ijM霊，)， こんにゃく

移受入 栽培際家研 ラバイト事 ラパイト 1)1 づくり体験

Il>受入 梁i事i器打ち 準備1fち 受入 (2 防

合わせ 合わせ 体)お!i}

ijj(l皆ドラパ

イト1評議

農業生産部 桃子荷量:械 殺 :i;[ 草月j オす}制 ゆず除i ドM 1"1把努5Ë
1) .jき盟3 ・ 募集柚子 り

消毒 陣Ij主tれj;ic

店主j持) iな 生醍総合 生産総合謡、 翌五 ゆず日なら

川柚子生 平井のm合会 し会

経組合 トmn会、

相i子清花潟

E :ft 
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幸田本農林漁業振興会会長賞受賞 勢
堂設2 出品財むらづくり活動 電

ザド

章 受賞者福吉地域づくり推進協議会 堂
vþ~ 

6¥Z ヨ可

住所福岡県糸島郡二丈町 議{
61/~ 
明町

寺島 寺島
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受賞者のことば 福吉地域づくり推進協議会 代表 石井 徳雄

この度は栄えある賞を授かり、心より感謝申し上げます。

豊かなむらづくり全国表彰事業に参加し、私たちのこれまでの活動を客観

的に振り返ることができ、また、他団体のユニークな活動も知ることができ

ましたことを大変有り難く存じております。

福古地域は平土日地が少なく、農業の基盤が脆弱な地域であるよ、基幹作物

のカンキツはオレンジの自由化で大打撃を受け、農地の荒廃が進み、農業就

業人口は加速度的に減少しました。

一方、漁業においても漁獲量の減少、価格の低迷、

増加で大変な危機に車面していました。

さらには輪入海産物の

このままでは「地域が衰退してしまう」と、農業者や漁業者だけでなく商

工業者までも取り込んで、地域の活性化のために組織したのが「福吉地域づく

り推進協議会」でございます。

アンケート調査で、住民の希望が多かった「基盤整備と直売所の建設J のた

め、中山間地域総合整備事業に取り組みました。直売所の建設では補助事業

で対応できない海産物の販売施設を自己資金で建設するなど、幾多の困難を

乗り越えて「福ふくの里」を建設しました。現在では、販売額も順調に増加し、

農産物や海産物、地域の特産品が豊富に揃う直売所として、また、女性や高
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受数者のことば

齢者がいきいきと活動できる場として消費者を巻き込んだ地域の活性化に

大きく寄与しています。

また、食育活動、農の恵、み事業での生き物調査、鳴き砂の復活と保存など

多彩な活動を地域住民が力を合わせ展開して参りました。こうした地域の活

性化と環境を守る活動を評価して頂きましたことに感謝と喜びを感じてい

るところでございます。

今回の受賞を契機に、今後もより一層、最かで住みよい地域づくりに精励

して参ります。これまでご指導頂きました皆様に感謝申し上げるとともに、

今後とも 4・目変わらぬご指導をお願い申し上げ、お札の言葉と致します。

地域の沿革と概要

二丈町は、福岡県の最rlli端に位置し、北は玄界灘、南は佐賀県唐津市七山、東

は前原市、西は佐賀県唐津市浜玉町に境を接している。

南には、二丈岳、十坊山、浮獄、女岳などの山々が連なる背振山系が位置し、

ここから福古川、加茂川、 第 11盟位置図

LIJ JII などが北流し、玄界灘へと

つながっている。 勾‘‘ 

交通網は東西にJR筑肥線、西

九州、l 自動車道路、国道202号が

併行して走っている。

人口は13，臼4人で64%がサー

ピス業などの第 3 次産業に就業

している。

農業、漁業などの第 1 次産業

就業者の割合は13%で、高齢化

が進んで、いる。
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第 l 表 農林水産業の概要 (単位・ ha、百万円)

¥¥¥  

最近年 備 考

平成 えド成 平成 平成対 7 構成

7年 12年 17年 17年年比比

総世帯数 1,070 1.163 1,336 1,336 124.9 100β 農業後継者確保ネ
農家数 287 274 227 227 79.1 17.0 36.1% 

販売農家数 231 214 167 167 72.3 22.8% 

専語農家数 訳内
専業 42 47 38 38 90.5 15.6% 

完売 41 29 26 26 63.4 
25.1% 

2芝 4.0% 
E 兼 148 138 103 103 69.6 32 

完~:.!~.え- 訳内 一主 業 / 51 42 42 / (1) 
準主業 / 62 40 40 / 従事者数

2 創業的 /〆 101 85 85 / 
書士

非農家数 783 890 1.109 1.109 141.6 女子 125名

覆型義
o.5ha未満 56 50 38 38 67.9 22.8 戸当たり平均耕作規模

等 0.5 ~ 1ha未満 78 82 61 61 78.2 36.5 0.9 ha 

1 ~ 2ha未満 51 44 43 43 84.3 25.7 
2ha以上 46 38 25 25 54.3 15.0 

民j魚 漁業者 73 63 51 51 70.0 
漁業従事者 30 36 34 34 113.3 

弱|地 289 209 72.3 100.0 地区面積 2,859ha 
親| 問 140 140 112 112 80.0 53.6 耕地率 7.3% 
j也
訳内 普通畑 9 13 13 13 144.4 6.2 林野率6 5.2% 

面 果樹地 136 110 81 81 59.6 38.8 ほ場整備率

積 牧草地 4 3 31 75.0 1.0 問 40% 

等 採草牧草地 l 1 100.0 0.5 t罰 一%

b面積 51 65 57 57 111.8 27.3 
利用権設定率 51% 

水稲 ha 107 87 88 88 82.2 主な経営類型
{乍 果樹 105 85 68 68 64.8 野菜+水稲
イ寸 野菜 41 44 44 44 107.3 来樹+水稲

国 花き I l 100.0 ijE:育守二+水稲

E責 省産(乳午、繁殖牛) 482 373 407 407 84.4 

等 水産 漁船隻数 139 140 138 138 99.3 
漁船トン数 595 591 575 575 96.6 

農 総額 百万円 1,009 832 870 870 86.2 100.0 戸当たり農業産出額

業ー 水稲 157 96 96 96 61.1 11.0 3.83百万円

産
野菜 270 267 267 267 98.9 30.7 専業農家戸当たり農業産出額

果樹 248 153 163 163 65.7 18.7 16.60百万円
iお 花き 26 23 31 31 119.2 3.6 
額 音産(乳牛、繁殖牛) 166 194 185 185 111.4 21.3 

水産業産出額 874 570 664 664 76.0 100.0 戸当たり 13.04百万円
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むらづくりの概撃を

1.福吉地域の特色

福古地域は、二丈阿の西部に位置し、南側は初Om前後の山々が連なる背掠LL!

系で、北側は玄界wrmに面し、その開が狭小な水田地事となっている。年平均気満

は16.2
0

C と比較的温暖で、、その気扶を生かし、カンキツ、露地野菜等を中心とす

る農業地帯として発展してきた。

平成17年度の農業産出額は8.7億円で、野菜が約30% を占め、次いで斎藤、カン

キツと続いている。

一方、漁業は福古漁港中心に51戸の漁家が沿岸漁業に取り組んで、おり、平成17

年度の水揚額は6.6億円で、ある。

2. むらづくりの基本的特徴

(1) むらづくりの動機、背景

指古地域は他地域に比べ水田が少なかったことから、昭和30年代からカンキツ

の生産が急増し、昭和39年には米の販売額を凌ぐようになった。その後も増加の

一途を辿り、昭和46年からはハウスミカンの栽培も始まったが、昭和50年代に入

りカンキツが生産過剰となってきたことから収益性カ可民下し、栽培面積の減少が

始まった。このように、基幹品目の低迷により地域の活力が次第に低下していっ

た。

ア カンキツ産地の危機

福古地域は耕地の約112が樹園地で、県内有数のカンキツ産地であった。販売

額は昭和53年には約5.3億円に達したが、価格の下落、担い手の高齢化に加え、

カンキツ圏転換政策が実施されたことから販売額は年々減少し、昭和63年にはピ

ーク時の半分以下の 2億円を下閤るようになった。

地域内にはカンキツ関を中心に耕作放棄地が急増し、平成 7年には全耕作面積

の17.6%、平成12年には24.7% に当たる65haが耕作放棄地となった。このように

カンキツ産地を取り巻く環境はますます厳しさを増していった。
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イ 脆弱な農業基盤

福古地域の中山間部はカンキツ園や棚田等が点在している。平坦部は海岸に面

した幅100~2∞mのわずかな部分に水田が位置し、区画は非常に狭く、水路は

用排水兼用の土水路で、用水の確保と軟弱地盤に苦労しながら農業が営まれてき

たが、このような地形やほ場条件下で「どうすれば福古の農地が守れるのか」、「農

業を守り、農地を子々孫々に伝えるにはどうすればよいのかJ という大きな課題

に直面していた。

ウ 漁業の不振

福古漁協(現糸島漁協福吉支所)の水揚金額は平成3~9年は 8 1:意円前後で推

移していたが、その後、水揚量の減少とともに激減し、平成13年にはピーク時(平

成 7年)に比べ約40%減の5.4億円となった。これは、平成10年以降輸入水産物が

増加した影響で、 kg当たりの単価が大幅に低下したことが大きな原因である。

このように、漁家の経営は年々厳しくなってきたことから、福古漁協と漁民は一

体となって経営安定化への道を模索していた。

エ 福吉地域づくり推進協議会の活動

むらの農業の将来に対し危機感を持った農区長会が、福吉地域の農業振興を目

的に、平成 4 年、 f福古農業振興揚議会Jを設立した。そこで、農業者、 JA等に

呼びかけ、平成 5 年、円高古の農業を考える大集会Jを開催した。その後、「農業

者だけでの話し合いでは真の地域活性化にはつながらない」というリーダーの発

をきっかけに、同協議会を発展的に解消し、農業者、漁業者、商工業者までメ

ンバーを拡げた「福吉地域づくり推進協議会jを平成 8年に設立、業種を超えて福

吉のむらづくりをヲ!っ張る組織を作り上げた。

地域内には、自曜日のみに開設する小規模の直売所やタ市があり、 r打場に出荷

できないカンキツや畑の片隅で栽培していた野菜類を販売していた。しかし、農

業者から「もっと大規模な常設在売所が欲しい」、「そこで販売することで農業の

活性化、高齢者の生き甲斐づくりにつながる」との意見が多く出されるようにな

った。また、水揚量の減少から経営不振に落ち込んで、いた漁業者からも「農業者
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と一緒に直売所をやりたい」との声が出てきた。

これらの意見をもとに、協議会では地域の活性化のためには、まず、直売所を

核とした地域づくりが急務であるとして、直売所建設に向けた取組を開始した。

その結果、地域住民が待ち望んだ直売・交流・加工の機能を有した福古活性化交

流施設「福ふくの里J (以下、 f福ふくの思」という。)が平成14年開設された。

また、地域ぐるみのむらづくりには住民の理解と行動が大切であるとして、平

成11年に地域全住民の114にあたる約1，0∞人を集めた「福吉地域づくり大集会J

を開催し、 rtll と海 自然、の恵みを大切に みんなで楽しく 福古(さと)づくり j

をスローガンに福古の明日の姿を語り合った。この大会は熱気あふれるものとな

り、住民が地域の活性化に日を向けるきっかけとなった。これを契機に、翌年に

は住民参加による「福古産業まつり j の開催、さらに、地域情報誌円高官(さと)

づくり」を作成し、全戸配布して、地域の情報共有を国ることによって、次第に

住民同士のつながりを強めていった。

(2) むらづくりの推進体制

ア 住民一体となった協議会体制

福古地域づくり推進協議会の構成は、福井、大入、古井ヒ、吉井下、依波及び、

鹿家地区の 6 行政i豆長、 j良区長、農業・漁業関係機関、商工・観光関係機関等

から選出された49名の委員で構成されており、協議会への意見の集約は、各行政

!まを通じて地域内すべての住民か

ら反映することが可能となってい

る。さらに、運営の迅速化を図るた

め、委員の代表者で組織する「運営

会」が設けられている。

また、 fプロジェクト委員会J を

設置し、むらづくりに係わる企商、

立案を行い、 f運営委員会」に提案

できる体制をとっている。

第 2 関推進体fl;lJ lzl
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イ 迅速な対応、新たな事業展開のため「福ふくの皇j を法人化

「福ふくの里j の管理運営は「福ふくの里管理利用組合j が行ってきたが、新

しい直売所や大型スーパーとの競争が激化する中、消費者ニーズへの迅速な対応

や新たな事業展開等、素速い経営判断が必要となってきた。そこで、これまでの

ように組織全体での合意を得て進めていたのでは、手遅れになるとの判断から法

人化へ向けて 1 年間研修や検討を重ねた。

その結果、生産者が運営する直売所としては、県内初の有限会社に組織を変更

し、有限会社「福ふくの里j として新たに発足した。

むらづくりの特色と優秀性

十むらづくりの農林漁業生産菌への寄与状況

(1) r福ふくの呈j を核とした農家、漁家の活性化

ア 目を見張る所得向上効果

円高ふくの里」の販売額は設立初年度から目標を大きく上回る2別意円となり、

平成17年度は販売額6.6億円、来客数約38万人となっている。その結果、「福ふく

の里J での販売額をあわせた地域の農

産物販売額は昭和60年を上回る状況に

なっている。

出荷者 I 人当たりの販売額は県内在

売所トップクラスの244万円であり、 言400 い
方

特に漁業者は533万円に達している。 き

また、出荷経費の削減により、所持向

上効果は非常に大きい。

第 3 図 農産物販売額の推移

860 H日H7十，12 H14 H17 

イ 直売所独自のハウスリース制度で新たな生産と豊富な品揃え

「福ふくの里」では、販売品目数を増やすために新たな生産者や新規品目導入

の推進、販売や作付状況調査に基づく栽培講習会を定期的に開催してきた。

生産拡大のためには f出荷者の土地に直売所がハウスを建てればよいのではな
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いかj と考え、生産者育成のための独自の

ハウスリース制度を平成16年に創設した。

これは希望者は建設費の70% を 5 年間、リ

ース料として支払えば、その後は自分の施

設となる仕組みで、ある。

その結果、これまで地域内では栽培:され

ていなかったルッコラ、サラダホウレンソ

ウ、からし菜、ヒユナ、エンサイなどの新

規品目の栽培が始まった。

ウ 消費者のハートをつかんだ鮮魚販売

円高ふくの里J では、新鮮な水産物が安

価で購入できることや珍しい魚種が堤富に

あること、さらに漁業者カ吉行う魚、の料理法

の説明や 3枚下ろしなどの一次加工サーピ

スが消費者に大好評で、円高ふくの里J の

最大のj協力となっている。

平成17年は拐、家の90%にあたる45名が出

l リースハウス

荷しており、販売額は年々着実に増加し、 写真2 水産物販売の様子

2.41.意円に速する等、重要な販売ルートのーっとして確立し、漁業の活性化に大

きな効果をもたらしている。

(2) 地元の田んぼを守るため、いち早く農業法人を設立

福古地域は、ほ場が狭院で、機械の大型化が進まず、生産性も低かったので、「こ

のままでは水田が守れないJ と早期のほ場整備を熱望していた。

そこで、「福古地域づくり推進協議会」が中心となり、ほ場整備の実現に向け

て何度も納得を得るまで話し合いを行った。

その結果、平成 8 年度から「担い手育成基盤整備事業J、平成立年度から l'や

山開地域総合整備事業」により 57.2haのほ場整備を行い、水田面積の約 4割でほ
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場整備が完了した。

さらに、ほ場整備をきっかけに発足した福井地区営農組合は、平成18年 4 丹に

農事組合法人「福入の郷J (以下、円高入の叛むという。)に発展し、品目横断的

経営安定対策に加入するなど、県のモデル的な組織となっている。

(3) 農地・水・環境保全向上対策への先駆け

福吉地域では、 10数年来、「福古地域づくり推進協議会J や環境稲作研究会お

よびNPO法人「農と自然の研究所j を中心に、環境にやさしい稲作を実践して

きた。この取組を基に県は、独自の「県民と育む農の恵みモデル事業J (平成17

年~ 19年)を創設した。そこで福井地医では、いち早く取り組んでいる。これは、

減農薬栽培を行っている水田の生き物の数や種類を調べ、減農薬栽培が水田の生

き物に与える影響を調査するものである。

そのような中、平成18年度からは「福入の郷j が福岡県減農薬・減化学肥料栽

培認証を取得するなど、環境にやさしい農業に地域全体で取り組んで、いる。

また、閣の農地・水・環境保全向上対策の先駆けとしてのモデル諦査事業にも

県内で唯一取り組み、平成19年度からは、「描入の郷」が中心となり、 PTA、子

供会、老人クラブ等地域住民を巻き込んで、、農地・水・環境保全向上対策事業に

取り組むことになった。

(4) 海と山のこだわり産品づくり

福吉地域では、「あかもく」ゃ「カキJ が特徴的な水産物となっている。「あか

もく J はこれまで利用されることはなかったが、漁協と県水産海洋技術センター

が協力して、西日本で初めて平成16年に商品化した。加工は漁協女性部の部員か

ら希望者を募り結成した「あかもく部会J が行っている。

カキは、「福吉のカキj として、冬になると焼カキ小屋が立ち並び、それを目

当てにした観光客で、賑わっている。さらに平成18年には「乾燥カキj の商品化を

行い、販売を開始している。

また、減農薬・減化学肥料栽培米をはじめ、赤米・黒米も多く栽培されており、

赤米は全国有数の産地となっている。カンキツ類でも、協議会会長の石井氏が育
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成した中晩生カンキツ「はるか」が、他地域では手に入らないカンキツとして人

気があり、年明けの目玉商品となっている。

(5) 安全・安心農業の実践

野菜、果樹は、「棺ふくの盟j が県内で、最初に残留農薬の自主検査を行い、消

費者へ安全のアぜールを行うとともに、「福ふくの盟出荷組合」においても福岡

県減農薬・減化学肥料栽培認証や、エコファーマー認証の取得を推進する等地域

ぐるみで安全・安心な農産物の生産に取り組んでいる。

3. 生活・環境整備菌における特徴

(1) 新しい生きがいと働く場づくりでいきいき女性・高齢者がいっぱい

「描ふくの虫出子育組合J の75%は女性であり、またω蔵以上が57% を占めてお

り、このメンバーが「福ふくの里j を支えている。

円高ふくの里j では、設立当初から加工班が設置され、地元農産物を活用した

弁当・菓子・惣菜等を販売している。設立メンバー 10人のうち 8 人は「福ふく

の恩」の加工施設で技術を身につけ、出宅に施設を整備して独立し活躍している。

これは「福ふくの盟J が新規の女性起業者を育成する目的に加工施設を半年間

無料で使用できる制度を設けているためで、その結果、女性起業者による販売額

が5千万円を超えるまでになっている。

また、「補ふくの旦j では地域の女性雇用を行うなど、新たな雇用の場を確保

している。

(2) 地域ぐるみで取り組むファンづくり

地域の活性化を図るために、「福古地域づくり推進協議会j と「福ふくの盟」

が中心となり消費者交流を行っている。

「福古産業まつり J は住民が主体となった地域住民参加型の祭りである。パス

ハイクや船による海上クルーズ等魅力的なイベントや肥培管理されていなかった

カンキツ闘を再利用しみかん狩りを行い、消費者に大変好評で、ある。

一方、「福ふくの里」では、開設当初jから毎月千人鍋(豚汁、海忠平汁)や七草
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粥などを無料でふるまったり、隣接した「ふ

れあい交流農園」では消費者との体験交流

イベントを開催している。また、「福ふく

の盟J 前の水田は秋はコスモス園、春は菜

の花園に姿を変え、今で l土地域観光コース

になっている。

このような活動により町内への観光客

数は、「福ふくの里」建設前の平成14年の

47万人から、現在では2.5倍の118万人となった。

(3) 伝統文化・観光資源で山と海をつなぐ

写真 3 千人鍋の様子

棉古地域にある「姉子の浜J は鳴き砂として全国的に有名である。環境汚染の

影響で一度鳴かなくなったが、平成 6年から住民の自主的な清掃活動により復活

し、今では大切に浜が守られている。

福井神楽は、二丈町の無形民俗文化財に指定されており、毎年‘ 5 月に白山神社

に五穀豊穣を祈願して奉納される神楽である。

9 月には赤米の稲穂が真っ赤に色づき最大の見頃を迎える中、赤米夜神楽が行

われる。併せて、「福ふくの虫」を会場として平成18年から「コスモス夜神楽」

が新たに開催されるようになった。

10月の福吉神幸祭は、大漁祈願のお祭りで各区氏子達が大名行列を行うもの

で、海では漁船が大語、旗を押し立ててパレードが行われるなど、むらづくり活動

を通じて、なお一層農家やj魚、家の結びつきが深まり、祭りが盛り上がりを見せて

いる。

このように福吉地域では、山と j年の祭りを通して住民の結びつきが深められて

いる。

310 



(4) 新しい動きの震関

ア 食育、学校給食で地元農・漁業へのやさしいまなざしを育てる

子供達に対する食背をより

_____lrY.l促進するため、農業者

が小学生に水稲、ブロッコリ

ー、さつまいも等の栽培を指

している。また、 JAカン

キツ部会福古班で、は、学校給

食へカンキツを10月から 4 月

まで毎月 2 回無料で提供して

いる。

4 食育活動の様子

福古地域では、全国の 7大学の学生が、空き家を借り寝泊まりし農家で農作業

を手伝い食育や環境問題について考える取組を行っており、これを地域ぐるみで

支援をしている。

漁業面でも平成18年から学校給食用に「あかもく j の提供を始めており、今後

は fいりこ j の提供や関数を増やす計画である。

イ 播吉に新しい風を創る

「福古地域づくり挽進協議会jプロジ、 J二クト委員会の構成員である「福の会」は、

県道143 号藤JII二丈線を七描街道と称して活性化に取り組んで、いる。 街道には、

窯元、みかん閥、つつじ圏、日帰り温泉等14施設が点在しており、これらの経営

者が協力して植樹活動や七福街道祭りなどを行い、地域活性化に新しい風を吹き

込んで、いる。

(執筆者農村振興局企幽部農村政策課農村整備総合調整室農11整備企画係長都築孝彦)
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第 2表 むらづくり関連行事一覧表(平成17年度)

福吉地域づくり推進協議会 そ 。コ イ也

定例会等 産業まつり 福ふくの恩-出荷組合 地域行事

4 月 役員会 取締役会月 l 回計12回 秋葉様

運営委員会 合同会議月 1 回計12回
地域づくり推進大会

5 月 運営委員会 創業祭 福井神楽
会計監査 福ふくの箆総会

福ふくの呈出荷組合総会

6 月 プロジェクト委員会 野菜作り講習会
農産物残留農薬自主検査
ふれあい農園

(サツマイモ栂え)

7 月 運営委員会 プロジェクト委員会 海の 5 イベント 天神様

夏野菜加工品研修 住吉様

8 月 福吉中山間地域農業基 先進地研修(農産物) かずらの綿引き
綾整備推進協議会総会 コスモス播種 (大入白山神社)

盆踊り

9 月 地区対抗運動会 プロジ、エクト委員会

(2 悶)

10月 運営委員会 実行委員会 コスモスまつり 福音神主幹祭
出店者会議 先進地研修(海産物) おくんち
実行委員会 ふれあい農民

(サツマイモ収穫)

11月 第 7 周産業まつり 農産物残留農薬自主検査 コスモス夜神楽
ミカン狩りイ本験

12月 年末イベント

(餅っき、ハマチ・カン

パチ販売)
講習会(栽培、表示、農

薬適正使用)
冬野菜加工品研修

1 月 七本イベント

農産物残留農薬自主検査
野菜作り講習会

2f] 地区対抗運動会 節分祭
支部懇談会 (7 回)
勉強会(笑顔について)

3 月 野菜作り講習会 初午
ひな祭り
支部懇談会(漁協)
接客方法研修
勉強会(カラーについて)
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農林水産祭受賞者の業績(技術と経営)
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(平成畔度(第46回)農林水産祭)

栄えの受賞に輝く

平成19年11月

財団法人日本農林漁業振興会



はじめに

農林水産業者の最高の栄誉である天皇杯、内臨総理大臣賞及び日本農林漁業振

興会会長賞の三賞受賞者の表彰が行われる「平成19年度(第46自)農林水産祭

式典J は、勤労感謝の昌の 11月 23 日、明治神宮会館において、三賞受賞者、農

林水産大臣賞受賞者並びに各界代表者、農林水産大臣をはじめ中央、地方の農

林水産関係者等多数の方々の参加のもとに行われます。

本年度の三賞受賞者は、農産、園芸、畜産、蜜糸・地域特産、林産、水産、む

らづくりの 7 部門の農林水産大臣賞受賞者511点の中から、農林水産祭中央審査

委員会(会長 東京農業大学教授 八木宏典氏)において厳正に審査が行われ、

10月 16 日に選考されました。

これら栄えある受賞者の業績は、内外の諸情勢が大きく変化している中で、今

後の我が国農林水産業と農山漁村の披興、発展の実践的な指針になるものとし

て関係各方面から、高く評価されるものであります。

本冊子は、本年度の天皇杯等三賞受賞者の業績の概要及び農林水産大臣賞受賞

者(平成18年 8 月から平成19年 7 月までの 1 年間)の一覧をご紹介したもので

す。
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1 天皇杯等三賞受糞者の一覧

( 1 ) 天皇杯受賞者

JF-d『ι - 賞 者
部門 出品財 表彰行事

住 所 氏名等

店威主主ヨE 産 経営 岐阜県海津市 有限会社 福ふく江ええ営いの農う 第 3 6 田日本農
(水稲・小麦

(代表後藤昌宏)
業賞

-大旦)

闘 ゴヨご 経営 北海道お帯び広ひろ市し お帯び広ひろ市しか川わに西しな長がいもせ生い産さん 第 3 6 回日本農コズ

(長いも) 組くみあ合い 業賞

(代表 伊い勢せ あ章き敏とし) 

三淫ζヨ 産 経 戸凸とん 北、海道ふ二た海みぐ郡んや八くも雲ちょ町う 小おぐ栗り た隆かし 全国草地音産コ
(酪農) ンクール

蚕糸・ 産物 京都府綴つづ喜きく郡・ん宇うじ治たわ田ら原ちょ町う 下しもお岡か き久ゅ五うこ.ろ郎う 第 5 9 回関西茶

地域特産 (茶) 口ロ口品昌、γJコEズN 

林 産 経営 京都府南なん丹たん市し ひ日ょ吉しちょ町う森しん林りん組くみ合あい 全国林業経営推
(林業) (代表 井いじ尻り ひ浩ろよ義し) 奨行事

水 産 経営 鹿児島県み南なみさつま市 み南なみさつまぎ漁ょぎ業ょう協きょう同どう組くみ合あい 第 1 2 回全国青
(漁業経営 野のま間い地けマグロよ養うし殖ょく 年・女性漁業者
改善) 交流大会

協業体

(代表森剛)

むら むらづくり 徳島県海かい部ふぐ郡んみ美なみ波ちょ町う 併説Ijのみう長を寄λえる
づくり 活動 語道誌議室

(代表 坂さかぐ口ち す進すむ) 
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( 2) 内閣総理大臣賞受賞者

J戸くlー 賞 者
部門 出品財 表彰行事

住 所 氏名等

農 産 経 戸凸￥. 北海道斜しや里りぐん郡き清よさ里とちょ町う 三みか上み ひ博ろよ由し
平成 1 8 年度全

(麦) 国麦作共励会

園 経 戸凸Lι 愛知県豊とよ川かわ市し ひまわりの農うぎ業ょう協きょう同どう組くみ合あい
第 3 6 回日本農

(パラ) パラ部ぶか会い 業賞

(代表 な内い藤とう 嘉よしあ昭き) 

畜 産 経 ρ凸以. 山梨県甲斐市 有限会社 こ小ばや林しぼ牧くじ場よう
第 3 6 四日本農

(肉用牛肥育)
(代表 こ小ばや林し 輝てる男お) 業賞

蚕糸・ 産 物 広島県福ふく山やま市し ひ慶ろか川わ 宏ひろ志し
広島県い草・い

地域特産 (畳表) 製品品評会

林 産 産 物 大分県豊ぶん後ご大おお野の市し おの 九くすお

小野 洲男 第 5 5 回全国乾

(乾しいたけ) 椎茸品評会

水 産 産 物
二重県多たき気ぐ郡んた多き気ちょ町フ 株式会社 うおすけ 第 5 6 回全国水

(水産加工品)
(代表 茶ちゃた谷に 明はる樹き) 産加工たべもの

展

む ら むらづくり 和歌山県東ひが牟しむ婁ろぐ郡ん 古こざ座がjわ 平ひら井い さと
11 ゆず の里

づくり 活 動
古こざ座がわjちょう

11町
(代表 新しんた谷に り稜ょう助すけ) 
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(3 ) 臼本農林漁業振興会会長糞受賞者

部門 出品財
戸JζZ 賞 者

表彰行事
住 所 氏名等

農 産 京叉 営 栃木県下しも都つ賀がぐ郡んふ藤じお岡かま町ち お大お橋はし た隆かし 第 3 5 回全国旦
(大旦) 類経営改善共励

dzh zz 

閤 →4・ 経 戸凸とム 岩手県お奥う州しゅ市うし 高たか野の 卓たか郎お 第 8 自全国果樹コズ

(りんご) 技術・経営コン

クーノレ

園 昔コ士'" 生 活 秋由県にかほ市 グリーンレディース 平成 1 8 年度農
(生活改善) にカ斗ま 山漁村女性チャ

(代表雇通転手) レンジ活動表彰

道5 産 経 営 愛知県豊橋市 有限会社 富とみ田たよ養うけ鶏いじ場よう 平成 1 8 年度全
(採卵鶏) (代表 冨とみ信た 義よしひ弘ろ) 国優良畜産経営

管理技術発表会

蚕糸・ 産 物 熊本県宇土市
*た竹け下した き清よし 熊本県葉たばこ

地域特産 (葉たばこ) 共進会
たけした かずこ

竹下一子

林 産 技術・ほ場
(苗ほ)

熊本県菊池市
坂さか本もと 信しんす介け 平成 1 8 年度全

国山林苗畑品評
iコEヱN 

水 産 産物 福岡県糟かす屋やぐ郡ん新しん宮ぐうま町ち 有限会社 進しんど藤うし商よう店てん 第 1 7 回全国水
(水産加工品) 産加工品総合品

(代表 進しん藤どう 和かず夫お) 質審査会

む ら むらづくり 福岡県い糸と島しま郡ぐんに一じ丈ようま町ち 福ふく吉よし地ちい域きづく りす推い進しん

づくり 活 動 議議答
(代表 石いし井い 徳のり雄お) 

(注)氏名等楠に*印を付したものは、夫婦連名の表彰を示す。
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2 天皇杯受賞者の業績の概要
(天-1)

|農産部門

出品財 経営(水稲・小麦・大豆)

有限会社福江営農

(代表後藤昌宏氏)

岐阜県海津市

福江営農は平成4年に設立された役員 4名、社員10名で構成される有限会社である。水稲・麦・大豆

の 2年 3 作体系の中で大型機械等を活用し、労働時間の大幅な縮減によって高収益を実現している。

1 .地域密着型の営農活動の実賎

f地域密着」をキーワードに地域農業の維持、耕作放棄地の発生防止という観点、から農地の借り受

けを積極的に行っていることや、高収量を維持するための了寧な作業などにより、地域農家からの高

い信頼を得ている。この結果、毎年農地の集積が進み、経営面積は海津市海津町の約10%を占める 32

3.6haに及ぶ。

2. 大区画iま場を活用した新たな大規模機械化作業体系を確立

当該地域は、昭和50年代に 1"'-' 2 haの大区画ほ場や農道、暗きょ等が整備された。この大区画ほ場

を活用して 100馬力以上の大型トラクターや大型プラワハロー等の大型機械を用いた効率的で、かっ精

度の高い水稲・小麦・大豆 2 年 3 作の大規模機械化作業体系を確立している。

3. 新技街の導入等による生産性の向上と収量の確保

水稲は品種の組み合わせ、除草剤同時散布の側条施肥田植機及び肥効調館型肥料の活用、小麦は早

生品種の導入と肥効調節型肥料の活用、大豆は耕うん同時畝立て播種や狭畦無中耕無培土栽培といっ

た新技術を導入し、生産性の向上を図りつつ、地域の平均を上回る収量を確保している。

4. 県内で高いシェアを誇る高品質の謹子生産

!j、麦・大豆ともに大面積を栽培しているにもかかわらず、収量・品質が優れていることから、県の

団体の委託を受けて種子生産を行っており、現在では県の主力種子生産者となっている。

6. 普及性と今後の発展方向

経営に取り入れている品種や新技術については地域の先駆的なモデルとして普及が期待されるとと

もに、農地集積による地域への更なる貢献が期待される。また、その経営は地域のみならず、基盤整
備実施地区における地域密着型の大規模経営モデ、ルとして高く評価され、普及効果の高い営農システ

ムと考えられる。今後も高い技術力を背景に安定した営農を実現し、耕作放棄地の発生を未然に防ぎ
つつ、農地を有効に活用して消費者が求める水稲・小麦・大豆の生麗に逼進し、更なる地域への貢献
が期待されるところである。
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(天… 2)

一
向
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』
一

一
四
回
E
E

一

一
部
一

二
宏
一

一
閤
一

出品財経営(長いも)

帯広市川西長いも生産組合

(代表伊勢章敏氏)

北海道帯広市

帯広市川西長いも生産組合は、長いもの安定的な計画生産・販売体制を確立し長いも生産者の経営改

善と発展を回るため、その前身となる読菜出荷組合として昭和46年に設立された。現在、 123戸の長い
も生産者で構成されいる。

長いもの作付面積は、平成16年産が229ha、平成17年産が236ha と年々増加している。(参考:広域 7
農協の長いもの販売額平成16年産が3， 571百万円、平成17年産が3 ， 731 百万円)

同組合の特色は、以下のとおり。

1 .基本技術の励行

良費長いも生産のため、 5 年輪作を実践するとともに、堆杷等の有機物の施用による土づくり、セ

ンチュウ対策として縁肥作物等の活用など基本技術を励行している。

2. 罷良種学の確保!こ向けた取組

優良種芋を確保するため、基本種芋から青果物生産者が定植するまで 6 年の歳月をかけて選抜を行
うとともに、ウイルス羅病率0.3%以内とする厳しい組合規定を設け、種芋品質の維持・管理に努め

ている。

3. 霞内外を対象とした販売戦略

規格外品は加工用、 L.2Lサイズは国内販売用と規格に応じた販売ノレートを開拓するとともに、

平成11年からは、特大サイズを台湾への輪出用として販売している。また、通常、秋に奴穫する長い
もを一部 (4 割程度)ほ場で越冬させ春に収穫することで通年出荷体制も確立している。

4. 環境への負揖軽減の実践

農薬使用低減のため、シルバーテープによるアブラムシ忌避を全ほ場で実践するとともに、長いも

のつるを遣わせる生分解性繊維のネットの実証試験や導入に積極的に取り組んでいる。

5. 普及性と今後の発展方向

これらの取績は、近隣の長いも産地にも広がり、現在、周辺 7農協の長いも生産者を含んだ広域産

地を形成している。

同組合では、今後も品謹の開発や育成、ウイノレス抵抗品種の導入などを進め、良質の長いも生産に
取り組むとともに、食の安全性を確保するため選果施設へのHACCP導入を巨指してし、く。

R
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(天- 3) 

|畜産部門|

出品財経営(酪農)

小栗隆氏

北海道二海郡八雲町

八雲町は北海道の南部に位置し、同一町内に日本海と太平洋を有する唯一の町である。八雲町の農業

は、ヤマセや海霧などの気象条件や火出性土壌であること等から冷涼な気候に適する酪農を基幹として

いる。

小栗氏は、昭和48年に父親の経営する農業(酪農及び水稲等)に就き、昭和54年に経営移譲され、昭

和60年に酪農専業へと経営転換した。その後、濃厚飼料多給による高泌乳生産の f高コスト・低所得J

経営に疑問を抱き、平成 9 年に放牧酪農へと転換した。現在、家族労働力2.5人で経産牛45頭、育成牛

19頭を年間20013 の放牧飼養により、 f低コスト・高所得j のゆとりある資源循環型の放牧酪農を営んで
いる。

1 .資源循環型の放牧酪農による生産コストの大橋削減、高所得

放牧酪農へと転換したことから乳量が 9 千kg台から 7 千kg台に減少し、生乳販売高を大きく下げた。

しかし、放牧により、購入飼料費が削減されたこと、牛が健康になり陸療費が 3 害IJ削減されたこと等
から、生産コストの大幅な削減が図られ、所得率47.0%、経産牛1頭当たり 305千円の所得を上げてい

る。

2. 放牧による省力管理でゆとりある生活の創出

放牧による省力管理の他、採草はロールベールサイレージのみに単純化し作業効率を上げ、さらに

自動給餌機の導入による作業の軽労化等により労働時間の削減(牛や草地の観察を含み 1 人 1 日当た

り 6. 9時間)を実現し、残りの時期は家族でチーズ作りに挑戦するなど、ゆとりある生活を創出して
し、る。

3. 地域社会に鵠和した活動の推進

北海道指導農業土でもある小栗氏は北渡放牧研究会の会長を務め、牛乳のプレミアム化と販路の確

保に努めるとともに、新規就農希望者への支援や酪農研修を受け入れるなど、放牧酪農技術の推進・

普及に努めている。

4. 普及性と今後の発展方向

小栗氏は、持続可能な資源循環型の自給飼料に依拠した放牧酪農経営技術に創意工夫をこらし、周
辺農家と連携しつつ安定した酪農経営を確立している。これらの技術及び経営のあり方は、農業の盟
際化に対応し、北海道だけでなく、全国の中山間地域や耕作放棄地を利用する酪農モデ、/レを示してお

り、次世代に継承できる持続可能な酪農経営として、全国的な模範となり十分に普及性を有するもの

である。
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l 蚕糸地域特産部門|

出品財産物(茶)

下回久五郎

つづきぐんうじたわらちょう

京都府綴喜郡宇治田原町

1 .地域の概要

(天- 4) 

宇治田原町は、京都府の東南部、滋賀県境に位置し、茶業は、町の基幹産業となっている。江戸時
代に当地において茶農の永谷宗円が青製煎茶製法を開発したとされていることから、町は「日本緑茶

発洋の地J を標祷している。現在も京都府内の「宇治茶j の主要な産地であり、持内では茶園面積が
第3位、荒茶生産量は府全体の12%を占めている。

2. 受賞者の取組みの経過と経営の現況

下同氏は、昭和34年の就農後、茶業経営の安定を居るため、茶闘の造成等による茶の栽培面積の拡

大、共同製茶工場の設置、機械の導入等による作業の効率化に努めるとともに、多様な茶撞・品種の

導入、栽培方法の工夫等により、高品質な茶生産を実現(品評会で農林水産大軍賞を 7 回受賞)した。

また、氏は、宇治田原町農業委員やJA宇治田原町茶業部会長、京都府茶生産協議会会長、社自法人京

都府茶業会議所副会頭などの要職を歴任し、「宇治茶j の振興や消費拡大、安全・安心の茶づくりを

推進するとともに、全国茶生産団体連合会専務理事としても積極的に茶の消費震倍に尽力するなど、

茶業振興に大きく貢献してきた。

3. 受賞者の特並
(1)地域の特色を生かした高品質茶生産

1'"'-'2 種類の茶種を生藤する農家が大多数である中で、氏は、煎茶、かぶせ茶、玉露、てん茶の

4茶種の生産に取り組んでいる。多種の茶生産にもかかわらず、分散した 5 か月号の茶園の標高差と、

それぞれの茶種への適性を考慮、して導入した早・中・晩生の 11品種を巧みに組合せ、摘採作業の分
散化と適期の摘採により、すべての茶園で適期捕採を行うことにより良質茶生産を実現している。
( 2) 安心安全な茶づくりの推進

多量の施肥が環境に悪影響を及ぼすことをいち早く認識し、肥効調節型肥料の導入や土壌診断の

実施等による施肥量の部減に取り組んできた。さらに微生物資材等を利用した土づくりによりー麗

の施肥の効率化に挑戦している。また、施肥量の削減と品質向上を両立させるため、傾斜地におけ

る覆い下茶栽培での点滴描肥技術を地域に先駆けて導入し、普及センターと共同で実証試験を実施
している。病害虫防除についても、天敵放餌等による防除技術の確立に取り組み、地域の慣行より

農薬散布団数の 3 割減を達成している。

4. 普及性と今後の発展方向
下問氏の優れた茶の生産技術が町内に普及し、品評会で産地として受賞するなど宇治田原町の茶の

評価が高まりつつある。今後、地域の茶業に限らず宇治茶全体の名甫をさらに高めるため、町におけ

る新たな集団茶閣の造成、後継者の確保等に加え、京都府独自の新品種の普及、新たな茶生産地であ

る丹後地域の農家の育成等についても、大いに力を発揮することが期待される。
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出品財経営(林業)

(天… 5)

氏
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口M浩
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村
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U
町
』
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文

凶
士
口
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叫
門
口
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京都府南丹市

1 .地域の概要

南丹市日吉町は京都府のほぼ中央に位罷し、森林崩積は10， 700haで、林野率は87%、そのうち人工林

が4， 300haで、昭和55年以降の木材価格の低迷等により手入れの遅れた人工林が目立つようになり、

間伐の推進が緊急の課題となっていた。

2. 受賞者の取組みの経過と経営の現況

日吉町森林組合は、手入れの遅れた林分の間伐を進めるため、平成 9年から森林所有者毎に収支明

細書を示した f森林カノレテ(施業見積書) J を提示して、小規模林分の団地設定と合理化した施業の
実施により利用陪伐を行い、森林組合経営を安定させるとともに、森林所有者に対しでも間伐材の販
売収益の還元を実現している。

3. 受賞財の特色

管内森林の 9 割に当たる 9， 485haの森林で「森林保全・管理業務の受託契約」を不在村者を含む組

合員等と結び、森林巡視活動や適切な施業を通じた管理・経営が認められ、日本型森林認証制度であ

る SGEC認証を平成17年に森林組合として初めて取得した。

生産性の高い間伐を実現するため、選木、伐採、搬出における作業工程の無駄を高性能林業機械や

適切な器具の導入により改善するとともに、流水部の処理や自然の地形を利用することなどに工夫を

重ねた低コストで災害に強い作業道の開設を推進している。

4. 普及性と今後の発展方向

日吉町森林組合がこれまで、行ってきた「提案型集約化施業」が、低コストで間伐材生産を推進する

「低コスト搬出間伐システム」のそデルとして全掴に一層普及されることにより、「日本林業の再生j

への道筋が聞かれていくことが期待される。
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(夫- 6) 

l 水産部門 l

経営(漁業経営改善)

南さつま漁業協同組合野間泊

マグ、ロ養殖協業体

(代表 氏)

鹿児島県階さつま市

関リ
M
森
林

出品財

1 .地域の概要
「すんくじらj は「隅っこ J を意味する方言であるが、受賞財が立地する笠沙地区野簡池は薩摩半

島の最西端部という地理的辺境に位置する。当地域の基幹産業は撒業であるが、近年の漁獲量減少や
魚錨低迷により不振に陥っている。

2. 受賞者の取組みの経過と経営の現況
平成15年に漁船漁業と養殖業のジョイントビジネスとして経営を開始した野間池マグロ養殖協業体
は、議苗採捕、養殖、出荷加工における技術の開発と首都圏市場への販路開拓により経営を発展させ、
また野間池地区に所得効果を及ぼしている。

3. 受賞財の特色
(1)種苗採捕技術

天然種菖(ヨコワ)によるマグロ養殖の場合、生存率を高めるために種苗捕獲時の技術開発が重
要である。本協業体の種首採捕部門では、採捕船上に種苗用の特殊活魚水槽を設置し、曳き縄で釣
り上げられた種商のダメージ軽減を図った。また種苗の効率的かっ安定的採捕のために漁場探査の
組織化を行い、成果を上げた。
( 2) 養殖技術

養殖生賛網への種苗の激突を訪止する生賛改良を通じて撞苗の生存率を高めた。また市場のニー
ズを考慮、して給餌の工夫により肉質(赤身とトロ身の明確化)の改善や、潜水管理で適切な出荷魚
体の絞込みや魚体の良好な肥育管理を実現した。

(3) 出荷加工技術
養殖マグロは生マグロとして出荷される。したがって消費地まで酪品の温度帯管理が重要で、ある。
本協業体では水揚げマグロは、作業船上での下処理(エラ・内臓の抜き取り)の後、野間池市場の
氷水プーノレで魚体の低温化処理(l6~24時間)を施され、更に保冷フィノレムの二重包装とダンボー
ル棉包の後に保冷車・航空便で消費地まで搬送されるなど、耕身高品に即座に加工できるようにチ
ルド帯( OoC前後の温度)にて管理される。
(4 )首都圏市場への販路開拓

養殖マグロの販路確保は、協業体経営の中で最重要課題である。本協業体は養殖魚の中関流通で
大きな取扱シェアを持つ流通業者と当初から提携し、首都圏市場の水産カテゴリキラーや大手量販
商から成る量販セクターでの販売を実現した。
( 5 )所得効果

本協業体は、野需池地区において一方で種苗の翼い取りで、他方で養殖部門での腫用を通じて地
域に対する所得効果を及ぼしている。これは、近年の漁獲量減少や魚価低迷という状況の中で野間
池地誌において重要な経済効果である。

4. 普及性と今後の発震方向
本協業体が行った、種商採捕、養殖、出荷加工における技術の確立や、地方の小規模経営体と大都
市閣の量販セクターとの販路構築を通じた地理的なハンデを物ともしないマーケティング手法は、今
後のわが国の漁業経営の改善において格好のモデ、ノレ事例で、あり、かかる取組の普及が期待される。
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(天ー7)

l むらづくり部門|

出品財むらづくり活動

ざり みらい かんが すいしんきょうぎかい

伊座利の未来を考える推進協議会

(代表坂口進氏)

徳島県海部郡美波町

人口減少に直面した漁村集落で小中併設校(伊座利校)の統廃合問題を契機に、全住民がそれぞれの

立場で草の根的な地域づくり活動を展開した。

「伊座手Ijの未来を考える推進協議会J は、子どもからお年寄りまで全住民参加型のコミュニティ組織

である。産業振興や定住交流偲進など11の実行委員会を組織し、町内会、漁協、伊鹿利校など地区内す

べての組織と連携しながら活動を行っている。
さらに、関西、関東、徳島市内等の地区外住民約600人で組織された「伊産科応援団」は、交流の輸

を拡大させ、地区のサポート役を担っている。

1 .湯葉の振興と新たな地域資源の活用

大敷網、小敷網などの定置網漁をはじめ、海士(あま)によるアワビや伊勢エビ漁などが仔われて

いる。特にアワビ漁では、漁獲量の減少と価搭の低迷が続いたことから、稚員の放流と漁場づくり、

融格な資源管理や夜間の密漁監視を通して資源の回復を図り、漁期の出荷調整により市場への有利販

売に繋げた。
近年では豊富に自生する海藻アラメに着目し、乾燥アラメの商品化を実現させ、新たな特産品とし

て販売を始めた。

2. 漁村留学を核とした定住化への取組

伊鹿利校への児童生徒の転校を呼びかける漁村体験交流イベントを通じて、親子で転入する漁村留

学を行っている。漁村留学にはこれまで全国各地から 50人以上の生徒・児童の参加があり、漁村への
定住促進に繋げたほか、漁業への新規就業のきっかけをつくるなど活力あるむらづくりを展開した。
また、以前から地区内の大人が先生役となり、子どもたちが海辺の生物の生態を調べたり、持、をし

たりして学ぶ f磯学習j と呼ばれる活動に取り組んできた。今では総合学習の一環として、地区の歴

史・文化や産業などを調べる機会になっている。

3. 他地域への普及性と今後の発展方向

少子・高齢化や過疎化が進む中で、伊鹿利校の統廃合問題を契機に、集落の存亡に危機感を持った

住民たちが、知恵を出し合い、創意工夫をしながら、多彩なむらづくりを行ってきた。漁村体験交流
イベントを通じて、定住型の漁村留学で具体的な成果をあげたほか、地区外の応援団との交流を広げ

た。

また、海藻アラメに着目し商品化を図るなど地域資源、を活用した活性化のプロセスは、全国のむら

の再生や活性化を臣指す地域にとって模範となる事例である。
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3 内閣総理大臣費受賞者の業績の概要
(内-1)

|農産部門 l

出品財経営(麦)

三上博由氏

北海道斜里郡清里町

ニ上氏は、北海道知床半島の付け摂に位援する清里町において、家族経営により 29. 35haの畑作経営

を行っており、主たる労働は本人と妻が行っている。
秋まき小麦、てん菜、でん粉原料用ばれいしょの作付けが経営問積の 9 割を占め、その他にごぼう、

長いもを取り入れた構成となっており、小麦をはじめとした経営作物全般で安定した生産を実現してい

る。

1 .極めて高い生産性の実現

小麦の 10アール当たり収量は、 18年産で地域の平均 (584kg/10a) を大きく上回り、国産変として

は最高水準となる799kg/lOaを実現。品質においても全量Aランクの l 等となっている。前年産 (17

年産)においても839kg/10aの実績となっており、毎年、高収量かつ高品質という高い生産性を安定
して実現している。

さらに、ばれいしょ、てん莱等、愛以外の作物についても毎年地域の平均を上回っており、経営作

物全般で極めて安定した生産となっている。

2. 栽培技術の向上や低コスト生産に向けた不街の努力

三上氏は非常に研究熱心で、、地域の麦作農家とともにグループをつくり、単眼や品質の向上に向け

て地元の普及指導センターとも連携しつつ、創意・工夫を罰りながら、次のような新しい取組にチャ

レンジしている。

( 1 )収益性の高いごぼうや野生種エン麦(緑肥)を取り入れた輪作体系の確立

( 2) 良質堆肥の導入等による土作り
(3) 播種量や穂数を抵めに抑えた生育コントローノレ

(4) サーモレコーダ等を導入した地域独自の生育ステージ表の作成

3. 地域農業への影響

三上氏の取組は、常に地域の麦作農家や普及指導センタ一等と連携して行われており、 44 才の若
さで ]Aの理事として活躍するなど、自らの経営のみならず、地域全体の栽培技術の向上や経営発展

を目指しており、地域農業に対して強い影響とリーダーシップを発揮している。

また、国際f青勢も視野に入れ、経済・社会情勢の変化にも対応可能な経営の発展を目指し、ごぼう
等の収益性の高い新たな作物を経営に取り入れるほか、自ら大都市市場に売り込んでいくなど、マー

ケティングに隠しても高い先進性、革新性を有しており、今後の望ましい担い手の経営モデルとして

広く波及することが期待されている。
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(内- 2) 

|園芸部門|

出品財経営(パラ)

ひまわり農業協同組合パラ部会

(代表内藤嘉昭氏)

愛知果豊川市

1 .地域の概要

豊川市は愛知県東部に位置し、気候が温暖で、施設パラ栽培に適した気象となっている。豊川市を含

むひまわり農業協同組合管内は、特に花き、 トマト、イチゴを主体とした施設園芸農家が多く、全開
有数の産地となっている。

2. 受賞者の取組の経過と経営の現況

昭和田年に豊川市農協花き部会パラ支部として全国に先駆けて共選共販を開始した。平成 4年に女

性部活動組織「ローズメイト j を設立、平成 5 年に現在のひまわり農業協同組合パラ部会を設立した。

栽培面積約20ha と販売額約13.8億円で全陸トップレベノレの産地で、あると同時に、品質が非常に高く、

パラ 1 本の平均単価は全国平均より約44%高い価格で販売している。

3. 受糞財の特色
( 1 )最新技術の先駆的な導入

土耕栽培に替わる新技術で、あったロックウール栽培と、開発されて間もないアーチング方式とい

う仕立て方法を先駆的に導入し、高品質なパラの周年出荷を可能にした。また、花を横に入れた段
ボーノレ箱での出荷が一般的で、あった中、平成 2 年に日本で初めてウォーターパケット方式を採用し、

採花時の鮮度を維持したまま市場・消費者へパラを届けることを可能にした。
( 2) 徹底した品質管理

生産者段階と集帯段階のそれぞれの水揚げ時に鮮度保持剤処理を行うという 2 段階の取組や、ウ

ォーターパケット内の水のバクテリア培養検査を行う等品質管理を徹底している。また、部会選任
の検査委員会を設置し、出荷揚では検査委員を中心に農協職員との合議体制により、一箱ずつ開封

して厳密な検査を行うことで品質の高さを維持している。
(3) 部会女性の経営参画と地域貢献

平成 4 年に設立した女性活動組織「ローズメイト J は、部会女性の経営参画への意識向上を促し

た。ローズメイトは福祉施設へのパラ提供等による地域社会への貢献、各種行事での消費者へのパ
ラの PR活動にも貢献している。

4. 普及性と今後の発展方向

詞本で初めて部会が取り組んだウォーターパケット方式による縦箱輸送は、鮮度の高いパラを全国

の消費者に届ける流通システムの確立に大きく貢献し、更なる普及が期待されている。

現在、太陽光エネノレギーを利用した発電システムの導入による省エネノレギー化やヒートポンプ型エ

アコンの導入による夏期の品質改善・コスト削減化に取り組んで、おり、今後も更に環境に配慮、したパ

ラ生産を進めていく。

ワ
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(肉- 3) 

l 畜産部門 l

出品封経営(肉用牛肥育)

有限会社小林牧場

(代表小林輝男氏)

山梨県申斐市

甲斐市は山梨県北西部に位置し、水稲、野菜、果樹等の近郊型農業が盛んな地域である。北部の森林

地域は、その自然条件を利用した果樹栽培やワイン醸造、畜産なども行われ、観光地としての特性も有
している。(有)小林牧場の代表である小林輝男氏は、昭和44年に両親の酪農経営を手伝う形で就農し、

昭和60年経営移譲され、平成 3 年に肉用牛肥育専業経営へと経営転換すると陪特に規模拡大を目指し

(有)小林牧場を設立した。また、未利用資源(ワイン粕等)を利用した地域ブランド「甲州ワインビー

フ j を確立し、現在は鶴養頭数1， 300頭を越える山梨県髄ーの大規模経営へと成長した。労働力は小林

氏の妻の他、雇用 8名である。

1 .地域来季IJ用資源の鍋料化(エコフィード)

肉用牛生産経費の中で最も高い割合を占める購入餌料費を削減する観点から、地域の未利用資源(ワ
イン粕や豆腐粕等)の有効利用に着目し、平成 3 年より給与を試み、ワイン粕の保存方法、混合割合

及び、給与ステージ等の飼養技術の確立に至った。これにより、飼料コストの大幅な離減が図られてい

る。

2. 消費者に密着した牛肉の生産供給

生産情報公表]ASを取得し、消費者に対する安心・安全をアピールした牛肉の生産に努めると共に、

出荷牛のうち 3訴を自ら経営する誼販店で販売する事により生産から販売までの一貫経営を実現して

いる。また、堆肥センターでは、地域の学校から排出される給食残さもあわせて堆肥に再加工し、資

源措環型農業を実現している。

3. 地域リーダーとしての活躍

小林氏は、平成 2年から指導農業士として青年農業者への指導を行うとともに、若い従業員を積極

的に雇用し、技術習得と就農へのアドバイスを行うなど、次代を担う農業者の育成に尽力している。
また、照辺の小中学校の体験学習を受け入れるなど、食育を通じた地域への貢献を行っている。

4. 普及性と今後の発展方向

小林牧場は、未利用資源の活用や生産情報公表]ASによる生産博報の開示、直販所による販売等、

低コストかつ消費者を出いた牛肉の生産を行うことで極めて高い所得を実現しており、この取組は全

国的に推奨すべき模範事例といえる。小林牧場は、今後も安心・安全かっ美味しい牛肉の生産を経営

理念とし、魅力ある畜産経営のあり方を後代に継承していくことを目指している。
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(内- 4) 

蚕糸 a 地域特産部門

出品財産物(畳表)

ひろかわ ひろし

震川宏志氏

広島県福山市

1 .地域の概要

福山市は広島県の東南端にあって、瀬戸内海のほぼ中央部に位置する。

広島県は、現在、い草作付面積は23ha、農家戸数25戸であるが、広島県産の畳表は、原料となるい

草の品費の高さと、製造技術の高さから国内最高級品として「備後表」のブランドで高い評価を得て

いる。福山市は、い草作付面積8ha、生産量78t、農家戸数14戸と県内の約半分を点める県内の中核産

地である。

2. 受賞者の取組みの経過と経営の現況

慶川氏は、昭和38年に就農し、父親のい草栽培・畳表加工を見習いながらい業経営に取り組んでき
た。昭和59年、父親からい業経営を引き継ぎ、高品質な畳表を作るためには機械化は圏難と考えられ

ていた当地域において、機械の改良や栽場技術の改良に努めながら積極的に機械化を進め、機械化に
よる規模拡大と高品質畳表の生産を両立させている。

3. 受賞財の特色

(1)優れた畳表生産技術
鹿川氏は、品賞を最優先する f備後表J に適するように、機械の改良や技術の研鎖に努め、い草

生産と畳表の製織ともに高い技術力を有している。この結果、贋川氏の生産する畳表は、高い評価

を受け、畳表の全臨平均価格は 1 枚1 ， 350円程度である中、慶川氏の畳表は、平均で3， 780円、高級
品では13 ， 500円という価格となっており、首相官邸、京都迎賓館、西本願寺等の神社仏関、有名料

亭等で使用されているbつぎおもて
(2) 伝競強震孝である「中継表J の機械化

f中継表j は、慶長年間(1600年頃)に山南村(現福山市沼摂町)の長谷川新右衛門が考案したと

伝えられている。い草の中央部の耐久性のある部分を使用して畳表の中央部分で交差し織り上げた

製品で、耐久性に優れ高価格で取引されている。しかし極めて高度な技術を必要とすることから、

これを織ることができる職人は慶川氏を含め数名となっている。慶川氏は、手織りのよさを生かし

つつ機械化の研究を重ね、平成11年に中継表織機を完成させた。手織りの中継表は 1 枚織り上げる

のに 2 日聞かかるが、機械織りでは 1 日 4 枚程度の生産が可能となり生産効率が飛躍的に向上した。

4. 普及性と今後の発展方向

畳表の生産は、農家がい草生産から製織まで一貫して行うため、個々の技術を秘密にしがちで、産

地内でも品質にばらつきがあった。麿川氏は、自身が有する技術・知見を措しむことなく地域の生産
者に教え、産地のレベルアップに貢献し、また、当地を訪れる全間各地の生産者にも技術をオープン

にして丁寧に指導しており、全国のい草生産者のリーダー的存在となっている。今後は、高度な技術
力を十分に生かし、「儀後表」ブランドの継承と発展に努めるとともに、地域農業のリーダーとして、

農地のあっせんから、製織技術の支援、販路確保等の一貫した支援体制の構築等について大いに力を

発揮することが期待される。
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(内- 5) 

崩品財産物(乾しいたけ)

おの くすお

小野九洲男氏

大分県豊後大野市

1 .地域の探要

豊後大野市朝地町は、温暖な大分県南西部に位置するが、標高300"-'750mの山地丘陵地帯にあるた
め、 1 月の平均気温は3.80C 、 8 月は25. goC と寒暖の差が大きい。就労人口の 4割が 1 次産業で、農

林産物の産出額1311意丹のうち、しいたけが約 2億 5 千万円を点める。

2. 受賞者の取組みの経過と経堂の現況

44年間、妻や長男夫妻と協力して創意工夫を重ね、乾しいたけの中でも高難度の香指づくりを中心

に高い栽培技術を確立し、大分県のしいたけのブランド化に貢献した。また、しいたけ主軸の複合経
営により、良好な里出生態系を維持した山村振興を実現した。

3. 受賞財の特色

保有ほだ木約 4 万本から年間約1 ， 700kgの高品質なしいたけを安定的に生産している。ビニーノレハ

ウス、人工ほだ場などの生産施設を効果的に導入し、主力の林内ほだ場としいたけの発生時期をずら

すことで、労働の分散と適期収穫による品質向上を実現した。また、畜議、ほだ木人工林、稲作等と

の接合経営のもと、里出生態系を高度に活かした循環利用で、後継者の残る鐙良経営を実現している。

さらに、技術講習会の講師や視察を快く引き受け、大分県全体の技術レベルと生産意欲を高めるとと
もに、地域住民とともに都市消費者との交流や地域産物の販売施設の運営に取り組んでいる。

4. 普及性と今後の発展方向

氏の乾しいたけは、高品質であるばかりではなく、資源循環型の栽培体系であるため、生産その

ものが環境保全に通じている。特用林産業や地域の振興のために共存共栄の精神で取り組み続ける姿
勢は、農林業に携わる家族経営者の規範として高く評価できる。
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|水産部門 l

出品財産物(水産加工品)

株式会社 うおすけ

(代表茶谷明樹氏)

たきぐんたきちょう

三重県多気郡多気町

1 地域の概要

(内- 6) 

多気回7は、三重県の中央、津市から約25kmの場所に位置し歴史的文化の面影と緑豊かな自然を今に
伝えている。周辺を流れる宮川・櫛田川では古来より天然鮎が獲れ、また宮川は平成14年、 15年と f清
流日本一」にも選ばれている。

2. 受賞者の取組みの経過と経堂の現況
同社では、昭和25年に受賞財を仕出し料理として提供後、昭和45年頃土産品としての販売が契機と
なり、受賞財の名称が全国的に広がった。単に伝統製法の継承に留まらず工程の工夫改良等により安
全性・保存性等の品質管理の向上に努めている。なお、同社は10期連続で経常黒字であるなど極めて
健全かっ優良な経営を行っている。

3. 受賞財の特色
(1)こだわり

受賞財は、原材料にこだわり全てを関産品を使用する一方、安心して食べられるよう化学調味料
や添加物を排徐、創業以来の天然素材による食文化継承に努めている。独自製法で柔らかく仕上げ
る事で、鮎の頭から尾まで美味しく食べることが出来、老人から幼児に至る幅広い世代からの高い
評価を受けている。
( 2) 人柄・人関力

受賞者は、鮎の魚値が下がった時期でも生産者に対する鮎の買い叩きを決して行わず、生産者の
育成・支援に努め、生産者と共存共栄の信頼関係の構築を図った。この結果、生産者とは約30年も
の長き渡る取引関係を継続することが出来、現在では鮎が品薄の場合は生産者が受賞者に対し、優
先的に鮎を供給するという相互支援体制を確立した。この関係は、受賞者の人柄・人間力の賜によ
るものと言える。
( 3) 社会貢献

受賞者は、子供達が故郷や文化を知り、これらに対する愛着を深めるための①地元多気町立の学
校給食への自社製品提供活動の実施や②小学校) 11 と詩と絵の公募展活動の主催に加え、多気町独居
老人への敬老の 13 I うおすけ製品j プレゼント活動 (20年目)等を通じ、地域活性化のため社会貢
献活動を積極的に行っている。
(4 )過去の受賞及び特許

第45 ・ 51 ・ 56回全居水産加工たべもの展で、農林水産大臣・水産庁長官賞等を受賞する一方、受賞
財製造に関する「鮎の焼き工程j 等各所の加工製造技術を開発し、一連の製造工程に関する製法特
許を取得するなど技術開発面でも努力が見られる。

4. 普及性と今後の発農方向
受賞者は、多気町を伊勢観光の周辺ブランドとして位置づけ集客を図ることで「鮎の里j としての
自然・地域・食文化やイ云承料理として昇華させた受賞財等のブランド化を通じた地域活性化の試みを
地元産業と共に進めており、地域共栄の市場を拡大するべく、地域一体の取り組みを行っている。こ
の様な取り組みが他の良き先例となることが期待される。
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むらづくり活動

氏)

ひがしむろぐんこざがわちょう

和歌山県東牟婁郡古鹿川町

出品財

古座川ゆず平井の里

(代表新谷稜助

f古座川 i ゆず平井の~J は、地区内83戸の内、 62人の参加を得て設立された。ユズの加工・販売を中

心に、仕出し料理や弁当の調理、味噌やもちなどの農産物加工、都市住畏などへの収穫体験や加工体験
教室、さらに直営農場のユズ栽培や組合員所有のユズ、閣の作業受託管理を行うなど、多彩な活動を展開

している。

ユズを活用したむらぐるみの 6次産業化の実現

農事組合法人として設立し、ユズの生産・加工・販売を一元化させ農業の 6 次産業化に取り組んだ。

多様な販路を開拓し、価格の安定化と収益の増加を実現させた。また女性の経営参画が進み、常勤従

業員22人中20人を女性が占めており、女性の力で運営、商品開発、広報、販路拡大を行っている。現

在、ダイレクトメールによる通信販売、インターネットを通じたネット販売や大手外食産業への果汁
販売などに繋げ、ユズ加工品の販売額は 1 億円を超え、今後も増加傾向にある。

さらに、農業生産法人の資格を得て、産接ユズ障を借り受けて栽培管理を始めた。これにより男性

2 名 (39歳と 22歳)を専従で雇用するなど、新たな担い手の創出とユズ醤の遊休農地対策に成果をあ

げている。

1 . 

2. 食農教育の実践や高齢者の生きがいづくりによる地域の活性化

古座川ゆず平井の里設立後、雇用の場が確保されたことで、 30代以下の若者がUターン等で漠るな

ど若者の定住従進が図られた。また、高齢者対策として、ユズ以外の加工品の原料(ダイコンなど農

産物)を地域の高齢者に生産してもらい、それを買い上げたり、簡単な加工作業を依頼するなど、高

齢者の生きがいづくりにも役立っている。さらに、小中学生等に対してのユズ収穫体験の受け入れや

食農教育などにも取り組んでいる。

3. 他地域への普及性と今後の発展方向

過疎化、高齢化が進む山間集落でありながら、地域に自生していたユズ、に着目し、生産・加工・販

売までの 6 次産業化を実現させた。また、女性たちが活動組織の中核を担い、女性たちのアイデアや

感性を活かしたユズの商品開発や販路拡大により、地域が活性化した事例は、他地域での模範となる。
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4 日本農林漁業振興会会長賞受賞者の業績の概要
(振-1)
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出品財経営(大豆)

大橋隆氏

栃木県下都賀郡藤岡町

大橋氏は、昭和38年に高校卒業と同時に就農し、昭和62年に経営を移譲され、藤岡町の大規模農家で

組織する農作業受委託経営協議会に参加し、地域の担い手と連携しながら経営発展に努め、平成 3 年の
長男の就農を契機に意欲的に規模拡大に取り組み、生産性の高い大豆生産を行っている。

1 .大規模経営による収益性の高い農業経営

大豆作は後継者の担当部門として位霞づけ、基本技術の徹底とともに、省力化や低コスト化を図っ

た結果、経営全体の農業所得は(転作奨励金を除く)高い水準にあり、農業粗収益に対する農業所得

の割合は約 4割に達している。また、大豆の農業所得(転作奨励金を除く)は経営全体の約 7割を占

め、農業粗収益の中での割合も約 4 害IJ と、水稲(約 3 害1]) 、麦(約 2割)を上回っており、収益面の

大立の位置づけは非常に高くなっている。

2. 大型農業機織化一璽作業体系による高い生産性

農業就労者の高齢化に伴い、農地管理が国難な生産者からの受託作業の増加が顕著になる中で、平

成13年に大型農業機械を所有する大豆営農集団の設立を契機に大規模大豆栽培を開始し、個人でもブ
ームスプレーヤ一等を導入し、大型農業機械による機械化一貫作業体系を構築している。さらに、麦

と汎用利用可能な施肥・播種・覆土・鎮圧の複合作業機や、藤岡町農業公社の無人ヘリコプターを利

用するなど、作業の効率化を陸っている。

3. 基本技術の徹底による多収で高品質な大豆生産

基本技術の励行を徹底しており、連作は 2 年までとし地力維持に努め、排水対策は前作麦の播種融

に弾丸暗きょ等を実施し、中耕培土を 3"'4 屈実施し根の発達を促進する等により、収量の向上を匿

っている。また、中耕培土を 3"'4 回実施することで除草剤を使わず雑草の発生を抑制し、 2 日に一

度は全ほ場を巡自し、適期の病害虫防除を実施している。収穫前に手作業によりほ場内の青立ち株を
験去する等により汚損粒の発生を防止している。

この結果、平成18年産の10a当たり収量及び農産物検査における上位等級( 1 、 2 等)比率は、町

平均、県平均、全国平均を大幅に上回っており、高単収・高品質化が図られている。
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(振- 2) 

出品財経営(りんご)

高野卓郎氏

おうしゅうし

岩手県奥州市

高野氏が就農した当時から、東北 7 号(後の「ふじj) の優れた品種特性に着目し、昭和35年に45aの

りんご調を一挙更新して導入した。現在では、りんご園919a、吉木闇90a、育種園50aの経営規模となっ

ている。また、優良着色系統品種や省力化につながる黄色系品麓導入と JM台木の組み合わせで、高品質
・省力栽培を実現するとともに、鐙良苗木の生産・供給により江刺地IK全体のレベルアップを図ってい
る。優良商木の生産・販売は「江刺りんごj のブランドカを高め、販売額約8， 000万円にも及ぶ高野氏

の経営安定にもつながっている。
高野氏の経営の特色は以下のとおりである。

1 .高野式わい化裁場技能の確立と普及

脚立等を使うことなく、高さ 70cm程度の踏み台で、ほとんどの作業ができる樹形を目指し、作業性と

品質の高さを開立したわい化栽培技術を確立した。高野氏のわい化栽培に対する考え方や技術は、県

内外のりんご生産者や研究機関等からも支持され、県内では次世代のわい化栽培での指向すべき経営

として目標とされている。

2. 護良品謹・系統の選抜による高品費果実安定生産への取組
高品質果実生躍を図るため、常に優良な新品種・系統の動向を把握しているほか、自らも優良系統

の選抜を行っている。近年は、オリジナル品種の作出にも取り組み、震良候補を 5 系統選抜している。
また、川台木の挿し木繁殖に取り組み、 1 年の短期間で苗木を作る接木挿し法を実用化し、地域内へ
の安価で、優良な苗木供給にも貢献している。

3. 爵年雇用と担い手育成への取組
作業が少ない時期でも安定した雇用を鴎るため、冬季の苗木接木作業を行うなど、通年麗用の工夫

をしている。また、担い手育成として、遊休農地を借り受け、自己資金でりんご閣を造調し、成富と
なってから若者にリースする仕組を作り、若者が果樹農業へ参入しやすい環境作りを行っている。こ

れらの取組は、地域の雇用を創出するだけでなく、地域の担い手育成にも大きく貢献している。

4. 普及性と今後の発展方向

昭和56年から25年間、岩手県農業農村指導士としてわい化りんご生産技術の向上・普及に向け活躍
してきたほか、平成16年から 2 年間、岩手県農業農村指導士協会会長として農業農村の向上・活性化

の先導を果たしてきた。また、担い手の育成にも熱心に取り組んでおり、国内にとどまらず海外から

も研修生を広く受け入れるなど幅広い視野でりんご生産の発展に貢献している。

現在、実用化の自処がついてきた自家育成新品種 5 系統の既存品種との組み合わせ販売を想定した

商標登録も取得しており、地域の生産者に新品種を供給しながらオンリーワン産地を打ち出すことを

夢見ている。また、「海外への輸出も視野に入れた産地づくり J をも標楊し、自らの経営向上とあわ

せて産地ブランドがより高まるよう、氏の今後の活躍が期待される。
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(振- 3) 

|園芸部門|

出品財生活(生活改善)

グリーンレディースにかほ
きくち のり

(代表菊地紀子氏)

秋田県にかほ市

1 .地域の概要
秋田県にかほ市は、総崩積24， 061ha、うち森林原野68%、農用地19%、人口は28 ， 972人(17年国勢
調査)である。県南西部の日本海沿岸に位置し、南東に鳥海山、西に日本海を望む山と描に抱かれた
地域である。気候は、対馬海流の影響により年平均気温130C と高く、温暖で、県内では降積雪量も少
なく、春の訪れが早い地域である。
にかほ市仁賀保地域は、大手霞子関係企業が早くから進出し(賠和同年)、就業人口に占める製造業
就業者の割合が全体の約 4 害IJ と高く、農林漁家の中でも第一種兼業農家11%、第二種兼業農家76% と
兼業化が進んだ地域である。長年水稲を主体とする農業生産を展開してきたが、近年、経営の発展を
困るため、花き、鉢物を中心とした施設園芸の取組が増えている。

2. 受賞者の略歴・活動概要
平成 9 年に農業専従の女性達が、富家の農業の行く末の不安を話し合う農村女性交流の場として「グ
リーンレディースにかほj を立ち上げた。農業経営・生活経営の分析から、菊・パンジー等の新作物
の導入を行い、栽培技術の向上による市場出荷、労働力不足を補う援農ネットワークの活用による担
当部門の規模拡大、直売所やほ場開放による消費者交流活動等を行い女性農業者の経営参画促進と地
域農業の活性化を実現している。

3. 受賞財の特色
(1)稲作地帯において女性農業者が主体的に花き、野菜等の新作物の導入を行い、稲作経営から接合
経営へ移行することで経営の安定化を実現している。

(2) 投下労働力を分析し、作目の異なる会員同土間で計画的に、互いの労働力を活用し合う援農シス
テム「グリーンネットワーク J を組織化。計画的な労働力調整により年間約320人が労力提供を行
い、小菊の作付け面積は平成14年当時に比べ1. 6倍まで拡大している。
( 3) 需要に即した高品質の菊作りを目指し、技術向上により東京、神奈川、埼玉、千葉など京浜地区
への出荷進出を果たしている。
(4 )商店備の空き店舗を利用した直売所の設置、ほ場での亘接販売、イベントへの参加等多彩な生産
者と消費者の交流活動を通じ、地域の農業に対する理解を育む市民運動を展開している。
( 5 )花き部門への取組がきっかけとなり女性達の経営参闘が進み、会員26人中 19人が経営上夫と同等
の立場にあり、パートナーシップ経営を実現。家族経営協定締結農家も 7 戸あり、地域のモデル経
営として後継者も 8 名と就農を促進している。

4. 普及性と今後の方向
「グリーンレディースにかほ」の活動は、女性農業者が菊栽培の導入等に主体的に取組み、所得の

向上、自家の経営改善に成功すると共に、直売活動、イベント参加等を通じた消費者交流により地域
農業の活性化に寄与したグループ。活動である。今後、女性が地域活性化の担い手として益々重要な役
割を担うものと期待されていることから本事例の他の地域への普及性は極めて高く、会員農家の後継
者就農が順調なことと併せ地域とともに発展する女性農業者グループ。として期待されている。
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(振- 4) 

経営(採卵鶏)

け
場
氏

か
静
日
叫

川
田
ょA
一
一
寺

桂
同
点
田

社
じ
富

ム
時
受

接
対
存
心

愛知県豊橋市

出品財

豊構市は愛知県の南東部にある都市である。豊橋市の農業は、露地野菜・施設野菜・果樹・藷産等多

種多様な生産が行われている。冨間氏は昭和31年に養鶏経営を開始し、平成10年から順次、大すう導入

から自家育成に転換、専用の鶏卵格付・告装施設を建設、ヒナから鶏卵までの一貫した衛生的なHACCP
対応の生産システムを確立し、現在は24万羽規模の採卵鶏の餌養により高い収益性を実現している。労

働力は家族 4名と常時雇用 14名、臨時雇用 11名である。

1 .ウインドゥレス鶏舎導入等による高生産性と"安全萄安心"への取結

当該経営は、鶏の管理及び生産性が最も優れているとされる最新のウインドウレス鶏舎(トンネル
方式)を採用し、育成率98.1% 、 50%産卵白齢140 日、産卵率85.5%、日産卵量54g/羽、飼料要求率

1. 98、鶏卵生産費139円/kgと全国トップレベルの生産成績を実現している。

また、鶏群の清浄性を高めるため自家育成を行うとともに、サルモネラワクチンを全ての鶏に接種、
サノレモネラ検査の毎月の実施、オーノレイン・オーノレアウトの徹底等により、鶏群、鶏舎、農場の清浄

性を確保している。

2. 生産開の車販及び規格外卵率の低減と経営の先進性

専用のGP施設を設置することにより、自場生産卵の差別化、付加価{直化を可能とした。また、自ら

の価格設定が可能となる亙販に取り組むことで規絡外邦率を14.5%から 9.1%に低下させることに成

功している。

3. 地域社会との協調と活動

従前より地元養鶏農協の役員を務め、地域農業の発展に寄与してきた他、地域住民対策にも力をい

れ、学校での講師活動や地域の各種行事に対しでも積極的に鶏卵提供を行うとともに、パート従業員

の雇用に当たっても数十年に亙り地元の非農家を中心に採用する等、養鶏場への理解確保に努めてい

る。

普及性と今後の発震方向

当該経営は、中小規模ながら原卵生産から亘販へ転換するなど、積掻的な経営を行うことで高い収

益性を実現している。鶏卵の計画生産が麗止され施策が大きく転換した現状下において、今後の養鶏
経営継続の可能性及びその具体的内容・方向性を示唆しているものであり、当該経営は正に時代の要

請に合致した啓発のための鍾良事例と言える。

4. 
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(振- 5) 

蜜糸陵地域特産部門

出品財産物(葉たばこ)

氏

氏叫
清
川
千

は
下
は
下

削
竹M竹

熊本県宇土市

1 .地域の概要

宇土市は、熊本県のほぼ中央、熊本平野の南部に位置しており、有明海と八代海を二分する宇土半
島のほぼ北半分を占めている。葉たばこ生産は、熊本県が平成18年度に販売金額で全国 1 位となり、

宇土市においても基幹作物のひとつとなっている。宇土市の葉たばこ生産は、耕作者数60戸、作付面

積173haで、主な種類は第 1 黄色種となっており、黄色種の 1 戸当たり平均作付匡積は2. 88ha と、熊
本県平均(1. 85ha) 及び全国平均(1. 84ha) と比べ 1 ha大きい大規模栽培が行われている。

2. 受賞者の取組みの経過と経曽の現況

竹下清氏は、昭和42年は就農し、当時、葉たばこ0.4ha、水稲1. Ohaの経営で、あったが、昭和50年の

一子氏との結婚を機に葉たばこ作を中心とした複合経営に専念することを決意し、経営移譲を受けた

昭和62年に葉たばこ専用機を導入して栽培規模を2.0hatこ拡大した。その後、葉たばこ受委託乾操擁

設への加入、後継者の就農、借地によるほ場の拡大等により、経営規模の拡大とほ場の集由化を図り、

現在、葉たばこ 5. 1haを栽培する全国でも有数の大規模葉たばこ農家となった。葉たばこのほか、み
かん1.4ha、水稲2.0haを栽培する複合経営を営んで、いる。

3. 受賞財の特色

(1)大規模葉たばこ栽壌における省力・高品賞安定生産
5. 1ha という大規模葉たばこ栽培でありながら、すべての葉たばこ栽培を自宅から1. 5km以内のほ

場に配置し、葉たばこ専用管理作業機 3 台の効率的な利用、栽培資材の使い分けや被覆期間・時期

のこまめな諦整等により、ほ場ごとに生育に差を生じさせて作期を分散させることにより栽培の効

率化を図り省力化を実現している。また、徹底した芽かき作業の実施等により高品震かっ多収量を
実現している。
( 2) 家族経営における役割分担と消費者との交流

竹下家では、経営主世代(清、一子氏)と後継者世代との作業分担を明確にするため、平成17年に

家族経営協定を締結し、共通認識をもって作業に従事している。また、消費者と産接の接触が少な

い葉たばこ生産者ではあるが、水稲とみかん栽培については生協との契約栽培を行い、消費者を招

いた見学会やその他の交流を通じて消費者とのつながりをもち、農業の楽しさや重要性を発信して
いる。

4. 普及性と今後の発展方向

高品質かっ多収量の葉たばこ生産を実現し、高収益を確保している竹下清氏であるが、告分の経営
方針や栽培管理技術を惜しまず後輩へ引き継ぎ、地域全体で、高品質かっ収益性の高い葉たばこを生産

し、持続的に葉たばこ生産地として発展していくことができるよう、今後とも地域の牽引率としての

活動を積極的に進めていく意向である。また、氏は、家族経営体を維持・発展させるために、自分が
習得した技術や経営理念を後継者である次世代へどのように引き継いでいくかが重要であると考えて

いる。
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出品財技術・ほ場(苗ほ)

さかもと しんすけ

坂本信介氏

熊本県菊池市

1 .地域の探要

菊池市は、熊本県の北東部に位置する。年平均気温は12"-' 150C、年間捧水量は約2， 000服、総人口

は約 5 万人である。第 1 次産業への就業割合は20%で、農林業は基幹産業である。県内ーの生産量を

誇るしいたけや、菊池米、旭忠牛などがブランド化されている。

2. 受賞者の取組みの経過と経震の現況

昭和54年より、ヒノキ及び広葉樹を中心に、積樺的な苗畑経営を展開している。機械の改員や作業
の効率化・省力化に努める姿勢と技術力は苗畑経営者の模範となっている。また、技術の普及や後継
者育成などにも積極的に取り組み、その功績は高く評価される。

3. 受賞財の特色
明確な品種系統の種子を用いて、連作障害の防止と地力維持のため、適正規模の菖:胞を確保し、家

族4 人と臨時雇用 3名の 7名で、家族経営による生産システムとしては特筆に値する年間16万本以上

の山行き苗木を生産している。また、ブームスプレーの噴口を上下させて小苗から高蔀まで対応可能

な大型トラクターの開発や、 6 条のヒノキ小苗の列陪に効率的に同時散布が可能な背負い式噴霧器の

作成、クヌギ、コナラ、クリ等の広葉樹用播種器の改良を行い、作業の効率化、労働の軽減を実現し

た。講習会の講師として積極的に技術の普及に努めるなど、地域への貢献や後継者育成に対する功績
は高く評錨される。

4. 普及性と今後の発展方向

長年にわたる技術の蓄積と農蓄な経験のもと、生産量、品質ともに安定した模範的な苗畑経営を行

っている。また、旺盛な商畑経営の改善に対する意欲のもと、機械・器具を独自に改良し、作業の効

率化、省力化等に取り組み続ける姿勢と技術に発展性がある。
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(掻ー7)

l 水産部門|

出品財産物(水産加工品)

有限会社進藤商店

(代表進藤和夫氏)

福岡県糟屋郡新宮町

1.地域の概要
新宮町は福岡県の北東部に位壁、人口は約23千人である。玄界灘の良い漁場に恵まれ、明治の頃か
らタイ、アジ、サパ等の水揚げがある。また福岡県では辛子明太子(全国の7割)、ねり製品、生鮮冷
凍水産物等の水産加工品製造業も盛んで、ある。

2. 受賞者の取組みの経過と経営の現況
同社は大正初期に創業され、直言浜で、揚がったイワシ丸子し等の加工と鮮魚販売を開始し 3代目社長

である受賞者は昭和50年代にみりん二子や辛子明太子の製造開始し社業を拡大させる一方、福岡県水産
加工協の監事他に就任、積極的に業界及び後進の育成振興に努めている。また同社は業界を巡る厳し
い情勢の中で過去 3 期連続で経常黒字となるなど安定かつ健全な経営を行っている。

3. 受賞財の特色
(1)原料

受賞財の製造に際し、当初国産マサパの使用を検討したが年聞を通じての脂質のばらつき、 f亘久
的な量の確保などの点から海水温の低いノノレウエー近海の大型冷凍サパを使用することとなったも
のである。
( 2) 味と肉質

フイレ加工したサパを塩水漬けし、肉質を締め、魚の旨味と風味を引き出した後、たまり醤油・
みりん・調味料等を混合した独自の調味液により冷蔵庫で一晩程度じっくりと漬け込むことで若年
層を中心とする消費者にも好まれる若干甘みのある製品に仕上げている。この様な味付けは同社が
位置する博多地区に特徴的なものであり地域ブランドとしての特性も有している。その後、調味付
けしたフィレを生干しし、桜チップによる嬬製処理を行った後、真空パックして蒸気殺菌を施すこ
とで肉質が軟らかくてソフトになり、しっとりとした食感が実現された。この特性は、従来からの
くん製品にはあまり見られないため受賞財は既存のくん製品とは一隷を障す新感覚の製品と言え
る。

( 3 )魚食普及
受賞者は、若い世代から寄せられた「魚を焼くこと自体が嫌だ、魚をきれいに焼けないj などの

意見を元に、魚臭くなくて、加熱調理せずスライスしてそのまま食べることが出来、ソフトな食感
と若干の甘みを有する受賞財を開発しており、若い世代から高齢属にまで幅広く受け容れられるこ
とが期待されている。同時に、受賞者は地域での伝統的水産食品の普及や母親サークルへの調理指
導や水産高等学校生のインターンシップ受け入れなど地域貢献を行い、幅広く魚食普及に努めてい
る。

4. 普及性と今後の発展方向
受賞財は、陪社が一丸となって、原料の選択から加工、販売に一貫して取り組み、地域の協力も得
ながら高品質で安全な水産加工品を新しく提案したものである。今後はインターネット等を通じた販
売の拡大が計匿されている。その様なことから福岡県の地域ブランドとして地場産業の振興に貢献す
るとともに、不振の続く全国の水産加工業界にあって、良い先行例となることが多いに期待される。
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|むらづくり部門 l

出品財むらづくり活動

ふくよしちいき すいしんきょうぎかい

福吉地域づくり推進協議会

(代表石井徳雄氏)

福岡県糸島郡二丈町

(振一 8)

カンキツ販売の不振により地域の将来に危機感を持った農区長の有志たちが、それまでの農業者だけ

のむらづくり活動に韻界を感じ、平成 8 年に漁業者や高工業者等全住民を巻き込んだむらづくり組織f福
吉地域づくり推進協議会J を結成し、農産物及び海産物等の護売所 f謡ふくの里j を核とした地域づく

りに取り組んだ。

1. r福ふくの里J を核とした農家・漁家の元気づくり

ほ場整備をきっかけに発足した営農組合は農事組合法人に発展し、「品詞横断的所得経営安定対策」

や「農地・水・環境保全向上対策J で、県のモデルになっている。さらに、減農薬・減化学肥料栽培認

証を取得し、環境にやさしい農業にも地域で取り組んで、いる。

水産関係では「カキJ や海藻の一議である fあかもく J が特産で、特に「あかもく」はフコイダン

が豊富に含まれるため、この米利用資源に着目し西日本で初めて商品化を実現した。
「福ふくの塁J は開設 4 年目で販売額6.6億円を達成し、出葎者の所得向上に役立っている。さら

に直売所独自のハウスリース制度(農業用ハウスの建設費の70%を 5 年間リース料として支払えば、

取得できる制度)を創設させ、新たな生産と豊富な品揃えに繋がっている。

2. 女性割高齢者の生きがいづくりと地域の新たな魅力づくり

「福ふくの畏J への出荷者は75%が女性で、 60歳以上が57%を占めるなど、女性・高齢者が直売所
を支えている。また女性起業者を育成するため、加工施設を半年間無料で使用できる制度も設けてお
り、女性起業者の販売額が 5 千万円を超えた。さらに「福ふくの里j は社員 2 人、パート 25人の新規

雇用も生みだしている。

その他伝統文化行事として神楽が再興され、「福ふくの皇j で「コスモス護神楽j が関擢されるほ

か、漁業関係でも大漁祈願のお祭りが行われるなど、山と海の祭りを通して住民一体の粋が深まった。

3. 他地域への普及性と今後の発展方向

農業者のみならず、掠業者、商工業者を始め全住民を巻き込んだむらづくり組織を結成し、産業ま

つりの開催や活性化交流施設「福ふくの皇j 建設、こだわり産品の開発、神楽の再生等さまざまな活
動を展開。直売所独自のハウスリース制度、加工研諺などの取組により、地域資源を最大鞭活用した

多様なむらづくりは全国の模範となるものである。
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この時子の取りまとめに当たって、農林水産省各局庁の農林水産

祭連絡担当官には大変ご尽力をいただきました。

なお、三賞受賞者の業績の詳細については、後日「平成19年度(第

羽田)農林水産祭受賞者の業績一(技術と経営) -J として取りまと

め配布する予定です。

発行日平成19年11月 15 日
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